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巻頭言 
 

 マクロ経済の動向をみると、世界経済は総じて回復の方向にあるものの、最近の牽引役

であった米国と中国経済の減速懸念や原油価格が高止まりした場合の影響等が、今後の不

安材料として指摘されています。我が国の経済については、企業収益の回復傾向を背景に

設備投資の足腰は強いものの、輸出の伸びの鈍化や在庫調整等を理由として、今年度の成

長率はやや低下すると推測されています。一方、建設業界においても、公共工事の長期縮

小傾向は続くものの、企業の収益回復に伴い民間非住宅投資は回復傾向を維持するが、住

宅投資は需要拡大要因がなく、供給過剰感から横ばいもしくは徐々に減少に向かうと見ら

れています。しかしながら、グローバル化、規制緩和、少子・高齢化、地球環境問題等の

社会的要因が急速に変化していく中で、建設業界においても積極的に変化を創造し、変化

に合致した技術を事業基盤として経営環境を好転させていく努力が重要です。 

 建設市場の変化として技術を俯瞰すると、前記の社会的要因に加え「安全・安心」で、

しかも「サステナビリティ」な社会が求められています。さらに、今世紀に入って顕著に

なりつつあるストック対策、頻発する自然災害対策、高齢者・弱者対応、景観問題対応等、

建築・都市上の諸課題に対応可能な都市再生と地域間格差の是正など、今後とも建設投資

が継続して必要とされる状況にあります。 

 技術開発においては、これらの社会の変化を的確に捉え、スピード感を持った開発が必

要です。今後も、総合力・技術力による差別化がさらに加速し、「技術提案力」、「コスト・

技術力等の総合的な評価」等が重視され、より高いレベルの技術力が求められています。 

技術開発は「未知の領域」への挑戦でもありますが、建設行為は「ものづくり」が基本

です。この「ものづくり」への徹底したこだわりの中に開発の芽はあるとも言えます。研

究や開発するだけでなく、成果を行為につなげる力、さらに行為を通して新しい価値をも

たらすものでなければなりません。また「ものづくり」への徹底したこだわりの中から生

まれた技術は、顧客から信頼される技術となり得ると確信しています。 

 本技術研究所報告は三井住友建設株式会社として第３号を発刊する運びとなりました。

両社の技術を融合して、新たな、より高い価値を生み出すべくスタートをして以来、二年

半が経過しました。現在、新・経営中期計画の下、安定した事業基盤を構築中ですが、技

術開発においても「ものづくり」への徹底したこだわりを持った技術開発を目指して、よ

り高い価値を生み出すべく研究開発活動に取り組む所存です。技術研究所報告 No.３を発刊

するに当たり、多くの方々にご覧頂き、ご批評を賜れば幸いです。 

 

２００５年 ９月 

 

技術研究所長 

  黒﨑 幸夫 
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遠心力トンネル吹付け工法の実用化と 

その粉じん低減効果 

－実大模擬トンネルでの吹付け評価試験－ 
 

Dust Reduction through Utilization of the Centrifugal Spraying System (Dustless Shotcrete) 
- Evaluation on a Full Size Test Tunnel - 

YUJI NAGANO

YASUO SHIMIZU

SHIN-ICHIRO MARUYAMA

 MASATAKA  UOZUMI 

 HIROSHI  YAMACHI

キーワード：

In tunnel construction, the development of dust control measures designed to meet public environmental 

guidelines is an urgent issue.  

In line with this, the low dust ‘Dustless Shotcrete’ spraying system which uses centrifugal force was 

developed, and the efficacy of the system was verified through the practical application at a number of 

tunnel construction sites.  

In this paper, a summary of the Dustless Shotcrete system and the inspection results of dust reduction 

carried out in a full size test tunnel are included.   

Key Words: Centrifugal Force, Low Dust Discharging, Shotcrete,Lining, Tunnel 

 

１．はじめに  

NATM

12

50m 3mg/m3
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写真-1

14 3

17 9  

２．遠心力トンネル吹付け工法の展開  
 

80m2

2

16 3

20 5m2

３．遠心力トンネル吹付け工法の概要  
 

写真-2

図-1

図-2

写真-1

遠 心 力 吹 付 け 装 置

 

遠心力吹付け装置 粉体急結剤供給装置 コンクリートポンプ 

       図-1 



 

 31 

 
４．共同研究試験  

 

（１）模擬トンネルの概要 
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80m2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実験項目および実験方法 

図-3

  写真-3 50m

写真-4
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30ｍ 70ｍ

100ｍ

吹付け試験区間

集じん機

資･機材

模擬トンネル全長

試験

①

②

③⑥

⑤

④

⑧

⑦

30ｍ
10ｍ

50ｍ

風管

①～⑧：測定点 ：ディジタル粉じん計
：ローボリュームエアサンプラー
：ＰＭサンプラー

         図-3 

 写真-2  

写真-3 
       図-2 

低速回転する内筒管

高速回転する撹拌翼

高速回転するインペラ

ｺﾝｸﾘｰﾄ

急結剤

ふたの役目をする
エンドレスベルト

分解した撹拌翼

吹付け装置の内部

低速回転する内筒管

高速回転する撹拌翼

高速回転するインペラ

ｺﾝｸﾘｰﾄ

急結剤

ふたの役目をする
エンドレスベルト

分解した撹拌翼

吹付け装置の内部

①材料供給部 ②混合撹拌部 ③吐出部 

   写真-4 
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（３）比較対象とされた対策技術グループ 

17

3

SEC

 

写真-5

写真-6  

 
５．使用材料および試験方法  

  

 表-1

 

写真-5 写真-6 

   表-1

W/C S/a W C S1 S2 G

% % cm

58 60 12-18 210 360 714 306 684 7.0

C×%

kg

        表-4

2004 6 18 27.2 17.3 36.4 22.9

2004 6 19 27.4 17.3 36.6 22.2

7 N/mm2 28 N/mm2

               表-2 

G-31 G-32 G-33

W/C 50 %
S/a

12-20 cm
W 180 180 190 200
C 360 360 380 400
s1 747
s2 320 1,084 1,057 1,031
G 716 716 700 681

kg C×% 1.2 % 1.1 % 0.8 % 0.5 %
0.01

C×% 10

G-3
M -1 M -2 M -3 G-1 G-2

10-12 cm 10-12 cm 12-20 cm

58.3 % 60 % 50 %
60%

210
360
736
308
685

-
-
7

216
360

0
1,040

0

0.01
10

689
-
-
7
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表-2  

 
６．試験結果  
 

 表-3  

20

1m3  

2  

 

 

50m 1.09 1.74mg/m3 10m

1.13 2.50mg/m3

50m 0.70 1.24mg/m3

10m 0.70 1.18mg/m3 10m

50m

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3

25.7% 32.3

24

10N/mm2

表-4 28

36N/mm2 22N/mm2

7 17.3N/mm2

28

表-5

50m 10m

10m

50m 10m

                 表-3 

cm 22.0 22.5 22.5 22.0 22.5 21.5 21.0 22.0
cm 15.5 15.0 13.0 - 18.0 12.5 18.0 20.0
m3/min
m3/min

% 9.30 9.30 8.50 8.30 7.70 9.00 7.60 7.90
% - - - 25.70 - - - 32.30

10m 1.13 1.43 2.50 - 0.70 1.20 1.18 -
50m 1.09 1.14 1.74 - 0.70 1.00 1.24 -

3 2.04 1.88 2.06 - 2.76 2.31 2.50 -
24 14.80 12.80 14.80 - 17.20 15.80 16.80 -

1,000 1,000

M-1 M-2

1,2001,200

M-3 G-1 G-31 G-33

% 4.50 6.70 5.30 8.60 12.10 7.00 8.30 8.30 11.20 10.40 14.40 10.60 10.50 10.10

10m mg/m3 0.75 0.75 - 1.67 - 2.09 2.49 3.29 1.62 1.30 2.40 1.50 1.77 2.09

50m mg/m3 0.44 0.47 1.54 1.23 1.59 1.26 1.61 2.37 1.30 1.22 1.87 1.38 1.34 1.47

M-2 G-32G2

          表-5
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写真-7

EFNARC 写真-8 写真-9

表-6

0.83N/mm2 0.84N/mm2

EFNARC

0.5N/mm2

40m/sec

30m/sec

 
７．まとめ  
 

80m2 700m

50m

3mg/m3

2,000m3/min

700m3/min

18N/mm2
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             表-6 

0 .84

0 .83
0 .5

2 8 N /m m 2 E FN A R C N /m m 2
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アラミド繊維シートを下面接着したＲＣ版の押し抜きせん断性状に 

及ぼす補強方法と補強層数の影響 

 

The Influence of Varying Reinforcement Methods and Amounts on the Punching Shear Behavior of RC Slabs 
Reinforced with AFRPs 

三上 浩  HIROSHI  MIKAMI 

藤田 学  MANABU  FUJITA 

中島 規道 NORIMICHI  NAKAJIMA 

篠崎 裕生 HIROO  SHINOZAKI 

ファイベックス（株）  田村 富雄 TOMIO  TAMURA 

 

アラミド繊維シートを下面接着した RC 版の押し抜きせん断性状に与える補強方法と補強量の影響に着目し

て，9 体の試験体を用いて実験的に検討した。補強法は，2 方向シートを貼り付ける方法と 1 方向シートを一

定の間隔で直交して貼り付ける方法とした。実験の結果，1) 補強材の引張剛性が大きい場合は，2 方向シート

の方が 1 方向シートを用いる場合よりも効果的であること，2) 補強材の引張剛性に対応して補強効果は増大

する傾向にあること，3）ただし，補強効果には上限があること，4）著者らの提案式で比較的精度良く押し抜

きせん断耐力の評価が可能であること，などが明らかになった。 

キーワード：AFRP シート，RC 版，押し抜きせん断耐力，シート剥離 

To investigate the effect on strengthening the punching shear capacity of AFRP reinforced RC slabs a 

series of nine static loading tests were conducted with varying application methods of reinforcement and 

AFRP tensile stiffness. The following two reinforcing methods were applied; bonding of cross-directional 

AFRPs and bonding of unidirectional orthogonal AFRPs. The following results were obtained; 1) When 

the magnitude of AFRP tensile stiffness is large, the reinforcing effects of using a cross-directional sheet 

are superior to those of using a unidirectional one, 2) The greater the tensile stiffness of the AFRPs, the 

larger is the punching shear capacity, 3) however, the capacity tends to have an ultimate value and can be 

decreased by increasing the tensile stiffness from a certain point; and 4) The capacity estimated with the 

proposed formula corresponds very closely to the experimental results. 

Key Words: AFRP Sheet, RC Slab, Punching Shear Capacity, Sheet Debonding 

 

 

１．はじめに 
 

 近年，炭素繊維製やアラミド繊維製などの連続繊維シ

ート（以後，FRP シートまたはシート）を既設鉄筋コ

ンクリート（以後，RC ）構造物に接着して補強する工

法が盛んに適用されるようになった。道路橋床版では，

押し抜きせん断耐力の増大には上面増厚工法が有効であ

ることが知られている。しかし，施工のためには道路を

一部占有する必要があるなどの課題があり，特に交通量

の多い基幹道路では，その採用が困難な場合も見受けら

れる。 

 このような場合，床版下面からの吹き付けなどによる

増厚工法や鋼板接着工法などが採用されてきたが，前者

は既設 RC 構造物との界面における力の伝達の確実性，

後者は鋼材の腐食という重大な課題を有している。一方，

FRP シートによる床版下面補強工法には上述したよう

な課題は少ないものの，補強効果に関する研究例 1)-5)は

比較的少ない。 

著者らは，既往の研究 4),5)において，FRP シートによ

る道路床版などの面部材の下面補強を想定し，静的押し

抜きせん断性状を実験的に検討してきた。その結果，

1） FRP シートで下面補強した RC 版の押し抜きせん断

耐力の増大は，主としてかぶりコンクリートの押し抜き

せん断抵抗が寄与すること，2）FRP シートの引張剛性
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（弾性係数 E×シート厚さ t）を同等とすると，炭素や

アラミド繊維など，材料特性に関わらずほぼ同等の押し

抜きせん断耐力増分が期待できること，3）2 方向にア

ラミド繊維を配交した 2方向 AFRP シートは 1方向 シ

ートを直交して 2方向に貼り付けた場合と同等程度以上

の補強効果を有すること，などを明らかにしてきた。 

しかしながら，既往の研究 4),5)における補強材の引張

剛性は最大でも 60 MN/m 程度であり，それ以上の引張

剛性においても補強効果の増大が期待できるかは明らか

になっていない。また，押し抜きせん断耐力の増大にか

ぶりコンクリートの押し抜きせん断抵抗が寄与すること

は明らかになったものの，その程度は，補強する RC 版

の特性，例えば版厚，主鉄筋量，コンクリート強度およ

び弾性係数などにも影響されると推察されるが，それら

の影響に関しては未だ明らかにされていない。 

一方，FRP シートで床版全面を補強する工法には，

1）ひび割れの目視観察が不可能となり維持管理が困難

となること，2）床版内部が滞水すると疲労耐久性が低

下するため上面防水が確実に実施されていることが必要

である，などの欠点も指摘されている。そのため，最近

では 1 方向 FRP シートを格子状に一定の間隔で直交し

て貼り付けることで，上記の課題を解消する方法も提案

され，輪荷重走行実験 6）によって疲労耐久性に関する

検討が進められている。 

このような背景から，本研究では 2種類の補強方法，

すなわち，2方向 AFRP シートによる全面補強および 1

方向 AFRP シートによる格子状補強に着目し，さらに

補強材の引張剛性を最大で 110 MN/m 程度まで引き上げ

て，補強方法および補強材の引張剛性が補強効果に与え

る影響を 4辺単純支持 RC版の静的押し抜きせん断実験

によって検討した。また，FRP シート補強した床版の

押し抜きせん断耐力の評価式として，松井他が提案した

評価式の適用性について検討を行った。併せて，著者ら

の既往の提案式の妥当性を検証し，RC 版の特性，主に 

RC 版主鉄筋の降伏が補強材の押し抜きせん断耐力向上

効果に与える影響に着目して提案式を一部修正し，実験

結果との対応性を比較検討した。 

 

２．試験体の概要 
 

表-1 に本実験で用いた試験体の一覧を示す。試験体

数は，無補強試験体を含め，補強方法を 2種類，補強量

を 4種類に設定した合計 9体である．補強方法は，2方

向 AFRP シートによる全面補強と，1方向 AFRP シート

による格子状補強の 2種類である。また，補強材の引張

剛性は，最小 24 MN/m 程度から最大 113 MN/m 程度と

した．なお，格子状補強では，隙間をあけてシートを貼

り付けることから，引張剛性は隙間も含めた換算引張剛

性で示した。そのため，格子状補強における引張剛性は，

全面補強に比べて全般的に小さく設定されている。表中，

試験体名の第 1項目は N が無補強，S が全面補強，CR 

が格子状補強を示し，第 2項目の数字は，引張剛性の小

さな順に 1，2，3，4 としている。 

図-1 に RC版の形状寸法と配筋状況を示す。RC 版の

寸法は，2,000×2,000×180 mm で，主鉄筋のかぶりは

40 mm である。用いた鉄筋は D16 で，主鉄筋，配力筋

ともに版中央部から 150 mm 間隔で配筋した。なお，

RC 版は正方形であり，支持条件も 4 辺支持と方向性が

ないため，最下端に配置した鉄筋を主鉄筋と称すること

とした。また，本 RC 版では圧縮側に鉄筋を配置してい 

表-1 試験体の一覧 

試験体名 繊維目付量 
(g/m2) 

シート

層数 

引張剛性 
E・t 

(MN/m) 

N - - - 
S-1 1 28.3 
S-2 2 56.6 
S-3 3 85.0 
S-4 

435/435 
(2方向) 

4 113.3 
CR-1 415 1 24.1 
CR-2 623 1 36.2 
CR-3 830 1 48.2 
CR-4 1,246(623×2) 2 72.5 

図-1 RC版の形状寸法および配筋状況 

1,500 

1,
50

0 

2,000 
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ない。鉄筋は，4 辺の外縁に配置した溝型鋼に溶接定着

し，定着長を削減している。なお，図中○印は，試験体

の浮き上がり防止用ボルトを挿入するための貫通孔を示

している。 

図-2 に RC 版下面の FRP シート補強概要を示す．S 

試験体では，2 方向 AFRP シートを両支点の 50 mm 手

前まで貼り付けた。なお，2 層以上貼り付ける場合は，

1 層ずつ上記施工を繰り返した。一方，CR 試験体では，

始めにシート接着位置を墨出しし，幅 250 mm の 1 方向 

AFRP シートを先ず主鉄筋方向（図の左右方向）に版中

央部から 350 mm 間隔（隙間 100 mm）にて両支点の 50 

mm 手前まで貼り付けた。その後，配力筋方向のシート

を貼り付ける前に，当該貼り付け範囲における主鉄筋方

向シート上面と版表面までの段差をエポキシ樹脂パテ材

を用いて修正した。また，100×100 mm の無補強範囲

には，エポキシ樹脂が回らないようにマスキングを施し，

その後，配力筋方向のシートを貼り付けている。したが

って，格子状補強では，100×100 mm の隙間が合計 16 

カ所設けられている。また，シートを 2 層貼り付ける場

合は，上記施工を繰り返した。なお，いずれの RC 版も

シート接着部のコンクリート表面には，付着性能の向上

に有効であるショットブラスト処理（処理深さ  1～2 

mm 程度）を施し，プライマーを塗布した後にエポキシ

樹脂を用いてシートを接着している。 

RC 版の支持条件は 4 辺単純支持で，支持間隔は 1,750

表-2 AFRP シートの力学的特性値 

繊維目付量
(g/m2) 

厚さ 
t (mm) 

弾性係数 
E (GPa) 

引張

強度 
(GPa) 

破断 
ひずみ

ε (%)
435/435 0.24/0.24 118 2.06 1.75 

415 0.286 
623 0.430 
830 0.572 

118 2.06 1.75 

 

mm である。支点部は回転を許容するが浮き上がりを拘

束するピン支持に近い構造となっている。載荷板は直径

が 60 mm の鋼製厚肉円板とし，RC 版中央部に設置した。

なお，載荷板の直径は，押し抜きせん断破壊時の破壊面

が支点をよぎらないように選定した。実験時におけるコ

ンクリートの圧縮強度は，f’c = 34.9 MPa，弾性係数は 

25.2 GPa であり，鉄筋の降伏強度は f y = 386.4 MPa で

あった。表-2 に 2 方向 AFRP シートおよび 1 方向 AFRP

シートの力学的特性値を示す。なお，力学的特性値はい

ずれもカタログ値である。本実験における測定項目は，

静荷重測定用ロードセルによる載荷荷重，レーザ式変位

計による版中央部変位，鉄筋およびシートに貼り付けた

ひずみゲージによる鉄筋およびシート各点のひずみであ

る。これらの出力は，連続的にデジタルメモリーに一括

収録し，各物理量に変換している。なお，実験終了後に

は主鉄筋方向の版中央部を切断し，破壊面の観察を行っ

ている。 

 

図-2 AFRP 補強概要 

2,000
2,000 

1,650 
2,000 
1,650 

2,000 

(a)  S 試験体 (b)  CR 試験体 
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３．実験結果および考察 
 

（１）荷重－変位曲線 

図-3 に各試験体の荷重と版中央部変位（以後，変

位）の関係を S，CR 試験体ごとに比較して示した。ま

た，表-3 には各試験体の最大荷重（押し抜きせん断耐

力），最大荷重時変位，補強材の単位幅当たりの引張剛

性および耐力増分の一覧を示した。ここで，耐力増分と

は補強試験体の最大荷重から N 試験体のそれを差し引

いた荷重である。 

図-3 から，無補強の N 試験体は 170 kN 程度でひび

割れが発生して版の曲げ剛性が低下し，変位が増加し始

めていることがわかる。その後，3.6 mm 程度の変位で

押し抜きせん断破壊に至った。一方，シート補強した 

S/CR 試験体には，N 試験体のような剛性低下が顕著に

は見られず，荷重の増加とともに変位が徐々に増大した

後，急激に荷重が低下して押し抜きせん断破壊に至って

いることがわかる。なお，いずれの補強試験体もシート

は破断していないことを確認している。 

このように，シート補強を施すことで剛性低下が抑

制されるのは，シートを床版下面に接着することでコン

クリートのひび割れの発生および開口が抑制されるため

と考えられる。また，いずれの補強方法においても補強

材の引張剛性が最も大きい S/CR-4 試験体の最大荷重時

変位が最も小さいことがわかる。同時に，S/CR-4 試験

体の耐力増分は S/CR-3 試験体のそれよりも小さいこと

から，補強材の引張剛性 E･t の増加と補強効果，すなわ

ち耐力増分は線形比例関係にないことがわかる。これは，

補強材の量や弾性係数，すなわち引張剛性を増加させて

も補強効果には上限があることを示している。 

 

（２）引張剛性と耐力増分，最大荷重時変位の関係 

図-4 に補強材の引張剛性と耐力増分の関係を示す。

図より，引張剛性が 60 MN/m 程度までは，CR 試験体

の耐力増分は S 試験体に比べて多少大きく，それ以上

の剛性では逆の傾向を示すことがわかる。これは，後述

するように引張剛性が比較的小さい場合は，CR 試験体

に無補強部分があるため最大荷重時変位が S 試験体に

比べて大きくなり，曲げのモードがより卓越してシート

の補強効果が大きく出現したためと考えられる。また，

前述したように S/CR-4 試験体の耐力増分は S/CR-3 試

験体のそれよりも小さく，補強材の引張剛性 E･t の増加

図-3 荷重－版中央変位関係 

図-4 引張剛性と耐力増分の関係 図-5 引張剛性と最大荷重時変位の関係 

 (a)  S 試験体    (b)  CR 試験体 
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と耐力増分は線形比例関係にないことがわかる。なお，

耐力増分の最大値を示す引張剛性は，1 方向シートを格

子状に貼り付けた CR 試験体の方が小さく，また，耐力

増分の最大値も CR 試験体の方が小さい。 

これは，CR 試験体には無補強の領域があること，S 

試験体は全面が補強されていることと密接に関連するも

のと考えられる。すなわち，CR 試験体では，無補強領

域においてひび割れの発生や開口が顕在化しやすく，耐

力増分や最大荷重時変位に与えるシートの引張剛性の影

響が S 試験体に比べて顕著なため，補強効果の上限が

より低引張剛性で出現し，同時に耐力増分の最大値も小

さくなったものと考えられる。なお，60 MN/m 程度ま

での引張剛性で補強する場合は，1 方向シート格子貼り

の方が補強効果は多少大きく，それ以上の剛性では 2 

方向シート全面補強の方が効果的である。以上から，補

強の要求性能に対応して両者を選択することが合理的と

思われる。このように，押し抜きせん断耐力の向上効果

は，補強方法および補強材の引張剛性に影響されること

が明らかとなった。 

図-5 に引張剛性と最大荷重時変位の関係を示す。図

より，いずれの補強方法でも，ある引張剛性以上におい

て，最大荷重時変位が大きく低下する傾向にあることが

わかる。また，引張剛性が 60 MN/m 程度までは，CR 

試験体の最大荷重時変位が S 試験体のそれよりも大き

く，最大荷重時変位の低下も CR 試験体の方が S 試験体

に比べてより小さな引張剛性で生じている。ここで，上

記引張剛性において CR 試験体の最大荷重時変位が S 試

験体のそれに比べて大きいのは，CR 試験体では無補強

の領域があるため，その領域内でのひび割れの発生およ

び，ひび割れ幅の開口を抑制できないためと考えられる。

また，CR 試験体の変位が S 試験体に比べてより小さな

引張剛性で低下するのは，CR 試験体のシート接着面積

が S 試験体よりも小さく，シートがより部分剥離しや

すいためと推察される。 

なお，耐力増分および最大荷重時変位は，ともに引

張剛性がある程度以上で低下する類似の傾向を示すこと

から，引張剛性と耐力増分およびシートが部分剥離して 

押し抜きせん断破壊する時の変位量，すなわち最大荷重

時変位は密接に関連するものと推察される。 

図-6 に上記関係を模式的に示した。図中，左側縦軸

は耐力増分，右側縦軸は最大荷重時変位である。なお，

図中の耐力増分および最大荷重時変位を示す曲線は，大

略の傾向を示す概念的な曲線である。すなわち，耐力増

分を右上がり，最大荷重時変位を右下がりとすると，両

曲線を上限とする領域の重複部分（図中，網掛け部分）

が，出現可能な補強効果の領域を示すものと考えられる。 

 

（３）押し抜きせん断性状 

図-7 に主鉄筋方向の版中央部切断面におけるひび割

れ性状の一例を示す。図より，版上端から主鉄筋までの

ひび割れ角度（α1）とかぶりコンクリートのひび割れ

 

表-3 各試験体の実測値一覧 

試験

体名 
最大荷重 

(kN) 

最大荷重

時変位 
(mm) 

引張剛性 
E・t 

(MN/m) 

耐力

増分
(kN)

N 276.2 3.6 - - 
S-1 318.5 2.8 28.3 42.3 
S-2 336.2 2.8 56.6 60.0 
S-3 359.0 3.0 85.0 82.8 
S-4 343.8 2.4 113.3 67.6 

CR-1 329.8 3.5 24.1 53.6 
CR-2 330.5 3.6 36.2 54.3 
CR-3 349.1 3.1 48.2 72.9 
CR-4 336.2 2.6 72.5 60.0 

図-6 引張剛性と耐力増分および最大荷重時変位の関係

図-7 切断面のひび割れ性状 
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角度（α2）が大きく異なっていることがわかる。各試

験体のひび割れ角度を整理して表-4 に示す。なお，表

中のひび割れ角度は左右の平均値であり，角度は切断面

の写真を基に線形を仮定して測定した。表より，無補強

試験体のα1 は 35°程度と 45°を大きく下回り，補強

することでα1 は 45°程度に近づくことがわかる。こ

れは，既往の研究結果 4),5)と良好に対応している。すな

わち，曲げ剛性の小さな変形しやすい試験体のα1 は 

45°よりも小さく，補強によって版の曲げ剛性が増大

し，変位が抑制されることでα1 は大きくなり 45°程

度に近づくものと考えられる。なお，補強方法や補強材

の引張剛性がα1 の大きさに与える影響は顕著でなく，

大略同等である。一方，α2 はいずれの試験体でもα1 

を大きく下回り，かぶり部において押し抜きせん断面が

緩やかに形成され，広がりを有する傾向にあることがわ

かる。なお，補強試験体のα2 は CR 試験体で多少大き

くなる傾向にあるものの大略同等である。 

 

（４）張力分担性状 

図-8 に各試験体の主鉄筋方向における版中央の鉄筋

およびシートの分担張力を示す。張力は，鉄筋およびシ

ートに貼り付けたひずみゲージの値を用いて算出した。

なお，鉄筋の張力は 1 本当たり，シートの張力は，鉄筋

の配置間隔にあわせて 150 mm 当たりの張力に換算して

いる。 

図より，主鉄筋の張力は最大で 40 kN 程度であるこ

とがわかる。この値は，鉄筋の降伏時張力の 50 % 程度

であることから，補強の有無にかかわらず，いずれの試

験体も主鉄筋が降伏せずに押し抜きせん断破壊に至った

ことがわかる。N 試験体では，荷重の増加とともに版中

央の鉄筋張力が増大し，張力の分担範囲も支点側に拡大

する傾向にあることがわかる。 

一方，補強試験体の最大荷重時における鉄筋張力は，

補強方法の違いによらず，シートの引張剛性の増加に対

応して多少減少する傾向にあることがわかる。また，N 

試験体の最大荷重時（276.2 kN）における鉄筋張力と補

強試験体の 300 kN 時におけるそれを比較すると，明ら

かに補強試験体における鉄筋の分担張力は N 試験体の

張力よりも小さく，両者の差異は特に引張剛性が大きい

場合に顕著である。以上から，シート補強によって鉄筋

の分担張力が軽減されること，その度合いは引張剛性の

増加に対応して大きくなること，が明らかとなった。こ

れは，シートによる曲げ補強効果が引張剛性に対応して

出現することを示すものである。 

一方，シートの分担張力は，いずれの試験体も版中

央近傍を頂点とする三角形状の分布を示している。また，

シートの分担張力は，S/CR-4 試験体を除いて，鉄筋の

分担張力の半分程度以下と小さい。なお，S/CR-4 試験

体のシートの分担張力は，鉄筋の分担張力とほぼ同程度

と大きい。前述したように，S/CR-4 試験体の耐力増分

は S/CR-3 試験体のそれに比べて小さい。このことと，

S/CR-4 試験体でシートの分担張力が特に大きいことは

矛盾するものと考えられる。これは，著者らの既往の研

 

表-4 ひび割れ角度の一覧 

試験体名 α1(度) α2(度) 
N 35 11 

S-1 40 13 
S-2 47 13 
S-3 48 15 
S-4 44 16 

CR-1 46 15 
CR-2 44 16 
CR-3 48 18 
CR-4 41 17 

図-8 張力分担性状（荷重レベル 150，300kN，最大荷重時） 
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究 7)結果と同様に，RC 梁底面に接着した曲げ補強用シ

ートの部分剥離進展時において，等せん断力区間のシー

トひずみがひび割れ近傍におけるせん断ずれに起因して

大きくなることに対応するものと考えられる。また，

S/CR-4 試験体では，シートの引張剛性が大きいために

張力を大きく分担して鉄筋張力を軽減する傾向にあり，

一方で接着面積は不変であることから，シートはより剥

離しやすい状況にあるものと考えられる。 

 

（５）押し抜きせん断耐力 

RC 版の押し抜きせん断耐力評価式として，コンクリ

ート標準示方書式 8)（以後，示方書式）の他に，松井ら

の提案した式（1）1）（以後，松井式）がある。松井式

は示方書式と異なり，かぶりコンクリートのせん断抵抗

も考慮した評価式であるため，FRP シートで補強した 

RC 版の押し抜きせん断耐力評価が可能であるも のと

考えられる。そこで，式（1）に示す松井式を用いて，

本実験で用いた試験体の押し抜きせん断耐力を計算した。 

)(2 maxmax mtmssx CXBP ���� ��                 (1) 

ここに， 

 sxP  ：押し抜きせん断耐力 (N) 

 B  ：床板の有効幅 (mm) 

 maxs�  ：コンクリートの最大せん断強度 (N/mm2) 

 mX  ：主鉄筋断面の中立軸深さ (mm) 

 maxt�  ：コンクリートの最大引張強度 (N/mm2) 

 mC  ：下側主鉄筋のかぶり (mm) 
 

なお，式（1）において，シート補強は曲げ設計によ

る mX （主鉄筋断面の中立軸深さ）に考慮されるものの，

かぶりコンクリートの押し抜きせん断抵抗分である 

στmax ・Cm には考慮されない。 
一方，著者らは既往の研究 4),5)において，示方書式を

基にした FRP シート下面補強 RC 版の押し抜きせん断

耐力評価式を提案している。すなわち，シート補強によ

ってかぶりコンクリートがより健全となり，押し抜きせ

ん断耐力の向上に寄与するものとして，かぶりコンクリ

ートの押し抜きせん断耐力を計算し，それと示方書式に

よる有効高さ部分の押し抜きせん断耐力を累加する方法

である。式（2）に，かぶりコンクリートの押し抜きせ

ん断耐力の評価式を示す。 

      dufV ppcdrpdpcd ������ ���                  （2） 

cdpcd ff '20.0�  (N/mm2)， 4 /1 dd ��  (d：m) 

3 100pp �� ， )/25.01/(11 dur ����  

ここに 

 cdf ' ：コンクリートの圧縮強度 

 u：載荷面の周長， pu ：設計断面の周長 

 d ：かぶり厚さ， ))/(( dbAnp ff ��� ：補強筋比 

 fA ：AFRP シートの断面積， b：幅 

 )/( sff EEn � ：弾性係数比 (AFRP シート/鉄筋) 

かぶりコンクリートの押し抜きせん断耐力は，図-9

に示す押し抜きせん断性状のモデル化を参考に，α1 ＝ 

45°の角度で主鉄筋位置までひび割れが進展した際の

周長を載荷面の周長（u）とし，表-4 に示したα2 の角

度でかぶりコンクリートに押し抜きせん断面が形成され

るものとして設計断面の周長（up）を求めて評価するこ

ととしている。なお，版下面の AFRP シートは，鉄筋と

の弾性係数比を用いて補強筋比として考慮している。 

表-5 に実測値と松井式および旧提案法（式（2）と 

RC 示方書式の累加）による計算値を取りまとめた。表

から明らかなように，松井式は全般的に安全側の評価を

与え，実測値 / 計算値は 1.2～1.4 程度である。また，無

補強の N 試験体で実測値と計算値の対応が最も良く，

補強した試験体に対してはより安全側の評価を与えてい

ることがわかる。これは，松井式では，補強材の引張剛

性が主鉄筋断面の中立軸深さに影響を与えるのみで，補

強によるかぶりコンクリートのせん断抵抗の増大は考慮

されないためと考えられる。なお，実務的な観点では，

松井式で十分安全側の設計が可能と考えられる。 

一方，旧提案法は全般的に危険側の評価を与え，実

 

表-5 実測値と計算値との比較 

押し抜きせん断耐力 (kN) 
試験

体名
実測値

(i) 
松井式 

(ii) 
 

(i)/(ii) 

旧提

案法 
(iii) 

 
(i)/(iii)

N 276.2 233.9 1.18 280.3 0.99 
S-1 318.5 242.0 1.32 370.8 0.86 
S-2 336.2 249.7 1.35 394.3 0.85 
S-3 359.0 256.7 1.40 404.7 0.91 
S-4 343.8 263.5 1.30 414.5 0.83 

CR-1 329.8 243.6 1.35 370.6 0.89 
CR-2 330.5 248.9 1.33 391.8 0.84 
CR-3 349.1 252.4 1.38 403.6 0.86 
CR-4 336.2 260.8 1.29 418.3 0.80 

図-9 押抜きせん断性状のモデル化 
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測値 / 計算値はシート補強した試験体で 0.8～0.9 程度で

ある。既往の研究 4),5)から，旧提案法は，比較的曲げ剛

性の小さい RC 版（版厚：15 cm，主鉄筋比：約 0.9 ％，

コンクリート強度：16.7 MPa）を AFRP シート補強した

場合には，押し抜きせん断耐力を良好に評価できること

が明らかになっている。なお，この場合には，補強後も

主鉄筋が降伏して押し抜きせん断破壊に至っている。一 

方，本実験では版厚も厚く，主鉄筋量も多く，用いたコ

ンクリートの圧縮強度も高いことから，より変形しにく

く，主鉄筋の降伏を伴わないで押し抜きせん断破壊に至

っている。 

既往の RC 梁に関する FRP シート曲げ補強実験 7)か

ら，シートの曲げ補強効果は，鉄筋が降伏した後に顕著

に出現することが明らかになっている。すなわち，RC 

版においても，主鉄筋が降伏する場合と降伏しない場合

では，シートの補強効果は大きく異なるものと推察され

る。本文では，シート補強後の主鉄筋の最大張力が降伏

時張力の 40 ～ 50 % 程度であったことから，主鉄筋が

降伏しない RC 版での補強効果を降伏時張力との比に対

応させて 0.5 として評価することとした。すなわち，式

（2）を式（3）のように修正する。 

 dufV ppcdrpdpcd ������� ����      （3） 

ここに，αは版の曲げ剛性などによって変動する補

強材の補強効果を示す係数で，主鉄筋が降伏する場合に

は 1，降伏しない場合には 0.5 とする。 

修正した提案式（3）を用いて計算したかぶりコンク

リートの耐力負担と押し抜きせん断耐力の一覧を表-6

に示す。なお，up は表-4 に示した実測値を用いて計算

している。表より，かぶりコンクリートの耐力負担の計

算値は，ほぼ実測の耐力増分に対応することがわかる。

また，有効高さ部分の計算押し抜きせん断耐力に，かぶ

りコンクリートにおける計算耐力負担を加算した押し抜

きせん断耐力の計算値は，実測値と比較的精度良く対応

していることがわかる。 

なお，本提案法では，主鉄筋降伏が有効高さ部分の

押し抜きせん断耐力に与える影響は考慮していない。こ

れは，無補強時に主鉄筋が降伏する RC 版でもシート補

強によって変形が抑制され，有効高さ部分の押し抜きせ

ん断角度が 45°近くになるため，主鉄筋降伏の有無は

シート補強時には有効高さ部分の押し抜きせん断耐力に

大きな影響を与えないものと考えられるからである。 

以上から，AFRP シートで補強した RC 版の押し抜き

せん断耐力の増分は，補強する RC 版の曲げ剛性などに

も依存し，補強後も鉄筋が降伏する場合の方が補強効果

は高く，降伏を伴わないで押し抜きせん断破壊する場合

には小さくなると考えることは妥当であるものと判断さ

れる。 

なお，引張剛性が最大で，小さな変位においてシー

トが部分剥離し，押し抜きせん断破壊に至った S/CR-4 

試験体の実測値も本修正式でほぼ評価可能である。ただ

し，多少危険側の評価を与えていることから，本式を

RC 版の剛性や補強材の引張剛性の大きさに関わらず適

用可能とするためには更なる改善が必要と思われる。 

一方，本式を設計式として使用するためには，シー

ト補強後のかぶりコンクリートにおけるひび割れ角度を

定める必要があるが，既往の実験 4),5)および本実験結果

から，大略 15°程度と評価することが可能であると思

われる。今後は，RC 版の曲げ剛性や補強材の引張剛性

を種々変化させた実験を行い，係数αの定式化や設計式

として有すべき安全率などについても併せて検討する予

定である。 

 

４．まとめ 
 

本研究では，AFRP シートを下面に接着した RC 版の

押し抜きせん断性状を補強材の引張剛性（弾性係数 × 

シート厚さ）および補強方法，すなわち，2 方向シート

を全面に貼り付ける方法と 1 方向シートを格子状に隙間

を設けて貼り付ける方法，の影響に着目して実験的に検

討した。実験は 4 辺単純支持条件の下，直径 6 cm の載

荷板を版中央に設置して行った。また，FRP シート補

強 RC 版の押し抜きせん断耐力の評価式として，松井ら

による提案式および著者らの修正提案式を用いて実験結

果との対応性を検討した。本研究の範囲内で得られた結

論を以下に要約する。 

 

①補強材の引張剛性と耐力増分は線形比例関係にな

く，補強効果には上限がある。これは，押し抜き

表-6 提案式（3）によるかぶりコンクリートの耐力

負担と押抜きせん断耐力 

耐力増分 押し抜きせん断耐力 

試験 
体名 

実測

値 
(kN) 
(i) 

計算

値 
(kN) 
(ii) 

 
i/ii 

実測

値 
(kN) 
(iii) 

計算

値 
(kN) 
(iv) 

 
iii/iv

N - - - 276.2 280.3 0.99
S-1 42.3 45.3 0.93 318.5 325.6 0.98
S-2 60.0 57.0 1.05 336.2 337.3 1.00
S-3 82.8 62.2 1.37 359.0 342.5 1.05
S-4 67.6 67.1 1.01 343.8 347.4 0.99

CR-1 53.6 45.2 1.19 329.8 325.5 1.01
CR-2 54.3 55.8 0.97 330.5 336.1 0.98
CR-3 72.9 61.7 1.18 349.1 342.0 1.02
CR-4 60.0 69.0 0.87 336.2 349.3 0.96
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せん断破壊時の変位が補強材の引張剛性の増加と

ともに小さくなるためと考えられる。この引張剛

性と耐力増分および最大荷重時変位の関係は図-6

のように示され，引張剛性と最大荷重時変位は，

出現可能な補強効果に大きな影響を及ぼす因子で

あることがわかる。 

②引張剛性が比較的低い領域では 1 方向格子貼り補 

 強が，引張剛性が大きい領域では 2 方向シート全 

面補強が効果的であり，補強の要求性能に応じて両 

者を選択するのが合理的である。 

③シートの引張剛性が大きいほど，鉄筋の分担張力

は軽減される。しかし，シートの分担張力はシート

剥離の影響を受けるため，耐力増分の大きな試験体

で必ずしも大きくはならない。 

④RC 版主鉄筋の降伏の有無はシートの補強効果に大

きな影響を与え，主鉄筋が降伏しない場合はシー

トの補強効果がより小さく，押し抜きせん断耐力

の増分は降伏する場合の半分程度と小さい。その

ため，既往の提案式では，押し抜きせん断耐力を

過大に評価する傾向にある。 

 ⑤松井らの提案式は，実験値を安全側に評価している。 

特に，補強材の効果がかぶりコンクリートのせん断

抵抗に反映されていないため，補強した試験体に対

してより安全側の評価を与えている。ただし，設計

式として考えると十分に安全で使用可能であるもの

と判断される。 

⑥主鉄筋降伏の有無を考慮した著者らの修正提案式

は実測値と比較的精度良く対応する。しかし，高

引張剛性下において早期にシート剥離が生じて耐

力増分が小さくなる場合は，その押し抜きせん断

耐力を多少過大に評価する傾向にある。 
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ウェットスクリーニング手法を用いたコンクリートの 

品質評価方法に関する検討 
 

Quality Evaluation of Fresh Concrete using the Wet Screening Method 
                                          

谷口 秀明 HIDEAKI TANIGUCHI 

松田 拓  TAKU MATSUDA         

樋口 正典 MASANORI HIGUCHI 

西本 好克 YOSHIKATSU NISHIMOTO 

藤田 学  MANABU FUJITA 

 

単位水量や凝結時間の測定には，ウェットスクリーニングしたモルタルが使用されるものの，その採取方

法の試験値への影響は明らかになっていない。筆者らは，試料の採取過程で発生するモルタルの配合および品

質の変化を実験により把握した。また，配合変化を加味した高周波加熱乾燥法を用いることにより，従来より

も高い精度で単位水量の測定が可能であることを確認した。 

キーワード：ウェットスクリーニング，単位水量，凝結時間，高周波加熱乾燥法 

Mortar processed by the wet screening method is generally used to measure the unit water content or 

the setting time of fresh concrete. In this study, changes in the mix proportion and quality of mortar 

caused by the screening process were experimentally verified.  

In addition, it was confirmed that the microwave heat dry method provides a highly accurate 

measurement of the unit water content by considering the proportional changes. 

Key Words: Wet Screening, Unit Water Content, Setting Time, Microwave Heat Dry Method 

 

 

１．はじめに 
 

昨今，コンクリート構造物の品質確保・向上への気

運が高まり，フレッシュコンクリートの単位水量の迅

速測定に関する研究開発および品質管理・検査への適

用が盛んになっている。単位水量試験は，スランプ試

験等と同様に生コン工場や現場で行われるので，簡便

で汎用性のある方法が望ましい。また，測定精度が実

用上支障のない範囲でなければ，品質管理上の混乱を

招く恐れがある。現在，様々な測定方法が提案されて

いるものの，同一条件下での測定方法の違いによる測

定精度の比較・検討は必ずしも十分とは言えない。  

また，単位水量や凝結時間の測定には，ウェットス

クリーニングにより採取したモルタル（以下，本文中

では WS モルタル，図表では WSM と表現する）が使用

される。しかし，単位水量の測定値には，WS モルタル

の採取方法が影響しやすいことが報告されており 1)，

WS モルタルを用いる凝結時間やコンクリートの流動性

状の測定にも関係する可能性がある。しかし，試料の

採取方法に対する具体的な規定はなく，採取時の品質

変化のメカニズムや影響度は必ずしも明らかではない

のが現状である。 

 本研究では，単位水量試験を主な対象とし，まず，

代表的な測定法である空気量試験による方法 2)（エアメ

ータ法），高周波加熱乾燥法 3)（電子レンジ法）および

静電容量型水分計法 4)（静電容量法）により測定法や試

料の違いによる測定値の傾向およびその精度を調べた。

次いで，WS 作業を含む採取方法の違いが WS モルタル

の品質（流動性，凝結時間，圧縮強度）と配合の変化

に及ぼす影響を確認した。その結果を踏まえ，試料採

取時のモルタルの品質変化を加味したフレッシュコン

クリートの単位水量の測定方法を提案した。 
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水 セメント 細骨材 粗骨材

22 39.2 238 224
25 42.0 210 252
30 38.3 175 235
～ ～ ～ ～
55 45.3 95 315

165

絶対容積(リットル/m
3
) 空気量

(%)
W/C
(%)

s/a
(%)

2.5

4.5

348

380

AM-C MW-M MW-WSM EC-M EC-WSM
平均 -3.9 -5.1 -11.6 24.4 9.2
偏差 8.2 5.9 7.8 9.9 11.8
最大 8.0 8.7 3.6 45.1 33.2
最小 -26.6 -17.3 -23.5 9.5 -12.9
数 25 24 25 18 25

-30

-20
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0
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40

50

20 30 40 50 60

水セメント比(%)

電子レンジ法

-30

-20

-10

0
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40

50

20 30 40 50 60

水セメント比(%)

水
量
(
k
g
/
m3
)

エアメータ法

○：モルタル, △：WSM, □コンクリート

白：川砂，砕石A, 　灰：砕砂，砕石A, 　黒：山砂，砕石B

水量：測定値と計画値の差

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

-50 -40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40 50

単位水量の測定値と計画値の差, x(kg/m
3
）

p(
x)

AM-C

MW-M

MW-WSM
EC-M

EC-WSM

AM:エアメータ法

MW:電子レンジ法

EC:静電容量法

C:コンクリート

M:モルタル

WSM:ウェット

スクリーニン

グモルタル

２．一般的な手法を用いた単位水量の測定値の傾

向と測定精度の把握 

 

（１）実験方法 

実験には，表-1 に示すとおり，水と粗骨材の絶対容

積を一定とし，水セメント比(W/C)を 22～55%の範囲で

変化させたコンクリートを使用した。セメントは同一

の銘柄，製造ロットの普通ポルトランドセメントで， 

W/C が小さいほどスランプ（フロー）が大きくなるよ

うに，高性能 AE 減水剤の使用量で調整した。細骨材に

は川砂（鬼怒川産），砕砂（栃木県岩舟町産，硬質砂

岩）および山砂（千葉県万田野産），粗骨材には砕石

2005（栃木県葛生町産，記号：A）と砕石 2005（埼玉県

両神産，記号：B） を使用し，骨材の影響を確認した。 

単位水量の測定方法や補正値は，一般的な方法 2)，

3), 4)に準じた。また，空気量の測定は，現場での汎用

性等を考慮して無水法，計算方法も簡易法 2)とした。

容量 50 リットルのパン型ミキサにより，1 バッチ当

たり 30 リットルのコンクリートを製造した。練混ぜ

は，空練り後に水と混和剤を投入してモルタル練り，

その後に粗骨材を入れてコンクリート練りとした。

粗骨材を投入する前にモルタルを採取し，WS モル

タルの測定結果と比較した。 
 

（２）実験結果 

図-1 に示すように，測定方法や試料の種類によって

測定される単位水量の値やばらつきが異なる。平均値

で見れば，エアメータ法は配合上の値とおおむね一致

するものの，電子レンジ法は小さく，反対に静電容量

法は大きくなる傾向がある。しかし，試料がモルタル

であれば，電子レンジ法の値も配合上の値とおおむね

一致し，他の方法よりもばらつきが小さい。静電容量

法の測定値やばらつきは電子レンジ法と異なるものの，

WS モルタルの値がモルタルの値よりも小さい。すなわ

ち，単位水量が小さく測定されるような現象が WS 作業

の中に含まれることを示唆するものである。静電容量

法が電子レンジ法と異なり，プラス側に偏在している

のは，WS の影響を考慮した補正が機器の中で処理され

ているものの，WS の影響度が WS の方法によって異な

ることが原因であると判断される。全般的な傾向とし

て同じ試料を使用しても測定方法によって測定値は異

なり，偏在も生じること，ならびにいずれの方法でも

単位水量が配合上の値から±10kg/m3 以上異なる可能性

があることを念頭に置いて実施する必要がある。  

図-2 に示すとおり，W/C の増加に伴い，単位水量の

測定値は小さくなる傾向がある。エアメータ法は一部 

表-1 コンクリートの配合条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-1 試験方法および試料の違いによる単位水量の測

定値のばらつき 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-2 W/Cと単位水量の関係 

 

のデータ（点線）を除けば，電子レンジ法よりもその

傾向が小さい。電子レンジ法のモルタルと WS モルタル

を比較すれば，WS の影響は骨材の種類によって異なる

ことがわかる。本実験では，単位水量を一定としてい

るので，W/C が大きくなるほど単位セメント（ペース

ト）量が少なくなる。そのため，付着等の何らかの理

由で一定量のペーストが減少した場合には，W/C が大

きいほど，単位水量が小さくなる可能性がある。 
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P+S=M（モルタル）
M+G=Con 粗骨材
s/m0 (G)
W/C0 細骨材

(S)
ペースト

(P)

水の蒸発
ΔW

G+ΔP+ΔS
s/m1=ΔS/(ΔP+ΔS)
W/C1=(W-ΔW)/C

ふるい

WSM=(P-ΔP)+(S-ΔS)
s/m2=(S-ΔS)/WSM
W/C2=(W-ΔW)/C

細骨材とペーストの大部分
ウェットスクリーニングモルタル(WSM)

コンクリート(Con)

細骨材のみならず，粗骨材の周りにも
ペーストが付着，微細な細骨材も付着

粗骨材とペースト及び細骨材の一部

(ただし，WSMから水の蒸発
の可能性もあり）

材料
名

種類，物性，成分
記
号

水 水道水 W

セメ
ント

早強ポルトランドセメント(密度3.13g/cm
3
,比

表面積4580cm
2
/g)

C

細骨
材

鬼怒川産川砂Sr(表乾密度2.56g/cm
3
, 吸水率

3.41%, F.M 2.79)と5mmを通過する砕石Gl
S

粗骨
材

葛生産砕石2005A(硬質砂岩, 密度2.65g/cm
3
,

吸水率0.56%, F.M6.65)
G

高性能AE減水剤,ポリカルボン酸エーテル系
と架橋ポリマーの複合体

SP

AE剤,変性アルキルカルボン酸化合物系陰イ
オン界面活性剤

AE

混和
剤

３．WS モルタルの品質の把握 
 

（１）WS モルタルの品質変化を生じる原因の想定 

WS とは，任意のふるい目のふるいを用いてコンクリ

ートをふるい分ける作業である。電子レンジ法等の単

位水量試験や凝結試験ではモルタルを試料として使用

するため，公称 5mm（ JIS Z 8801 の呼び寸法は

4.75mm）ふるいを使用する。単位水量の測定等では，

コンクリートから採取した WS モルタルは配合上のモル

タルと同一のものであるという前提で計算している場

合が多い 3)。しかし，入念に WS を行っても，写真-1

に示すとおり，ふるいに残った粗骨材はペースト（若

干の細骨材を含む）が付着した状態が観察された。図-

3 に示すとおり，コンクリート中では，骨材の大きさに

関わらず，ペーストが接した状態であり，細骨材のみ

に付着させた状態をふるい取ることは困難である。ま

た，ペーストの付着は，WS 作業のみならず，練混ぜか

ら試験までの過程で様々な箇所に見られる。そのため，

WS モルタルには，その付着状態に応じたペースト量の

減少（細骨材量の増加）を生じている可能性が高い。

また，一連の作業は，必ずしも高湿の環境下ではなく，

さらには練混ぜ，WS 等におけるエネルギー供給もあっ

て，コンクリートから水分が蒸発する可能性，換言す

れば，WS モルタルの W/C がコンクリートの値よりも

小さくなる可能性もある。２.で WS モルタルの単位水

量が小さくなる結果は，そのような現象が生じていな

ければ説明できないものであり，これを明らかにする

ことが，WS モルタルを用いた試験では極めて重要であ

ると判断される。 

 

（２）実験方法 

使用材料および配合を，表-2，表-3 に示す。シリー

ズ１では，W/C を 30, 40, 55%，砕石の単位絶対容積を 0, 

0.2, 0.4m3/m3 としたコンクリート（モルタル）を用いた。

ただし，砕石には 5mm を通過するものが 4%含まれる

ため，配合表では過小分(Gl)を細骨材(S)に含めた。空気

量は，砕石の絶対容積に合わせ，順に 7.5,  6.0,  4.5%と

した。一方，シリーズ２は，シリーズ１のモルタル配

合に対し，W/C を一定としてペースト量を減じた配合

(記号：P)，ならびにセメントと細骨材の比率を一定と

し，単位水量のみ減じた配合（記号：W）である。 

コンクリートの製造方法は２.の実験と同一である。

試料の採取量が多いため，1 バッチ当たり約 40 リット

ルとした。試料は，あらかじめモルタルを付着させた

ポリジョッキ（2 リットル）で採取した。WS は，振動

ふるいを用いる方法（T と表記）と棒状バイブレータを 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 ふるいに留まった骨材の状態 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 WS によるモルタルの材料構成比率の変化に対す

るイメージ 
 

表-2 使用材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
用いる方法（棒 V と表記）を比較した。振動ふるい

（WS 用市販品，振動数 100Hz）の下には受け皿（208

×266×40 mm）を置き，1 回当たり 2kg のコンクリート

に対し，30,120,180 秒間の WS を行った。後者の方法で

は，大型角形ふるいに入れたコンクリートに棒状バイ

ブレータ（棒径 35mm, 振動数 217Hz）を押しつけ，約 
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Sr Gl

M30B 30.0 275 917 914 0 0

C30A 30.0 220 733 732 21 509

C30B 30.0 165 550 548 42 1018

M40B 40.0 275 688 1101 0 0

C40A 40.0 220 550 881 21 509

C40B 40.0 165 413 660 42 1018

M55B 55.0 275 500 1254 0 0

C55A 55.0 220 400 1004 21 509

C55B 55.0 165 300 753 42 1018

C30C 30.0 144 480 660 42 1018

C55C 55.0 188 342 660 42 1018

M30P1 30.0 265 883 968 0 0

M30P2 30.0 255 850 1019 0 0

M30W1 28.5 265 930 927 0 0

M30W2 27.1 255 942 940 0 0

M40P1 40.0 265 663 1147 0 0

M40P2 40.0 255 638 1193 0 0

M40W1 38.0 265 698 1116 0 0

M40W2 36.1 255 707 1129 0 0

M55P1 55.0 265 482 1295 0 0

M55P2 55.0 255 464 1336 0 0

M55W1 52.3 265 507 1270 0 0

M55W2 49.7 255 513 1288 0 0

シ
リ
｜
ズ
１

シ
リ
｜
ズ
２

W/C
(%)

配合
種別

単位量(kg/m
3
)
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)

強度変化率は，M40Bとの強度差をM40Bの強度で除

して百分率表示，AはM40Bとの空気量の差を表示。

黒は測定値，白は空気量の影響を考慮した値。
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●:コーンを引き抜いた直後の初期値
▲:15回落下後の値

表-3 コンクリートおよびモルタルの配合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 リットルの WS モルタルを採取した。 

モルタルの性状は，フロー，凝結時間および圧縮強

度を確認した。圧縮強度試験にはφ50×100mm の円柱

供試体を用い，材齢 28 日まで標準水中養生を行った。

圧縮強度への影響を正確に把握するため，容量 1 リット

ルのモルタル用圧力式エアメータで空気量を測定した。 

また，シリーズ１に対しては WS 後のふるいに留まった

粗骨材と付着モルタルを採取した。ふるいに残った試

料から 2.5kg 程度を採取し，骨材が流出しないように大

きな容器内で試料を水洗いし，セメント分を含んだ水

をオーバーフローさせながら徐々に排出した。採取し

た骨材は，数日間の気中乾燥後，電子レンジ(高周波出

力:1800W，電源定格:単相 200V)で質量が一定になるま

で強制乾燥を行った。乾燥後に細骨材と粗骨材にふる

い分け，電子レンジで求めた吸水率で表乾状態の質量

に補正してペースト，細骨材および粗骨材の比率を求

めた。同様の方法で砂を水洗いした場合の微粒分の減

少量や，ペーストの付着により 5mm ふるいを通過しな

い川砂と砕石の量（選別は目視による）も考慮した。  
 
（３）実験結果 

   モルタルの品質に関する試験結果を，図-4 に示す。

フローと凝結時間の図には，参考として W/C=30,55%の

モルタルの結果も示した。圧縮強度の結果は強度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)モルタルフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)凝結時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)圧縮強度 
図-4 配合の変化および WS 方法の違いがモルタルの性

状に及ぼす影響 

 

 

変化率（M40B との圧縮強度の差を M40B の値で除して

百分率で表示）で表した。空気量の変化は±1%以下で

小さいが，空気量 1%当たりの強度変化率を 5%として

計算した結果も併記した。 

振動ふるいで得た WS モルタルのフローは，配合を変

化させたモルタル（P2,W2）と同様に基準配合 M40 の

値よりも低下する傾向があるが，低下量は P2,W2 より 
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0

20

40

60

80

100

0.01 0.1 1 10

ふるい目(mm)

通
過

率
(%

)

使用前(2.79)

水洗い後(2.86)

付着モルタル(2.07)

WSM(2.92）

WSM＋Gl(3.01）
(      )の値は粗粒率

点線は土木
学会コンク

リート示方書
に示される標

準的な範囲

付着M WSM 付着M WSM

C30A 1.0 -0.12 0.01 -3 C40B 1.0 -0.21 0.05 -15

C30B 1.0 -0.14 0.03 -9 C40B 1.3 -0.21 0.03 -11

C30B 1.5 -0.14 0.02 -7 C55A 1.0 -0.23 0.01 -4

C30C 1.0 -0.12 0.04 -10 C55B 1.0 -0.19 0.04 -15

C40A 1.0 -0.20 0.01 -4 C55C 0.8 -0.25 0.03 -10

T30s C40B 1.3 -0.03 0.02 -7

T120s C40B 1.3 -0.18 0.03 -11

棒V C40B 1.3 0.02 -0.01 3

ΔW

T180s

測定値と計画値の差（Δs/m
は砂モルタル比，ΔWは単位
水量）

ΔW 配合
SP
(%)

Δs/mWS
方法

配合
SP
(%)

Δs/m

表-4 
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(W)

表-4
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図-5 表-4 T180s 10

1kg

0.6mm
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図-5  
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４．単位水量の測定値に対する採取方法の影響  

 

（１）単位水量の測定方法 
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（２）練混ぜ量および採取方法がモルタルの単位水量

の測定値に及ぼす影響 

表-5
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A モルタルを付着させたハンドスコップで採取して紙皿に載せる。

B
モルタルを付着させたハンドスコップで採取し，きれいな受け皿
に一度入れた後に紙皿に載せる。

C1
きれいなハンドスコップで採取し， 試料1kgを振動ふるい90秒間
で通過。4回分を受け皿（大）に入れた後，紙皿の上に載せる。

C2
C1と同様の方法で採取，ふるいを通過し，4回分を受け皿（小）
に入れた後，紙皿に載せる。

D
C1と同様の方法で採取，ふるいを通過し，2回分を受け皿（大）
に入れた後，紙皿に載せる。

E
C1と同様の方法で採取，ふるいを通過し，1回分を受け皿（大）
に入れた後，紙皿の上に載せる。

F モルタルを付着させたポリジョッキで採取し、紙皿に入れる。
受け皿の寸法：（大）251×375×62mm, （小）208×266×40mm
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表-5 試料の採取方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響を確認した。パン型ミキサに加え，容量 2，20 リッ

トルのホバート式ミキサも使用し，容量の 1/2 のモルタ

ルを製造した。図-6 に示すとおり， 20 リットルミキサ

のデータは，シリーズ１の配合のみで必ずしも十分な

データ数ではないものの，練混ぜ量が少量の場合には，

単位水量の測定値は小さくなることが明らかになった。

また，図-7 に示すとおり，試料を入れる物にあらかじ

めモルタルを付着させない場合や，ふるいを通し，WS

作業を行った場合には測定値が小さくなっている。採

取方法 C1, D, E のように受け皿の寸法が同一で試料の量

を変化させても測定値への影響はほとんど変わらない。

容器の寸法を小さくした採取方法 C2 の平均値は，採取

方法 B とほぼ一致する。採取方法 F の値は，多少ばら

つきはあるものの，おおむね計画値と一致しており，

一連の採取作業の中でペーストが取られない工夫が重

要であることがわかる。 

 

（３）WS モルタルを用いた単位水量の測定方法の提案 

 以上の結果を踏まえ，容器等はモルタルを付けた状

態とし，振動ふるいの下には紙皿を直接置いて試料を

採取した。コンクリートの採取量は 1kg とし，余分な試

料はモルタルを付着させたさじで取り除き，試料の量

を約 400g とした。 

WS モルタルを使用し，コンクリートの単位水量の測

定を行った結果が，図-8 である。図中には，式(1)によ

る計算値と s/m, W/C の変化を考慮した計算値を併記し

た。配合 C40A 等の粗骨材量が少ないコンクリートは，

ふるいに試料を入れた後，短時間で WS モルタルを得ら

れ，蒸発による水量変化は小さいものと判断し，W/C

を変更していない。図-8 に示すとおり，WS モルタルの

配合変化を考慮した単位水量の測定値はおおむね計画

値と一致することがわかる。すなわち，モルタル，WS

モルタルの結果を総合すれば，試験室レベルでは，練

混ぜ量，試料採取，WS 方法の影響を考慮することで，

高周波加熱乾燥法による単位水量の測定はおおむね可  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6 ミキサの容量およびモルタルの練混ぜ量と単位

水量の測定値の関係 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-7 試料の採取方法と単位水量の測定値の関係 

 

 

能である。 

式(1)の右辺の各補正係数を除けば，第一項は，乾燥

前後の質量変化から WS モルタル中の水量を求め，乾燥

前 WS モルタルの質量とモルタルの単位量の比率で 1m3

換算を行っている。式の意味合いを具体的に説明する

と，以下のとおりである。 

ａ）水量変化がない場合 



ウェットスクリーニング手法を用いたコンクリートの品質評価方法に関する検討 

 51

W1 = 0.98W0

100

150

200

250

100 150 200 250

単位水量の計画値, W0(kg/m3)

単
位

水
量

の
測

定
値

, 
W

1
(k

g/
m

3
)

○s/m変化を考慮せず
●s/m変化を考慮

W/Cの変化なし

W2 = 1.00W0

100

150

200

250

100 150 200 250

単位水量の計画値, W0(kg/m
3
)

単
位

水
量

の
測

定
値

, 
W

2
(k

g/
m

3
)

○s/m変化を考慮せず
●s/m変化を考慮

粗骨材が少ない
配合A以外の
W/Cを2%減

 WS モルタルは，コンクリート 1m3 中のモルタルのα

倍を採取することになるので，乾燥前後の質量は式

(2),(3)のように表すことができる。 

 
)( 0001 SCWM ����                                    (2) 

)( 002 SCM ���                                                    (3) 

 

式(1)の右辺第一項は，式(4)に示すように計画配合の

単位水量 W0を求めることができる。  
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ｂ）水量の変化がある場合 

 例えば，ΔW の加水があった場合には，式(1)の右辺

第一項は，式(5)のように表される。 
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式(5)の分母と分子のモルタルの単位質量は相殺され

ないが，ΔW が過大でない場合にはその差は微少であ

るため，従来の方法 3)でも式(6)に示すように水量の変化

を求めることができる。ただし，ΔW が大きい場合に

は誤差も大きくなることを認識する必要がある。 
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ｃ）採取過程で WS モルタルの配合が変化した場合 

  変化後の諸値の添字を 1（例えば，各単位量は W1,C1, 

S1 ）とし，モルタル容積 Vm が変化しないものと仮定

すれば，各単位量は WS による変化指標(s/m, W/C)を用

いて式(7)～式(12)のように表すことができる。W/C は百

分率(%)でなく，比で表した。ρs, ρc は，細骨材とセ

メントの密度を表す。 
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図-8 WS モルタルの品質変化を考慮した単位水量の測

定結果 
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 WS モルタルが採取段階で配合が変化したコンクリー

ト 1m3 中のモルタルのβ倍したものとすれば，式(1)の

右辺第一項は，式(13)となる。 
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式(13)も式(6)と同様にモルタルの単位質量の変化が小

さい場合には，品質変化後の WS モルタルの単位水量

W1 をおおよそ求めることができるが，本来は式(14)に

示すように，WS モルタルの配合変化を加味した単位量

を代入すべきである。 
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得られる単位水量は，WS モルタル中の水量の 1m3換

算した値であって，計画配合の単位水量を求めるもの
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ではない。よって，計画配合の単位水量を求めるには，

配合変化後の諸値を用い，式(15)によって計画値に換算

する必要がある。 

1
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ここで，W/C に変化がない場合には， 
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と表すことができる。式(1)の右辺の第 2 項以降に示し

た補正値についても同様に WS モルタルの配合変化を反

映させる必要がある。 

表-4 に示したとおり，s/m の変化量は 3%前後で小さ

い印象を受けるが，例えば，単位水量 5kg/m3 の変化は

コンクリート 1m3 に対して 0.5%，単位水量に対して 2

～3%に過ぎない。品質管理への適用に当たっては，単

位水量試験が微小な変化量を対象としていることを認

識し，厳密性を高めた試料採取・WS 方法によってその

影響を排除するとともに，実機での品質変動に対する

測定値の変化を確認し，試験の適応性と精度を踏まえ

た適切な管理幅，試験頻度等を設ける必要がある。 

 

５. まとめ 
  

主としてフレッシュコンクリートの単位水量の測定

を対象とした，ウェットスクリーニング手法によるコ

ンクリートの品質評価を目的とした実験の範囲で，以

下のことが言える。 

① 従来手法で求めた単位水量の測定値およびそのば

らつきは測定方法の違いによって異なるものの，

室内で配合どおりの製造を行ったコンクリートを

対象としても測定条件を限定しない場合には，単

位水量は配合上の値から±10kg/m3 以上のばらつ

きを生じる可能性がある。 

② 従来の電子レンジ法で測定した 単位水量は，配合

上の計画値よりも小さくなる傾向があり，特に水

セメント比が大きい場合に顕著である。すなわち，

何らかの補正を行わないと，単位水量の過小評価

を行い，単位水量が計画値よりも多い状態で製造

を続ける恐れがある。 

③ ウェットスクリーニングにより，モルタル中の単

位ペースト量の減少および W/C の低下（または単

位水量の減少）を生じ，モルタルのフロー，凝結

時間および圧縮強度の結果に影響を及ぼす。 

④ ペースト量の減少に伴う単位水量の変化は，ウェ

ットスクリーニング作業のみならず，ミキサ，採

取する容器，器具類へのペーストの付着によって

も生じ，その程度が単位水量の測定値に反映され

る。 

⑤ 容器等へのペーストの付着を抑制すれば，高周波

加熱乾燥法によってモルタルの単位水量はおおむ

ね正確に測定することができる。 

⑥ ウェットスクリーニングモルタルの配合（砂モル

タル比および W/C）の変化を考慮すれば，コンク

リートの単位水量の測定精度を向上させることが

できる。 
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鉄筋の拘束作用により版部材に生じる初期ひび割れに関する 

実験的研究 
 

Experimental Study on the Occurrence of Initial Cracking in Concrete Slabs caused by the Restraint 
Action of Reinforcing Bars 

 KAZUKIYO TAMAKI 

 TAKASHI SANGA 

 HIROSHI ASAI 

 MANABU FUJITA 

 

PC

0.5N/mm2 7 1  

キーワード：  

The method of evaluating initial cracking caused by contraction of early-aged concrete members and 

comparative restraint has not been clarified.  

This paper describes the results of exposure experiments conducted over a one year period to 

investigate changes in the tensile stress of full-scale floor slab specimens with varied reinforcement 

content. Initial cracks were observed by accumulating the tensile stress of 2.5N/mm2 in specimens with 

7% of the reinforcement ratio, which was a little greater than the PRC members, though a tensile stress of 

0.5N/mm2 was generated in specimens with 1% of the reinforcement ratio corresponding to PC members. 

Key Words: Initial Crack, Contraction, Restraint of Steel Bar, Early aged Concrete, Reinforcement Ratio 

 

 

１．はじめに  
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初期ひび割れを研究する上で標準的に実施されてきた

JCI 自己収縮試験等も同時に実施し，実物大模型との対

比を行った。 

 

２．実験概要  
 

（１）供試体および施工方法 

 図-1，図-2に供試体寸法および鉄筋配置を示す。供試

体は，一般的な PC 箱桁から厚さ200mmの床版部材を一

部 ( 幅 550mm) 切り出したと想定したものである。両側

面にはシールを施し，乾燥は上下面からのみとした。

case0 は無筋の供試体で， case1 が一般的な PC 部材を

想定して鉄筋径D13で鉄筋比 1.2 ％， case2 が現行の

PRC部材を想定して鉄筋径D25で鉄筋比 4.6% を配置し

た。 case3 は比較用として鉄筋を過剰配置したものであ

るが，図 -3(a) に示す JCI 自己収縮応力試験供試体 1) と

同じ鉄筋径D32で鉄筋比 7.2 ％を配置したもので，この

供試体を10個束ねたものとして比較することができる。 

 本実験結果と既往の研究成果との関係を比較するた

め，標準的に実施されている図-3に示す JCI 自己収縮応

力試験体（case4-1， 4-2 ）および JIS 供試体 (case5-1 ～

5-3)を 2 回目のコンクリートと同時に作製し，表-1に示

す環境下で約 1 年間暴露を実施している。 

 また，打ち継ぎ目の影響を把握するため，供試体の半

分の 1500mm(1 次コンクリート ) を打設し，翌日に鉛直

打ち継ぎ目を入念にチッピング処理し， 1 週間の材齢差

で残りの 1500mm(2 次コンクリート ) を打設している。

写真-1，写真-2に配筋状況および打ち継ぎ目処理状況を

示す。図-4に計測器の配置状況を示す。端部から800mm

区間は鉄筋の定着区間とし，その内側の鉄筋ひずみ分布

を計測した。一部，コンクリート中心部にもコンクリー

ト埋込みゲージを配置している。 

表-1 暴露試験環境 

幅 高さ 長さ

(mm) (mm) (mm)

case4-1 全面シール －

case4-2 － ○

case5-1 全面シール －

case5-2 ○

case5-3 現場 ○

収縮ひずみ

自己収縮 乾燥収縮

○100 100

100 100

1500

400

D32

－ －
－

○
恒温恒湿室

JIS

恒温恒湿室7.94%JCI

鉄筋比 環境 備考試験体

寸法

鉄筋径

図-1 供試体平面図 
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図-3  JIS 供試体および JCI 自己収縮応力試験体
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（２）コンクリートの配合およびコンクリートの品質 

表-2

PC 40N/mm2

表-3

図-5 図-7

3

表-4

1 図-5

 

 

（３）暴露環境および気温，湿度 

図-8 図-9 ( )

17.8

69.8

 

 

３．実験結果  
 

（１）計測ひずみの整理方法 

表-2
W/C S/a スランプ 空気量 セメント

種類

39.5% 40.0% 8.0cm 2.0% 早強

混和剤

セメント 水 細骨材 粗骨材

400 158 726 1094 減水剤

単位量(kg/m3)

表-3  
スランプ 空気量 コンクリート温度 外気温

（cm） （%） （℃） （℃）

1次コンクリート 8.5 1.6 12.0 10.0

2次コンクリート 8.5 3.6 14.5 9.5

表-4  

設計値 静電容量法 高周波加熱法 エアメータ法

（kett製） （電子レンジ）

1次コンクリート 181.8 168.6 175.4

2次コンクリート 181.4 174.9 165.4

単位水量(kg/m3）

158.0
図-9  
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（４）鉄筋拘束により生じるコンクリート引張応力 
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コンクリート補剛蝶型鋼板ウェブのせん断耐力に関する実験的研究 
 

Experimental Study on the Shear Strength of Butterfly Shaped Steel Webs Stiffened with Concrete 
 

高木 康宏 YASUHIRO TAKAKI 

浅井 洋  HIROSHI ASAI 

PC 設計部  中積 健一 KEN-ICHI NAKATSUMI 

PC 設計部  片  健一 KEN-ICHI KATA 
 

蝶型鋼板をウェブに用いるバタフライウェブ橋の実用化に向けて，ウェブ切り出しモデルによるせん断実験

を行った。その結果，圧縮力を負担する部分をコンクリートで補剛することにより座屈が抑制され，耐力が向

上することを検証した。また，そのせん断耐力を非線形 FEM 解析により評価できることを示した。 

キーワード：PC 鋼複合構造橋，蝶型鋼板ウェブ，コンクリート補剛，せん断耐力，座屈 

The authors are promoting the development of a new type of PC-Steel composite bridge with the steel plate 

webs in a butterfly shape. In order to confirm the effect on the stiffness of the web reinforced with concrete, a 

number of shear experiments on large-scale web models were carried out. These experiments confirmed that the 

concrete cast in the compression zone of the steel web shared the compression stress, there was a reduction in 

the tendency of the plate to buckle, and the shear strength of the web was improved. Furthermore, it was 

confirmed that the shear properties of the webs could be evaluated with a nonlinear FEM analysis. 

Key Words : PC-Steel Composite Bridge, Butterfly Shaped Steel Web, Stiffening Concrete, Shear Strength, 

Buckling 

 

 

１．はじめに 
 
近年，PC 橋分野において，鋼とコンクリートの異種材

料を組み合わせた複合構造橋梁の施工実績が増大してい

る。複合構造とすることにより，各材料の利点を活かす

ことができ，軽量化といったより合理的な構造形式とな

ることから，より経済的な橋梁建設を可能としている 1)。

特に，施工実績が多い複合構造橋梁としては，新開橋 2)

をはじめとする波形鋼板ウェブを使用した PC 箱桁橋が

挙げられる。 

複合構造の製作，施工上の課題として，鋼板加工技術

や架設時の溶接などが挙げられるが，これらに関して，

製作の簡略化および施工の省力化を行うことによって，

さらなる建設費の削減が可能になると考えられる。そこ

で，建設費の削減を図るため，鋼板加工の簡略化および

施工の省力化に着目して，蝶型鋼板をウェブに用いる「バ

タフライウェブ橋」が考案された 3)。本橋は，鋼板の加

工を極力低減し，架設時の鋼板溶接を不要とした新しい

鋼コンクリート複合構造である。 

今回考案されたような鋼板をウェブに用いる構造の場

合，設計上の課題の一つとして鋼板のせん断座屈耐力が

挙げられる。これは，本構造においても実用化に向けて

解決すべき課題であるため，せん断実験によってその破

壊形態，耐力およびその耐力の評価方法を検討しておく

必要がある。そこで，本稿では，まず，「バタフライウェ

ブ橋」の構造およびその実用化に向けての課題を整理し，

次に蝶型鋼板ウェブ切り出しモデルを用いたせん断耐力

図-1 バタフライウェブ橋の構造 

スタッド＋ 
補剛コンクリート

鉄筋 

ジベル孔 

蝶型鋼板 
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確認実験および非線形 FEM 解析によって確認した破壊

形態とそのせん断耐力について報告するものである。 

 

２.バタフライウェブ橋の構造および課題 

 

図-1に示すように，バタフライウェブは蝶型に切断し

た鋼板と斜め方向の補剛コンクリートを一体化させた構

造である。以下にその構造について整理する。 

① ウェブ部材となる鋼板を連続化せずにパネルご

とに独立させる。 

② せん断力により鋼板面内に発生する圧縮力と引

張力の方向を限定させ，ダブルワーレントラス構

造に類似した挙動を示す。両者の作用力に対して

負担が少ない部分を切断することにより，鋼板形

状を蝶型としている。 

③ 圧縮力作用方向にスタッドを配置してコンクリ

ート斜材と一体化させ補剛することにより，座屈

などによる鋼板の面外変形を抑制し，耐力を向上

させる。床版と補剛コンクリートは鉄筋によって

一体化させる。 

④ 鋼板の折り曲げ加工および架設時の溶接作業が

不要となる。また，バタフライウェブと床版との

接合は，パーフォボンドリブとし，鋼板上下縁に

孔を設けるのみであり，作業が簡略化される。鋼

板加工の簡素化および形状の単純化はその後の

製作精度管理の簡素化にもつながる。 

一方，本構造には実用化に向けて，以下のような解決

すべき設計上の課題があると考えられる。 

① 鋼板と補剛コンクリートの一体性の確保およびせ

ん断耐力：バタフライウェブ自体の設計手法を確

立するために，鋼板と補剛コンクリートの一体性，

補剛によるせん断耐力の向上を確認するとともに，

そのせん断耐力の算定方法を確立する必要がある。 

② 各パネル間の接合部における床版コンクリートせ

ん断耐力：ウェブ部材が不連続であるため，各パ

ネル間のコンクリート床版のみがせん断力を負担

することになる。特に，補剛コンクリートがウェ

ブ片面配置のため，補剛コンクリートからの圧縮

力が床版に偏心して作用することで複雑な応力状

態となるうえに，終局荷重作用時では圧縮側の床

版のみがせん断力を負担することになる。 

以上のように，二つの設計上の課題が挙げられるが，

今回，課題①の鋼板と補剛コンクリートの一体性の確保

およびせん断耐力を確認する目的で，ウェブ切り出しモ

デルを用いた要素実験を実施した。 

 

３．実験概要 

 

（１）実験対象 

供試体の計画を行うに当たり，まず，図-2に示すよう

に蝶型鋼板ウェブを用いた支間長 40m 程度の PC 箱桁橋

を想定した。実験では，実橋規模モデルの中で最大せん

断力が作用するバタフライウェブ部の断面を検討断面と

した。実橋における鋼板の鋼種は SM490，厚さは 16mm

とした。 

 

（２）供試体 

図-3に示すように鋼板１パネル分を供試体とした。供

試体は想定橋梁の 1/2 縮尺モデルである。本実験では，

補剛コンクリート（斜材）の有無および方向による比較
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実験を行い，補剛コンクリートのせん断耐力の向上と座

屈等の面外変形抑制に対する効果について確認すること

を目的とした。 

図-4 に示すように，供試体は case1 として鋼板のみの

供試体，case2 として斜材方向を圧縮力作用方向とした供

試体，case3 として斜材方向を引張力作用方向とした試験

体である。蝶型形状の加工に関して，FEM 解析により中

央部縁端に発生する局部応力をできるだけ小さくなるよ

うに決定し，鋼板中央部の縦横比 b/h を 686/861=0.80 と

した。斜材断面を 130mm×100mm とし，スタッドは斜

材上下 1/4 区間で 1.6%，中央部で 2.9%とした。また，斜

材軸方向鉄筋比を2.2%，帯鉄筋比を斜材上下1/4で0.15%，

中央部で 0.20%配置した。また，図-5に示すように供試

体の周辺に反力ブロックを設置し，供試体上下端とも面

外方向および鉛直方向を固定した。上側床版にはレール

により橋軸方向のみ可動とした。載荷ジャッキを用いて

供試体上側床版を水平に載荷した。 

本実験では鋼板の挙動について確認するため，床版が

鋼板破壊時まで剛体として挙動するように対象実橋より

剛性を大きく設定した。表-1にコンクリートの材料試験

結果を，表-2に鋼材の材料試験結果を示す。 

 

４．実験結果 

 

図-5に荷重－水平変位の関係，図-6に面外方向変位，

図-7に鋼板ひずみを示す。面外方向変位は供試体のうち

最大となる点を，鋼板ひずみは面外変形最大点と面内せ

ん断力が最大となる鋼板中央の値である。鋼板降伏ひず

みは 1,460μである。 

鋼板のみの case1 では，約 800kN から荷重一定のまま

水平変位のみが増大した。面外方向変位に関して，300kN

～400kN で勾配が変化し始め，400kN～600kN において

①位置では写真-1で下側に，②位置ではその反対側に急

激に変形しており，座屈が生じていると考えられる。ま

た，図-8 より①位置では約 600kN で，その後約 800kN

で③位置が降伏に至った。そのため，それ以降の荷重の

増大はなく，変位のみ増大したと言える。このように，

斜材を配置しない場合には，①および②位置において座

表-2 鋼材の材料試験結果 

 
鋼種 

記号 

厚・径

mm 

降伏強度 

N/mm2 

引張強度 

N/mm2 

弾性係数

kN/mm2 

蝶型鋼板 SS400 8 285 449 213 

斜材鉄筋 SD345 10 387 529 188 

SD345 16 398 588 189 
床版鉄筋

SD345 19 391 550 186 

 

表-1 コンクリートの材料試験結果 

case
斜材 

方向 
部位

圧縮強度 

N/mm2 

引張強度 

N/mm2 

弾性係数

kN/mm2 

1 なし 床版 56.9 2.95 31.0 

床版 50.7 2.78 28.9 
2 

圧縮力 

作用方向 斜材 75.8 3.31 33.9 

床版 58.2 3.25 32.9 
3 

引張力 

作用方向 斜材 80.4 3.60 35.9 

 

P P P

(a) case1          (b) case2            (c) case3 

図-4 供試体 

図-5 実験方法 
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屈が生じ，鋼板の降伏は鋼板中央より①，②位置が先行

していると考えられる。最終的に case1 の最大荷重は

866kN であった。 

case2 では，圧縮力作用方向に斜材を有することにより，

載荷方向の水平変位が抑制されていることが確認される。

また，面外変位に関して case1 とは大きく異なり，最大

荷重に至るまで微小なままであった。さらに，鋼板の降

伏順序も case1 と異なり，③位置が約 1,000kN 時に，そ

の後，①位置が約 1,400kN 時であった。最終的に，鋼板

が降伏することにより，水平変位に非線形挙動が確認さ

れはじめ，1,657kN 時に斜材の一部が圧縮破壊すること

で荷重が低下した。最大荷重は case1 と比較して約 1.9

倍にまで達した。この時点において，補剛コンクリート

は鋼板から剥離していなかった。以上のことから，圧縮

力作用方向に一体性が確保された補剛コンクリートを配

置することにより，鋼板の面外変位および座屈を抑制し，

耐力を向上させることが可能であることが確認された。 

引張力作用方向に斜材を有する case3 の水平変位は，

case1 とほぼ同等であり，変位の抑制効果はわずかであっ

た。また，面外方向変位は，600～800kN まで微小であっ

たが，①と③位置が約 800kN で同時に降伏することによ

り急激に増大し，case1 と同様に座屈に至った。最終的に

最大荷重は 936kN に達し，case2 と比較して補剛効果は

小さかったものの，case1 の最大荷重に対する増加率は

1.08 倍とわずかながら増大した。 

ここで，座屈が生じなければ，鋼材のせん断降伏強度

y� は鋼材の降伏強度 y� から式(1)4)のように表される。 

写真-1 case1 終局時状況 写真-2 case2 終局時状況 

圧縮破壊箇所

写真-3 case3 終局時状況 

 

面外変形方向 

軸直角方向ひび割れ

面外変形方向 

図-7 荷重－面外方向変位関係 図-8 荷重－鋼板ひずみ関係 
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3yy �� �                   (1) 

また，その時の荷重は板厚 t，鋼板中央部の最小幅 w

を用いて次式で表される。 

wtP yy ����                              (2) 

よって，本鋼板がせん断降伏に達する時の荷重は，

285(N/mm2)/ 3 ×8mm×686mm=903kN と算出される。実

験結果より，case1 は座屈が生じているためこの値を下回

ったものと考えられる。一方，case2 では 903kN 時には

鋼板の降伏が生じておらず，鋼板が幅方向全域にわたり

降伏する荷重はこの値を上回った。補剛コンクリートに

よって面外方向変位を抑制し，また，圧縮側の抵抗断面

が大きくなることで，鋼板の座屈が抑制され，この値を

大きく上回っていると判断できる。また，case3 では，座

屈を完全に抑制することができなかったものの，斜材軸

方向鉄筋が引張力に対して抵抗し，また，補剛コンクリ

ートによる変形の拘束により，わずかであるが荷重が増

大してせん断降伏耐力の計算値を上回っている。 

以上より，圧縮力作用方向をコンクリートで補剛され

た蝶型鋼板は，鋼板端部の降伏が中央部に先行して生じ

ることなく，せん断応力が最も大きくなる鋼板中央部か

ら降伏が進行し，せん断耐力の向上を図ることが可能で

あることが確認された。また，引張力作用方向において

も，せん断耐力の向上は確認され，その耐力は座屈によ

る影響を考慮せず鋼板の最小幅部の寸法と降伏応力度を

用いて算出した値(σy/ 3 ×厚さ×最小幅=903kN)を多

少上回ることが確認された。 

 

５．解析概要 

 

（１）解析モデル 

図-9に解析モデル，図-10，11にコンクリートおよび

鋼材の材料構成則を示す。解析モデルは，鋼板と補剛コ

ンクリートのみモデル化し，上縁は水平方向を可動，下

縁は完全固定とした。鋼板を曲面シェル要素，コンクリ

ートはソリッド要素，斜材軸方向鉄筋はトラス要素でモ

デル化した。コンクリートと鋼板は完全剛結とした。初

期不整を初期変形量として面外方向に与え，その値は道

路橋示方書Ⅱ5)に基づき，部材精度の許容誤差である

h/250=861/250=3mm とした。コンクリート材料のモデル

化には材料試験結果を使用した。コンクリートの一軸圧

縮モデルは圧縮強度到達時のひずみを-0.003，それ以降

は-0.008 まで直線軟化とした。一軸引張モデルは引張強

度まで直線的に増加させ，ひび割れ発生後は指数関数的

に軟化する曲線を使用した。鋼板および鉄筋は，完全弾

塑性モデルとした。本解析では DIANA（Ver8.1）6)を使

用した。 

 

（２）解析結果 

図-12 に荷重－水平変位比較，また，代表例として図

-13に case2 の最大荷重時における変形図を示す。変形図

では実際の変形量の 50 倍としている。解析値は初期勾配

が実験値と比較して大きいものの，最大荷重の実験値／

解析値については case1 が 866kN/848kN=1.02，case2 が

1657kN/1631kN=1.01，case3 が 936kN/983kN=0.95 と良く

一致する結果となった。変形挙動に関しては，最大荷重

時近傍については評価できているものの，初期勾配が実

験値より大きくなっていた。水平変位が異なるのは，解

析モデルの拘束条件が水平変位以外を固定していたのに

対し，実験では 2 本のレールにてこれを再現したが，こ

の部分での回転発生など，拘束状態に差異が生じたため

と考えられる。 

ここで，表-3 に示すように，case2 の破壊形態および

ひずみ
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応
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N
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m
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図-10 コンクリートの応力－ひずみ関係 
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補剛コンクリートの圧縮強度が耐力に与える影響を確認

するため，その圧縮強度をパラメーターとした追加解析

を行った。図-14 に荷重－水平変位関係を示す。これよ

り，圧縮強度が小さくなるほど，最大荷重が顕著に低下

することから，最終破壊形態は補剛コンクリートの圧縮

破壊であることが類推される。 

以上より，本実験で検討した蝶型鋼板の耐力は非線形

FEM 解析により評価可能であると考えられる。また，設

計断面力に応じて補剛コンクリートの部材寸法や設計基

準強度，鋼板厚を適切に設定することにより，鋼板の降

伏後にコンクリートの圧縮破壊が生じて終局となるよう

に設計することが可能であると考えられる。 

 

６．まとめ 

 

 本実験より，コンクリートで補剛された蝶型鋼板に関

して得られた知見を以下に示す。 

①斜材を配置しない鋼板のみの場合は，鋼板中央部の

降伏に先んじて，鋼板中心付近縁端が面外方向に大

きく変位し，座屈により破壊に至った。 

②圧縮力作用方向をコンクリートで補剛することによ

り座屈が抑制され，耐力が向上する。そのせん断耐

力は，鋼板の降伏応力度,最小幅,厚みを用いて算出

した値(σy/ 3 ×厚さ×最小幅)を上回る。 

③本実験で検討した蝶型鋼板の耐荷挙動は，非線形

FEM 解析を実施することにより評価可能である。 

④設計断面力に応じて補剛コンクリートの部材寸法や

設計基準強度，鋼板厚を適切に設定することにより，

鋼板の降伏後にコンクリートの圧縮破壊が生じて終

局となるように設計することが可能である。 
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表-3 case2 解析 

No. 
圧縮強度 

N/mm2 

最大荷重

kN 

No.1 最大 

荷重比 
備考 

1 75.8 1632 1.00 材料試験値

2 50 1434 0.88 － 

3 30 1255 0.77 － 
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土の分散特性および吸着特性の評価に関する基礎的研究 
 

Study on the Hydrodynamic Dispersion and Absorption Characteristics of Soil 
                                          

                                    高橋 直樹 NAOKI TAKAHASHI 

                                    中田 雅夫 MASAO NAKATA 

                                    山本 陽一 YOICHI YAMAMOTO 

 

本研究では，地下水中における汚染物質の分散特性および吸着特性を評価することを目的とし，汚染物質に 

塩水および六価クロムを用いたカラム試験を実施した。対象として砂およびシルト質土に着目し，今回は主に

密度の違いが分散特性や吸着特性に与える影響について示した。 

キーワード：カラム試験，分散，吸着，重金属，地下水汚染 

To evaluate the hydrodynamic dispersion and adsorption characteristics of pollutants in groundwater, a 

series of column tests were conducted using salt water and hexavalent chromium as pollutants. Each 

characteristic by difference of the soil density was clarified based on the test results using sandy soil and 

silty soil. 

Key Words: Column Test, Hydrodynamic Dispersion, Adsorption, Heavy Metal, Ground Water Pollution 

 

 

１．はじめに 
 

 わが国における土壌・地下水汚染は，カドミウム汚染

米によって注目された，いわゆる，農用地土壌汚染に端

を発している。その後，市街地の土壌汚染問題の先駆け

として 1975 年に顕在化した東京都六価クロム鉱滓事件

1)に端を発し，近年では，工場跡地などの再開発に伴い，

重金属や揮発性有機塩素化合物などの有害物質による市

街地周辺地域における土壌・地下水汚染が顕在化してい

る。また，重金属含有製品の大量消費・大量廃棄がもた

らすごみ焼却場や廃棄物埋立地による重金属汚染も問題

となっている。これら汚染原因の重金属としては，鉛，

砒素，水銀，カドミウムおよび六価クロムが挙げられ，

揮発性有機塩素化合物には，トリクロロエチレンやテト

ラクロロエチレンが挙げられる。 

このような土壌・地下水汚染は，水を経由して人の

健康や自然環境へ悪影響を及ぼすものであり，浄化のた

めに早急な対応が望まれている。また，国土の狭いわが

国では，汚染された工場跡地を有効利用するためにも，

汚染土壌の浄化対策が必要であると考える。 

汚染土壌の修復，浄化対策を講じる上で，地盤内に

おける汚染物質の挙動を把握することが重要となる。そ

のための手法の一つに移流分散解析がある。本解析手法

は，重金属，農薬，亜硝酸性窒素，塩水および水に溶解

した有機塩素系化合物など，環境基準に定められたほと

んどの有害物質の水溶性汚染挙動に対応が可能である。

移流分散解析における水溶性汚染の基礎方程式は，式

(1)2)に示すように移流項（右辺第 2 項：地下水実流速に

よる移行），拡散分散項（右辺第 1 項：溶質濃度拡散と

流体力学的分散の効果）および遅延項（左辺：吸脱着現

象の蓄積による物質移行の遅れ効果）の大きく 3 項から

構成されている。その他，原子崩壊や化学的な分解によ

る物質の消失を表す減衰項，および移行過程における物

質の湧き出しや吸い出しを表す源泉項を考慮することも

可能である。なお，分散特性を表す拡散分散項は，溶質

濃度拡散と流体力学的分散とから成る。建設実務で問題

となる実流速の場合には，溶質濃度拡散は無視できるほ

ど小さく，拡散分散項は流体力学的分散係数 D と考え

て良いとされる 3)。 
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ここに，R :遅延係数，θ:体積含水率，ρ:流体密度

[ML-3]，Dij:分散テンソル[L2T-1]，c:濃度（正規化濃度，

比濃度），vi:間隙内流速[LT-1]，λ:減衰定数[T-1]，Qc:源

泉項（解析領域内での湧き出し，吸い出し）[ML3T-1]，

および t:時間[T]である。 
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移流分散解析により汚染物質の影響を予測する場合，

式(1)からも理解されるように，その解析精度を高める

ためには，土の分散特性や吸着特性の評価を精度良く行

うことが重要である。 

そこで本研究では，砂およびシルト質土の 2 種類の試

料を対象とし，トレーサに塩水および六価クロムを用い

たカラム試験を実施し，土の種類や密度が分散特性およ

び吸着特性に与える影響について検討した。なお，分散

特性としては流体力学的分散に着目するため，試験条件

上，溶質濃度拡散現象の影響が生じにくい比較的透水性

の良い材料を対象とした。 

 

２．カラム試験の概要 
 

（１）試験装置 

 図-1 にカラム試験装置の構成，写真-1 にその全景を

示す。本装置は，上部・下部トレーサ槽，上部・下部淡

水槽，ポンプ，流入管，排水管およびカラムから構成さ

れており，その通水機構は定水位透水試験機と同様であ

る。すなわち，下部トレーサ・淡水槽の溶液または水を

ポンプにより流入管を通じて越流口を有した上部トレー

サ・淡水槽へ送り，越流口から溶液または水を排出する

ことにより上部トレーサ・淡水槽の水位を一定に保持す

る機構となっている。なお，越流した溶液または水は，

排水管を通じて下部トレーサ・淡水槽に戻る。カラムは

写真-2 に示すようにアクリル製であり，その寸法は内

径 30mm，長さ 300mm である。 

 

（２）試料およびトレーサ 

試 料 は ， 浜 岡 砂 （ ρ s=2.692g/cm3, emax=0.881, 

emin=0.570）とシルト質土である。シルト質土の物理特

性を表-1 に示す。トレーサには，非吸着性トレーサと

して塩水（濃度：500mg/l），吸着性トレーサとして六価

クロム（濃度：0.5mg/l）を用いた。トレーサ溶液は，

これらを脱気水に所定の濃度になるよう溶解させ作成し

た。カラム供試体から流出した溶液の濃度計測は，塩水

は電気伝導度により，六価クロムは分光光度法で行った。 

 

（３）試験方法と試験結果の整理方法 

カラム供試体は，まず乾燥状態の試料を所定の乾燥

密度となるようカラム内に充填した。次に，真空ポンプ

を用いてカラム内を真空状態にした後，脱気精製水をカ

ラム下端から通水させて飽和供試体を作成した。試験は，

まず上部淡水槽から水をカラム上端から下端方向に通水 

し，定常状態となるよう十分な時間放置した。その後，

トレーサ溶液を同一方向にて通水し，任意の時間間隔で 

上部
淡水槽

下部
淡水槽

カラム

ポンプ

上部
トレーサ槽

下部
トレーサ槽

ポンプ

切替コック

採水

流入管流入管

排水管 排水管

 
 

図-1 カラム試験装置の構成 

 

 

 

 

写真-1 カラム試験装置の全景 

 

 

 

 

写真-2 カラム 
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カラム下端からの溶出水をサンプリングした。 

ここで，前述した，式(1)の減衰項や源泉項を無視し，

密度一定，体積含水率を均一かつ一定とし，一次元で表

すと式(2)が得られる。さらに，上流側の境界濃度を一

定と仮定すれば，式(2)は解析的に解くことが可能であ

り，式(3)が得られる。 
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ここに，c:濃度，c0:境界濃度（x=0 における）および

x:境界線からの距離である。 

分散係数 D および遅延係数 R の評価に関しては，カ

ラム下端から採取した溶液の比濃度 c/c0とトレーサ注入

開始後の経過時間 t の関係をグラフにプロットし，これ

を式(3)と比較することにより両パラメータを同定する。

塩水の場合，吸着を無視することから遅延係数 R=1 と

して分散係数 D を同定した。なお，吸着性トレーサと

して六価クロム溶液を用いた場合は，トレーサに塩水を

使用して得られた分散係数 D を用いて遅延係数 R を同

定した。また，カラム中の間隙内流速 v は，比濃度

(c/c0)=0.5 に達した時間と供試体長さから算出した。縦

分散長αLは式(4)から求めた。 

                            
vαD L　=                                                                      (4) 

 

（４）試験ケース 

試験ケースは，表-2 に示すように浜岡砂に関しては

相対密度 Dr を 70%，80%および 95%の 3 ケースとし，

それぞれに塩水および六価クロム両トレーサを用いて実

施した。なお，動水勾配は，トレーサに塩水を用いた場

合のみ i=0.5 および 1.45 とし，六価クロムを用いたケー

スについては i=1.45 とした。一方，シルト質土につい

ては，乾燥密度ρd を 0.703g/cm3，0.758g/cm3 とし，ト

レーサには塩水を用いた。なお，このときの動水勾配は

i=1.45 とした。 

 

３．試験結果および考察 
 

図-2，図-3 に，代表的なケースとして CASE5 および

CASE11 における溶液の比濃度の時刻歴（以下，破過曲

線）を示す。なお，図には，式(3)を用いて同定した結

果もそれぞれ示している。表-3 に分散係数 Dおよび遅 

表-1 シルト質土の物理的特性 

 
含水比 （%） 85.13 

土粒子密度 （g/cm3) 2.74 

塑性限界 （%） 125.6 

液性限界 （%） 144.6 

塑性指数 19 

最適含水比 （%） 92.58 

最大乾燥密度 （g/cm3) 0.79 

礫分（2～75 ｍｍ） 3.31 

砂分（0.075～2 ｍｍ） 12.42 

細粒分（0.075 未満） 82.27 

 

表-2 試験ケース 

 

CASE 試料 トレーサ 動水勾配 乾燥密度 
ρd(g/cm3) 

1 1.619(Dr=70%)
2 1.650(Dr=80%)
3 

0.5 
1.699(Dr=95%)

4 1.619(Dr=70%)
5 1.650(Dr=80%)
6 

塩水 

1.45 
1.699(Dr=95%)

7 1.619(Dr=70%)
8 1.650(Dr=80%)
9 

浜岡砂 

六価クロム 1.45 
1.699(Dr=95%)

10 0.703 
11 シルト質土 塩水 1.45 0.758 
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図-2 破過曲線（CASE5） 
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図-3 破過曲線（CASE11） 
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延係数 Rの同定結果を示す。 

図-4 は，トレーサとして塩水を用いた CASE1，

CASE6 および CASE10，CASE11 における間隙内流速 v

と分散係数 D との関係を示したものである。分散係数

Dは，間隙内流速 vの増加に伴い大きくなり，図中破線

で示す式(4)の関係が成り立つことがわかる。また，式

(4)の関係から求められる縦分散長αL に着目すると，浜

岡砂よりも細粒分を多く含むシルト質土の縦分散長αL

の方が大きい。細粒分が多くなるとカラム内試料の間隙

構造が複雑になり，カラム内の浸透が不均一になって，

流れの速い部分と遅い部分の差が大きくなることに起因

するものと考えられる 4)。 

図-5 に浜岡砂に関して相対密度 Dr と縦分散長αL と

の関係を示す。縦分散長αL は密度の増大に伴い減少す

ることがわかる。この関係は，CASE10 と CASE11 の結

果からシルト質土についても同様の傾向が認められる。

なお，縦分散長は試験スケールに依存し，おおむね移行

距離の 1/10 程度の値になることが示されている 5)。本

試験結果から得られた浜岡砂の縦分散長αL の値は 0.2

～0.7cm であり，今回用いたカラムとほぼ等しいカラム

スケールを用い，砂を試料とした既往の研究結果 6) 0.1

～2cm と整合するものである。 

図-6 は浜岡砂に関して相対密度 Drと遅延係数 Rの関

係を示したものである。いずれの相対密度 Dr において

も遅延係数は 1 程度であり，六価クロムの浜岡砂への吸

着性は認められない結果となった。しかしながら，試料

に砂を用い，トレーサ，カラムサイズ，間隙内流速など

が本研究とほぼ等しく，六価クロムの濃度を 10mg/l と

いう条件下で行われた既往の研究結果 5)では，遅延係数

R=3～5 という結果が得られている。このことから，本

研究においてほとんど吸着が認められなかったのは，六

価クロムの濃度の影響によるものと考える。 

 

４．まとめ 
 

砂およびシルト質土の 2 種類の土に着目し，トレーサ

に塩水および六価クロムを用いたカラム試験を実施して

土の種類や密度が分散特性および吸着特性に与える影響

について検討した。 

本研究により得られた主な結論は以下のとおりであ

る。 

① 浜岡砂およびシルト質土について，分散係数 D

は間隙内流速 vの増加に伴い増大する。 

② 縦分散長αL は，細粒分の多い土の方が大きな値

となる。これは，土の骨格構造の影響により，土

中の浸透が不均一になることによるものと考えら 

表-3 分散係数 Dおよび遅延係数 Rの同定結果 

 

CASE 
D 

(cm2/min) R 

1 1.11 1 
2 0.45 1 
3 0.25 1 
4 3.02 1 
5 2.03 1 
6 1.06 1 
7 3.02 1.01 
8 2.03 1.03 
9 1.06 1.03 

10 2.95 1 
11 0.49 1 

 

:浜岡砂（D r=70 %）
:浜岡砂（D r=80 %）

:浜岡砂（D r=95 %）

:シルト質土（ρ d =0 .703g/cm3）
:シルト質土（ρ d =0 .758g/cm3 )
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図-4 間隙内流速と分散係数の関係 
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図-5 相対密度と縦分散長の関係 
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図-6 相対密度と吸着係数の関係 
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れる。 

③ 縦分散長αLは，密度の増加に伴い減少する。 

④ 今回の試験においては，砂への六価クロムの吸着

はほとんど認められなかったため，相対密度の違

いによる影響は確認されなかった。 

⑤ 本研究のカラムスケールでの縦分散長αL が，既

往の研究の値と整合することを確認した。 

 

 今後は，土やトレーサの種類，およびトレーサ濃度の

違いが分散特性や吸着特性に与える影響について検討す

る予定である。さらに，拘束圧が制御可能な三軸セルを

有するカラム試験を実施し，分散特性や吸着特性に与え

る拘束圧の影響についても研究を進める予定である。 

 

謝辞：本報告のカラム試験は，宇都宮大学との共同研究

として実施したものです。ご指導戴いた宇都宮大学，今
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最終処分場におけるベントナイト混合土の品質保証技術 

に関する研究 
 

Quality Assurance Techniques for Bentonite Mixture Soil Liner at Final Disposal Sites 
                        

                                    戸村 豪治 GOJI TOMURA 

                                    中田 雅夫 MASAO NAKATA 

                                    喜多 治之 HARUYUKI KITA 

                             土木設計部  黒島 一郎    ICHIRO KUROSHIMA 

 

最終処分場の遮水工は，埋立処分された廃棄物や浸出水が処分場外に漏洩することがないように機能するこ

とが重要であり，近年では遮水シートとベントナイト混合土の組み合わせによる複合的な遮水工の施工が増加

している。このため，施工後のベントナイト混合土層の均一性を評価する手法や，原位置透水係数を早期に求

める手法が望まれている。本稿ではこれらの評価手法に関する幾つかの新しい試験方法と，その妥当性に関す

る検討結果について報告する。 

キーワード：最終処分場，ベントナイト，原位置試験，透水試験 

High quality control work at the final disposal site is essential to prevent reclaimed waste and seepage water from 

leaking outside of the boundary. In recognition of this there has been a recent trend in the use of composite structures 

combining bentonite mixture soil liners and geo-membrane sheets as seepage control works. Good quality of the 

bentonite mixture soil demands minimal permeability and uniformity throughout, and therefore it is essential to 

establish methods of evaluating uniformity and in-situ permeability of the soil liner immediately after construction. In 

this paper, new evaluation techniques are proposed, and the verification results of the site execution are described.  

Key Words: Final Disposal Site, Bentonite, In-situ Test, Permeability Test 

 

 

１．はじめに 
 

 近年，管理型最終処分場では，浸出水による地下水汚

染防止を目的として，遮水シートとベントナイト混合土

による複合遮水構造を用いる事例が増加している。ベン

トナイト混合土の母材は，環境上，できるかぎり現地発

生土を用いることが望ましいが，その場合，母材のばら

つきを考慮したうえで適切な品質管理を行って現位置に

おける難透水性とその均一性を確保することが重要とな

る。 

現在，ベントナイト混合土の品質管理法としては，

室内試験によってあらかじめ設定されたベントナイト添

加率や含水比，密度の管理基準値を基に，混練時にベン

トナイトの定量試験を行うほか，施工時にはブロックサ

ンプリングによる透水係数の確認が行われている。しか

し，これらの方法は結果が得られるまでに時間がかかり，

試験数量も限られるため，施工後のベントナイト混合土

の均一性を面的に評価する手法や，原位置で早期に透水

係数を求める手法が望まれている。 

今回，筆者らは宮崎最終処分場工事において，ベン

トナイト混合土の試験施工を実施して混合土の均一性と

原位置透水係数の評価に関する幾つかの試験を試み，メ

チレンブルー試験結果やブロックサンプリングによって

得られた試料の室内透水試験結果との比較を行った。本

稿ではこれらの結果とその妥当性に関する検討結果につ

いて報告する。 

 

２．本工事の概要 
 

 品質確認試験用のための試験施工は，宮崎県廃棄物総

合処理センター（仮称）整備事業の一つとして宮崎県宮

崎市大瀬町に建設されている管理型最終処分場の中で実

施した。本事業で整備する主要な施設は廃棄物の中間処

理施設（リサイクルプラザ，焼却溶融施設）および管理
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型最終処分場とその関連施設である。 

 

（１）処分場の遮水構造 

処分場の遮水構造には，遮水シートとベントナイト

混合土による複合遮水構造が採用されており，遮水層の

仕様は透水係数が 1×10-7cm/sec 以下となっている。ま

た，ベントナイト混合土の母材は，環境対策上，土砂等

の搬出入を極力避ける意味で現地発生土を使用すること

が義務づけられている。遮水工構造の断面図を図-1 に，

本工事における混合土の配合と母材の物性値を表-1，

表-2 に示す。 

 

（２）本工事における混合土の品質管理結果 

 図-2に本施工で実施された混合土のRI試験によって

得られた177点の含水比と乾燥密度の関係を示す。図に

は，施工後に原位置より切り出して採取した計10個の

サンプリング試料の透水試験の結果と試験時の含水比，

乾燥密度を併せて記している。混合土の施工では，底盤

部に比べてのり面部の方が締固め効果が上がりにくいと

いえるが、試料の透水試験結果をみると，のり面採取試

料（Dc93%，w=12.5%）でも8×10-8cm/secと基準値を

満足する値が得られている。また，その他の試料ではす

べて1～5×10-8cm/secとなっており，管理基準値である

1×10-7cm/secより充分に小さい値となった。 

 

３．試験施工の概要 
 

 試験施工は，本工事における処分場底盤部の一画で行

った。図-3 に示すように，約 6m×16m の範囲に，ベン

トナイト添加率を 0％，6%，8％，10％，転圧作業量を

10t 級振動ローラで 2 回転圧，6 回転圧と変えた 8 区画

を設けた。ヤードの施工では，最初に基盤層の転圧を行

った後，現場透水試験用に排水層として C-40 砕石と不

織布を敷きつめた。その上に混合プラント(SRP-1200)を

用いて製造した各配合の混合土をバックホウにて所定の

位置に敷き均した後，振動ローラで長手方向に一度に転

圧を行った。層厚は 50cm とし，本施工と同様に 25cm

ずつの 2 層に分けて施工を行った。 

 試験用の区画はヤードの端部および区画境の 1m 程度

を避けた中央部の 2m×3m とした。実施した試験項目

の一覧を表-3 に示す。 

   表-1 混合土の配合 

 

 表-2 混合土母材の物性値 

 

試料名 
母材 

（Usal 層砂）

土粒子の密度ρｓ    (g/cm3) 2.645 

自然含水比 wｎ            (%) 12.9 

礫分            (%) 1 

砂分            (%) 75 

シルト分          (%) 18 

粘土分           (%) 6 

均等係数 Uｃ 10.7 

曲率係数 Ｕｃ’ 3.86 

最大粒径      (mm) 4.75 

50%粒径 D50mm 0.126 

粒
度

20%粒径 D20mm 0.00375 

液性限界 ｗＬ               (%) NP 

塑性限界 ｗｐ               (%) NP 

塑性指数  Ｉｐ(%) NP 

コンシステンシー指数 Ic NP 

 

1:2.0

保 護 土  (t=5 0cm)

遮 水 シ ー ト  (t=1.5 mm)

下 側 測 定 電 極 （ φ ５ ㎜ ）

上 側 測 定 電 極 （ φ ５ ㎜ ）
保 護 マ ッ ト （ t=１ ０ ㎜ ）

遮 水 シ ー ト  (t =1.5mm)

混 合 土  (t=50c m)

下 側 測 定 電 極 （ φ ５ ㎜ ）

上 側 測 定 電 極 （ φ ５ ㎜ ）

遮 光 性 不 織 布 （ t=４ ㎜ ）

遮 水 シ ー ト  (t=1 .5mm)

モ ル タ ル 吹 付  (t= 50㎜ )

下 側 測 定 電 極 （ φ ５ ㎜ ）

上 側 測 定 電 極 （ φ ５ ㎜ ）

遮 光 性 不 織 布 （ t=４ ㎜ ）

自 己 修 復 シ ー ト  (t =6㎜ )

基盤 

基盤

混合土 (t=50cm) 
混合土 (t=50cm) 

基盤 

 

     図-1 宮崎最終処分場の遮水工の構造 
              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 含水比と乾燥密度の相関図 

母材 Usal 層砂 
配合 

ベントナイト スーパークレイ
8％* 

最大乾燥密度 
ρｄｍａｘ(g/cm3) 

1.72 
締固め
特性 最適含水比 

ｗｏｐｔ（％） 
17.2 

*添加率は母材に対する乾燥重量比

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

1.90

0.00 5.00 10.00 15.00 20.00 25.00 30.00
含水比 w (%)

乾
燥

密
度
ρ d

(g
/c

m
3 )

系列1
系列5
系列6
系列7

k=1×10-8cm/s

k=5×10-8cm/s

ρdmax=1.72(g/cm3)

ρd90=1.55(g/cm3)

w opt=17.2%

k=8×10-8cm/s

k=3～5×10-8cm/s k=1～2×10-8cm/s

RI測定データ

透水試験用ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ試料



最終処分場におけるベントナイト混合土の品質保証技術に関する研究 

 73

４．密度および含水比 
 

 試験施工ヤードの品質確認のために，1 層ごとに所定

の転圧を行った後，RI 法（1 層目各区画 3 点，2 層目各

区画 6 点）および砂置換法（1,2 層目とも各区画 1 点）

によって密度および含水比を測定した。測定位置を図-

2 に示す。また，各層の締固め度を図-4 に，含水比を

図-5 に，層ごとの平均値を表-4 に示す。本工事では転

圧回数 6 回以上を基準としており，締固め度の平均値も

98％程度であるが，今回の試験施工では同じ転圧回数

での締固め度がやや小さい値となっている。これは，添

加率を変えた各区画が混ざらないようにキャタピラ等に

よる敷き均し作業を行っていないためと考えられる。ま

た，図-5 をみると，1 層目の含水比が 2 層目と比べてや

や大きくなっているが，これは施工日によってストック

ヤードの母材の含水比が多少変動しているためである。 

 

５．混練プラントより採取した混合土のベントナイ

ト添加率 
 

各配合の混合土について，混練プラントの稼働時間

を変えて始，中，終の 3 回に分けて採取し，それぞれメ

チレンブルー試験およびファンネル粘性試験を実施した。

メチレンブルー試験の結果を図-6 に示す。混練プラン

トで製造された混合土は 8％および 10％設定時にやや

高い添加率となった試料があるものの，それ以外はほぼ

設定どおりの添加率となった。 

次に，ファンネル粘性試験とメチレンブルー試験の

比較結果を図-7 に示す。ここでは自由水のしきい値を

明確にするために縦軸をファンネル粘度の逆数としてい

る。ファンネル粘性試験は，本工事でも日常管理手法と

して用いられているが，あらかじめ作成した検量線との

相関性が高いことがわかる。添加率が 10％を超える試

料に関し，ばらつきが大きくなっているが，これはファ

ンネル粘性が 30 秒以上と測定に適した範囲を超えてい

るためである。実際に 10％以上の配合となる場合は試

料採取量を減じ，検量線を作成し直すことで対応が可能

である。 

 

６．比色計を用いたメチレンブルー吸着量の測定 
 

メチレンブルー試験は，ベントナイトが他の粘土と

比較して陽イオン交換容量，表面積，分散度が大きいこ

とを利用し，メチレンブルー色素の吸着量を測定するも

 

80

82

84

86

88

90

92

94

96

98

100

0.0 4.0 8.0 12.0 16.0
(m)

締
固

め
度

Ｄ
ｃ
(%

)

１層目(A Line) 2
回転圧外側

１層目(B Line) 2
回転圧内側

１層目(C Line)
6回転圧内側

１層目(D Line) 6
回転圧外側

２層目(A Line) 2
回転圧外側

２層目(B Line) 2
回転圧内側

２層目(C Line)
6回転圧内側

２層目(D Line) 6
回転圧外側

   
   図-4 締固め度測定結果 
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               図-5 含水比測定結果 

   表-4 各層の締固め度，含水比平均値 
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図-3 密度含水比測定位置 

表-3 試験項目 

試験箇所 試験項目 試験方法 試験数量 
メチレンブルー吸着法（ろ紙） ベントナイ

ト添加率 ファンネル粘性測定法 
母材 3 試料、各配合混練中 3 回 

1 回につき 2 試料計 21 試料 混練プラント

採取試料 
含水比 炉乾燥法 各配合毎に 1 回計 4 回 

メチレンブルー吸着法（ろ紙） 原位置採取 
試料 

ベントナイ

ト添加率 メチレンブルー吸着法（比色計） 
各ケース 6 点、計 48 試料 

誘電率計測 6 回転圧箇所各 6 点、計 24 箇所 ベントナイ

ト添加率 POSAM（近赤外線スペクトル） － 

RI 法 
1 層目：各ケース 3 箇所、1 箇所 2 回

1 層目：各ケース 6 箇所、1 箇所 4 回
密度 
含水比 

砂置換法 1 層目、2 層目：各ケース 1 箇所 
定水位現場透水試験（側壁開放型） 
定水位現場透水試験（側壁止水型） 

原位置試験 

透水係数 
変水位現場透水試験（鉛直浸透型） 

6 回転圧箇所、各配合 1 箇所 
計 4 箇所 

原位置サンプ

リング試料 
 サンプリング試料の室内透水試験 

6 回転圧箇所、各配合１箇所 
１本につき上、中、下の３試料採取

転圧回数 層 締固め度
Dc（％） 

含水比 w
（％） 

1 層目 86.4 18.7 
2 回 2 層目 89.7 12.5 

1 層目 91.8 20.3 6 回 2 層目 94.8 13.5 
本工事 

（6 回以上） 平均 97.9 16.3 
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のであり，ベントナイトの主成分であるモンモリロナイ

トの定量法として確立された方法である。しかし，この

方法は目視による判定を含んでおり個人差が生じやすい

という欠点があった。そこで，今回この欠点を補うため

簡易型の比色計を用いて，過剰となったメチレンブルー

色素の量を判定する方法を試みた。試験方法は，メチレ

ンブルー溶液を加えるまでの手順は従来法と全く同様で

ある。今回は，メチレンブルー溶液を予想される消費量

10～40ml に対して 50ml 加えて試験を行った。その後

30 秒間スターラーで撹拌し，溶液 100μl を分取して蒸

留水で 500 倍に希釈した後，0.5μm のフィルターで固

層を取り除いてろ液の吸光度を測定した。吸光度の測定

波長はメチレンブルー単量体の波長の最大吸収ピークで

ある 660nm としている。図-8 にメチレンブルー濃度と

660nm の波長での吸光度(Abs)の関係を示す。図-8 に示

すように溶液中のメチレンブルー濃度と吸光度は線形の

相関を示しており，これによってモンモリロナイトが吸

着しきれない過剰量のメチレンブルーの量を求め飽和吸

着量を算出した。なお，滴定の終点判定の精度を上げる

目的で，メチレンブルーの飽和吸着点を吸光光度計で測

定する方法自体は Brindley ら 1)が行っており，今回は

この方法を参考としている。 

試験については，試験施工ヤードの各区画の表面か

ら採取した試料を用いて行った。採取位置は図-3 に示

した RI 測定箇所と同位置で 2 層目に各区画 6 点ずつで

ある。各試料のメチレンブルー試験によるベントナイト

添加率の測定結果を図-9 に，同じ試料によるろ紙法と

吸光度法での添加率測定結果の比較を図-10 に示す。

図-9 では採取位置による添加率のばらつきがみられる

が，この測定結果には母材自体のメチレンブルー吸着量

のばらつきのほか，試験による誤差等もある程度含まれ

ているものと考えられる。図-10 をみると，両試験法に

は相関性が認められるものの，ろ紙法による測定結果を

基準とした場合，吸光度法による測定結果には，数%程

度のばらつきが見られる。 

今回，吸光度法による測定では滴定の作業を省力化

するために，予想されるメチレンブルー消費量に対して

過剰量を加え 1 回で測定する方法を用いた。そのため濃

度によって吸光度との相関性に違いがみられた。また，

スターラーによる撹拌時間の違い等も試験結果に大きな

影響を与えている。本方法の実用化に当たっては今後，

さらに試験方法を改良することが必要であると考える。 
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       図-9 原位置試料のメチレンブルー試験結果 
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  図-7 ファンネル粘性試験結果 
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７．誘電率によるベントナイト添加率の原位置測定 
 

混合土に対するベントナイト添加率の管理は，通常，

混練プラントで製造された試料に対して日常管理として

実施しているが，施工されたベントナイト混合土に対す

る原位置での均一性評価は行っていない。しかし，ベン

トナイト混合土の目的は難透水性が遮水層全体として均

一に確保されることであり，施工後の混合土に対する面

的な品質管理も重要であると考える。そのため，今回，

混合土の混合状態を施工後に原位置で簡易かつ迅速に測

定する方法として，誘電率によってベントナイト量を定

量する方法を試みた。 

土の誘電率は，土中の水分量のほか，密度や温度，

含まれる鉱物の種類によって異なる。本方法は，誘電率

測定方式の水分計を使用して，通常の砂とベントナイト

の主成分であるモンモリロナイトの誘電率が同じ含水状

態においても差があることを利用し，混合土地盤の表面

誘電率を測定することによって混合土中に含まれるベン

トナイト量の定量を行うものである。原位置測定状況を

写真-1 に示す。 

最初に，施工中の混合土と同じ材料を使用して，ベ

ントナイト添加率および含水比(w)，締固め度(Dc)を変

化させた試料をφ10cm のモールド中に作成し，静電容

量で誘電率を測定する方式の簡易型土壌水分計を用いて

表面誘電率の室内測定を行った。図-11～13 に測定結果

を示す。試験は 1 試料に対し 8 回の測定を行ってその平

均を計測値としている。図で縦軸の静電容量比は水分計

に設定されている静電容量の範囲に対する測定値の比を

表している。  

これによると，混合土の表面誘電率は含水比や試料

の乾燥密度だけでなく，試料のベントナイト添加率とも

高い相関性があることがわかる。したがって，あらかじ

め室内試験によって含水比および締固め度を変えた検量

線を作成し，現地において RI 法等による密度，含水比

測定と同時に本測定を行うことによって，ベントナイト

添加率を算出することができるものと考える。 

次に，試験施工ヤードにおいて実施した誘電率の計

測結果を図-14 に示す。本来，RI 測定箇所において計

測を行い，同位置で採取した試料のメチレンブルー試験

より得られたベントナイト添加率との相関を求めるべき

であるが，誘電率測定時と RI 測定時の施工ヤードの表

面乾燥状態に違いが見られたことと，それぞれの試験法

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 添加率と誘電率（Dc95%） 
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 図-14 添加率と誘電率（試験施工ヤード） 

  
写真-1 誘電率測定 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 図-12 添加率と誘電率(w=10%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 添加率と誘電率(w=12%) 
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に誤差を含むため，今回は添加率ごとのヤードにおけ

る誘電率測定値の平均値とベントナイト添加率の相関

のみを求めた。測定はすべて 2 層目の 6 回転圧箇所で

実施し，RI 法による密度の測定箇所の周辺で 1 点につ

き 10 回の計測を行った。したがって図中の点は 60 回

の計測の平均値を表している。測定時の含水比および

締固め度はそれぞれ w=10～14％，Dc=85～100％の範

囲でばらつきがあるが，平均値はベントナイト添加率

との高い相関性が認められる。本測定法の問題点とし

て混合土の含水比が高くなると計測不能もしくは精度

が極端に悪くなることが挙げられるが，実際の施工で

は混合土の含水比は最適含水比付近になるように常時

管理されているほか，シート敷設前には表面の含水比

がほぼ一定となっており，極端に高い含水状態で測定を

行うことはない。また，本測定は 1 点当たりの計測時間

が数秒と極く短時間であるため，一度に多くの測定を実

施することが可能である。したがって今回の測定のよう

にあらかじめ検量線を作成したうえで，原位置において

多くの計測を行い，その平均値をとることによってベン

トナイト添加率の定量化が可能であるものと考える。 

 

８．現場透水試験 
 

 施工されたベントナイト混合土の透水係数の確認方法

としては，現在，主に定期的にサンプリングした試料を

用いた室内透水試験が実施されている。具体的に宮崎最

終処分場では 2,000m3 ごとに転圧後の混合土のサンプリ

ングを実施して透水係数を求めている。しかし，この方

法は結果が出るまでに時間がかかるため，これらの試験

は主に施工後の品質確認を目的としたものとなり，日常

の施工管理には直接反映されていない。したがって，短

期間で原位置の透水係数を測定できればより緻密な品質

管理が行えるものと考える。 

ベントナイト混合土の現場透水試験を行う場合，従

来の方法を用いた場合の問題点として，時間がかかりす

ぎることのほか，締固めた地盤の異方性の問題などが挙

げられる。一方，不飽和地盤の鉛直方向の透水係数の原

位置測定方法としては，Green-Ampt モデルを用いる方

法や西垣ら 2)が提案した原位置での変水位透水試験方法

等があるが，ベントナイト混合土地盤ではベントナイト

の膨潤によって透水係数が時間依存性を持つことやサク

ション測定の困難さなどが指摘されている 3)。そこで，

最初にベントナイトの添加率や初期含水比の異なる混合

土についてケーシングを用いた簡易型透水試験器による

室内試験を行い，その適用性について検討した。 

 

（１）室内試験による簡易型透水試験の検討 

ａ）使用材料 

 室内試験は試験施工に用いたものと同じ材料を用いて

行った。試料の配合を表-1 に示す。 

ｂ）試験方法 

試験装置を写真-2，試験の模式図を図-15 に示す。供

試体は，あらかじめ含水比を調整した試料を所定の密度

となるように静的締固めにより作成した。最初に鋼製ケ

ーシングをハンマーにて地盤中に 3cm 程度打ち込み，

その後スタンドパイプを設置して注水し速やかに測定を

開始する。測定時間は 24 時間程度を目安とした。 

ｃ）結果の整理 

不飽和土の透水係数とその変化は初期含水比とサク

ションに依存するが，Green-Ampt モデルでは地盤のサ

クションが常に一定であると仮定しており，時間経過に

伴う浸潤領域の増加とともにサクションの影響が減少し

て重力の影響が卓越するため，この勾配を求めることに

よって地盤の飽和透水係数を得ることができる。これに

ついて西垣らは以下の方法を公表している 4)。 

図-15 に示す鉛直方向の浸透の Green-Ampt モデルは

次式で表せる。 
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0                                 (1) 

ここに, v :浸透流速(cm/sec) 

k :透水係数(cm/sec) 

0H :地表面の圧力水頭(cm) 

fH :浸潤前線のサクション水頭(cm) 

fL :浸潤領域の長さ(cm) 

図-1 より， � �thH �0 ， � �
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図-15 現位置変水位透水試験 写真-2 簡易現場透水試験器 
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ここで dh(t)/dt と 1/h’(t)の関係をプロットすると y 切

片が �
�

�
�
�

�
�
a
Ak

a
A �1 となる直線が得られる。 

この方法では試験中に水位を変化させることにより，

直線の傾きを変え， kの他， �， fH を求めることがで

きるが，今回は，あらかじめ室内試験により得られた

�の値を用いて kおよび fH を求めた。 

ｄ）試験結果 

図-16 に試験開始時から 60 分後までの h(t)の経時変

化の例を，図-17 に dh(t)/dt と 1/h’(t)関係の一例を示す。

図-17 をみると，時間経過とともに式(2)の傾きが変化

しており，Green-Ampt モデルの仮定が必ずしも満足さ

れていないことがわかる。これは fH あるいは kが時間

とともに変化していることを表しており，拘束を受けな

い地表面付近のベントナイトの吸水による膨潤過程の影

響が大きいものと考えられる。図-18～21 に式(2)のプ

ロット結果をベントナイト添加率ごとに示す。図に示す

ように，式(2)がほぼ直線とみなせるまでの水位低下量

（浸透量）は，ベントナイトの添加率や初期含水比によ

って異なっている。今後，地盤の条件に合わせた適正な

測定時間あるいは浸透量を求める必要があるが，今回は

約 5 時間経過後から 24 時間程度までの計測値を用いて

kおよび fH を求めた。得られた試験結果を表-5 に示す。
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   図-16 t～h(t)関係の例(Bt8%) 
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 図-17 1/h’(t)～dh’(t)/dt 関係の例   
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 図-18  試験結果(Bt0%) 
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       図-19  試験結果(Bt6%) 
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 図-20 試験結果(Bt8%) 
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    図-21 試験結果(Bt10%) 

表-5 試験結果

Bt 添加率
(%) 

初期含水比
w(%) 

Hf 
(cm) k(cm/sec) k(cm/sec) 

(室内試験)
8 116 2.4×10-4 - 
11 137 2.3×10-4 - 
17 44 2.6×10-4 6.7×10-4 0 

20 -43 1.3×10-4 - 
8 3 1.1×10-6 - 
14 76 8.9×10-8 - 6 
17 -22 7.7×10-7 1.2×10-7 
5 46 2.5×10-7 7.2×10-8 
8 83 5.7×10-8 5.2×10-8 
11 -25 2.1×10-8 6.3×10-8 
14 50 3.2×10-8 - 
17 -20 9.8×10-8 2.1×10-8 

8 

20 -46 9.6×10-8 8.3×10-9 
8 104 3.8×10-8 - 
14 -16 3.6×10-8 - 10 
17 -39 9.7×10-8 1.5×10-8 
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表には同配合の別試料の室内透水試験結果を記入して

いる。両者を比較すると，本試験法によって得られた

透水係数は室内透水試験の結果と近い値となっている

ことがわかる。 

また，表には式(2)より求めた fH も記入した。サク

ションメータを用いて別に求めた地盤のサクションは

100～400cm であり， fH はこれらの値と比べて非常に

小さい値となり，また，高含水比の試料では計算上

fH が負の値となるケースもみられた。 fH は本来正

の値となるはずであり，今後の検討課題とする。 

 
（２）試験施工ヤードにおける現場透水試験 

試験施工ヤードでの透水試験は，ベントナイト添加

率の異なるヤードで 3 種類の現場透水試験を実施するほ

か，サンプリングした試料の室内透水試験を実施して各

試験法の有効性について検討を行った。 

実施した 3 種類の現場透水試験の試験条件の模式図を

図-22 に，試験状況を写真-3 に示す。 

ａ）Ａ法（側壁開放型） 

図で A 法（側壁開放型）は JGS 1316-2003 に準じた

方法であり，今回の試験ではφ20cm×h20cm の試験孔

を使用した。透水係数の計算式は境界条件によって異な

るが，今回は試験期間を約 1 日としており，境界条件の

影響はほとんどないと考えられることと，B 法による試

験結果との整合性を図るため式(3)を用いた。 
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Q：全注入流量 

ｂ）Ｂ法（側壁開放型） 

B 法（側壁止水型）は A 法による試験終了後に同じ

孔を使用して行った。試験孔にφ14cm の塩ビ管（VP

管）をセットし，ASTM D6391-99（2 ステージ法）を

参考に塩ビ管と地盤の隙間に高膨潤性の粒状ベントナイ

トを 1cm 程度詰め，突き固めと注水による膨潤を繰り

返して供試体の上部まで側壁を止水した。その後ベント

ナイトを半日以上膨潤させて試験を開始した。B 法にお

ける透水係数の計算式は式(3)と同様にピット中心軸上

の点湧源からの放射流を仮定した式(4)を用いた。式(4)

は式(3)において点湧源がピット最下端のみであると仮

定した式である。 

04 Lr
Qk
�

�
                                                       (4) 

ｃ）Ｃ法（鉛直浸透型） 

C 法は前述の室内試験と同様の方法を用いて 24 時間

の測定を行った。 

ｄ）水平方向透水係数の推定 

A 法と C 法の結果より水平方向の透水係数 hk を以下

に示す方法 5)で算出した。 
等方性土中の三次元浸透流の基本方程式は以下のと

おりである。 
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ここに， ik :等方性土中の透水係数 

    � :流れのポテンシャル 

一方，水平(x,y)方向透水係数 hk ，鉛直(z)方向透水係

数 vk をもつ異方性土中の三次元浸透流の基本方程式は

以下のとおりである。 
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いま，上述の異方性土中の浸透流に対して以下の座

標変換を考える。 
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      図-22 実施した現場透水試験条件 

 

   写真-3 現場透水試験状況 
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式(7)を式(6)に代入すると以下のようになる。 
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以上より，異方性土中の浸透流も水平方向のものを

mで除することにより，等方性土中の浸透流と同じ式

で表せることが示された。 

いま，ここで示した変換則を式(8)に適用すると次式

が得られる。 
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ｅ）試験結果 

表-6 に試験施工ヤードからサンプリングした試料の

試験結果を示す。また，試料のサンプリング状況を写

真-4 に示す。表-6 をみると，それぞれの試料の含水比

や乾燥密度にはばらつきがあり，ベントナイト添加率に

よる透水係数の違いもほとんど確認できない。しかし，

サンプリング試料の採取高さによる違いでは 1 層目，あ

るいは 2 層目と比べて，中部の層境を含む試料の透水係

数がやや低くなっている。これは，1 層目と 2 層目の層

境にベントナイトによる止水層ができたためと考えられ

る。 

図-23 に各試験法によって得られた試験施工ヤードの

区画ごとの透水係数と本施工箇所における透水係数の値

を，サンプリング試料の室内透水試験の結果と併せて示

す。 

それぞれの試験法による値を比較すると，A 法で得ら

れた透水係数は水平方向の値に大きな影響を受けている

ことがわかる。また B 法で得られた値についても A 法

よりは小さいものの同様の傾向が認められる。また，こ

れらの異方性は，本施工箇所と比べて試験施工ヤードで

より卓越した傾向を示している。これは，試験施工ヤー

ドでは添加率の異なる区画を連続して造成するために，

転圧前の敷き均しの際にブルドーザ等のキャタピラによ

る練り返しを行わずに，各層でバックホウによる上部か

らの転圧のみで一度に成型を行ったためと考えられる。

このため，母材に含まれる粘土塊や砂礫が十分にほぐれ

ず，締固め度を大きくしても水平方向への水みちが残っ

たものと思われる。このことは，特に現地発生土のよう

に不均一な粒径を含む材料を用いて混合土の施工を行う

際に，キャタピラやタンピングローラなどで混合土の練

り返しを行ってから転圧を行うことが，水みちのない均

一な遮水層を作るために重要であることを示唆している。 

また，試験施工箇所と同様に，本施工箇所でも A 法

で得られた値はサンプリング試料に比べて大きな透水係

数となっている。もともと A 法による計測では定常状

態となるまでの時間が地盤の透水係数に比例するため，

理論的に 1.0×10-7cm/sec 以下の地盤では数日で定常状

態に至っているとはいえず，この方法で短時間に 10- 8 

cm/sec オーダーの透水係数を求めることは非常に困難

  表-6 サンプリング試料の試験結果 

採取位置 
含水比  

(%) 
乾燥密度
(g/cm3) 

透水係数
(cm/s) 

上部 24.1 1.610 1.0E-05 
中部 11.5 1.757 5.0E-06 

B1-2 
(Bt 0%)

下部 15.7 1.362 4.0E-05 
上部 11.2 1.601 1.8E-07 
中部 19.2 1.560 8.7E-08 

C1-2 
(Bt 6%)

下部 11.9 1.708 1.5E-07 
上部 6.7 1.692 1.0E-07 
中部 14.0 1.630 5.9E-08 

C2-2 
(Bt 8%)

下部 14.0 1.714 7.2E-08 
上部 12.2 1.563 8.0E-08 
中部 15.4 1.584 5.1E-08 

C3-2 
(Bt 10%)

下部 14.4 1.653 5.2E-08 

 写真-4 試料のサンプリング 
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   図-23 現場透水試験結果 
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であると考えられる。ただ，C 法においても，ほぼ 24

時間の計測の中で得られた値には，室内試験の場合と同

様に時間依存性がみられた。これは，室内試験で明らか

になったように，ベントナイト混合土はベントナイト自

体の膨潤過程によってその初期含水比が通常の不飽和土

以上に浸潤過程に大きな影響を及ぼすためと考えられる。 

 

９．ケロシンによるベントナイト混合土の透水試験 
 

ベントナイト混合土は含まれるベントナイトが水と

の相互作用によって膨潤し間隙を埋めることによって透

水係数が変化する。ケロシン等の非極性流体を用いて短

時間で現場透水試験を行うことを目的として，ベントナ

イト添加率と締固め度および初期含水比による透水係数

の違いを室内試験によって調べた。 

供試体はあらかじめ設定含水比に調整された試料を

12 時間以上おいた後，設定密度となるように静的締固

め法により剛壁モールドに詰めて作成した。試験結果を

図-24 に示す。これによると，ケロシンによる透水係数

はベントナイト添加率よりも含水比と密度が大きく影響

していることがわかる。これは，ケロシンなどの非極性

流体ではベントナイトの膨潤が阻害されるため，ベント

ナイトがあらかじめ膨潤した後の間隙比のみによって透

水係数が決まるためと考えられる。 

 

１０．まとめ 
 

 主に宮崎最終処分場で幾つかの新しい品質確認試験を

実施し，以下のような結果が得られた。 

①誘電率によるベントナイト定量については均一性

の評価手法として有効であることが確認された。

今後は様々な種類の母材やベントナイトを用いた

場合のデータが必要と考える。 

②比色計を用いたメチレンブルー試験については，

濃度による吸光度とメチレンブルー吸着量の相関

性に違いがみられたことや，スターラーによる撹

拌時間の違いも試験結果に影響を与えることから，

実用化に当たっては，さらに試験方法を改良する

ことが必要である。 

③ベントナイト混合土は，施工法によって水平方向

と鉛直方向の透水係数に大きな差（10～20倍）が

出るため鉛直方向の透水係数を測定することが必

要である。 

④Green-Amptモデルに基づく簡易型現場透水試験に

よって得られた透水係数は室内透水試験の結果と

近い値となり，短時間で鉛直方向の透水係数を測

定する方法として有効である。ただし，ベントナ

イト自体の膨潤過程によってその初期含水比が通

常の不飽和土以上に浸潤過程に大きな影響を及ぼ

す。そのため測定値には時間依存性がみられ、今

後さらなる研究が必要である。 

本稿で述べたこれらの試験は幾つかの課題もあるが，

特に，原位置の測定では簡便な試験法で多くのデータを

得ることも意味のあることであると考えており，今後も

研究を継続していきたいと考えている。 
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液状化地盤中の杭挙動に関するオンライン地震応答実験 
 

On Line Pseudo-Dynamic Response Test concerning the Behavior  
of Pile Foundations in Liquefied Ground 

                                          

                                    山本 陽一     YOICHI YAMAMOTO 

                                    高橋 直樹      NAOKI TAKAHASHI 

                                                     三上 博         HIROSHI MIKAMI 

 

液状化地盤中における杭基礎の挙動を精度良く評価することを目的とし，杭・構造物－地盤連成系の質点系

モデルにオンライン地震応答実験を導入した。本報告では，まず，システムの概要について示した後に，杭基

礎に対する液状化模型振動台実験に対するシミュレーションを実施し，液状化地盤中の杭の応答に関して実験

結果との比較から，システムの適用性について考察する。 

キーワード：オンライン地震応答実験，液状化，杭基礎，質点系モデル 

An on-line pseudo-dynamic response test combined with a lumped mass model analysis which represented the 

coupling behavior of ground, piles and overlying structures was conducted to study the behavior of piled 

foundations in liquefied ground. An overview of this simulation system and also the relationship between the 

results of the simulation and the results obtained from tests utilizing a shaking table test of a piled foundation are 

described. The applicability of the system is subsequently discussed based on a comparison of the pile responses. 

Key Words: Pseudo-Dynamic Test, Liquefaction, Pile Foundation, Spring-Mass Model 

 

 

１．はじめに 
 

 液状化時の杭基礎挙動に関してはまだ不明確な点が多

く，杭・構造物‐地盤連成系における動的相互作用を精

度良く評価し，設計に反映させることが重要な課題とな

っている。 

杭・構造物系と地盤の動的相互作用を評価する手法

の一つに Penzien ら 1)のモデル（以下，Penzien モデル）

を代表とする質点系モデルがある。1960 年代以降，こ

のモデルを基礎とした研究が多くなされていくが，その

中で河村 2)は Penzien モデルにおける有効質量が実体の

ない捉え難いものであるとの認識に立ち，周辺地盤を実

態のあるせん断土柱とするという新たなモデルを提案 3)

した。このモデルは，「格子モデル」の杭近傍地盤部分

を杭 1 列系に集約していることから「集約型モデル」と

呼ばれ，地震観測による妥当性の確認 4)とともに，解析

事例 5)が示されている（以下，修正 Penzien モデル）。

1980 年代以降，Penzien 型モデルを用いた杭基礎の動的

挙動に及ぼす液状化の影響に関する研究 6),7)が着目され

るようになり，森ら 8),9),10)は Penzien 型モデルでは分離

されていた自由地盤系と杭・構造物系を一体とした新た

なモデルを提案している。 

本研究では，液状化地盤中における杭基礎の挙動を精

度良く評価することを目的とし，修正 Penzien モデルに

オンライン地震応答実験を導入した。本報告では，まず，

システムの概要について示し，次に杭基礎模型振動台実

験のシミュレーション結果から，システムの適用性につ

いて考察する。 

 

２．模型振動台実験の概要 
 

図-1 に模型振動台実験での計測器の配置および振動

台の断面図を示す。実験は，幅 1.2m×奥行き 0.8m×高

さ 1.0m のせん断土槽を用いて重力場で行っている 11),12)。

模型地盤は，相対密度 Dr=80%の非液状化層である下層

部と，Dr=30％の液状化層である上層部からなる。地盤

試 料 に は 浜 岡 砂 （ ρ s=2.699g/cm3 ， emax=0.933, 

emin=0.593）を用いた。杭基礎模型は，3×3 計 9 本の杭

頭をフーチングに剛結させ，その先端部は土槽底面とピ

ン結合とした。 

計測は，地盤の挙動を把握するために地盤中に加速

度計と間隙水圧計を，杭の挙動を把握するために杭に加 
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速度計とひずみゲージを設置して行った。また，上部構

造物とせん断枠の挙動を確認するために，加速度計とレ

ーザー変位計を設置した。 

 

３．オンライン地震応答実験の概要 
 

（１）オンライン地震応答実験の概念 

オンライン地震応答実験の概念を図-2 に示す。本手

法は日下部ら 13)により開発されたものであり，そのア

ルゴリズムは次のとおりである。まず，解析対象地盤を

質点系にモデル化し，基盤面から地震動を入力する。次

にコンピュータにより質点系の振動方程式を解き，各質

点の応答変位を求める。そして，得られた変位に相当す

るせん断ひずみをコンピュータ制御により供試体に与え，

そのとき自動計測された復元力を用いて次のステップの

応答変位を計算する。すなわち，本手法はこれらの過程

を地震動が継続する間繰り返すことにより，時々刻々に

変化する地盤の非線形な復元力を要素実験の供試体から

直接求め，それをオンラインで応答解析に結びつけて地

震時の地盤の挙動をシミュレートするものである。 

なお，要素実験部分には日下部ら 14)により試作され

た簡易直接せん断試験機を用いた。また，多層からなる

地盤のすべてをオンライン実験することは，システムが

高価になるばかりでなく作業も煩雑化する。そこで，本

実験では液状化や大変形が予想され数値モデル化が困難

な地盤要素部分の復元力を要素実験で求め，その他の部

分は修正 Ramberg-Osgood（以下，修正 R-O）モデルで

復元力を求めるサブストラクチャ法を採用した。 

 

（２）杭・構造物‐地盤連成系オンライン地震応答実験 

図-3 に，修正 Penzien モデルにオンライン地震応答実

験を組込んだ連成系モデルを示す。本モデルは，図-1

に示した模型振動台実験を，1g 場における井合の相似

側 15)を適用し実物大に合わせてモデル化したものであ

る。 

液状化層である S3 層～S5 層の復元力は，自由地盤系

Af および付加地盤系 Aa 共に，相対密度 Dr=30％の供試

体を用いた要素試験により実測した。なお，試料には模

型振動台実験と同一の浜岡砂を用いた。一方，S6 層～

S7 層の復元力は修正 R-O モデルにより算定した。修正

R-O モデルの解析パラメータは，α=2.451，β=2.293 で

あり，初期せん断剛性 G0は，Meyerhof16)が示した Drと

N 値との関係から所定の Dr に対応した N 値を求め，そ

の N 値を用いて G0=98（144N0.68）（kPa）として算定 17)

した。杭は簡略化するために群杭を 1 本の集約杭とし，

集約杭の耐力は模型振動台実験における単杭の単純和と 
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 図-1 模型振動台実験の概要 
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図-2 オンライン地震応答実験の概念 
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図-3 連成系オンライン地震応答実験モデル 

 

して与えた。また，構造物とともに曲げせん断系として

ビーム要素でモデル化し，材料特性は線形とした。 

初期相互作用ばね Ki 0 は，建築基礎構造設計指針 18) 

に準じて算出した。また，せん断中の相互作用ばね Ki

は，液状化による地盤剛性の低減を考慮し，自由地盤系

Afにおける過剰間隙水圧比 u /σ'c を用い，式（1）によ

り逐次変化させた。 
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図-4 入力波 

 

各質点の質量は，自由地盤系 Af・付加地盤系 Aa・杭-

構造物系 Asいずれも 1×1 の単位断面積当たりの質量を

集中質量法により決定した。付加地盤の質量に関しては

現在様々な知見 4)が得られているが，本研究では，As 

=1 に対して Aa の断面積を種々に変化させて実験を行っ

た結果，Aa =30 までは結果に大きな違いが見られなかっ

たこと，また Aa =30 以上とした場合，過剰に杭系に質

量が付加されることを考慮し，付加地盤系 Aa は他系と

同様に Aa =1 とした。 

実験手順は，まずオンライン地震応答実験により自

由地盤系 Af の実験を行い，次に杭・構造物系 As のオン

ライン地震応答実験を行った。その際，自由地盤系 Af

で得られた応答変位を付加地盤系 Aa との相対変位とし

相互作用ばね Ki により外力として入力地震動に加え

杭・構造物系 Asに作用させた。  

入力波は，図-4 に示す模型振動台実験で使用された

最大加速度 100Gal，周波数 1Hz の正弦波である。加振

はこれを 40 波とした。 
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 ここに，Ki    ：相互作用ばね  (kN) 

Ki ０  ：初期相互作用ばね  (kN) 

     σ’c ：平均有効拘束圧  (kPa) 

                   u  ：過剰間隙水圧  (kPa) 

 

４．実験結果 
 

図-5 は，自由地盤および杭における応答加速度の時

刻歴を模型振動台実験と連成系オンライン実験のそれぞ

れ同深度で比較したものである。 

自由地盤の結果に関して，模型振動台実験の上層部

における波形（A9 および A10）は，振動に伴って減衰

して長周期化していることが認められる。これは，液状

化により地盤の剛性が著しく低下し，上層への地震動の

伝播が抑制されたためである。一方，層境界位置の A11

の波形にはそのような減衰傾向は認められない。連成系 
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(b) 杭 

図-5 応答加速度の時刻歴 
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図-6 過剰間隙水圧比の時刻歴 

 

オンライン実験の m13 および m14 における結果も波形

が振動に伴って減衰しており，模型振動台実験結果と良

い一致を示している。また，A11 と m16 との波形の比

較からも，連成系オンライン実験結果と模型振動台実験

結果との対応は非常に良いと言える。 

杭に関して，連成系オンライン実験における m3 の波

形は 5sec～12sec 付近で応答が著しく大きくなっている 
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図-7 水平変位の時刻歴 
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図-8 杭水平変位の時刻歴 

 

のに対して，模型振動台実験の A16 の波形にはその傾

向が認められない。これは，図-6 に示す過剰間隙水圧

比の時刻歴から，模型振動台実験における P1 位置では

加振後 7sec 程度で過剰間隙水圧比が 1.0 に達している

のに対し，連成系オンライン実験における S3 層は

12sec 付近で 1.0 に達しており，7sec～12sec 間の地盤剛

性が模型振動台実験と比較して高いことに起因するもの

と推察される。すなわち，連成系オンライン実験におけ

る相互作用ばねは，自由地盤系における過剰間隙水圧を

用いて低減させているため，間隙水圧の発生過程の相違

が杭系における応答の違いを生んだものと考える。ただ

し，12sec 以降ではいずれの深度においても両波形は良

く一致している。 

図-7 にフーチング部（L8，m2）と地表（L1，m13）

の水平変位の時刻歴を示す。フーチング部の結果をみる

と，連成系オンライン実験の結果は 12sec 付近で一時的

に変位が若干大きくなっているものの，変形量は模型振

動台実験の結果と同程度であることがわかる。また，地

表変位は両結果ともゼロ線から互いに逆にシフトしてい

るが，いずれの結果も変位量は同程度であることから，

両者の対応は良いと考えられる。 

図-8 は連成系オンライン実験における杭の変形量の

深度分布を示したものである。図中に示す実線は加振か

ら自由地盤系での液状化層の過剰間隙水圧比が 1.0 にな

るまでを，破線は液状化後の値を示す。また，●は模型

振動台実験における上層部が液状化に至るまで，○は液

状化後の杭頭変位量を示したものである。模型振動台実

験と連成系オンライン実験のいずれの結果も，杭の変形

量は過剰間隙水圧の上昇に伴って増大し，過剰間隙水圧

比が 1.0 となる付近で最大となり，その後徐々に減少し

て定常状態に至るという傾向となった。 

 

５．まとめ 
 

液状化地盤中における杭基礎の挙動を精度良く評価

することを目的とし，杭・構造物-地盤連成系の質点系

モデルにオンライン地震応答実験を導入した。 

杭基礎模型振動台実験のシミュレーションを実施し

た結果，杭の応答加速度と変位の時刻歴変化の比較から，

本システムの結果は模型振動台実験のそれに良く対応し

ており，システムの適用性が確認された。 
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台座コンクリート

（Ａ＝1m２ 程度以下）

細径鋼材（鉄筋棒など）
 径 50mm程度以下

仮設構造物

 

 

細径鋼材を用いた簡易的な基礎工法の開発 
 

The Development of a Simple Foundation System using Steel Bars  
                                          

                                   黒川 幸彦 YUKIHIKO KUROKAWA 

                                   喜多 治之 HARUYUKI KITA 

                                   三上 博  HIROSHI MIKAMI 

土木環境部  土居 洋一 YOUICHI DOI 

 

筆者らは軟弱地盤上に設置する仮設構造物を対象として簡易的な基礎工法を考案した。本工法は細径の鋼材

を地中に数本打設し，その頭部をコンクリートの台座で連結した構造で，バックホウなどの汎用建設機械で容

易に構築および撤去が可能であることが特長である。ほぼ実物大の基礎モデルを地盤に設置して載荷試験を実

施し，本基礎構造が充分な支持力を有することを確認した。 

キーワード：軟弱地盤，仮設構造物，基礎構造，載荷試験 

The authors have developed a simple foundation system for temporary or minor structures on soft ground. 

This system consists of a concrete base and steel bars driven into the ground, and can be constructed or 

demolished simply with a backhoe after utilization. Load tests conducted on large-scale model footings 

constructed on soft ground confirmed that this system works sufficiently to act as the foundations for 

temporary or minor structures. 

Key Words: Soft Ground, Temporary  Structure, Foundation, Load Test 

 

 

１．はじめに  
 

工事用プラント設備などの仮設構造物を民地を借地し

て設置する場合，工事完了後設備を撤去し，事前の状態

に復旧して土地を返却する必要がある。基礎として杭を

打設した場合はこれも撤去しなければならない。筆者ら

はこうした場合を対象として，バックホウなどの汎用建

設機械で構築および撤去が可能で簡易的な基礎工法を考

案した。鉄筋棒や等辺山形鋼などの細径の鋼材を杭とし

て地中に打設し，その頭部をコンクリートの台座で連結

したものを，必要に応じて構造物の下に数箇所配置する

方法である。構造概要を図-1に示す。 

本基礎工法は軟弱地盤上に設置する小規模な仮設構造

物で数年程度以内の短期間に撤去する場合を対象とし，

不同沈下あるいは支持力不足により何らかの対策が必要

な時に用いる。対策工として地盤改良や杭基礎を設置す

る場合に比較して経済的な工法であり，特に撤去が必要

な時に有効な工法である。また，汎用建設機械で容易に

設置・撤去できることを前提条件としているため，使用

する細径鋼材は径 50mm 以下，かつ長さ 4 ｍ以下，頭部

の台座コンクリートは約 1.0m2 以下という構造上の制約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を設けている。 

細径鋼材を杭として用いる工法には，削孔後に鉄筋な

どを挿入しグラウト注入して築造する小口径削孔杭，い

わゆるマイクロパイル工法や，細径鋼管を戸建て住宅の

基礎補強に用いる LES-P 工法などがある。本工法は汎用

建設機械で施工可能であること，また，撤去しやすさを

主眼に細径杭群をユニットとして築造し，一括して撤去

可能とした点が従来の工法と異なる。 

小口径杭を用いた場合は補強土工法のように杭基礎で

なく複合地盤として扱うことが多いが，本基礎構造は杭 

図-1 構造概要  
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と基礎スラブの両者の支持力を考慮したパイルド・ラフ

ト基礎としての支持力特性を持つと考えられる。 LES-P

工法はパイルド・ラフト基礎の考え方に基づく地盤補強

工法のひとつで，詳細な報告 1),2) がある。その中で，載

荷試験を実施して杭と基礎スラブの荷重分担率，沈下挙

動や支持力特性を明らかにした上で，長期許容支持力度

の推定算出方法が提案されている。しかし，地盤条件や

杭の仕様などが異なれば支持力特性も異なること，基礎

形式としてはパイルド・ラフト基礎と若干異なるため，

本基礎構造の支持力特性を確認する必要があった。 

本稿では，支持力特性と施工性確認のために，ほぼ実

物大の基礎モデルを地盤に設置して実施した載荷試験の

結果と，支持力の算出方法，杭部材の配置など本基礎工

法の基本的な仕様について検討した結果を報告する。  

 

２．載荷試験  
 

（１）載荷試験の概要 

載荷試験は，2004年 6 月に三井住友建設（株）技術研

究所小山研究所構内において，ほぼ実物大の基礎モデル

を地盤上に設置して行った。地盤は表土，粘土層，砂層

から成る地盤で，表土層をはぎ取ってGL-1.0ｍ～ 4.0 ｍ

付近にある粘土層（Ｎ値 1 ～ 3 ，粘着力ｃ＝ 30kN/m2）

を支持層として基礎モデルを設置した。基礎モデルの構

造および地層構成を図-2に示す。基礎モデルは鉄筋棒

（ネジテッコン， L ＝ 3.0 ｍ）をバックホウで 1 本ずつ

所定の高さまで打設した後，その頭部に現場打ちコンク

リートで台座を製作した。台座には補強用の鉄筋を配置

し，鉄筋棒の頭部には抜出し防止用の座金を取り付け

た。 

基礎モデルは杭部材（鉄筋棒）の径，本数をパラメー

タとして 4 ケース設置した。 CASE-1 は直接基礎形式で

台座のみの基準モデルである。 CASE-2 は台座を地表面

から約 3cm浮かせた状態で設置し，杭部材のみの場合の

挙動と，台座が地表面に接地した後の台座と杭部材両者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の複合した挙動を確認できるモデルとした。 CASE-3 お

よび CASE-4 は杭部材径，本数を変えたモデルである。 

 載荷試験に用いた反力装置は 0.7m3 級のバックホウで

最大 90kN まで載荷できる条件とし，ロードセルをジャ

ッキ上部に 1 箇所，変位計を台座上に 4 箇所設置して荷

重および沈下量について計測を行った（写真-1，図-3参

照）。また，台座上には剛な載荷板（ｔ＝ 22mm ）を設

置し，台座の変形を生じない条件で載荷を行った。 

載荷方法は地盤工学会「地盤の平板載荷試験方法」，

「杭の鉛直載荷試験方法」に準じて 1 サイクルの段階式

載荷方法（載荷方法Ａ）とした。 1 ステップ当たりの増

加荷重は 10kN を標準として段階的に載荷し，極限支持

力状態に達したことを確認した時点で載荷を終了した。 
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図-2 基礎モデルの構造および地層構成  

図-3 載荷試験方法  

写真-1 載荷試験状況  
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（２）結果および考察 

載荷試験の結果から，台座のみ（ CASE-1 ）の極限支

持力は Qu ＝ 41kN で，杭部材を組み合わせた場合は

Qu ＝53～ 87kN ，最大で CASE-1 の 2 倍程度の極限支

持力を持つことが確認できた（極限支持力は log ｐ-S曲

線において沈下量 44mm ，載荷幅の10％沈下した時点で

判断）。また，極限支持力は， CASE-2 ＞ CASE-3 ＞

CASE-4 となって想定通りの結果であった。荷重－沈下

量の関係を図-4に示す。今回の試験では台座と杭部材の

荷重分担率は明確ではないが， CASE-2 の結果から極限

支持力状態で比較すると杭部材69％，台座31％という荷

重分担率となった。全般に本基礎は杭部材が極限支持力

に達するまで沈下量はわずかであるが，それ以降，荷重

増加につれて沈下量が急増しはじめ，基礎全体が極限支

持力状態に達するという挙動を示した。 

CASE-2 における，杭突出部が地盤に貫入する間に載

荷重の変動はほとんどないという結果から，杭部材の極

限支持力は一定と考えられる。図-5は，杭部材が極限支

持力に達した直後までの荷重－沈下量関係を，杭 1 本当

たりの荷重に置き換えて示したものである。図中に摩擦

杭としての極限支持力計算値を示したが，実測値との誤

差は10％以内であった。沈下量が杭径の10％に相当する

荷重と，荷重－沈下量曲線が沈下軸にほぼ平行とみなさ

れる荷重のうち小さい方が杭の極限支持力とみなされる

が，杭の極限支持力時の沈下量は約 2 ～ 4mm で杭径の

10％程度であったことから，小口径杭の場合両者はほぼ

同じとしてよいと考えられる。 

図-6は杭部材が極限支持力に達した後の荷重－沈下量

関係を取り出し，初期値を設定し直してプロットしたも

のである。荷重初期値は，各ケースで杭が極限支持力に

達したときの沈下量に対応する CASE-1 の荷重値であ

る。図に示すように，杭部材の径・本数に関わりなく荷

重－沈下量曲線は各ケースともほぼ一致しており，杭部

材が極限支持力に達するまでの状態（荷重の大部分を杭

部材が負担する）と，それ以降の状態（荷重増分は台座

のみが負担する）に区分して支持力特性を考慮してよい

と考えられる。 

 

（３）施工性の確認 

今回の載荷試験は支持力特性の確認に加えて，施工性 

を確認することを目的として行った。すなわち，バック

ホウによる細径杭部材の打設効率と基礎の撤去効率を確

認することである。 

杭部材の打設は簡易なガイド定規を設置して杭下端の

位置決めをした後，鉛直性を確認しながらバックホウで 

1 本ずつ押し込む形で行った。表土層を抜けると数10秒 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で杭部材の打設は完了し，ごく短時間で所定の深さまで

打込むことが可能であった。また，打込み位置の誤差は

2cm程度以内に収まっており，問題ない精度を確保でき

た。基礎の撤去も容易で，バックホウにより台座と杭を

一体のまま引き抜くことが可能であった。撤去時バック

ホウバケットの爪を台座の下に差し込み梃子の要領で台

座を引き起こすと，後はごく容易に杭全体を引き抜くこ

図-4 荷重－沈下量の関係  
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図-5 杭部材 1 本当たりの荷重－沈下量の関係 

図-6 杭降伏以降の荷重－沈下量の関係  
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荷重　　　kN

沈
下

量
　

　
m

m

→

↓

杭部材の極限支持力×1.0

台座の極限支持力×α

基礎全体の極限支持力

0.0

とができた。杭部材の剛性が小さいために，台座を引き

起こした際に杭が変形して地盤と杭部材との間に間隙を

生じ，摩擦抵抗が減少することによって容易に引き抜け

たものと考えられる。写真-2， 3 に杭部材の打設状況と

基礎の撤去状況を示す。 

 

３．基礎の支持力および構造仕様について  
 

載荷試験の結果から，本基礎構造の場合，杭部材が極

限支持力に達するまでは荷重の大部分を負担し，以降の

荷重増分は台座が負担するものと考えられる。そこで，

本基礎構造の極限支持力を，杭部材極限支持力＋台座極

限支持力×α（α；低減率）と評価することとした。こ

こに，低減率αは杭部材が極限支持力に達するまでに台

座に作用する荷重を，台座の極限支持力から控除したも

のと台座の極限支持力との比率である（図-7参照）。 

CASE-1,2 の結果から，低減率αの値は約 0.66であった

が，他の条件ではαの値も異なると考えられるのでさら

なる検討が必要である。 

施工性を考慮して各部材の仕様に制約を設けているた

め，本基礎の支持力を算出する際，台座 1 箇所当たりの

支持力は50～ 100kN程度が目安となろう。杭部材の配置

は構造物下面の形状を考慮する必要があるが，基本的に

は偶数本を均等に配置すればよい。また，細径杭の支持

力計算の際には周面摩擦抵抗のみ考慮し先端支持力を無

視してよいが，杭部材は摩擦杭として扱うため，支持層

が浅い場合には支持層のやや上で杭部材先端を打ち止め

る必要があろう。 

構造面では，撤去時に全体を一括して引き抜く際の台

座と杭の分離を防ぐ必要があり，杭頭部を連結しておく

など補強が必要と考えられる。 

 

４．おわりに  
 

軟弱地盤においてほぼ実物大の基礎モデルを設置して

載荷試験を実施した結果，本基礎構造においては杭部材

の支持力と台座の支持力の両者を考慮した形で，直接基

礎形式に比べて 2 倍程度以上の支持力を確保できること

が確認できた。この試験結果に基づき支持力の算出方法

や構造仕様の設定方法を検討した。また，基礎モデル設

置・撤去時の状況から施工性の良さ，特に撤去の容易さ

を確認することができた。今後は適用条件をさらに検討

し，実物件への適用を図りたい。 

なお，本基礎工法はスミコンセルテック (株)，住友金

属鉱山(株)，三井住友建設(株)の 3 社共同で実施している

経済産業省の「産業技術実用化開発事業費補助金（有害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物等汚染土壌修復技術実用化支援事業）補助事業」

の一環として開発を進めたものである。 
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免震改修工事の柱軸力受替え工法に関する実験的研究 
 

Experimental Study on the Bypass Method of Axial Column Force  
in Base Isolation Retrofitting Work 

                                          

                                   江頭 寛  HIROSHI EGASHIRA 

                                   鈴木 亨  TORU SUZUKI 

                                   小坂 英之 HIDEYUKI KOSAKA 

山中 久幸 HISAYUKI YAMANAKA 

                            建築技術部  大塚 繁  SHIGERU OTSUKA 

 

大 16,000kN の高軸力柱を有する地上 10 階建て建物の免震改修工事が行われた｡柱切断時の軸力受替え工

事においては高い安全性が求められ，既存柱の柱頭部に打設した被覆コンクリート部を 2 方向の PC 鋼棒で圧

着し，上部構造の補強と油圧ジャッキの反力部としての利用を図る柱軸力受替え工法が採用された。本工法の

安全性を検証するために実施した構造実験の結果，反力部は設計荷重の約 2 倍まで無損傷を保ち，本工法の有

効性を確認した。 

キーワード：免震改修，柱，軸力，圧着，PC 鋼棒 

 Base isolation retrofitting work was undertaken on a 10-story building with a high axial force 
of 16,000kN in its columns. It was necessary to ensure a high degree of safety for the period that 
the columns were cut for substitution of the axial force. The clad concrete used for the 
reinforcement of the upper structure was cast at the capital of the columns and press-jointed with 
orthogonal PC tendons.  These were used concurrently as the reaction blocks for hydraulic 
jacking. As a result of performance experiments to prove the effectiveness of this approach, it was 
confirmed that reaction blocks are capable of supporting approximately twice their design load. 
Key Words: Base Isolation Retrofit, Column, Axial Force, Press Joint, Tendon 

 

 

１．はじめに  
 

本工事は，既存建物の 1 階部分の柱を切断し，免震部

材を設置する中間層免震改修工事である。建物は，鉄骨

鉄筋コンクリート (SRC) 造で柱スパンが比較的大きいこ

とから，長期軸力は 大で16,000kNあり，これまでの免

震改修工事の中でも柱軸力の大きい部類に属する。した

がって，柱切断時には，柱軸力を一旦仮受けし，免震部

材を設置した後再び戻すという一連の作業において高い

安全性が求められた。また，将来の免震部材の交換にも

配慮した工法を計画する必要があった。そこで，本工事

では改修後も建物の補強部材となる梁を新設し，梁が既

存柱に取り付く部分に打設された被覆コンクリート部を

PC 鋼棒で圧着し，これを油圧ジャッキの反力部として

利用する柱軸力受替え工法が採用された。 

本報では柱軸力受替え工法の概要について述べ，油圧

ジャッキの反力部の圧着性能を検証し , 本工法の有効性

を確認するために行った柱上部反力部性能確認実験と隅

柱基礎反力部性能確認実験の結果について報告する。 

 

２．柱軸力受替え工法の概要  
 

表-1に建物の概要を，図-1に免震層平面図を示す。本

建物は地下 1 階，地上10階のSRC造の官庁施設であり，

免震改修工事は 1 階部分で行う。改修工事期間中は 2 階

以上の事務室で執務を継続して行えることが施工条件の

一つである。本建物の特徴は， 2 階床が厚さ300mmのボ

イドスラブで梁がないこと，柱一本当たりの軸力が大き

いこと，柱の断面形状が意匠性を考慮した特殊な多角形

形状であることなどであり，これらが柱軸力受替え工法

を選定するうえでの重要な検討項目となった。 

柱切断時の軸力受替え工法には，仮設材を用いて支持
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する方法1),2),3)や，柱周りにジャッキ受け用の躯体を別途

設ける方法 4),5) 等がある。本工事では図 -1, 図-2に示す

ように，改修後の免震層上梁に当たるプレストレストコ

ンクリート補強梁（以下 PG 梁）を新設し，その両端部

に位置する既存柱周りの被覆コンクリート部分を油圧ジ

ャッキの反力部として利用する柱軸力受替え工法が採用

された。本工法では，既存柱から被覆コンクリートへの

柱軸力の伝達を，プレストレスによる圧着で生じる摩擦

力に期待している。この工法では，将来の免震部材の交

換も可能となる。 

図-3に柱種類別の軸力受替え概要図を示す。各柱の

大軸力は，外柱（ A,D通り2,3,4柱， 1,5 通り B,C 柱）で

10,000kN，中柱（ B,C 通り2,3,4柱）で16,000kN，隅柱

（ 1,5 通り A,D柱）で 8,000kN の高軸力であり，かつ既

存柱の断面形状は多角形断面であることから，柱軸力受

替え時においては既存柱と被覆コンクリート間の摩擦力

を十分に確保する必要がある。そこで，既存柱の摩擦面

にはびしゃん仕上げによる目粗し処理を行い，被覆コン

クリート部は，同図(1)(2)に示すように直交 2 方向に配

置した PC 鋼棒による緊張を行い，両者の一体性を高め

ている。なお， PG 梁はスパン全長にわたって PC 鋼棒

による緊張を行うが，柱軸力受替え時の既存柱への圧着

をより確実なものとするために，既存柱周りの被覆コン

クリート部の緊張を先行して行い，梁中央部の緊張は軸

力受替え工事終了後に行うこととした。油圧ジャッキは

容量が 5,000kN のものを使用し，既存柱を挟んで対面す

る位置に 2 基ずつ配置した。このジャッキ位置直下の地

下 1 階には，厚さ 700 ～800mmの RC 袖壁が既設されて

いるため，ジャッキ設置部の補強は行っていない。 

隅柱の軸力受替え工事は，地下躯体の外壁面に油圧ジ

ャッキを設置する反力部がないため，図 -3(3) に示すよ

うに反力基礎を新設して行った。反力基礎部の応力伝達

機構は，打継ぎ部に設けたシアキーおよびアンカー筋に

よりせん断力を伝達させ，引張域となる上部を PC 鋼棒

で緊結させることにより曲げモーメントを伝達させると

ともに打ち継ぎ面の目開きの防止を図るというものであ

る。アンカー筋は，シアキー破壊後の急激な破壊を防止

することを意図したものである。 

 

 

 用 途 1F ：駐車場， 2F 以上：事務室 

 階 数  地下 1 階，地上10階，塔屋 2 階 

 構 造   SRC造（純ラーメン架構） 

 基 礎      べた基礎 

 竣工年      昭和49年 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 建物概要 

図-1 免震層平面図（1F） 

図-3 柱軸力受替え概要図 

図-2 新設 PG 梁 
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試験体記号 C2 C3 C3a C3b
対象 外柱(実仕様) 中柱(実仕様)

縮尺率

設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力

（設定値） 3,672kN 5,508kN

既存柱形状

C3に同じ

X方向主筋

Y方向主筋 6-D19(上下共)

せん断補強筋

PC鋼棒 16-21φ(XY共)

2,754kN

4-D10@70
24-21φ(XY共)

C3比較用

設計量×0.5設計量

-

1/2

6-D16(上下共)

750

7
50

750

8
50

750

8
50

試験体 項目 記号 方向 単位 実躯体 試験体 比（試/実）

設計荷重* Nd - kN 10,000 2,500 1/4.00
主筋の引張鉄筋比 pt X ％ 0.27 0.26 1/1.04
せん断補強筋比 pw X ％ 0.36 0.37 1/0.97
定着完了時ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力 Po X,Y kN/1本 1,081 270.3 1/4.00
設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力** Pe X,Y kN/1本 919 229.7 1/4.00
設計荷重* Nd - kN 16,000 4,000 1/4.00
主筋の引張鉄筋比 pt X ％ 0.14 0.14 1/1.00
せん断補強筋比 pw X ％ 0.35 0.36 1/0.97
定着完了時ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力 Po X,Y kN/1本 1,081 270.3 1/4.00
設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力** Pe X,Y kN/1本 919 229.7 1/4.00

*柱軸力受替え時の荷重、**有効プレストレス力：Pe=0.85×Po

C3

C2

３．柱上部反力部性能確認実験  
 

（１）実験計画 

a ）試験体 

 試験体は表-2に示す 1/2 縮尺の 4 体である。表-3に実

躯体と試験体の対応を示す。 C2 試験体は外柱の， C3

試験体は中柱の既存柱と被覆コンクリートを対象とした

ものであり，形状，配筋量，プレストレス量等の諸量は

いずれも実躯体に対応している。 C3a 試験体は，プレス

トレス量の違いを検討するために， C3 試験体のプレス

トレス量を 1/2 とした試験体である。 C3b 試験体は，既

存柱形状の影響を検討するために，既存柱の断面形状を

C3a 試験体の多角形断面を外接する長方形としたもので

ある。図-4に C2 ， C3 および C3a の試験体図を示す。

C3b 試験体は，既存柱形状が異なるのみで配筋量等は

C3a 試験体と同様である。各試験体ともまず既存柱を製

作し，接合面となる柱表面を電動びしゃん工具を用いて

目粗し処理し，被覆コンクリート部を後打ちした。写

真-1に目粗し処理の状況を示す。 

被覆コンクリートの強度の発現を確認した後， 2 方向

に配置した PC 鋼棒によりプレストレス力を導入し，既

存柱と被覆コンクリートとの一体化を図った。表-4に使

用材料の試験結果を示す。 

b ）加力および計測方法 

図-5に加力方法を，写真-2に加力状況を示す。加力方

法は，実施工時のジャッキに見たてた反力ブロック上に

試験体を設置し，既存柱部分を鉛直載荷装置（ 大荷重

24,000kN）により加力する方法である。加力ルールは，

図-6に示すように柱軸力受替え時の設計荷重 Nd

（ C2 ：Nd=2,500kN，C3,C3a,C3b：Nd=4,000kN）まで加

力した後， Nd の 0.5 倍の荷重まで除荷し，その後 大

荷重まで再載荷する方法とした。ここで，本実験では，

実験装置等の能力を考慮して Nd の 4 倍，または既存柱

下部の鉛直変位が2.5mm程度となる荷重を載荷荷重の上

限の目安とした。 

計測項目は，鉛直荷重， PC 鋼棒の緊張力，既存柱と

被覆コンクリート部の相対変形，試験体下部の鉛直変形

および PC 鋼棒と主筋のひずみである。図-4にひずみゲ

ージ貼付位置と PC 鋼棒のロードセルの位置を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表-2 試験体一覧 

図-4 試験体図（C2,C3,C3a試験体） 写真-1 目粗し処理（びしゃん仕上げ）

表-3 実躯体と C2,C3 試験体の対応 
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荷
重

N

Nd

0.5Nd

4.0Nd

Nd：長期設計荷重

鉛
直

変
位

δ
v
=2

mm
程

度

加力ステップ

圧縮強度 割裂強度 弾性係数 圧縮強度 割裂強度 弾性係数

N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2

C2 37.0 3.1 28,100 43.1 3.0 22,800
C3 38.0 2.9 28,700 43.9 3.4 23,300
C3a 38.0 - - 43.8 - -
C3b 39.0 3.1 29,200 44.2 3.6 23,700

種別 降伏応力度 降伏ひずみ 弾性係数

N/mm2 µ N/mm2

D19 SD345 338 1,919 176,000
D16 SD345 353 1,978 179,000
D10 SD295A 358 1,985 180,000

PC鋼棒 21φ C種1号 1,287 6,627 205,000

試験体

既存柱部 被覆コンクリート部

径
使用部位

対象

鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ

対象

主筋（C2:X方向）

主筋（共通）

せん断補強筋（共通）

緊張材（共通）

1段目
（ 下部）

2段目
P11 P12

3段目

4段目
P41 P42

PC鋼棒の緊張順序緊張手順：X方向→Y方向

P32

P42P41 P44

P31

P12P11

4段目
（ 上部）

3段目

2段目

1段目
（ 下部）

印：プレストレス力測定部位

X方向PC鋼棒

Y方
向
P
C鋼

棒

a
a

a
a

緊張ｽﾊﾟﾝ：2,580

X方向緊張

Y方向緊張

外
側

内
側 a-a矢視

P62P61

6段目
（ 上部）

5段目

外
側

内
側

(1)C2試験体

緊張ｽﾊﾟﾝ：2,475

緊
張

ｽﾊ
ﾟﾝ
：

90
5

緊
張
ｽ
ﾊ
ﾟﾝ
：
1
,
7
90

b
b

b

X方向緊張

Y方向緊張 b

(2)C3試験体
b-b矢視

Y
X

Y

X

(1)C2 試験体 

(2)C3 試験体 

試験体 締付け方向 記号 緊張作業 加力前 減退率 試験体 締付け方向 記号 緊張作業 加力前 減退率
完了時 kN kN % 完了時 kN kN %

EW方向 外側 4段目 P41 263 255 3.00 EW方向 外側 6段目 P61 276 271 2.03
C2 （ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P41LC 262 256 2.33 C3 （ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P61LC 263 259 1.64

緊張スパン 3段目 P31 258 251 2.52 緊張スパン 4段目 P41 272 254 6.56
放置時間 2,580mm 1段目 P11 259 252 2.78 放置時間 2,475mm 1段目 P11 277 268 3.50
116hour 内側 4段目 P42 256 250 2.38 188hour 内側 6段目 P62 276 262 5.00

3段目 P32 259 253 2.36 4段目 P42 265 258 2.75
（ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P32LC 262 255 2.82 （ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P42LC 256 249 2.50

1段目 P12 259 253 2.47 1段目 P12 269 252 6.51
260 253 2.58 269 259 3.81

NS方向 外側 4段目 P41 244 237 2.79 NS方向 外側 6段目 P61 263 247 5.86
（ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P61LC 256 245 4.26

3段目 P31 254 251 1.42 4段目 P41 260 - -
緊張スパン 1段目 P11 262 242 7.65 緊張スパン 1段目 P11 264 250 5.42

1,790mm 内側 4段目 P42 247 239 3.04 905mm 内側 6段目 P62 242 224 7.35
3段目 P32 243 236 3.04 4段目 P42 258 243 6.04

（ﾛｰﾄﾞｾﾙ値） P42LC 238 233 2.35
1段目 P12 272 262 3.64 1段目 P12 251 237 5.51

254 244 3.60 254 240 5.26平均値

測定位置測定位置

平均値

平均値

平均値
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240

260

280

300

プ
レ
ス
ト
レ
ス
力
（

kN
)

P32 P42 P41
P31 P11 P12
P32(ﾛｰﾄﾞｾﾙ） P41(ﾛｰﾄﾞｾﾙ）

 ▽定着完了時ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力Po

 △有効ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力Pe （目標値）

 ▽導入時の許容値 X方向（緊張ｽﾊﾟﾝ：2,580mm）

 緊張作業完了時↑

220

240

260

280

緊張順序

プ
レ
ス
ト
レ
ス
力
（

kN
)

 ▽定着完了時ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力Po

 △有効ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力Pe （目標値）

 ▽導入時の許容値 Y方向（緊張ｽﾊﾟﾝ：1,790mm）

P32  　P42 　 P41 　 P31 　 P11 　 P12　  P44 　加力前

 緊張作業完了時↑

（116 時間後）

c ）プレストレスの導入と経過 

図-7に PC 鋼棒の緊張手順を示す。プレストレス力の

導入は，X方向，Y方向の順序とし，長いほうの PC 鋼

棒から行った。また，各方向の緊張順序は，中央部の

PC 鋼棒から開始し，左回りに順次外側の PC 鋼棒を緊

張することとした。 

図-8に C2 試験体における各 PC 鋼棒の緊張時から加

力前までのプレストレス力の推移を示す。 PC 鋼棒の緊

張完了後の平均プレストレス力は，X方向で 260kN，Y

方向で 254kNであったが，その後減退し，加力前（ 116

時間後）の平均プレストレス力はX方向で 253kN，Y方

向で 244kNであった。プレストレス力の減退率はX方向

で平均 2.6% ，Y方向で平均 3.6% となり， PC 鋼棒の

長さが小さいY方向の減退率の方がX方向より大きめの

値となった。表-5にプレストレス力の減退率の一覧を示

す。 C3 試験体も C2 試験体と同様の傾向が得られてい

る。加力実験開始前における各試験体のプレストレス力

は，設計時の PC 鋼棒 1 本当たりの有効プレストレス力

（目標値 229.7kN ）に対してやや大きめの値となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 加力ルール

図-8 プレストレス力の推移（ C2 試験体） 図-7 緊張手順（C2,C3試験体） 

荷重N 荷重N

C2試験体 C3,C3a,C3b試験体

反力
ﾌﾞﾛｯｸ 反力

ﾌﾞﾛｯｸ
1,300

1,500

鉛直変位測定部
鉛直変位測定部

δv

δv

表-5 プレストレス力の減退率の一覧 

図-5 加力方法 

写真-2 加力状況（ C3 試験体） 

表-4 材料試験結果 
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写真-3 終ひび割れ状況 

支持部
支持部

(1) C2 試験体 

(2) C3 試験体 

(3) C3a 試験体 

(4) C3b 試験体 

-1 0 1 2 3
0
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15000

荷
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N
（

kN
)

1.0Nd

2.0Nd

3.0Nd

4.0Nd

 曲げひび割れ目視確認
主筋0.58εsy

 設計荷重：Nd=2,500kN C2試験体

-1 0 1 2 3
0

5000

10000

15000

20000

鉛直変位δv (mm)

荷
重

N
（

kN
)

1.0Nd

2.0Nd

3.0Nd

4.0Nd

  △   曲げひび割れ目視確認
 せん断ひび割れ目視確認
主筋降伏

C3

C3a
C3b

 設計荷重：Nd=4,000kN C3,C3a,C3b試験体

（２）実験結果 

a ） 終ひび割れ状況 

写真-3に実験結果の 終ひび割れ状況を示す。 C2 試

験体の加力時には曲げひび割れのみ確認され , せん断ひ

び割れの発生は見られなかった。C3,C3a,C3b試験体は曲

げひび割れとせん断ひび割れがそれぞれ発生した。 C3

試験体に比べて， C3a,C3b 試験体では曲げひび割れが多

数発生しており，プレストレス量の違いによる影響が見

られる。また， C3a 試験体よりも 大荷重の大きな C3, 

C3b 試験体の斜めひび割れは， C3a 試験体と比較して急

角度になっている。各試験体のひび割れは除荷後には閉

じ，プレストレス部材特有の性状を示した。 

b ）既存柱下部の鉛直変位 

図-9に荷重と鉛直変位の関係を示す。鉛直変位δ v は

既存柱下部中央と支持点間の相対変位であり，荷重 Nd

は柱軸力受替え時の設計荷重である。 

C2 試験体では， 2.0Nd 程度の荷重で曲げひび割れが

生じて剛性が低下し，その後 4.0Nd の 終荷重まで直線

的に荷重が上昇した。この時点での下端主筋のひずみ度

は降伏ひずみの58%（ 0.58ε sy ）であり，その後も荷重

は上昇するものと判断される。 C3 試験体も C2 試験体

と同様の傾向を示し， 4.0Nd の 終荷重とほぼ同時に主

筋が降伏した。除荷後の残留変形は，両試験体とも

0.3mm程度で微小であり，プレストレス部材特有の性状

を示した。 

一方， C3a,C3b 試験体は，プレストレス量が C3 試験

体の 1/2 であることから， 1.5Nd 程度の荷重で曲げひび

割れが生じて剛性が低下し，その後2.5mm程度の 終変

位まで荷重は漸増した。 終変位に至るまでに主筋は降

伏し，主筋降伏時の荷重は， C3a 試験体が 3.2Nd ， C3b

試験体が 3.6Nd であった。また，多角形断面柱の C3a 試

験体の方が長方形断面柱の C3b 試験体に比べて，ひび割

れ以降，同一変形量での荷重が小さくなっている。これ

は，多角形断面柱と長方形断面柱とでは，柱圧着面の曲

げ圧縮域での有効支圧幅が異なることによるものと考え

られる。 

c ）圧着部でのすべり変位 

図 -10 に荷重と既存柱圧着部におけるすべり変位の関

係を示す。すべり変位δ s は，加力芯上の既存柱と被覆

コンクリート間の相対変位であり，図には柱上部と下部

のすべり変位 ( δ su,δ sd)を示している。各試験体とも柱

下部のすべり変位δ sd は 終荷重までほとんど生じてい

ない。これに対して，柱上部のすべり変位δ su は， C2

試験体では顕著なせん断ひび割れが生じていないことか

ら， 終荷重まで非常に小さいが，C3,C3a,C3b試験体で

はせん断ひび割れ発生後に増大している。ただし，この 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 荷重－鉛直変位関係 

N

δv
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N

δsd
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C2試験体 C3,C3a,C3b試験体δsu：既存柱上面
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図 -11  同一断面内のX方向鋼材のひずみ分布 図 -12  Y方向 PC 鋼棒のひずみと荷重の関係
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C3試験体
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C3a試験体
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↓せん断ひび割れ
　　　　目視確認
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ひずみ増分値(μ)

↓曲げひび割れ目視確認
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 ﾃﾞｰﾀなし

C3b試験体

圧縮 引張

↓せん断ひび割れ目視確認

荷重 鉛直変位 すべり変位 荷重 鉛直変位 すべり変位
N(kN) δv(mm) δsd(mm) N(kN) δv(mm) δsd(mm)

C2 2,500 0.14 0.00 10,100* 1.33 0.00
C3 0.17 0.00 16,100 1.88 0.07
C3a 0.20 0.01 12,700 2.35 0.01
C3b 0.19 0.00 14,200 1.89 0.01

*C2試験体は主筋降伏ひずみ ε yの 58%時の荷重ﾚﾍﾞﾙ（ 0.58ε sy）

4,000

設計荷重Nd時 主筋降伏Nsy時

試験体

変位は，せん断ひび割れの進展によって生じた局部的な

変形であり，圧着面全体でのすべり変位とは異なるもの

と考える。 

表-6に，変位の測定結果をまとめて示す。各試験体の

設計荷重時における鉛直変位およびすべり変位は0.2mm

以下で非常に小さく，かつプレストレスの大小や既存柱

の形状による大きな差異は見受けられない。 

d ）PC鋼棒のひずみ 

図 -11 に，支持点間方向（Ｘ方向）の PC 鋼棒および

鉄筋のひずみ（加力開始からの増分値）分布を示す。 

ひずみ増分値は，各試験体とも断面内でほぼ直線的に

分布している。また，主筋降伏荷重 Nsy 時（ C2 試験体

は 0.58ε sy 時）においては，すべての PC 鋼棒に引張力

が付加されている。このとき， 下段の PC 鋼棒のひず

みの絶対量は，降伏ひずみに対して， C2,C3 試験体では

0.75～ 0.8 ， C3a,C3b 試験体では 0.55～ 0.6 であった。 

図 -12 に，支持点間直交方向（Y方向）の PC 鋼棒の

ひずみと荷重の関係を示す。荷重の増加とともに上段の

PC 鋼棒のひずみ（▲△印）は引張方向に進展し，下段

の PC 鋼棒のひずみ（▼▽印）は圧縮方向に移行する傾

向を示す。特に上段の PC 鋼棒のひずみは，ひび割れ発

生後に引張側に顕著に大きくなっている。このことよ

り，Y方向の PC 鋼棒には，ひび割れ発生後の曲げ圧縮

域コンクリートのはらみ出しを拘束し，被覆コンクリー

ト部の耐力低下を抑制する効果のあることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 -10  荷重－すべり変位関係 

表-6 変位測定結果一覧 
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表-7 各種強度一覧 

表-8 各種部材強度の計算式 

図 -13  各種計算強度と実験値の比較（ C3 試験体）

図 -14  圧着応力度算定時の有効幅の設定

種類 項目 C2 C3 C3a C3b
曲げひび割れ強度荷重 計算値(kN） 3,757 5,170 3,376 3,733

実験目視(kN) 4,800 - 6,400 5,200
文献6（8.5）式 比（実/計） 1.28 - 1.90 1.39

せん断ひび割れ強度荷重 計算値(kN） 5,110 7,397 6,314 6,610
実験目視(kN) - 13,300 8,000 9,700

文献7（6.2.1）式 比（実/計） - 1.80 1.27 1.47
主筋曲げ降伏荷重 計算値(kN） 7,981 11,216 7,846 8,515

実験値(kN) - 16,100 12,700 14,200
文献8（1.1.14）式 比（実/計） - 1.44 1.62 1.67
圧着強度荷重(kN) 計算値(kN） 11,620 14,638 7,377 8,659

式(1),(2),(3) 実験値(kN） - - - -
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 せん断ひび割れ強度↓

C3試験体
Nsy=16,100kN

・曲げひび割れモーメント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献6　（8.5）式

　　　σB：コンクリートの圧縮強度(N/mm2
），Ze：等価断面係数

　　　N：軸方向力（本検討では加力前のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力），D:曲げ材の全せい

・せん断ひび割れ強度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献7　（6.2.1）式

　　　φ：耐力係数(=1)，b：梁幅，κ：形状係数(=1.5)
　　　σT=0.33√σB：コンクリートの引張強度(N/mm2

）(本検討では割裂強度)

　　　σ0：作用応力度(N/mm2
）

　　　　（本検討では加力前のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力による圧縮応力度）

・主筋曲げ降伏モーメント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献8　（1.1.14）式

　　　at：引張鉄筋断面積，σt：引張鉄筋応力度（本検討では降伏応力度）

　　　d：曲げ材の鉄筋に関する有効せい

　　　η･P：有効プレストレス力（本検討では加力前のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力）

　　　dp：曲げ材の圧縮縁から引張側にあるPC鋼材（重心）までの距離
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（３）各種強度の検討 

表-7に各種強度の一覧を示す。同表の計算値は，表-8

に示す既往の強度計算式6),7),8)から求めた各試験体の部材

強度を加力時の荷重に換算したものである。計算式のパ

ラメータとなるコンクリートの圧縮・割裂強度および弾

性係数は，材料試験結果による値を使用した。 

図 -13 に各種計算強度と実験値の比較を示す。同図は

C3 試験体に対する計算値を実験で得られた荷重－鉛直

変位関係図に示したものである。 C3 試験体のせん断ひ

び割れの目視確認値（□印）は，計算値の 1.8 倍となっ

た。加力時における曲げひび割れの発生は未確認であっ

たが，曲線の勾配が明らかに変わる荷重が10,000kN程度

であることから，曲げひび割れはこの付近で発生したも

のと考えられる。この場合の曲げひび割れ荷重は計算値

の 2 倍程度に相当する。主筋の曲げ降伏荷重の実験値

は，計算値に対して 1.4 倍程度の余裕がある。圧着強度

荷重の計算値は，圧着面の摩擦係数を 1.0 とし，式 (1)

～式 (3) を用いて計算した。試験体の各方向における圧

着応力度算定時の有効幅 Wpx, Wpy の設定は図 -14 に示す

手法によった。 

 

                       (1)  

 

                       (2)  

 

                       (3)  

 

ここで， NP ：圧着強度荷重 

μ：圧着面の摩擦係数 

σpx,σ py：Σ Pex およびΣ Pey による圧着応力度 

Acx, Acy ：既存柱のX方向およびY方向圧着面の

水平投影面積 

Σ Pex, Σ Pey ：加力開始前のX方向およびY方向の

PC 鋼棒のプレストレス力（実験値）

の総和 

D：部材の全せい 

   Wpx, Wpy ：圧着応力度算定時のX方向およびY方

向有効幅 

 

圧着強度荷重の計算値は長期設計荷重の 3.6 倍程度に

なった。本実験では圧着強度の確認はできなかったが，

本試験体は設計荷重の約 4 倍の 大荷重に達しても圧着

面でのすべり破壊は生じておらず，実際の圧着強度はこ

れよりもさらに高いものであると考えられる。 

表-7に示した計算値に対する実験値の比率は， 1.27～

1.90であり，各計算式は安全側の評価となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）まとめ 

 本実験結果より以下の所見を得た。 

①実仕様を模擬した C2,C3 試験体は，設計荷重の 2 倍 

程度までひび割れのない無損傷の状態を示してお

り，本荷重受替え工法の安全性が確認された。 

②ジャッキ反力部の被覆コンクリート部は，設計荷重 
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図 -16  試験体図（ C1,C1a 試験体） 

表 -11  材料試験結果 

図 -15  試験体のモデル化図と加力方法 
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表-9 試験体一覧 

試験体記号 C1 C1a C1b
対象 隅柱（実仕様）

縮尺率

設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力 設計量 設計量×0.1 設計量

（設定値） 40kN 4kN 40kN
PC鋼棒

アンカー筋 なし

シアキー 幅300mm、深さ6mm、総長さ240mm

3-9.2φ

1/5
C1比較用

9-D10

(1) 実躯体      (2) 試験体 

試験体 項目 記号 単位 実躯体 試験体 比（試/実）

設計荷重 Nd kN 4,000* 160 1/25.00
シアキー幅 wi mm 1,500 300 1/5.00
シアキー高さ(深さ) xi mm 30 6 1/5.00
シアキー長さ ai mm 1,200 240 1/5.00
シアキー総数 ｎ - 4 4 1/1.00
アンカー筋総断面積 Σsca mm2 3,582 639 1/5.61
設計ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力 Pe kN/1本 333 13.3 1/25.00

*柱軸力受替え時の反力基礎の負担荷重（8,000kN×1/2）

C1

圧縮強度 割裂強度 弾性係数 圧縮強度 割裂強度 弾性係数

N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2

ｺﾝｸﾘｰﾄ C1 39.2 - 29,200 45.3 - -
C1a 38.3 3.2 28,300 47.6 3.3 23,600
C1b 38.0 2.9 28,700 43.9 3.4 23,300

種別 降伏応力度 降伏ひずみ 弾性係数

N/mm2 µ N/mm2

ｱﾝｶｰ筋 D10 SD295A 341 2,199 190,000
PC鋼棒 9.2φ C種1号 1,315 7,033 208,000

対象 試験体

既存柱部 反力基礎部

緊張材（共通）

（C1,C1aのみ）

対象 径
使用部位

の 4 倍の荷重に対しても圧着面でのすべり破壊は生

じなかった。 

③支持点間直行方向（Y方向）の PC 鋼棒は，下段で

はひずみの変化が少ないこと，上段では引張ひずみ

が増加して曲げ圧縮域のコンクリートを拘束するこ

とが確認された。 

④多角形断面柱と長方形断面柱の試験体では，ひび割

れ発生まではほぼ同様の性状を示したが，その後の

剛性および 大荷重は前者が後者を下回った。 

⑤既往の強度計算式から求めた部材強度荷重は，実験

値を安全側に評価した。 

 

４．隅柱基礎反力部性能確認実験  
 

（１）実験計画 

a ）試験体 

 図 -15 に試験体のモデル化図を示す。試験体の形状

は，既存躯体を見たてた柱の左右に後打ちの反力基礎を

配置する対称形とした。試験体の種類は表-9に示す 1/5

縮尺の 3 体である。 C1 試験体は実施工を模擬した標準

試験体である。 C1a 試験体は PC 鋼棒のプレストレスを

ほとんど与えず，打ち継ぎ部の目開き状態を確認する試

験体である。 C1b 試験体はあと施工アンカー筋の有無に

よる終局状態の相違を確認する試験体である。なお，シ

アキーは縮尺率に合わせて形状を設定した。表 -10 に実

躯体と試験体の対応を示す。 

 図 -16 にC1,C1aの試験体図を示す。 C1b 試験体は打ち

継ぎ面のアンカー筋がないだけで，配筋状態や PC 鋼棒

の本数およびシアキーの形状等は， C1, C1a 試験体と同

じである。各試験体ともまず打ち継ぎ面にシアキーやあ

と施工アンカーを施した既存躯体部分を製作し , 反力基

礎の後打ちを行った。反力基礎のコンクリートの強度発

現を確認した後，左右の反力基礎の上部を貫通する PC

鋼棒に，表-9に示すプレストレスの導入を行った。 C1a

試験体のプレストレス導入量は C1 試験体の 0.1 倍程度

を目安とした。表 -11 に使用材料の試験結果を示す。 

b ）加力および計測方法 

 図 -15 に加力方法を，写真-4に加力状況を示す。実施

工時のジャッキを見たてた反力ブロックを左右の反力基

礎 A,B 上に設置し，鉛直載荷装置（ 大荷重 3,000kN ）

により加力した。加力ルールは柱軸力受替え時の設計荷

重 Nd （ 8,000kN × 1/2 ×1/52=160kN）まで加力した

後， Nd の 0.5 倍の荷重まで除荷し，その後 大荷重ま

で再載荷する方法とした。 

 図 -16 にひずみゲージ貼付位置を，図 -17 に変位計の

設置位置を示す。計測項目は，鉛直荷重， PC 鋼棒の緊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 -10  実躯体と C1 試験体の対応 
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図-19  荷重－目開き変位関係 

写真-5 終ひび割れ状況 

(1)C1 試験体 (2)C1a試験体 (3)C1b試験体 
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図 -17  変位計配置図 

図-18  荷重－鉛直すべり変位関係
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張力 , 打ち継ぎ面の鉛直すべり変位（ DV-1 ～ 6 ）と目

開き変位（ DH-1 ～ 6 ）および PC 鋼棒とアンカー筋の

ひずみである。 

 

（２）実験結果 

 すべての試験体の 終破壊は右側の反力基礎Bの打ち

継ぎ面に生じた。したがって，以下では反力基礎Bの計

測結果について示す。 

a ） 終ひび割れ状況と破壊状況 

 終ひび割れ状況を写真-5に示す。各試験体とも基礎

上部に斜めひび割れが生じ，シアキーのせん断破壊に至

った。 C1a 試験体はプレストレス量が小さいため，打継

ぎ面の上下にわたって目開きが進行した。 C1b 試験体は

アンカー筋がないため，シアキーの破壊と同時に脆性的

なせん断破壊が生じた。 

b ）打ち継ぎ面の鉛直すべり変位 

 各試験体の荷重－鉛直すべり関係の比較を図 -18 に示

す。すべり変位は上部の打ち継ぎ面の値（ DV-1 ）であ

る。各試験体の 大荷重はほぼ同じであるが，すべり出

し荷重と破壊性状に違いが見られた。 C1 試験体のひび

割れは , 約 1.3Nd ， C1a,C1b 試験体は約 1.8Nd で目視に

より確認した。すべり出し荷重の大きさは C1 （約

2.5Nd ） ,C1b（約 2.0Nd ） ,C1a（約 1.0Nd ）の順序とな

り , プレストレス力が設計量相当で打ち継ぎ面にアンカ

ー筋のある C1 試験体が も大きく，プレストレス力が

設計量× 0.1 相当である C1a 試験体が も小さくなっ

た。C1,C1a試験体に使用したアンカー筋は，耐力向上に

はほとんど寄与しないが，シアキー破壊後の急激な荷重

低下の防止に対して有効であった。シアキー破壊後も

2.5 ～ 3.0Nd 程度の荷重を保持した。 

c ）打ち継ぎ面の目開き変位 

 各試験体の荷重－目開き関係の比較を図 -19 に示す。

目開き変位は , 既存躯体と反力基礎間の上部打ち継ぎ部

に生じた水平相対変位（ DH-1 ）である。目開き荷重の

大きさは， C1b （約 2.0Nd ） ,C1 （約 1.2Nd ） ,C1a（約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.7Nd ）の順序となり，プレストレス力が小さい C1a 試

験体の目開きが も低い荷重で生じた。 C1b 試験体はア

ンカー筋が未使用であるため，ひび割れ発生後の目開き

変位の増加の割合が大きくなった。 大荷重時の目開き

変位は，各試験体とも 0.6 ～0.7mm程度であった。 

N
変位計

δh

N

N
変位計

δvs

N
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表 -13  各種強度一覧 

表 -14  各種部材強度の計算式 

図 -21  各種計算強度と実験値の比較（ C1 試験体）

-1 0 1 2 3
0

200

400

600

800

鉛直すべり変位δsv (mm)　DV-1

荷
重

N
（

kN
)

 ひび割れ目視確認
 ｱﾝｶｰ筋降伏の実験値

Nmax=598kN

 △長期設計軸力

 　シアキー
 ▽せん断強度

 　アンカー筋
 ▽せん断強度

 シアキーの破壊

 ｱﾝｶｰ筋のせん断抵抗

C1試験体

 　シアキー
 ▽支圧強度

種類 項目 C1 C1a C1b
シアキーの支圧強度荷重 計算値(kN) 282 276 274

実験 大値(kN) 598 594 551
文献9 解式(3)(4) 比（実/計） 2.12 2.15 2.01

シアキーのせん断強度荷重 計算値(kN) 225 223 222
実験 大値(kN) 598 594 551

文献9 解式(5)(6) 比（実/計） 2.65 2.67 2.48
ｱﾝｶｰ筋のせん断強度荷重 計算値(kN) 448 436 -

実験値(kN) 463 394 -
文献10（4）式 比（実/計） 1.03 0.90 -

・シアキーの支圧強度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献9　解式(3)(4)

　　　α：支圧耐力係数(=1)，wi：シアキーの接触面幅

　　　xi：シアキーの高さ（深さ）,σB：コンクリートの圧縮強度(N/mm2）

・シアキーのせん断強度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献9　解式(5)(6)

　　　ai：シアキーの付け根部長さ

・頭付きアンカーボルトのせん断耐力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文献10　(4)式

　　　φｓ1：低減係数(=1.0)，sca：アンカーボルトの軸断面積

　　　FC：コンクリートの設計基準強度(kgf/cm2)（本検討ではσB）

　　　EC：コンクリートのヤング係数(kgf/cm2)

�
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�����
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表 -12  変位測定結果一覧 

図-20  PC 鋼棒のひずみと荷重の関係 

0 2000 4000 6000 8000
0

200

400

600

800

ひずみ増分値(μ)

荷
重

N
（

kN
)

1.0Nd

2.0Nd

3.0Nd

4.0Nd

 ｱﾝｶｰ筋降伏
 ひび割れ目視確認C1 C1a

C1b

 加力前のPC 鋼棒のひずみ
C1 ：793μ
C1a： 39μ
C1b：895μ

ひずみゲージ

PC鋼棒

荷重 すべり変位 目開き変位 荷重 すべり変位 目開き変位

N(kN) δvs(mm) δh(mm) N(kN) δvs(mm) δh(mm)
C1 159 0.00 0.02 598 0.26 0.62
C1a 162 0.04 0.06 594 0.55 0.68
C1b 159 0.00 0.00 551 0.42 0.62

試験体

設計荷重Nd時 大荷重Nmax時

d ）PC鋼棒のひずみ 

 各試験体の PC 鋼棒のひずみ（加力開始からの増分

値）と荷重の関係を図 -20 に示す。各試験体とも荷重の

増加に伴って PC 鋼棒のひずみも増加しており，すべり

変位や目開き変位の抑制に PC 鋼棒が寄与していること

がわかる。その傾向はひび割れ発生後に顕著である。

C1 と C1b 試験体のプレストレスは設計量相当で同一で

あるが，ひび割れ発生後は C1b のひずみ増加量が大きく

なり，プレストレスが小さい C1a とほぼ同じになった。

C1b はアンカー筋がないため，ひび割れ発生後の PC 鋼

棒の応力負担が大きくなったためと考えられる。 

表 -12 に変位測定結果の一覧を示す。設計荷重時にお

ける各試験体のすべり変位や目開き変位はほとんど零に

等しいが，プレストレスが小さい C1a 試験体にわずかな

変位が生じた。 大荷重時においても C1a の変位量が他

の試験体をやや上回った。 

 

（３）各種強度の検討 

表 -13 に各種強度の一覧を示す。同表の計算値は，表 -

14に示す既往の強度計算式 9),10) から求めた各試験体の部

材強度を加力時の荷重に換算したものである。計算式の

パラメータとなるコンクリートの圧縮強度および弾性係

数は，材料試験結果による値を使用した。 

図 -21 に各種計算強度と実験値の比較を示す。同図は

C1 試験体に対する計算値を実験で得られた荷重－鉛直

すべり変位関係図に示したものである。 C1 試験体のシ

アキー破壊時の 大荷重は，シアキーの支圧強度荷重の

計算値に対して 2 倍程度，せん断強度荷重の計算値に対

しては 2.5 倍程度の余裕があり，計算式は安全側の評価

となった。アンカー筋のせん断強度荷重の計算値は，

PC 鋼棒の断面積も考慮したものであり，計算値はシア

キー破壊後のアンカー筋のせん断抵抗荷重とほぼ一致し

た。 

表 -13 に示した計算値に対する実験値の比率は， 0.90

～ 2.67であり，各計算式はほぼ安全側の評価となった。 

 

（４）まとめ 

 本実験結果より , 以下の所見を得た。 

①実仕様を模擬した C1 試験体の載荷実験の結果，シ

アキーの破壊強度の実験値は，設計式による計算値 

の約 2 ～ 2.5 倍となり，本設計が終局耐力に対する

十分な安全性を有していることが確認された。 

②アンカー筋を配置することにより，シアキー破壊後

の急激な破壊を防止することができることが明らか

となった。 
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５．むすび  
 

実施工で採用する柱軸力受替え工法における油圧ジャ

ッキ反力部の圧着性能を検証することを目的とし，「柱

上部反力部性能確認実験」および「隅柱基礎反力部性能

確認実験」を実施した。その結果 , 本柱軸力受替え工法

の有効性を確認した。 

 

謝辞：本実験の実施に当たっては，本改修工事の設計者

である（株）日建設計構造設計室の小野潤一郎主管なら

びに木村征也氏から多大なるご指導を賜りました。実験

計画に関しては，筑波大学名誉教授園部泰寿博士に貴重

なご助言を賜りました。また，本研究の遂行に当たり，

当社構造設計部，免制震技術部，静岡支店建築部の関係

各位にご協力をいただきました。ここに記して深謝の意

を表します。 
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柱梁接合部内に機械式継手を用いたＲＣ造架構の加力実験 
 

Loading Tests of RC Frames arranged Mechanical Splices within Beam-Column Joint 
 

新上 浩  HIROSHI SHINJO 

小坂 英之 HIDEYUKI KOSAKA 

山中 久幸 HISAYUKI YAMANAKA 

建築技術部 平野 秀和 HIDEKAZU HIRANO 

構造設計部 貫洞 覚  SATORU KANDO 

 

柱梁接合部内で機械式継手を用いて梁主筋を接合する十字形試験体の水平加力実験を実施し，梁主筋を通し

配筋とする在来工法の試験体との構造性能を比較した。その結果，本工法は想定している変形領域においては

在来工法とほぼ同等の構造性能を有し，大変形領域においては機械式継手の形状によって構造性能が異なるこ

とが確認された。 

キーワード：柱梁接合部，プレキャスト，機械式継手，付着 

The structural performance of RC frames in which beam reinforcing bars were connected by mechanical 

splices within the beam-column joint, was compared by a series of loading tests to conventional frames 

which use continuous re-bars in the joint. Through these tests it was confirmed that the performance of 

mechanical splices was almost equal to the conventional method in the designed range of the deformation, 

and depended on the shape of the mechanical splice in the range of large deformation. 

Key Words: Beam-Column Joint, Precast, Mechanical Splice, Bond 

 

 

１．はじめに  
 

近年，鉄筋コンクリート（以下， RC ）造建築物で

は，高い品質を確保し，施工の省力化・短工期化を図る

ために，柱・梁部材のプレキャスト（以下， PCa）化に

よる施工が積極的に進められている。昨今の建設現場で

は，様々な PCa工法の中で PCa 化率の高い工法として，

柱梁接合部内で機械式継手を用いて梁主筋を接合し，柱

梁接合部のコンクリートを現場打設する工法が多く採用

されている。 

この工法に用いる機械式継手としては，既存の種々の

継手が考えられるが，設計，施工上，以下のような問題

点が指摘されている。まず，ねじ式カプラー継手の場合

には，継手形状が比較的小さいために，梁主筋の付着性

状への影響は小さいと考えられるものの， PCa部材の製

作に高い精度が要求される。また，下端筋のカプラー継

手の締付け作業にスペースが必要となるため，柱のフル

PCa化が困難であり，梁受けの支保工の設置，柱頭の型

枠工事が不可欠になる。他方，これらの問題が解決され

る継手方式であるねじピッチ合わせが不要なねじ式カプ

ラー継手，あるいはモルタル充填式のスリーブ継手の場

合には，継手形状が比較的大きいために設計上の問題点

が生じている。すなわち，継手部の付着性状が明らかで

はないことから，継手部の付着力を見込まないとした場

合には，主筋の付着長さの確保が困難になり，このよう

な継手の使用部位が大きく制限されるという問題であ

る。しかしながら，継手部では，接合される鉄筋に比べ

外径が大きいことによる継手端部の支圧力，また表面積

が大きく，継手表面には微細な凹凸があることによる付

着力が期待でき，これらの抵抗要素が見かけの付着力と

して存在すると思われる。 

そこで本報では，柱梁接合部内にこれらの機械式継手

を用いた RC 造架構の構造性能を検証することを目的と

して実施した十字形架構の構造性能実験について報告す

る。 

 

２．実験概要  
 

（１）試験体 

表-1に各試験体の諸元を，図-1に試験体形状（No.2試 
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験体）を，図-2に各試験体の柱梁接合部内梁主筋の配筋

状況とひずみの計測位置を示す。 

試験体は，縮尺率約 1/2 の同形状の十字形架構 4 体か

らなり，No.1は，梁主筋を通し配筋とした試験体，No.2

～ 4 は，柱梁接合部内に機械式継手を用いて梁主筋を接

合した試験体である。 

使用した機械式継手は，No.2，No.4はねじピッチ合わ

せが不要なカプラーにグラウト材を注入する方式の継手

（以下，C継手），No.3はスリーブと鉄筋の隙間にグラ

ウト材を充填する方式の継手（以下， S 継手）である。

鉄筋径に対する継手外径の比は，前者は 1.53，後者は

2.58であり，柱のせいに対する継手長さの比は，前者は

0.40，後者は 0.63である。 

各試験体の破壊モードは， RC 規準の梁の曲げ耐力 1)

および靭性保証型指針の柱梁接合部のせん断耐力 2) の計

算値を基に，No.1～ 3 は梁曲げ降伏先行型，No.4はコン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリート強度，梁主筋強度および本数を調整し，柱梁接

合部せん断破壊先行型となるように計画した。 

試験体の製作は，あらかじめ各機械式継手によって接

合した梁主筋を配筋し，柱と梁のコンクリートを一体で 

打設した。表-2に使用材料の試験結果を示す。 
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図-1 試験体形状(No.2)  

R
Q1

Q2

cQ=(Q1+Q2)/2･L/H

加力点

表-1 各試験体の諸元 

上端筋

下端筋

梁曲げ降伏先行型 柱梁接合部せん断破壊先行型想定破壊形式

No.2No.1

4-UHD10@50 (SHD685)
4-D19+4-D19 (SD685)

－－－ 0.40

4-D19+4-D19 (SD685)

4-UHD6@75 (SHD685)

4-D19 (SD490)
4-D19 (SD490)

0.400.63

54 36
326×370

49×285

No.3

12-D19 (SD490)

3×4-UHD6 (SHD685) 2×4-UHD10 (SHD685)

－－－

4-UHD6@50 (SHD685)

No.4

梁

断面　b×Db (mm)

主筋

接
合
部

継手長／接合部せい

継手外径×長さ (mm)

帯筋

肋筋

Fc (N/mm2)

柱

断面　Bc×Dc (mm)

帯筋

主筋

Fc (N/mm2) 54 36

4-UHD10@50 (SHD685)

S 継手 C 継手

450×450

29×180
主筋接合方法 通し配筋 C 継手

29×180

C継手 ：ねじピッチ合わせが不要なカプラー継手
S継手 ：グラウト充填式スリーブ継手

※  

※  

図-2 柱梁接合部内の配筋状況 
とひずみの計測位置

185  185112.5  112.5〃  〃

(1) No.1

：ひずみゲージ  

梁主筋 A,B  1  2  3  4  5 6 7

梁主筋 C,D  1  2  3  4  5 6 7

(2) No.2

180  135  135

185  185120  12075  75  
30  30

C 継手 A,B  1  2  3
梁主筋 A,B  1  2  3  5 6 7

梁主筋 C,D  1  2  3  5 6 7
C 継手 C,D  1  2  3

(3) No.3

285  82.5  82.5

185  185
97.5  97.5

127.5127.5  

梁主筋 A,B  1  2  6 7

梁主筋 C,D  1  2  6 7

S 継手 A,B  1  2  3

S 継手 C,D  1  2  3

(4) No.4

180  135  135

185  185120  12075  75  
30  30

梁主筋 A  1  2  3  5 6 7
C 継手 A 1  2  3

梁主筋 C  1  2  3  5 6 7
C 継手 C 1  2  3

表-2 使用材料の試験結果 

圧縮強度 弾性係数 ポアソン比 割裂強度

σB[N/mm2] Ec[104N/mm2] ν σt[N/mm2]
No.1 61.4 3.57 0.198 3.52
No.2 61.7 3.61 0.215 4.19
No.3 62.6 3.60 0.209 3.88

Fc36 No.4 37.1 2.78 0.173 2.84

Fc54

コンクリート
区分

試験体

D19 (SD685) 715 901 1.96×105 3917 梁主筋(No.4)

D19 (SD490)

鉄筋径・種別

降伏ひずみ
εy

[×10-6]
使用部位

柱主筋(No.1～4)
梁主筋(No.1～3)530 701 2729

降伏点強度
σy

[N/mm2]

UHD6
(SHD685) 1.93×105

引張強度
σt

[N/mm2]

2.01×105

ヤング係数
Es

[N/mm2]

5646

3782

柱帯筋,梁肋筋,
柱梁接合部帯筋(No.1～3)
柱帯筋,梁肋筋,
柱梁接合部帯筋(No.4)2.15×105UHD10

(SHD685)

696

784

924

969

※ 0.2%オフセット時

※ ※  
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（２）加力方法 

図-3に加力装置図を，写真-1に加力状況を示す。 

加力は，試験体の上下柱の反曲点位置をピン・ローラ 

ー支持とし，柱上部の油圧ジャッキ（圧縮型：最大荷重 

3,000kN ，ストローク200mm）により長期軸力相当の一

定軸力（N = 0.2σB･Bc･Dc ）を作用させるとともに，

逆対称変形状態となるように，左右の両梁端部に設置し

た油圧ジャッキ（両動型：最大荷重± 1,000kN ，ストロ

ーク600mm）により，上下方向に正負交番漸増繰返し加

力する方法とした。 

各試験体の加力履歴は以下のとおりである。No.1は変

形角 R= ± 1/200,1/100,1/67,1/50,1/33,1/25,1/20 rad を各 1

サイクルとし，No.2～ 4 は変形角 R= ± 1/400 radで 1 サ

イクル加力後， R= ± 1/200,1/100,1/67,1/50 rad までは各 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 サイクル，以降 R= ± 1/33,1/25,1/20 rad は各 1 サイク

ルを基本とした。 

 

（３）計測方法 

図-4に変位の計測位置を，図-5に各試験体共通のひず

みの計測位置を示す。変位の計測にはひずみゲージ式変

位計を用い，梁端加力位置，柱上下のピン・ローラー位

置，柱梁接合部の 4 隅の水平・鉛直変位と，柱梁接合部

の対角方向の変位を計測した。ひずみの計測は，柱主筋

および柱のせん断補強筋については図-5に示す位置，柱

梁接合部内の梁主筋については図-2に示す位置に貼付し

たひずみゲージによって行った。 

 

３．実験結果および考察 
 

（１）破壊状況および荷重－変形曲線 

図-6に柱のせん断力cQと変形角Rとの関係を示す。各

試験体ともR=1/400radまでに梁に曲げひび割れが発生し

た。梁の曲げ降伏先行型のNo.1～ 3 は，梁主筋が降伏す

るおよそR=1/125radまでは同様な履歴形状を示した。降

伏時荷重は，梁の曲げ耐力の計算値 1) （ 267kN）とほぼ

一致している。 

図-3 加力装置図 
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油圧ジャッキ 

±1,000kN  
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図-4 変位の計測位置 

写真-1 加力状況 

図-5 ひずみの計測位置 
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梁主筋降伏後の履歴形状についてみると，継手を用い

ていないNo.1は， R=1/25 rad で最大荷重（ 307kN）に達

し，それ以降の加力で緩やかな荷重低下を起こしたが，

紡錘型の履歴形状を示した。C継手（継手長／柱せい

=0.40 ）を用いたNo.2は， R=1/50 rad まではNo.1とほぼ

同じ性状を示したものの， R= +1/33 rad の除荷時におい

て逆 S 字状の履歴形状を示し， R=1/20 rad で顕著となっ

た。しかし荷重（ 322kN）は最終変形 R=1/10 rad まで低

下しなかった。 S 継手（継手長／柱せい =0.63 ）を用い

たNo.3は，大変形領域においても紡錘形の履歴性状を示

し， R=1/12 rad で最大荷重（ 332kN）に至った。 

接合部せん断破壊先行型のNo.4は接合部のせん断耐力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の計算値 2) （ 395kN）を上回った後， R=1/50 rad 以降の

加力において接合部せん断ひび割れが拡大した。それと

ともに，荷重の上昇が小さくなり， R=1/25rad で最大荷

重（ 534kN）に達し，直後に梁主筋が降伏して R=1/20 

rad で加力を終了した。 

図-7に柱梁接合部せん断変形角γの推移を示す。梁の

曲げ降伏先行型のNo.1～ 3 は，変形角Rの大部分を梁の

変形が占めるため，柱梁接合部でのせん断変形は非常に

小さい。 3 体とも梁主筋の降伏までは，ほぼ同じ傾向を

示したが，No.2は主筋降伏後のR=1/100rad以降にγが一

度小さくなり， R=1/50rad 以降に再び大きくなった。 

柱梁接合部のせん断破壊先行型のNo.4は，Rの増加と

図-6 柱せん断力－変形角関係 
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図-7 柱梁接合部せん断変形角の推移 
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ともにγが増加し， R=1/20rad 時においてγ =1/42rad と

非常に大きくなっており， R=1/22rad 時に梁主筋の降伏

はみられるものの，破壊形式としては柱梁接合部のせん

断破壊とみなされる。 

 

（２）耐力の実験値と計算値 

表-3に柱荷重に換算した耐力の実験値と計算値との対

応を示す。No.1～ 3 の最大荷重 cQmax は，梁の曲げ耐力

の計算値 cQbmu
1)に対する比率で 1.15～ 1.25であり，よい

対応を示している。また，No.4の cQmax は，柱梁接合部 

のせん断耐力の計算値 cQpsu
2) の 1.35倍となった。 

 

（３）等価粘性減衰定数 

図-8にNo.1～ 3 の等価粘性減衰定数 heq を示す。同図

には，復元力特性モデルにおける除荷時剛性を，降伏時

剛性の1/√μとした時の定常ループにおける heq である

式 (1) の関係も併せて記した。式 (1) は，建設省告示第

1457号の mh ei式を 0.8 で除した関係に相当する。 

 

                          

                          

ここに， 

μ：梁主筋の降伏時変形角を基点とした塑性率 

 

No.1とNo.3の heq は，各変形角でほぼ同程度の値であ

る。No.2の heq は， R=1/50 rad まではNo.1とNo.3とほぼ

同程度で，それ以降の変形角では小さい。これは，柱梁

接合部の梁主筋の付着劣化による逆 S 字状の履歴形状の

発生状況と対応している。ただし，大変形時においても

式 (1) の関係を上回っている。 

 

（４）梁主筋のひずみ性状 

図-9に正加力時の梁主筋（継手を含む）のひずみ分布

を示す。継手を用いたNo.2，No.3の鉄筋部のひずみ分布

は，主筋降伏までは通し配筋のNo.1とほぼ同じ傾向を示

した。主筋降伏後No.2は，引張側鉄筋部分ではひずみの

進展が大きくなり，圧縮側鉄筋部分の継手端位置では，

負加力時の残留ひずみによって，ひずみが正値（引張） 

に移行している。これは，No.1では比較的大きな変形角

においても梁主筋の付着力が柱梁接合部内全長にわたっ

て作用しているのに対して，No.2では鉄筋部分にひずみ

が集中し，付着劣化が比較的早期に発生することによる

ものであると思われる。ただし先に述べたとおり，大変

形時においても荷重低下が生じないのは，継手端部の支

圧などによる抵抗によるものであると思われる。 

一方No.3は，No.2より継手部が長く鉄筋部分は短いが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

梁端のひずみの進展はNo.2のように顕著ではない。これ

はNo.3のようなねじ部のないスリーブ継手の場合には，

スリーブ内の鉄筋のひずみも進展し，No.2のような梁端

にひずみが集中する状況が緩和されることによるものと

考えられる。 

図-8 等価粘性減衰定数 
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実験値

cQmax cQbmu cQmax ｃQpsu cQmax

[kN] [kN] cQbmu [kN] cQpsu

No.1 307 267 1.15 594 －

No.2 322 267 1.21 597 －

No.3 332 267 1.25 603 －

No.4 534 658 － 395 1.35

計算値

試験体名

最大荷重
曲げ耐力 せん断耐力

梁 柱梁接合部

表-3 耐力の実験値と計算値 
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No.2～ 4 の継手部分の引張側端部では，引張主筋の降伏

後，ひずみが負（圧縮）となる現象がみられる。負の値

が変形角とともに大きくなっていることから，これは継

手端部の支圧抵抗に起因するものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）柱せん断補強筋のひずみ性状 

図 -10 に正加力時の柱せん断補強筋のひずみ分布を示

す。すべての試験体で，変形角Rが大きくなるとともに

せん断補強筋のひずみが大きくなっていることがわか

る。 

梁降伏先行型のNo.1～ 3 では，柱梁接合部のせん断余 

図-9 梁主筋のひずみ分布 
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裕度が大きいため， R=1/33rad まではいずれも小さなひ

ずみである。その後，柱梁接合部のせん断ひび割れが進

展した R=1/20rad においてひずみが急激に大きくなって

いる。 

柱梁接合部せん断破壊先行型のNo.4では，小変形時か

らRの増大とともに，せん断補強筋のひずみが大きくな

っている。しかし，いずれの位置においても，せん断補

強筋は降伏に至らなかった。 

継手の有無によるせん断補強筋のひずみへの影響につ

いては，特に認められなかった。 

 

（６）機械式継手の支圧抵抗力と付着抵抗力 

C継手の見かけの付着力Ffは，継手端部の支圧抵抗力

F1と継手表面の付着抵抗力F2によるものと考え 3) , 4) ，架

構実験で計測された継手および継手端部の鉄筋のひずみ

をもとに両者の算出を試みた。 

図 -11 にF1およびF2の分離方法を示す。F1とF2の和か

らなるFfは，継手両端に作用する鉄筋の軸方向力P1，P2

の差に等しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ff=F1+F2=-(P1+P2)            (2)  

ここで，Ffは継手両端の鉄筋のひずみに弾性係数を乗

じて求まるP1，P2から算出可能であり，F1を以下の手順

で求めれば，F2はFfからF1を減じることで算出できる。 

架構実験における引張側継手端部のひずみ εe には，

P1によるひずみ εt とF1によるひずみ εc が含まれてい

ると考えられる。 

εe =εt +εc               (3)  

そこで，鉄筋を継手で接合した試験片の引張試験を別

途行い，まずP1と εt の関係を評価した。図 -12 に 3 本

εt

P1  ＝  ＋  
εe 

P1  
F1  

εc 

F1  

ここで， 
Ff ：継手の見かけの付着力  
F1：継手端部の支圧抵抗力  
F2：継手表面の付着抵抗力  
P1：引張側継手端の鉄筋の軸方向力

P2：圧縮側継手端の鉄筋の軸方向力

P1  F2  P2  F1  
算定方法  

引張側  圧縮側  

・F1 =(Ams･Ems)･εc=（Ams･Ems）･(εe-εt) 
ここで，  

εt= P1／αms  

αms：継手で接合された鉄筋の 
引張試験結果による係数  

A ms：継手の断面積  
E ms：継手の弾性率  

 
・F2=Ff -F1=-(P1+P2)-F1 

ここで，  
εe：架構実験で計測された継手端部  

のひずみ  
εt：引張側継手端鉄筋の軸方向力 P1  

による継手端部のひずみ  
εc：継手端部の支圧抵抗力 F1による  

継手端部のひずみ  

Ff =F1+F2= -(P1+ P2)  

算定式  

図 -11  支圧抵抗力と付着抵抗力の分離方法 
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図 -13  指標値と変形角の関係 
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の試験片の引張試験結果を示す。同図より得られた，継

手端部のひずみ ε1 に対する鉄筋の引張力 T の係数αms

を用いると εt は (4) 式で表される。 

εt = P1 / αms              (4)  

εt が求まれば一方の εc は (3) 式より算出できる。

この εc は  F1 によって生じる継手部のひずみであるか

ら，継手の弾性係数を Ems ，断面積を Ams とすれば (5)

式の関係が成り立つ。 

F1 = (Ams･Ems)･εc             (5)  

ここで， Ams･Ems は，図 -12 に示すように、継手母材

のみで全引張力を伝達している継手中央のひずみ ε2 に

対する T の勾配から得られる。 

以上の一連の算定は，以下の仮定のもと行っているこ

とになる。 

①引張試験時と同様の応力伝達が，架構実験時の継手

内においても生じている。 

②継手単体の圧縮時の弾性率は引張時と同じである。 

③継手端部の面積は継手の断面積に等しい。 

図 -13 は上記の算出法で求めたNo.2とNo.4のFf，F1お

よびF2を、コンクリート強度差による影響を取り除くた

めに，付着耐力Fuで基準化した指標値と変形角Rの関係

を示したものである。ここで、付着耐力Fuは梁主筋の柱

梁接合部内での付着強度 τu の計算値 2) から求めた。

R=1/400rad以下の小さな変形角においては，Ffの大半は

F2によるものであり，損傷が始まるR=1/200rad以降に，

F1が徐々に大きくなっている。R=1/100rad以降で，F2は

ほぼ一定値となり，Ffに占めるF1の割合が大きくなる。 

No.4のFf，F1は，正加力時の R=1/50rad 以降において

増加が緩やかになり，また負加力時のR=1/100rad以降に

おいて緩やかに減少している。これは柱梁接合部のせん

断ひび割れが拡大した影響によるものと考えられ，継手

の見かけの付着力は柱梁接合部の損傷度と関係があるこ

とが推測される。 

上述の結果では，指標値Ff/Fuは， R=+1/100rad におい

て Ff/Fu=0.59 ～ 0.65，R=+1/50radにおいて Ff/Fu=0.70 ～

0.80となる。このとき，F2を継手の周長と長さで除した

継手表面の付着応力度 τ2 と付着強度 τu の比は， R= 

+1/100rad において τ2 /τu=0.27 ～ 0.30，R=+1/50radに

おいて τ2/τu=0.26 ～ 0.27となる。これは，既往の要素

実験による結果 4) と，ほぼ一致している。 

また，F1を継手端部での支圧面積で除した支圧応力度

σbr とコンクリートの圧縮強度 σB の比は，R= +1/100 

rad において σbr/σB=0.64 ～0.99，R= +1/50radにおいて

σbr/σB=2.20 ～ 2.40となる。 

ただし，No.2とNo.4では，鉄筋の降伏・非降伏，柱梁

接合部の損傷度合いに違いがあるため，C継手の見かけ

の付着力については，引き続き検討する必要がある。 

 

４．まとめ  
 

柱梁接合部内に機械式継手を用いた工法の構造性能を

確認することを目的として実施した，十字形架構の構造

実験の結果を報告した。結果をまとめると，以下のとお

りである。 

①柱梁接合部内に機械式継手を用いた架構は，変形角

R= 1/33rad までは通し配筋の架構とほぼ同等の構造

性能を有し，大変形領域においても通し配筋の架構

にみられた荷重低下は生じなかった。また，耐力は

既往の評価式によって評価可能である。 

②外径，長さ等，形状の異なる機械式継手を用いた架

構の構造性能は，変形角 R=1/33rad 以上の大変形領

域において差異がみられる。 

③ねじピッチ合わせが不要なカプラーにグラウト材を

注入する方式の継手部分が占める見かけの付着力

は，異形鉄筋の付着耐力の計算値に対して，変形角

R=1/100radにおいて60～65%程度， R=1/50rad にお

いて70～80％程度であった。ただし，見かけの付着

力は，柱梁接合部の損傷度の影響を受ける。 

④上述③の見かけの付着力を，継手表面の付着抵抗力

と継手端部の支圧抵抗力に分離した結果，付着抵抗

力は頭打ちとなるが，支圧抵抗力は変形角の増大と

ともに大きくなっていることが確認された。 
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ＣＦＴ柱とＲＣ梁からなるハイブリッド架構の実験的研究 

 

Experimental Study of Hybrid Structures Composed of CFT-Column and RC Beams 
                                          

                                   田野 健治 KENJI TANO 

                                   江頭 寛  HIROSHI EGASHIRA 

                                    小坂 英之 HIDEYUKI KOSAKA 

山中 久幸 HISAYUKI YAMANAKA 

 

本報告は，架構の剛性を確保するために梁を RC 造とし，柱断面の縮小を図るために柱をコンクリート充填

鋼管（CFT）構造とした混合構造に関するものである。この新しい混合構造の実現性を検討することを目的と

して十字型架構実験を行った。その結果，梁端部の損傷は少なく，また，柱梁接合部内にナットを設けること

で履歴性状の改善が可能であることが分かった。 

キーワード：コンクリート充填鋼管柱，鉄筋コンクリート梁，混合構造，ナット，履歴性状 

This report describes the new Hybrid Structures that are composed of CFT (Concrete Filled steel Tube) 

columns to reduce the section area and the R/C beams to improve rigidity. To verify the feasibility of this 

new structure, a series of loading tests were executed on the frames. The results confirmed that damage in 

the column connection part of the beams was minor, and hysteresis properties were improved by 

installing nuts to the main reinforcing bars within the beam-column joint.          

Key Words: Concrete Filled Steel Tube Column, RC Beam, Hybrid Structure, Nut, Hysteresis Properties 

  

 

１．はじめに  
 

近年，建築物はより高層化かつ大スパン化の傾向にあ

り，建物重量を支持する柱断面は，以前にも増して大き

なものとなっている。しかし，柱断面の増大は，意匠計

画上の制約となることが多く，可能なかぎり小さな断面

とすることが求められている。 

柱断面を小さく抑え，かつ，高軸力の支持が可能な構

造方式の一つとして，コンクリート充填鋼管構造（以

下：CFT造） 1),2) がある。しかし，CFT造は一般的に梁

を鉄骨造とすること，柱梁接合部にダイアフラムを設け

る必要があることなどから，コストが増加する傾向にあ

る。また，鉄骨梁を用いた架構は，鉄筋コンクリート造

（以下： RC 造）の梁を用いた場合に比べて剛性が低

く，風揺れなどの居住性の面で性能が劣る。 

このような観点から，コストを低減しかつ架構の剛性

を高めて居住性能を確保するために梁を RC 造とし，柱

断面の縮小を図るために柱をCFT造とした混合構造の開

発を行うこととした。 

本構造で想定される技術的課題は，①CFT柱断面が

RC 柱断面に比べて小さくなることから，柱梁接合部内

の梁主筋の付着劣化に伴う履歴性状の悪化を改善する必

要があること，② RC 梁のせん断力をCFT柱に伝達する

際にコンクリートと鉄骨間の摩擦力が十分に期待できな

いことから，明確なせん断伝達機構を設ける必要がある

ことである。 

本報告では，この新たな混合構造の実現性を検討する

ことを目的として，まず本構造の基本性状を把握するた

めに行った十字形架構実験の結果を報告する。 

 
２．実験概要  
 

（１）試験体 

図-1に試験体図を示す。試験体は約 1/2 縮尺の 3 体で

あり，No.1は柱，梁ともに RC 造の試験体，No.2,3は梁

をNo.1と同断面の RC 造とし，柱をCFT造とした混合構

造の試験体である。 

No.2,3の梁主筋は，図 -1(2) に示すように鋼管に設け

た開口を貫通させ，鋼管の左右外側でプレート（以下：

定着プレート）を介して , ナットで止めている。No.3

は，さらに柱梁接合部内の梁主筋の中央部にもナットを

設けて，付着劣化に伴う梁主筋の抜け出しの抑制効果を 
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ねらっている。 

また，梁せん断力を柱に伝達させる機構としては，定

着プレートを鋼管に溶接し，シアキーとして機能させる

こととした。 

表-1に使用材料の試験結果を示す。 

 

（２）加力および計測方法 

写真-1に加力状況写真を，図-2に変位計測位置図を示

す。加力方法は，上・下柱の反曲点位置をピン ･ ローラ

ー支持し，梁加力位置の油圧ジャッキで載荷する方法で

ある。柱軸力Nは定軸力とし，全試験体で共通

(2,430kN) であり，軸力比はNo.1で0.2 (=N/(σB ･ B ･

D) ， σB: コンクリート圧縮強度  B: 柱幅  D: 柱せ

い），No.2,3では 0.35である。加力は，梁の変形角 Rb

（ = 両側の梁加力位置の変位／スパン L ）で制御する漸

増繰返し載荷とした。なお，No.1と No.2,3は実験時期が

異なるため，加力回数も異なっている。 

 

３．実験結果  
 

（１）ひび割れ状況 

図-3に柱梁接合部周辺の最終ひび割れ状況を示す。

No.2,3の柱梁接合部のひび割れは加力後に鋼管を除去し

て確認したものである。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RC 造のNo.1と混合構造のNo.2,3のひび割れ状況を比 

較すると，梁および柱梁接合部のコンクリートの損傷状

況は大きく異なっていることが分かる。 

梁に注目すると， RC 造のNo.1は，加力の繰返しとと

もに，梁材軸方向の柱際より梁せい程度の区間（以下：

梁ヒンジゾーン）での損傷が顕著に観察された。これに

対して，混合構造のNo.2,3では，梁ヒンジゾーンでのコ

ンクリートの損傷は比較的軽微であった。これは，後述

するように，梁の曲げ引張域では鋼管と RC 梁の境界位

置に変形が集中し，ひび割れが分散しないことによるも

のと思われる。 

一方，柱梁接合部についても，No.1では接合部の隅角

部においてコンクリートの欠損，ひび割れが見られるも

のの，No.2,3ではほとんど損傷は認められない。 

図-1 試験体図  

ﾋﾟﾝ 

主筋：12-D19 
帯筋：4-D6＠50 

1,625 1,625 
L=3,250 
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梁断面(全試験体共通) 

軸力 N 

Qb（正）

CFT 柱 

RC 梁 

定着ﾌﾟﾚｰﾄ＋ﾅｯﾄ 
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Qb（負） 
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鋼管：□-350×9
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0 

350 
No.2,No.3 (CFT 柱)

主筋：8-D19 
帯筋：4-D6＠75 

ﾛｰﾗｰ 

A

ナット：対角寸法 37mm  
厚さ  35mm 

ナット  
（No.3 のみ）  

隅肉溶接

A矢視  定着プレート  
：PL-16,縦 50×横 286mm 

鋼管の開口  
：縦 40×横 260mm  

(1) 試験体形状（No.2）北面より  

(2) 柱梁接合部拡大図（No.3）  

DH-11(12)

DH-1(2)

DV-7(8)

DH-3(4)
・()内数字は裏面の変位計番号を示す

西側 東側

DV-1(2)DV-3(4)

DH-9(10)

DV-12
DH-8

DV-10
DH-6

DH-7
DV-11

DH-5
DV-9

DV-5(6)

写真-1 加力状況写真（南面） 

図-2 変位計測位置図（南面）  

表-1 材料試験結果  
（ｺﾝｸﾘｰﾄ）
試験体 材令 圧縮強度 割裂強度 弾性係数 単位容積重量

日 N/mm
2

N/mm
2

N/mm
2

kg/m
3

No.1 48 61 3.5 3.57*104 2,338
No.2,3 18 57 4.4 3.30*104 2,352

（鋼材）
試験体 部位 種類 降伏点 引張強度 弾性係数 降伏歪み 伸び

N/mm2 N/mm2 N/mm2 μ(×10-6) %

No.1～3 梁・柱　主筋 D19（SD490) 530 701 2.01*105 2,729 17.4
ﾌｰﾌﾟ

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

鋼管 t=9.0（SS400） 329 450 2.05*105 2,091 39.9
※0.2％オフセット法

5,767※ 11.8

5,700※ 11.9

No.2,3

No.1 D6(SHD685)

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

1.92*105

D6(SHD685) 710 915 1.90*105

696 924
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以上より，No.2,3では梁の曲げ圧縮域とこれに相対す

る柱梁接合部のコンクリートの損傷が軽微であることか

ら，梁の曲げ耐力が低下せず，後述するように大変形に

おいても荷重は低下しなかったものと思われる。 

柱梁接合部内のナットの有無でのひび割れ状況を比較

すると，ナットのあるNo.3ではナットのないNo.2には見

られない縦ひび割れが発生している。このひび割れは，

柱梁接合部内の梁主筋の付着劣化が進行するのにつれて

現れるナットの支圧抵抗に起因するものと推測され，接

合部内の応力状態がナットの有無により異なることを示

している。 

 

（２）荷重－変形角関係と等価粘性減衰定数（ heq ） 

図-4に梁せん断力 Qb と変形角 Rb の関係を示す。

RC 造のNo.1の荷重－変形角関係は，全体をとおして安

定した紡錘形の履歴形状を示しているが，変形角 Rb が 

0.04rad以降では，徐々に荷重が低下している。これは，

梁ヒンジゾーンでのコンクリートの圧壊によるものであ

る。 

混合構造のNo.2では，変形角 Rb が 0.015rad までは

RC 造のNo.1と同様な履歴形状を示すが，それ以降は，

徐々に逆 S 字形の履歴形状が顕著になってくる。これ

は，後述する (4) 節の梁主筋のひずみ分布から明らかな

ように，梁主筋の付着劣化が進行することによるもので

ある。しかしながら，荷重の低下は大変形時においても

見られなかった。 

柱梁接合部内にもナットを設けたNo.3では，変形角

Rb が0.03radまでは RC 造のNo.1とほぼ同様であり，大

変形時の荷重低下もみられず，No.2に比べて履歴性状は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良好となっている。 

図-5に荷重－変形角関係から求めた等価粘性減衰定数

heq と変形角 Rb の関係を示す。図中には式 (1) による

計算値を併記した。 

   (1)1-11
　　　　　　　　　　　

π �
�

�

�

�
�

�

�
�

�

heq  

ここに， 

µ ：梁主筋降伏時の変形を基点とした塑性率 

 

式 (1) は復元力特性モデルにおける徐荷時剛性を降伏

時剛性の1/√μとした時の定常ループにおける heq であ

る。 

図-3 接合部周辺の最終ひびわれ状況 

鋼管除去区間  

M 図（正加力時） 

No.2

No.3  

No.1  
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図-4 荷重－変形角関係  
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(2)No.2(混合構造試験体)  

(1)No.1(RC 試験体)  

(3)No.3(混合構造試験体:中央ナットあり)

加力ルール:  
Rb=±0.0025, 0.005(2 回), 
0.01(2 回), 0.015(2 回),  

0.02(2 回),0.03, 0.04, 0.05,0.06rad 

加力ルール:  
Rb=±0.005, 0.01, 0.015, 

0.02, 0.03, 0.04, 0.05,    
0.06rad 

加力ルール:  
Rb=±0.0025, 0.005(2 回), 
0.01(2 回), 0.015(2 回),  

0.02(2 回),0.03, 0.04, 0.06rad  

△  ：曲げひび割  
○  ：曲げ降伏  

------- ：梁曲げ降伏（計算値）

（凡例） 
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すべての試験体は，梁の変形角 Rb が0.02radまでは，

ほぼ同様な値を示すが，その後の変形では，混合構造の

No.2（中央ナットなし）は，他の 2 体の試験体と比べて

やや小さな heq を示す。これは，前述した履歴形状の変

化の状況と対応している。 

一方，混合構造No.3（中央ナットあり）では，変形角

Rb=0.02rad以降においても， RC 造のNo,1とほぼ同様の

値を示している。このことは，柱断面が小さく，柱梁接

合部内の梁主筋の付着劣化が進行しやすい本混合構造に

おいても，接合部内にナットを設けることにより梁主筋

の抜け出しが抑制され，履歴性状を改善させることが可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能であることを示している。 

 

（３）各部の変形割合 

図-6に柱，梁および柱梁接合部の変形割合を示す。 

ここで，梁の変形割合には梁主筋の接合部および梁から

の抜け出しによる変形が含まれている。 

変形角 Rb が 1/400 ～1/67radの範囲では， RC 造の

No.1では，混合構造のNo.2,3と比べて梁の変形割合が大

きい（Rb=1/400時の梁変形割合： No.1=93% ， No.2,3=

約80%）。これは， RC 造のNo.1は柱断面が大きく，梁

剛性に対する柱および接合部の剛性（剛性比）が，混合

構造のNo.2,3と比べて大きいことによる。 

変形角 Rb が1/50～1/20radの範囲では， RC 造のNo.1

では，柱および接合部の変形割合はわずかに残るもの

の，混合構造のNo.2,3のほとんどの変形割合は梁変形が

占めるようになる。これは，ひび割れ状況でも述べたよ

うに，No.2,3では，鋼管と RC 梁の境界位置に変形が集

中して（接合部および梁からの抜け出し変位が大きい），

梁変形が増大することによるものである。このことは，

図-7に示す混合構造No.3の梁端の目開き変位の推移から

もうかがえる。目開き変位は変形角Rb=0.02rad時で約

4mm であり，0.03rad以降ではさらに増加の割合が大き

くなっている。 

 

（４）梁主筋のひずみ分布と梁危険断面のひずみの推移 

図-8に接合部近傍における正載荷時の梁主筋のひずみ

分布を示す。なお，図の右側が引張り域内の主筋，図の

左側が圧縮域内の主筋を示している。 

梁危険断面近傍のひずみについては， RC 造のNo.1で

は局所的に集中することなく分布しているのに対して，

混合構造のNo.2,3では，梁危険断面位置にひずみが集中

している。この現象は，一体成形の RC 造と分割成形の

混合構造のそれぞれの特徴を良く表している。 

次に，接合部中央付近の主筋のひずみについて，混合

構造のNo.2,3を比較する。接合部中央にナットのない 
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No.2では変計角 Rb の増加とともにひずみも大きくなっ

ているが，ナットのあるNo.3では変形角Rb=0.01rad以

降，ひずみは進展していない。No.2の現象は接合部内の

梁主筋の付着劣化が進行していることを示しており，

No.3の現象はナットの支圧抵抗の効果が現れていること

を示している。 

図-9は梁危険断面位置に着目して主筋のひずみの推移

を示したものである。 RC 造のNo.1の梁端のひずみは，

Rb=0.01rad近傍で最大値（約8,000µ）を示し，その後は

徐々に小さくなる傾向を示す。これは，図-8に示したよ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うに，ひずみが梁内の広範囲に進展していくことに対応

している。混合構造のNo.2では， Rb=0.015rad 時に最大

値（約 15,000µ ）に達し，それ以降，やや減少気味とな

る。中央にナットのあるNo.3では，No.2のようなひずみ

の減少は見られず，変形角 Rb が大きくなるのに伴って

増大している。 

 

（５）柱梁接合部中央のナットの支圧抵抗力 

これまでに混合構造No.2,3の実験結果から，柱梁接合

部内にナットを設けることにより履歴性状が改善される

ことを示した。この効果は，梁主筋の付着劣化が進行し

て現れるナットの支圧抵抗によるものと考えられる。  
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図 -10 は，ナットの等価支圧抵抗力をナット両側のひ

ずみ（未降伏）から算出し，変形角 Rb との関係で示し

たものである。ナットの支圧抵抗力は変形角 Rb の増大

とともに大きくなり最大で 93kN となっている。これを

ナットの支圧面積で除すと支圧応力度は約 126N/mm2

（ 2.2σB ）となっている。 

 

（６）梁端部の鉛直方向ずれ変位 

図 -11 にNo.3試験体の梁端部の鉛直方向のずれ変形を

示す。ずれ変形は，変形角 Rb が大きくなると直線的に

大きくなっているが，最大でも0.5mm程度（ Rb=0.05rad

時）で非常に小さい。これは，鋼管に溶接した定着プレ

ートがシアキーとして有効に機能したことを示してい

る。 

 
４．まとめ  

 

コストを低減しかつ架構の剛性を高めて居住性能を確

保するために梁を RC 造とし，柱断面の縮小を図るため

に柱をCFT造とした混合構造について十字形架構を対象

に実施した加力実験結果を報告した。結果をまとめると

以下のとおりである。 

①混合構造は純 RC 造に比べて，梁ヒンジゾーンでの

コンクリートの損傷は少なく，大変形時においても

荷重の低下は見られなかった。 

②接合部内の梁主筋にナットを設けない混合構造で

は，接合部内の梁主筋の付着劣化により，逆 S 字形

の履歴形状が現れるが，ナットを設けることで付着

劣化に伴う梁主筋の抜け出しが改善され，純 RC 造

と同等な履歴性状が得られることが分かった。 
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鋼管が内蔵されたＲＣ柱の中心圧縮実験 
 

Axial Compression Behavior of RC Columns with Built-in Steel Tubes 
                                          

                                   田野 健治 KENJI TANO 

                                   小坂 英之 HIDEYUKI KOSAKA 

                                   山中 久幸 HISAYUKI YAMANAKA 

 

本報は，RC 柱に鋼管を内蔵した合成構造の柱の中心圧縮実験結果を報告するものである。本構造は，超高層

建物の下層階のような高軸力下の RC 柱について，そのコアコンクリートの拘束とせん断補強を図ることを目

的としたものである。実験の結果，鋼管の幅厚比や鋼管内外のコンクリート強度の組合せによって最大荷重お

よびその後の荷重低下の割合が異なることが確認された。 

キーワード：合成構造，充填鋼管コンクリート，柱，圧縮実験 

A series of uniaxial compression tests were conducted on composite columns which comprise a steel tube 

being built into an RC Column. These composite columns have been applied to the lower floors in high-rise 

buildings, and an effect of confining the core concrete and an increase in the shear strength of the column 

under high axial forces are expected. From the experimental results, it was confirmed that both the 

maximum load and the level of decreasing load after the peak were influenced by the depth-thickness ratio 

of the steel tube and the hoop reinforcement ratio of integument concrete. 

Key Words: Composite Structure, Concrete Filled Steel Tube, Column, Compression Test 

 

 

 

１．はじめに 
 

建築物の高層化・大スパン化が進められており，下層

階の柱はより高軸力となり断面が大きくなる傾向にある。

柱の断面寸法の増大は，居室空間を狭くするばかりでな

く，柱部材の短柱化を助長し，構造性能に悪影響を及ぼ

す。よって，より断面の小さな柱部材が求められている。     

本研究は，このような観点から高軸力下の柱のコアコ

ンクリートの拘束とせん断補強を目的とし，RC 柱内に

内法階高分の鋼管を内蔵した合成構造の柱の構造性能に

関するものである。 

本報では，まずこの構造の基本性状を把握することを

目的として実施した，中心圧縮実験の概要と実験結果を

報告する。 
 
２．実験概要 
 

（１）試験体 

 表-1 に試験体一覧を，図-1 に試験体図を示す。試

験体は縮尺約 1/5 の総数 21 体であり，表-1 に示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 シリーズの実験パラメータにより試験体を構成した。 

No.1～No.10 および No.20 は，柱せい 200mm，柱幅

200mm の正方形断面の柱内に，外径 139.8mm の鋼管

が内蔵された合成構造の試験体（以下，鋼管内蔵 RC
試験体）である。 

表-1 試験体一覧 

鋼管厚 帯筋比
(D/t) 外殻部 鋼管内 pw（@mm) 最大荷重 軸縮み率

mm N/mm
2

N/mm
2

％ kN ％
1 2.3(61) 3788 0.70
2 3.2(44) 4036 0.76
3 4.5(31) 4340 0.86
4 60 3046 1.02
5 100 3849 0.98
6 150 4143 0.97
7 100 100 3980 0.68
8 100 150 4120 0.93
9 120 150 4363 0.88

10
ﾌｰﾌﾟ筋比
(NES-55)

3.2(44) 60 120 0.71(45) 3387 0.88

11 2.3(61) 1999 0.51
12 3.2(44) 2438 0.70
13 4.5(31) 2700 1.00
14 3.2(44) 100 2303 1.04
15 3.2(44) 150 2719 0.98

16 60 120
※1

3396 0.60

17 100 100
※1

3667 0.53

18 100 150
※1

3644 0.79

19 120 150
※1

3574 0.95
20 60 1.06(30) 3854 0.89
21 - - 2583 0.73

※1:鋼管が存在した場合の、CFT部内のコンクリート強度に相当

外殻部PCa - 1.06(30)

高強度鋼管
(STKR490)

4.5(31) 120

CFT中押し
(NES-55)

-
120

-

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度
(NES-55)

3.2(44)

60

1.06(30)

No.
実験結果外殻部

幅厚比
(NES-55)

60 120 1.06(30)

ｼﾘｰｽﾞ名
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No.1～No.3 は鋼管の幅厚比を，No.4～No.9 は鋼管の

内外のコンクリート強度を，No.3,No.20 は鋼管の強度

を各々パラメータとした試験体である。また，比較検

討用として，No.11～No.15,No.21 は柱内部の充填鋼管

コンクリート部のみの試験体（以下，CFT 試験体）と

し，No.16～No.19 は鋼管を設けずに柱のコア部と外殻

部のコンクリート強度の組合せを変えた試験体（以下，

外殻 PCa 試験体）とした。 

使用した鋼管は，降伏強度が 550N/mm2 級(NES-55)
および 490N/mm2(STKR490)級のものであり，幅厚比

D/t は 61,44,31 の 3 種類とした。鋼管の内外のコンク

リートは，圧縮強度を 60,100,120,150N/mm2 の 3 種類

の組合せとし，外殻部コンクリートの帯筋比は 1.06％，

0.71％の 2 種類とした。 

試験体の製作については，鋼管を内型枠とし主筋，

帯筋を配した外殻部のコンクリートを先に打設し，そ

の後，鋼管内のコンクリートを打設した。鋼管のない

No.16～No.19 についても内型枠を設けて同様の手順

で製作した。主筋は，コンクリートの上下端面より

各々1cm 短くした。コンクリートに使用した粗骨材の

最大寸法は 7mm とした。使用材料の材料試験結果を

表-2 に示す。 

 
（２）加力および計測方法 

図-1 に加力方法の概要を示す。加力は，油圧ジャッ

キ（最大容量 10,000kN）による一方向単調載荷とした。

試験体の上下の載荷盤は，鋼管内コンクリート加力用

の円盤と外殻部コンクリート加力用の四角形盤に分け， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鋼管を直接加力しないようにした。CFT 試験体でも同

様に，鋼管内部のコンクリート部のみを加力した。計

測項目は，載荷荷重，試験体の軸縮み，および図-1 に

示す位置の主筋，帯筋，鋼管のひずみである。ここで，

軸縮みは，各柱面の 4 箇所に設置したひずみゲージ式

変位計により測定した上下の載荷盤間の平均鉛直変形

である。 

 

３．実験結果 
 

（１）荷重－軸変形関係 

ａ）破壊経過概要 

鋼管内蔵 RC 試験体(No.1～No.10,No.20)は，軸縮率

（εV=軸縮み／材長）が 0.11～0.26％で上下端のコンクリ

ートに縦ひび割れが発生し，軸縮率が 0.51～0.66％で柱

主筋と鋼管がほぼ同時期に降伏した直後に鋼管の局部座

屈によって最大荷重（εV=0.68～1.02％時）に達した。最

大荷重以後は荷重が急激に低下するが，軸縮率が 3～4％

程度で一旦荷重を保持し，その後，再び荷重が低下する

という性状を示した。この 2 度目の荷重低下は，被覆コ

ンクリート部の破壊によるものであった。 

ｂ）鋼管の幅厚比の影響 

図-2(1)に鋼管の幅厚比の異なる No.1～No.3 の荷重－

軸縮率関係を，CFT 試験体 No.12 と比較して示す。No.1

～No.3 を見ると幅厚比が小さいほど，最大荷重および最

大荷重時の軸縮率は大きくなるとともに，最大荷重後の

荷重低下の割合が小さくなっている。軸縮率が約 5%以

上の大変形時の荷重は，CFT 試験体 No.12 の最大荷重と

同程度になっており，載荷荷重の大部分を柱内部の CFT

構造部が負担していることがわかる。 

（ｺﾝｸﾘｰﾄ）
部位 種類 圧縮強度 割裂強度 弾性係数 ﾎﾟｱｿﾝ比

N/mm2 N/mm2 N/mm2 N/mm2

60 58 4.3 3.24*104 0.204

100 99 4.9 3.99*10
4

0.211

120 127 5.4 4.32*10
4

0.225

60 61 4.0 3.28*10
4

0.213

100 103 5.7 4.00*10
4

0.216

120 119 5.7 4.08*10
4

0.223

150 144 6.6 4.39*10
4

0.223

外殻部
（薄肉含）

鋼管内

（鋼材）
部位 種類 降伏点 引張強度 弾性係数 降伏歪み 伸び

N/mm2 N/mm2 N/mm2 μ(×10-6) %

ﾌｰﾌﾟ

8角形ﾌｰﾌﾟ

主筋 D10（UHD685) 799 987 2.14*105 3877 14.6

t=2.3（NES-55） 466 564 2.04*10
5

4314 26.4

t=3.2（NES-55） 469 572 2.14*105 4207 25.4

t=4.5（NES-55） 450 595 2.14*10
5

4106 26.7

t=4.5（STKR490） 527 637 2.30*105 4322 25.2

549 1.94*10
5 2367 19.5D6(SD345) 406

鋼管

表-2 材料試験結果 

(1) コンクリート 

(2) 鋼材 

図-1 試験体および加力・計測方法の概要

柱主筋D10(SD685) pc=3.6%
L=480mm　
試験体上下に10mmのあき

□形フープ（D6，SD345）

鋼管

(骨材7mm)

８角形フープ（D6，SD345）

＠
30

m
m

＠
45

m
m

No.10No.10とCFT中押し
試験体を除くもの

載荷版は鋼管を直接加力しない
ように、溝切りを行っている P

P

（フープ ゲージ貼付位置）

※高さ中央の
　  フープに貼付

※
梁主筋
のｹﾞｰｼﾞ
は隅角
部の表
裏に貼
付
　

※
鋼管の周方向
には、４ヶ所
２軸ゲージを
貼付
　

変位計
　

外殻部コンクリート用
　　　　加力盤

鋼管内コンクリート用
　　　　加力盤
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ｃ）鋼管内のコンクリート強度の影響 

図-2(2)に外殻部のコンクリート強度が 60 N/mm2 で，  

鋼管内のコンクリート強度が 60～150 N/mm2 の試験体

（No.2,No.4,No.5,No.6）の荷重－軸縮率関係を示す。鋼

管内のコンクリート強度が 60N/mm2 の No.4 では最大荷

重は小さいものの，軸縮率が 3％程度までは荷重の低下

は小さく安定した性状を示している。これに対し，No.2, 

No.5,No.6（100,120,150 N/mm2）では，鋼管内のコンクリ

ート強度が大きい試験体でも，最大荷重はあまり大きく

ならずその差異は比較的小さい。また，最大荷重後の荷

重低下は No.4 よりも大きくなっている。これは，鋼管内

の高強度コンクリートに対して鋼管の幅厚比が大きいこ

とにより，鋼管の座屈で最大荷重に至ったためであり，

高強度コンクリートを用いる場合の幅厚比の設定につい

て検討する必要があると考える。 

ｄ）外殻部のコンクリート強度の影響 

図-2(3)に，鋼管内のコンクリート強度が 150N/mm2

で，外殻部のコンクリート強度が 60～120 N/mm2 の試験

体（No.6,No.8,No.9）の荷重－軸縮率関係を示す。コン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリート強度が大きい試験体ほど初期剛性が高くなって

いるが，最大荷重は同程度であり，外殻部のコンクリー

ト強度の影響はあまり見られない。 

ｅ）鋼管および帯筋による拘束の影響 

図-2(4)に，外殻部の帯筋比が異なる No.2，No.10 の荷 

重－軸縮率関係を，鋼管のない外殻 PCa 試験体の No.16 

と比較して示す。帯筋比が 1.06％の No.2 は，帯筋比が

0.71％の No.10 に比べて最大荷重が大きく，その後の荷

重低下の割合が小さくなっている。これは，帯筋比の小

さな No.10 では主筋の座屈が早めに生じたためである。 

鋼管内蔵 RC 試験体 No.2 と外殻 PCa 試験体 No.16 を比

較すると，No.16 は最大荷重に至るまでは No.2 とほぼ同

様の関係を示すが，最大荷重は No.2 に比べて小さく，最

大荷重後の荷重の低下が著しい。なお，両者間の最大荷

重の差は，ほぼ鋼管の軸降伏耐力と一致している。 

 

（２）軸縮率と鋼管の応力度比 

図-3 に軸縮率と鋼管の応力度比を示す。縦軸の応力度

比は，鋼管のひずみから求めた周方向応力度 Sσh および 
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 鋼管内コンクリート 120N  鋼管強度 490 級 
 外殻部コンクリート  60N   帯筋比  1.06% 

（共通） 
 外殻部コンクリート 60N  鋼管強度 490 級 
 鋼管幅厚比     44   帯筋比  1.06% 

（共通） 
 鋼管内コンクリート 150N  鋼管強度 490 級 
 鋼管幅厚比     44    帯筋比  1.06% 

（共通） 
 鋼管内コンクリート 60N  鋼管幅厚比 44 
 外殻部コンクリート 120N  鋼管強度 490 級   

図-2 荷重と軸縮率の関係 
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軸方向応力度 SσL を，鋼管の一軸降伏応力度 Sσyで除し

た値である。なお，鋼管の降伏はミーゼスの降伏条件に

より判定し，降伏以降の応力は塑性流れ理論により求め

た。CFT 試験体の No.12 は，軸縮率 0.2％付近より周方向

応力が大きくなっており，コンクリートの体積膨張が始

まっていることがわかる。一方，鋼管内蔵 RC 試験体の

No.2 の周方向応力度は，鋼管が降伏する軸縮率 0.5％以降

で増大している。この鋼管降伏以降の周方向応力度比は，

鋼管の幅厚比が大きく，鋼管内のコンクリート強度が小

さいほど大きな値を示している。 

鋼管の軸方向応力度比は，試験体による大きな差異は

認められず，鋼管の降伏する 0.6％付近までは軸変形の

増加に伴い増加し，その後一定の値となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）鋼管および主筋，帯筋のひずみ 

図-4 に軸縮率と主筋および鋼管のひずみの関係を

示す。主筋のひずみは，帯筋比が小さく主筋が座屈した

No.10 を除き，降伏までは軸変形の増加ともに直線的に

大きくなっている。主筋が降伏する軸縮率時(0.6％付近）

の鋼管のひずみは，主筋のひずみの 50％程度となってい

る。 

図-5 に軸縮率と帯筋のひずみの関係を示す。帯筋のひ

ずみは柱端部に縦ひび割れが生じた軸縮率 0.1～0.2％か

ら増加し始め，No.10（帯筋比 0.71％）を除き，ほぼ同様

な性状を示している。No.10 の帯筋は，小変形時より，

主筋の面外方向のはらみ出しを抑える効果を果たしてい

たものと思われる。 

 

図-3 軸縮みと鋼管の応力度比
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図-4 軸縮率と主筋，鋼管の軸方向ひずみ
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４.まとめ 

 

RC 柱内に鋼管が内蔵された合成構造の柱について，

基本性状の把握を目的とし中心圧縮実験を実施した。結

果をまとめると以下のとおりである。 

 

① 本合成構造の柱は，外殻部のコンクリートの破壊

後，最終的には内部の CFT 構造部で鉛直荷重を負

担する。 

② 柱に内蔵された鋼管の幅厚比が小さいほど最大荷

重が大きく，その後の荷重低下の割合は小さい。 

③ 鋼管内外のコンクリート強度が 60N/mm2 で，幅厚

比が 44 の試験体では，最大荷重後の荷重低下の少

ない良好な性状を示した。しかし，鋼管内のコン

クリート強度が 100N/mm2 以上の場合には，幅厚

比をさらに小さくする必要があると思われる。 
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地下鉄振動の地盤・建物内振動伝搬特性に関する研究 
 

Vibration Propagation within Ground and Structures adjacent to Subways 
 

 山岸 邦彰 KUNIAKI YAMAGISHI 

 谷垣 正治 MASAHARU TANIGAKI 

 岩本 毅  TAKESHI IWAMOTO 

 原田 浩之 HIROYUKI HARADA 

 

建物における固体伝搬音の予測精度向上を目的として，地下鉄軌道近傍に建つ3棟の建物の振動測定を行った。

測定結果から，地下鉄通過中の加振源特性はラインソースと看做せること，建物と地下鉄軌道の相対的位置によ

り基礎の入力損失の傾向が異なること，建物内振動の減衰は少ないことなどが分かった。また，多質点系応答解

析により建物内の振動伝搬特性を模擬できる可能性のあることが分かった。 

キーワード：振動伝搬，固体伝搬音，地下鉄，入力損失，多質点系応答解析 

In order to improve the prediction capability of structure born sound in buildings, vibration measurements on 

three buildings located near to subway tracks were carried out. The results showed that an operating subway 

was considered to be a line source for vibration. The input loss in the building foundations was affected by the 

relative position of the building to the subway tracks. The vibration reduction within buildings was generally 

small. The results also demonstrated that numerical analyses of the MDOF system could explain the vibration 

propagation characteristics within a building. 

Key Words: Vibration Propagation, Structure Born Sound, Subway, Input Loss, MDOF System Analysis 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 
 

居住性能の向上に対する要求が高まる傾向にある中

で，それらの要求に応えられる技術が求められている。

地下鉄走行に伴い発生する固体伝搬音（以下，固体音）

の低減もそのような要求の一つである。近年の顕著な傾

向である居住の都心回帰，さらなる地下鉄網の整備など

により固体音が問題となる場面が増加してきており，固

体音対策が重要な技術的課題となってきている。特に固

体音に対しては事後対策が困難なことから，企画・設計

段階においてその影響を予測し，事前に適切な対策を施

すことが重要となる。 

前報 1）では，固体音の予測と免震構法の固体音低減に

対する有効性の確認を目的として，実測を通じて鉄道軌

道（高架軌道）近傍に建つ免震建物および周辺地盤にお

ける波動伝搬特性や基礎による入力損失，などの傾向を

見た。本報では，地下鉄走行に伴う振動に着目し，固体

伝搬音の予測精度の向上を目的として 3棟の建物で行っ

た振動測定の結果について報告するとともに，建物内の

振動伝搬特性について解析による評価の可能性を確認

することを目的として，多質点系応答解析による測定結

果の検証を行った。また 3 棟の建物のうち 1 建物は免震

構法を採用した建物であり，免震構法による固体音低減

効果について確認する。 

 
２．対象建物および測定概要 
 

表-1 に測定対象建物と特性把握のための測定項目を

示す。建物用途は，建物 A, B は共同住宅であり，建物 C

は事務所である。敷地や建物の制約から建物 C について

は地盤の振動伝搬および入力損失の各特性を把握する

ための測定をしていない。 

表-1 対象建物と特性把握のための測定項目 

特性把握のための測定項目 対象
建物

用途 
地盤波動伝搬 入力損失 建物波動伝搬

A 共同住宅 ○ ○ ○ 

B 共同住宅 ○ ○ ○ 

C 事務所 － － ○ 
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表-2 建物 A 付近の推定された S 波速度構造 

層番号 深度 
(m) 

層厚 
(m) 

S 波速度 
(m/s) 

1 -0.92 0.92 175 
2 -1.94 1.02 266 
3 -2.88 0.94 118 
4 -5.62 2.74 177 
5 -10.57 4.95 254 
6 -18.03 7.46 423 
7 － － 850 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）建物 A における振動測定結果 

ａ）測定概要 

図-1 に建物 A および周辺地盤と地下鉄に関する概要

図を示す。建物から水平に 12.5m，道路面から 4.2m の深

さの位置に函体がある。函体は，高さ 5.4m, 幅 8.65m, 厚

さ 0.45m の断面形状を有する 2 連のケーソンである。建

物は約 18m×12m（3×1 スパン）のほぼ長方形をした 13

階建の共同住宅である。構造種別は免震構法（天然ゴム

系積層ゴム+鋼材ダンパー+鉛ダンパー）を採用した RC

造であり，基礎は杭基礎である。測定には周波数範囲が

2～100Hz である 3 成分加速度計（JEP-6A3, ㈱アカシ製）

を用いた。同図にピックアップの配置を示す。ピックア

ップはスラブや梁の振動の影響が少なくなるように柱

または免震部材の近傍に設置した。ピックアップの設置

位置は他の 2 建物についても同様である。データはサン

プリング周波数 500Hz，A/D 変換は 16bit で収録した。

なお，地上道路は片側 2 車線の比較的交通量の多い幹線

道路であるが，自動車走行によるノイズの少ないデータ

がいくつか得られた。本報ではそれらのデータについて

のみ分析を行った。 

ｂ）地盤構造調査結果 

本測定地点において表面波探査法（SWS 法）を用いた

地盤構造調査を実施した。表面波探査法とは，地表を打

撃して発生する Rayleigh 波を，直線上に並べたピックア

ップで測定し，Rayleigh 波分散特性を満足する S 波の速

度構造をインバージョン解析により推定する地盤調査

法である。表面波探査は測線 B で行った。表-2 に SWS

法による S 波速度構造の推定結果を示す。建物 A の周辺

地盤の S 波速度分布は，深さ GL-10.57m までは 118～

266m/s の比較的遅い層で構成されているが，それ以深で

は 400m/s 以上の比較的速い層となっている。 

ｃ）地盤の波動伝搬特性 

地盤振動の測定は，地下鉄走行方向に対して直交（測

線 A）および平行（測線 C）となる 2 測線で実施した。

図-1 建物 A および周辺地盤と地下鉄に関する概要図

図-2 地下鉄の地盤振動波形例(建物 A;UD 成分)
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測線 A における測定波形例を図-2 に示す。図に見られ

るように地下鉄走行に伴う振動は，継続時間が 10 秒以

下の紡錘形を示す部分である。以下の検討（他の建物を

含む）においてはこの紡錘形部分の UD 成分について解

析的検討を行うこととする。 

図-3 に測線 A の A1～A5 における Fourier スペクトル

（波形の紡錘形部分の 5 秒間）を示す。Fourier スペクト

ルはバンド幅 3Hz で平滑化処理を行っている。13, 32, 38, 

48, 60Hz 付近にスペクトルのピークが見られる。図-4 に

10～60Hz（@10Hz）の周波数におけるスペクトル振幅の

距離減衰特性を示す。距離が遠くなるに従いスペクトル

振幅が低減する周波数成分も見られるが，測定位置や周

波数によりばらつきが見られ，顕著な距離減衰は見られ

ない。 

図-5 に各ピーク周波数を中心周波数とする狭帯域バ

ンドパスフィルターを施した波形から求めた走時曲線，

図-6 にこの走時曲線の近似直線から求めた各周波数成

分の位相速度（プロット）と表-2 に示した S 波速度構造

に基づく理論 Rayleigh 波分散曲線（実線：位相速度，点

線：群速度）をそれぞれ示す。測定から求めた位相速度

は Rayleigh 波分散曲線に調和的であるとともに，地下鉄

振動の卓越する周波数帯域では位相速度に顕著な差が

見られないことが分かる。 

次に，地下鉄走行と波動の位相特性の関係を調べるた

め，地下鉄に平行な測線（測線 C）において観測された

波形の紡錘形の中心部分の時刻（中），その前の時刻（前）

およびその後の時刻（後）に着目し，各測点における波

動の位相遅れを求めた。図-7 に中心周波数 13, 32, 48Hz

の測線 C における位相遅れを示す。13, 32Hz においては

時刻（前）および時刻（後）では地下鉄の進行方向と測
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図-7 測線 C における位相遅れ(建物 A)
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 F13/F1
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10

点の位置関係に起因すると見られる位相遅れが生じて

いるが，時刻（中）ではややばらつきはあるものの顕著

な位相遅れは見られない。ただし 48Hz の比較的高振動

数になると時刻（前），（中），（後）のいずれにおいても

明確な位相遅れが確認されなかった。以上のことから，

少なくとも地下鉄が至近距離を通過中に発生する波動

は近似的に平面波として扱ってもよいことが推察され

る。 

ｄ）基礎の入力損失特性 

図-8に地表面に対する基礎のFourierスペクトル比（以

下，スペクトル比）を示す。スペクトル比は同一条件で

測定されたデータから算定した Fourier スペクトル比の

アンサンブル平均とした。10Hz 付近で 0.3 程度，40Hz

付近で最小値を示し，これより高周波数側では再び 1 に

近づく。一般に，基礎内においては幾何学的相互作用に

より周波数が大きくなるとともに振動が低減すること

は良く知られている。図-8 においても 40Hz 程度までは

同様の傾向が見られる。ただし，高周波数側でスペクト

ル比が大きくなることについては，建物の部材振動ある

いは外部騒音による建物の振動などが原因と考えられ

るが，詳細は今後の研究課題としたい。 

ｅ）免震層による上下動の低減効果 

図-9に免震層の伝達特性として B1F に対する 1F のス

ペクトル比を示す。スペクトル比は，50Hz 付近までは

0.8 程度，50Hz～80Hz でやや増幅するものの，80Hz 以

降は再び小さくなるなど，ある種の周波数特性を有する

ようであるが，全体としては約 0.8 程度の値を示してい

る。このことから，免震層の上下動に対する振動低減効

果は若干認められるものの，免震層に対して顕著な上下

動低減効果は認められない。これは前報 1）で示したよう

に，免震層による上下動の低減効果は上部構造を含めた

振動系全体で考える必要があり，上部構造の階数が多く

なるほど（上下 1 次モードの固有振動数が小さくなるほ

ど），また免震装置の鉛直剛性が大きくなるほど低減効

果は小さくなる。建物 A の免震装置の詳細な諸元は不明

であるが，総階数は 13 階と比較的階数が多いため，顕

図-6 スペクトル比（基礎/地盤） 
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表-3 建物 B 付近の推定された S 波速度構造 

層番号 深度 
(m) 

層厚 
(m) 

S 波速度 
(m/s) 

1 -0.85 0.85 295 
2 -3.28 2.43 397 
3 -5.12 1.84 494 
4 -7.53 2.41 255 
5 -11.64 4.11 199 
6 -18.65 7.01 512 
7 － － 952 
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著な上下動の低減効果が見られなかったものと推察さ

れる。 

ｆ）建物内における振動伝搬特性 

図-10 に 1F に対する 5，9，13F のスペクトル比を示

す。振動モードに起因する凹凸はあるものの，ほぼ 1 付

近に分布することが注目される。すなわち，地盤から基

礎を介して建物に入射した高周波振動は，建物内ではほ

とんど減衰することなしに建物全体に伝播し，床や壁を

振動させていると考えられる。このことから，建物 A に

おいては建物内における振動低減効果はあまり期待で

きないことが分かる。 

 

（２）建物 B における振動測定結果 

ａ）測定概要 

図-11に建物 B および周辺地盤と地下鉄に関する概要

図を示す。建物から水平に 10.7m，路面から 25.0m の深

さの位置に函体がある。函体は，高さ 6.3m, 幅 10.8m, 厚

さ 0.3m のシールドトンネルである。建物は長方形を一

部雁行させた約 59m×17m の平面を有する 9 階建の寮で

ある。構造種別は SRC 造（充腹）であり，基礎は直接

基礎である。測定および波形の分析方法は建物 A におい

て使用した測定システムおよび分析方法を用いた。 

ｂ）速度構造調査結果 

表-3に測線 B において SWS 法によって算定した S 波

速度構造の推定結果を示す。建物 B の周辺地盤の S 波速

度分布は，約 200m/s から 950m/s と変化に富んだ分布を

しているが，比較的 S波速度の大きい構造となっている。

ｃ）地盤の波動伝搬特性 

地盤振動の測定は，地下鉄走行方向に直交する測線

（測線 A）で実施した。測線 A における測定波形例を図
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図-13 測線 A の Fourier スペクトル(建物 B)

図-16 実測による位相速度と理論 Rayleigh 波分散曲線
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図-14 測線 A の距離減衰特性(建物 B)
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-12 に示す。図-13 に測線 A の A1～A5 における Fourier

スペクトル（波形の紡錘形部分の 5 秒間）を示す。30Hz

付近にスペクトルのピークが見られる。図-14 に 10～

60Hz（@10Hz）のピーク周波数におけるスペクトル振幅

の距離減衰特性を示す。30Hz のスペクトル振幅は距離

が遠くなるに従い最初は顕著に低減するが，その後低減

は見られない。他の周波数についてはばらつきはあるも

のの距離に伴う振幅の低減は顕著に見られない。 

図-15 に 10～60Hz（@10Hz）の各ピーク周波数を中心

周波数とする狭帯域バンドパスフィルターを施した波

形から求めた走時曲線，図-16 にこの走時曲線の近似直

線から求めた各周波数成分の位相速度（プロット）と表

-3 に示した S 波速度構造に基づく理論 Rayleigh 波分散

曲線（実線：位相速度，点線：群速度）を示す。位相速

度は Rayleigh 波分散曲線に比べて大きく，その多くが約

1000m/s 付近に分布している。この速度は表面波が卓越

している建物 A付近の周辺地盤の 5倍以上の位相速度で

ある。したがって，建物 B における地盤振動は表面波よ

り実体波が優勢であると推測される。これは，建物 B 付

近を通過する地下鉄軌道の深度が深いため，表面波が生

成されにくいことに起因しており，地下深部で発生した

地下鉄振動は非常に小さな入射角（ほぼ鉛直）で地表に

達するため，見かけの位相速度が大きくなっていると考

えられる。 

ｄ）基礎の入力損失特性 

図-17 に地表面に対する基礎のスペクトル比を示す。

スペクトル比は 10Hz 付近から 1 以下となり，60Hz 付近

で最小値となり，これより高周波振動では再び大きくな

る。建物 A の周辺地盤と比較すると，高振動数側のスペ

クトル比の増大を除けば建物 B の方が入力損失の効果

が小さい。これは，建物 A の周辺地盤では表面波が卓越

しているのに対し，建物 B の周辺地盤では実体波が卓越

していることに起因していると考えられる。すなわち，

波動の位相遅れと基礎長さとの相対関係から入力損失

の程度が決まると仮定すると，見かけの位相遅れが大き

い表面波が卓越する場合よりも，見かけの位相遅れの小

さい実体波が卓越する場合の方が，入力損失が小さいと

考えられる。ただし，建物 B の周辺地盤においても高周

波数側で再び入力損失が小さくなる傾向が見られ，今後

その原因を究明する必要があると考えている。 

ｅ）建物内における振動伝搬特性 

図-18に 1Fに対する 3F, 6F, 8Fのスペクトル比を示す。

凹凸があるものの，高周波数領域においてどの階に対し

ても平均的に 1 程度以上となっている。建物 A と同様に

図-17 Fourier スペクトル比(建物 B; 1F/地表) 

図-18 Fourier スペクトル比(建物 B; 各階/1F) 

図-19 建物 C と地下鉄に関する概要図
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図-20 建物 C と Fourier スペクトル比(各階/B2F) 
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建物内における振動の減衰は小さいと考えられる。 

 

（３）建物 C における振動測定結果 

ａ）測定概要 

図-19 に建物 C と地下鉄函体に関する諸図を示す。な

お竣工は昭和初期であり，建物と地下鉄に関する図面が

ないため，寸法は一部の実測値から推定した。建物は約

16m×10m のほぼ長方形をした 8 階建の事務所である。

構造種別は SRC 造（非充腹）であり，基礎形式は未確

認であるが基礎深度･地盤状況から直接基礎と推定され

る。対象建物は測定後間もなく解体され現在は存在しな

い。測定には周波数範囲が DC～100Hz である 1 成分加

速度計（VM-5122，IMV㈱製）を用いた。同図にピック

アップの配置を示す。データはサンプリング周波数

1kHz，A/D 変換は 16bit で収録した。 

ｂ）測定結果 

図-20 に B2F に対する各階（1F, 5F, 8F）の Fourier ス

ペクトル比（UD 成分）を示す。スペクトル比は前述し

た 2建物における分析と同様に各測定結果のアンサンブ

ル平均とした。ここでは後の解析との関連を見るため

に，Fourier スペクトルに対してバンド幅 0.5Hz の平滑化

処理を行った。約 50Hz より低周波数側ではおおむね 1

を上回っているが，高周波数側では 5F, 8F において 0.5

程度の比較的フラットな値となっており，建物 A, B と

は若干異なった高振動数側で伝達特性が小さい傾向を

示している。このことは，戸境壁や間仕切壁など平面計

画上様々な区画の多い住宅系の建物 A,B に対して，建物

C はほとんど区画がなく，高振動数側で共振するような

部材が少ないことが影響しているものと思われる。 

 

３．質点系応答解析による振動伝搬特性の検討 
 

質点系モデルによる高周波数領域の振動特性の予測

可能性を検討する。ここでは建物 C を対象とする。図-21

に解析モデルを示す。解析モデルは各階の中心に柱梁と

スラブの一部の質量を柱の鉛直ばねを介して連結した

モデル（モデル I）と，さらにそれらの各質点からスラ

ブ振動を模擬する等価ばねを介して 1,2 次有効質量を接

続したモデル（モデル II）とする。図面がないため質量

およびばね定数の各値は推定した部材寸法から換算し，

測定結果を参考に若干修正した値を使用した。減衰定数

はモード別減衰で与え，1 次, 2 次および 3 次以降の振動

モードに対してそれぞれ 0.05, 0.07, 0.10 とした。図-22

に B2F に対する各階の伝達関数を実測と解析とを比較

して示す。約 30Hz 以下の低周波数領域における伝達関

数を見ると，モデル I よりモデル II の方が実測と整合し

ている。ただし，40Hz 付近ではピーク振動数はおおむ

ね整合しているが，モデル I,II とも実測結果より大きな

評価となっている。このことからモデル II のように建物

の各部材の振動特性を適切に評価することができれば，

質点系モデルによって 100Hz 程度までの振動特性を評

価することが可能と考えられる。共同住宅である建物

図-21 解析モデル 

(a)モデル I  (b)モデル II 

図-22 伝達関数の比較 
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A, B に対する解析との整合性については今後の検討課

題としたい。 

 

４．まとめ 
 

地下鉄軌道近傍に建つ 3棟の建物で行った振動測定の

結果，以下のような結論が得られた。 

① 地下鉄通過時における振動の位相遅れは各振動

数に対してほぼ同一であり，地下鉄走行に伴う加

振源はラインソースと看做すことができると考

えられる。 

② 各周波数成分の位相速度から，地上付近を通過す

る地下鉄から発生される波動は表面波を主とす

るが，地表から比較的深い位置を通過する地下鉄

から発生される波動は実体波が主である。 

③ 位相遅れの大きい表面波を受ける基礎のほうが，

見かけの位相遅れの小さい実体波を受ける基礎

よりも入力損失が大きいものと考えられる。 

④ 最下層に対する各階の Fourier スペクトル比は，

振動モードによる凹凸はあるものの，共同住宅

（建物 A, B）よりも事務所建物（建物 C）のほう

が高振動数領域において小さい傾向を示す。 

⑤ 建物全体および各部の振動特性を適切に評価し

た質点系モデルは，高周波数領域においても伝搬

特性を評価できる可能性がある。 

⑥ 今回測定した免震建物（RC 造 13 階建て）におけ

る免震層の上下動に対する振動低減効果は顕著

でない。 
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コンクリートの非破壊圧縮強度推定法の開発 

－構造体コンクリートへの適用に関する検討－ 
 

Development of Nondestructive Inspection Method for Estimating Concrete Strength 

－Study of the Application to Concrete in Structures－ 

 

立見 栄司 EIJI TATSUMI  

 

 

 

衝撃弾性波の伝播速度を用いた非破壊圧縮強度推定法を構造体コンクリートに適用する場合，その弾性波速度

を適切に測定するため，弾性波速度測定に影響を及ぼす要因について検討する必要がある。本報告では，構造体

コンクリートを模擬した 2 種類の試験体に関する実験により，弾性波速度の内部特性および鉄筋の弾性波速度が

コンクリート表面で測定された弾性波速度に及ぼす影響を明らかにした。 

キーワード：構造体コンクリート，非破壊検査，衝撃弾性波，弾性波速度，圧縮強度，鉄筋 

In a case to apply the proposed nondestructive inspection method to concrete in structures, it is essential to 

evaluate the elastic wave velocity appropriately by existence of some influence factors to the measurement 

velocity. This paper described experiments conducted on two kinds of specimen modeling concrete structures 

and clarified the influence of internal velocity distribution and existence of reinforcements, on the elastic 

wave velocity measured at the surface of concrete. 

Key Words: Concrete in Structures, Nondestructive Inspection, Impact-Elastic Wave, Elastic Wave Velocity, 

Compressive Strength, Reinforcement 

 

 

１．はじめに 
 

筆者はコンクリートの圧縮強度を従来の反発度法や超

音波法 1),2)とは異なる衝撃弾性波の伝播速度（弾性波速

度）から推定する方法，いわゆる「衝撃弾性波によるコ

ンクリートの非破壊圧縮強度推定法」3)を開発した。この

方法は，強度を測定する部位に振動検出器を当て，その

近傍をハンマーで軽く叩くだけの極めて簡便な方法で圧

縮強度が推定できることを特徴としている。 

すでに現場展開を意図した試作機を作製し，場所打ち

コンクリート杭の杭頭強度確認 4)を中心に，施工中の構造

体コンクリート（壁・スラブ・梁）の強度推定など，施

工時の強度管理に適用した結果，高い実用性を確認した。 

本方法は，コンクリート表面で弾性波速度を測定し，

弾性波速度と圧縮強度との関係を用いて強度を推定して

いるため，弾性波速度に影響を及ぼす要因が推定精度の

低下や誤差を招く可能性がある。そこで，推定精度の向

上および適用範囲を把握する観点から，既往の研究 5)にお

いて，コンクリートの使用材料，調合および養生方法な

ど，コンクリートの構成要素が弾性波速度と圧縮強度と

の相関関係に及ぼす影響について検討した。その結果，

普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートの場

合，粗骨材の量や種類などが一般的な調合の範囲（圧縮

強度が 20～70N/mm2）であれば，その構成要素が弾性波

速度と圧縮強度との関係に及ぼす影響は比較的小さいこ

とを確認し，これらの検討結果を基に標準的なコンクリ

ートに対する圧縮強度推定式を設定した。 

一方，コンクリートの含水率が超音波速度（音速）に

影響を及ぼすことは多くの研究 6),7)から知られているが，

衝撃弾性波に関する系統的な研究はあまり見られないた

め，昨年度は含水率が弾性波速度に及ぼす影響について

検討 8)した。そして，既報 5)で設定した圧縮強度推定式が

含水率を考慮した強度推定式に拡張できる可能性を明ら

かにした。 
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さらに，本方法を構造体コンクリートの強度推定に適

用する場合，その内部と表面（表層）の弾性波速度が異

なること，また，コンクリート中の鉄筋が弾性波速度に

影響を及ぼす 9)ことなどの特性を把握する必要がある。 

本報告では，構造体コンクリートの弾性波速度を適切

に測定することを目的に，構造体コンクリートを模擬し

た試験体を用いた実験により，弾性波速度の内部特性お

よび鉄筋の弾性波速度がコンクリート表面で測定された

弾性波速度に及ぼす影響等を検討する。 

 

２．実験概要 
 

（１）実験の目的および実験項目 

構造体コンクリートの弾性波速度は，表層部と内部と

では異なり，一般的には内部が速い。これにはコンクリ

ートの型枠,打設方法,養生方法,発熱および乾燥などの

要因が考えられる。また，弾性波速度はコンクリートよ

り鋼材の方が速いため，鉄筋コンクリートの場合，鉄筋

近傍の弾性波速度は鋼材の影響を受けて見掛けの速度と

して速くなる可能性がある。弾性波速度測定方法におい

て，図-1 に示すように，コンクリート表面に設置した二

つのセンサーにより，その延長線上を打撃して発生させ

た衝撃弾性波の位相速度を測定する場合，コンクリート

と鉄筋の相対的な弾性波の速度差により，鉄筋を通って

センサーに到達する経路（経路 C）がコンクリート表面

を伝播する経路（経路 A）よりも時間的に短いとき，測

定された弾性波速度は，見掛け上，実際より速くなる。 

本研究で対象とする圧縮強度推定法は，コンクリート

の弾性波速度を測定し，弾性波速度と圧縮強度との相関

関係から圧縮強度を算出している。このため，測定した

弾性波速度が構造体コンクリート本来のものとは異なる

場合，推定圧縮強度の精度に影響を及ぼすことになる。

本強度推定法を構造体コンクリートに適用する際に，あ

らかじめ弾性波速度測定に関する問題点を検討すること

は，推定精度向上の観点から非常に重要であると考える。 

そこで，本報告では 2 種類の実験を計画した。表-1 に

実験概要を示す。実験(1)は構造体コンクリートの弾性波

速度特性を把握するものである。ここでは，構造体模擬

試験体（1,000W×700D×300H）により，コンクリート表

面で測定した弾性波速度と試験体から採取したコア供試

体の弾性波速度を比較した。実験項目は，コア供試体の

弾性波速度と圧縮強度との関係，模擬試験体表面の弾性

波速度，模擬試験体の弾性波速度分布およびコア供試体

と模擬試験体の弾性波速度の関係とした。次に，実験(2)

はコンクリート中の鉄筋が弾性波速度に及ぼす影響を把

握するものである。鉄筋が弾性波速度に影響を及ぼす因

子として，水セメント比，鉄筋径，かぶり厚さおよび測

定角度が考えられる。測定角度とは弾性波速度測定の測

線と鉄筋との成す角度である。水セメント比，鉄筋径お

よびかぶり厚さを変えた鉄筋コンクリート壁の試験体を

作製し，弾性波速度分布を測定した。実験項目は，水セ

メント比の異なるコンクリートに対する鉄筋の影響，鉄

筋径がコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響，かぶり

厚さがコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響および測

定角度がコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響とした。 

各実験の試験体は，水セメント比が 40，50 および 60%

の 3 種類とし，打設後 5 日目に型枠脱型され，実験室内

で気中養生された。実験(1)の測定は材齢 7，14，28 およ

び 56 日に行い，実験(2)は材齢 8 週に行った。 

 

（２）使用材料および調合 

コンクリートは生コンプラント製である。使用材料を

表-2 に，コンクリートの調合および実測スランプ,空気量

を表-3 に示す。セメントは普通ポルトランドセメントを，

細骨材は茨城県稲敷郡産の陸砂および栃木県栃木市産の

砕砂を等率混合で，粗骨材は栃木県安蘇郡産の砕石を使

用した。粗骨材は硬質砂岩で，最大寸法は 20mm，かさ容

積は 0.60m3/m3とし，目標スランプは 18cm および目標空

気量は 4.5%とした。 

表-3 コンクリートの調合および実測スランプ,空気量

Ｗ Ｃ Ｓ Ｇ

40 42.5 190 475 679 943 20.5 5.8

50 45.0 182 364 770 967 18.5 4.1

60 47.3 180 300 837 956 17.0 4.5

実測スラ

ンプ（cm）

実測空気

量（％）

水セメント比

（％）

ｓ／ａ

（％）

単位量（kg/m3）

図-1 弾性波速度測定方法および弾性波の伝播経路模式図

センサー2 センサー1

被り厚
d

打撃

鉄筋

コンクリート表面

Li=350L=300

経路Ａ
経路Ｂ経路Ｃ

表-1 実験概要 
実験項目

(1) コア供試体の弾性波速度と圧縮強度との関係

(2) 模擬試験体表面の弾性波速度

(3) 模擬試験体の弾性波速度分布

(4) コア供試体と模擬試験体の弾性波速度の関係

(1) 水セメント比の異なるコンクリートに対する鉄筋の影響

(2) 鉄筋径がコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響

(3) かぶり厚さがコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響

(4) 測定角度がコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響

実験シリーズ

構造体コンクリートの

弾性波速度特性

実験(1)

実験(2) コンクリート中の鉄筋

が弾性波速度に及ぼす
影響

表-2 使用材料 
主材料

セメント

細骨材

粗骨材

種 類・性 質

普通ポルトランドセメント（密度3.16g/cm3、比表面積3,280cm2/g）

茨城県稲敷郡産・陸砂（表乾密度2.58,粗粒率2.20）、

栃木県栃木市産・砕砂（表乾密度2.62,粗粒率3.10）、50:50混合

栃木県安蘇郡産・砕石（表乾密度2.67g/cm3，実積率60.0%）
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コンクリート供試体は，φ100×200mm の円柱供試体を

用い，水セメント比および測定材齢ごとに 3 体ずつ作製

し，標準養生を行った。 

 

（３）弾性波速度の測定方法 

円柱供試体の弾性波速度 Vpは，既報 5)と同様に，衝撃

弾性波の多重反射波を測定し，スペクトル解析により，

反射波の 1 次振動数 f1および供試体の長さ L から式(1)に

より算出した。この方法は，インパクトエコー法 10)とし

て一般的であり，円柱供試体のように形状が単純で整っ

た部材において，比較的安定した測定結果が得られる。 
 
 Vp = 2L･f1                     (1) 
 

試験体の弾性波速度測定方法は，位相法 11）と透過法を

用いた。位相法は，図-1 に示すように，コンクリート表

面に設置した二つのセンサーにより，その延長線上を打

撃して発生させた衝撃弾性波の位相速度を測定する方法

であり，試験体表面の弾性波速度測定に用いた。他方，

透過法は，センサーを内蔵したハンマー（インパルスハ

ンマー）でコンクリート表面を打撃し，弾性波が構造体

内部を透過して反対面に到達したときの位相速度を測定

する方法である。この方法も位相法の一種であるが，超

音波測定法で用いられる透過法に似ているので，透過法

と呼ばれている。透過法は，構造体内部を伝播する弾性

波速度を測定できるので，奥行き寸法が既知の場合は，

有効な測定方法である。 

 

３．構造体コンクリートの弾性波速度特性 
 

（１）構造体模擬試験体および弾性波速度測定部位 

この実験シリーズは，構造体コンクリートの弾性波速

度特性を把握するものである。図-2 に構造体模擬試験体

概要図を示す。試験体は無筋で 3 体作製した。寸法は長

辺方向 1,000mm，短辺方向 700mm および高さ 300mm，

水セメント比は 40，50 および 60%である。弾性波速度測

定は材齢 7，14，28 および 56 日に実施した。コア供試体

は，図-2 のように，φ100 のボーリングマシンで採取さ

れたコアのコンクリート打設面を切除され，φ100×

200mm に端面成型されたもので，材齢ごとに 3 本採取さ

れた。 

位相法による試験体表面の弾性波速度測定は，長辺方

向の 1,000×300mm の面（側面）で行った。透過法による

試験体内部の弾性波速度測定は 700mmの透過距離を持つ

短辺方向で行い，測定点は，図-2 の①～⑥で示すように，

長辺方向の側面の端部から中央までを 100mm 間隔（端部

のみ 50mm 間隔）とした位置である。 

 

（２）コア供試体の弾性波速度と圧縮強度との関係 

標準養生による円柱供試体の弾性波速度と圧縮強度と

の関係を図-3 に示す。比較のために，既報 5)で設定した

圧縮強度推定式を図中に示す。各凡例記号の点は左から

材齢 7，14，28 および 56 日を示している。円柱供試体の

弾性波速度と圧縮強度との関係は，材齢 7 日および 14 日

は圧縮強度推定式に載っていないが，材齢 28 日および 56

日は非常によく載っていた。この傾向は普通ポルトランド

セメントの特性とは異なり，むしろ高炉セメント B 種の

弾性波速度と圧縮強度との関係 5)に類似している。 

円柱供試体およびコア供試体の弾性波速度と圧縮強度

図-2 構造体模擬試験体概要図 

図-4 円柱供試体およびコア供試体の弾性波速度と 

圧縮強度との関係 
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図-3 円柱供試体の弾性波速度と圧縮強度との関係 
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との関係を比較して図-4 に示す。同一強度に対する弾性

波速度は，全般的にコア供試体が円柱供試体より遅い傾

向が見られるものの，両者とも圧縮強度との相関関係は

比較的よく一致していた。これにより，構造体コンクリ

ートの弾性波速度と圧縮強度との関係は，標準養生によ

る円柱供試体の弾性波速度と圧縮強度との関係にほぼ一

致していることが確認された。 

 

（３）模擬試験体表面の弾性波速度 

材齢 7，14，28 および 56 日において，構造体模擬試験

体の長辺方向の側面で，図-5 に打撃方法を示すように，

打撃面の違いによる 2 種類の位相法による実験を実施し

た。打撃面の違いによる弾性波速度の比較を図-6 に示す。

横軸に示す直交面打撃の弾性波速度とは，センサーの延

長線上の測定面と直交する側面を打撃すること（打撃A），

すなわち，粗密波の進行方向に打撃することにより測定

した位相速度である。他方，縦軸に示す同一面打撃の弾

性波速度とは，センサーの延長線上の測定面を打撃する

こと（打撃 B）により測定した位相速度である。この結

果，両者はほぼ一致しており，測定に適した打撃方法が

可能であることが確認された。 

試験体表面の弾性波速度の材齢変化を図-7 に示す。試

験体表面の弾性波速度は，材齢 28 日までは顕著な増加が

見られたが，その後 56 日までは，円柱供試体の弾性波速

度の増加量に比較してわずかな増加に留まった。これは，

加齢とともに試験体表面から乾燥が進み，含水率の減少

が弾性波速度の成長に影響を及ぼしたものと考えられる。 

 

（４）模擬試験体の弾性波速度分布 

材齢 7，14，28 および 56 日において，構造体模擬試験

体の短辺方向で透過法により，試験体内部の弾性波速度

分布を測定した。一例として，材齢 14 日における模擬試

験体内部の弾性波速度分布を図-8 に示す。試験体内部の

弾性波速度の分布は，水セメント比に関係なく，端部の

5cm は遅くなる傾向があるものの，大きな変動・バラツ

キはなく，ほぼ一定値を示していた。 

試験体内部と端部の弾性波速度の比較を図-9 に示す。

ここで，試験体内部とは端部から 10～50cm の部位を，試

験体端部とは端部の 5cm の部位をいう。試験体内部の弾

性波速度は，内部 5 測点の平均値である。試験体内部と

端部の弾性波速度を比較すると，水セメント比に拘らず，

試験体内部が若干速い傾向が見られた。また，加齢に伴

う弾性波速度の増加は，試験体端部に比べ，試験体内部

に顕著な傾向が見られ，その差は水セメント比が大きい

ほど顕著であった。この傾向は試験体表面の弾性波速度

図-6 打撃面の違いによる弾性波速度の比較 
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図-7 試験体表面の弾性波速度の材齢変化 
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図-8 模擬試験体内部の弾性波速度分布 
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図-9 試験体内部と端部の弾性波速度の比較 
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の材齢変化（図-7）にも共通する含水率の影響であると

考えられる。すなわち，水セメント比が大きいコンクリ

ートほど，緻密性が低いため，表層部の含水率の低下量

が大きくなり，弾性波速度に及ぼす含水率の影響が大き

く現れたためであると思われる。 

 

（５）コア供試体と模擬試験体の弾性波速度の関係 

試験体内部とコア供試体の弾性波速度の比較を図-10

に示す。試験体内部とコア供試体の弾性波速度は，コア

供試体がわずかに速い傾向が見られるものの，水セメン

ト比，材齢に拘らず，ほとんど一致していた。図中の太

い直線は回帰式であり，凡例に直線の式を示す。回帰式

より算出した試験体内部とコア供試体の弾性波速度の差

は約 1.5%であるが，強い相関性が認められた。これによ

り，透過法でコンクリート内部の弾性波速度を高い精度

で測定できること，この結果，構造体コンクリートの強

度推定が可能であることが確認された。 

他方，試験体表面とコア供試体の弾性波速度の比較を

図-11 に示す。試験体表面とコア供試体の弾性波速度は，

水セメント比および 28日以下の材齢に対して依存性がな

く，強い相関性が見られた。しかしながら，各凡例記号

右端の材齢 56 日の場合，試験体表面の弾性波速度は，(3)

節で述べたように増加量が小さいため，材齢依存性が見

られた。図中の太い直線は材齢 28 日までの相関関係から

求めた回帰式である。この回帰式から算出した試験体表

面の弾性波速度はコア供試体より約 3.5%遅くなった。こ

の結果，コンクリート表面で測定した弾性波速度から推

定した強度は，構造体コンクリートの強度より低い可能

性がある。したがって，適切な推定を行うためには，実

験データを蓄積することにより，強度補正を施す必要が

あるものと考える。 

 

（６）まとめ 

3 章では，構造体模擬試験体の表面で測定した試験体内

部の弾性波速度およびコア供試体の弾性波速度等を比較

検討し，以下のことを明らかにした。 

①円柱供試体およびコア供試体の弾性波速度と圧縮強

度との関係は比較的よく一致していた。これにより，

構造体コンクリートの弾性波速度と圧縮強度との関

係は，標準養生による円柱供試体の弾性波速度と圧

縮強度との関係にほぼ一致することが確認された。 

②試験体表面の弾性波速度測定において，打撃面を直

交面および同一面とした 2 種類の位相法を実施した。

直交面打撃の弾性波速度と同一面打撃の弾性波速度

はほぼ一致しており，測定に適した打撃方法が可能

であることが確認された。 

③試験体表面の弾性波速度は，材齢 28 日までは顕著な

増加が見られたが，その後 56 日までは，円柱供試体

の弾性波速度の増加量に比較してわずかな増加に留

まった。これは，加齢とともに試験体表面から乾燥

が進み，含水率の減少が弾性波速度の成長に影響を

及ぼしたものと考えられる。 

④試験体の短辺方向で透過法により弾性波速度分布を

測定した。試験体内部と端部の弾性波速度を比較す

ると，水セメント比に拘らず，試験体内部が若干速

い傾向が見られた。また，加齢に伴う弾性波速度の

増加は，試験体端部に比べ，試験体内部が大きい傾

向が見られた。 

⑤試験体内部とコア供試体の弾性波速度は，水セメン

ト比，材齢に拘らず，ほぼ一致していた。これによ

り，透過法でコンクリート内部の弾性波速度を測定

できること，この結果，構造体コンクリートの適切

な強度推定が可能であることが確認された。 

⑥試験体表面とコア供試体の弾性波速度は，水セメン

ト比および 28 日以下の材齢に対して依存性がなく，

強い相関性が見られたが，材齢 56 日では，材齢依存

性が見られた。試験体表面の弾性波速度はコア供試

体に比べて遅くなる傾向があるため，コンクリート

表面で測定した弾性波速度から推定した強度は，実

際より低く評価される可能性がある。 

図-10 試験体内部とコア供試体の弾性波速度の比較
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図-11 試験体表面とコア供試体の弾性波速度の比較 
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４．コンクリート中の鉄筋が弾性波速度に及ぼす影響 
 

（１）実験項目および試験体概要 

鉄筋の弾性波速度がコンクリート表面で測定した弾性

波速度に影響を及ぼす因子には，前述したように，水セ

メント比，鉄筋径，かぶり厚さおよび測定角度がある。

これらの因子が弾性波速度に及ぼす影響を明らかにする

ため，表-4 に実験項目に対する影響因子および水準を示

す。それぞれの影響因子と水準は，水セメント比が 40，

50 および 60%，鉄筋径が D16 および D25，かぶり厚さが

25 および 40mm，測定角度が 0，30 および 45 度である。 

鉄筋コンクリート壁試験体概要図を図-12 に示す。試

験体は，自立させるため，D16 で配筋された壁（A-A’断

面）と D25 で配筋された壁（B-B’断面）とが T 型平面を

成している。それぞれの壁はダブル配筋とし，かぶり厚

さは一方が 25mm，他方が 40mm である。測定の対象とし

た鉄筋は縦筋で，200mm 間隔に配筋した。試験体数は水

セメント比ごとの 3 体とした。コンクリートは生コンプ

ラント製であり，使用材料，調合等は 2 章の(2)節に示す。

試験体は，打設後 5 日目に脱型され，実験室内において

気中養生された。弾性波速度測定は材齢 8 週に行った。 

 

（２）水セメント比の異なるコンクリートに対する鉄筋の影響 

水セメント比の異なる試験体の弾性波速度分布を図

-13～図-15 に示す。図-13 は鉄筋径 D25，かぶり厚さ

25mm の弾性波速度分布であり，図-14 は鉄筋径 D25，か

ぶり厚さ 40mm の弾性波速度分布である。また，図-15

は鉄筋径 D16，かぶり厚さ 25mm の弾性波速度分布であ

る。各図の横軸は試験体壁面に無かい右端からの距離を

示し，縦軸は 20mm 間隔で測定した測定角度 0 度の弾性

波速度である。凡例は水セメント比－鉄筋径－かぶり厚

さを示す。いずれの水セメント比の場合にも，弾性波速

度に山と谷の変動が見られ 10)，山部は破線で示す鉄筋位

図-13 鉄筋径 D25，かぶり厚さ 25mm の弾性波速度分布
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図-14 鉄筋 D25，かぶり厚さ 40mm の弾性波速度分布 
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図-12 鉄筋コンクリート壁試験体概要図 

表-4 実験項目に対する影響因子および水準 

水セメント比(%) 鉄筋径(mm) かぶり厚さ（mm） 測定角度(度)

16 25
25 25,40

(2)鉄筋径がコンクリートの弾性波
　速度に及ぼす影響

50 16,25 25 0

(3)かぶり厚さがコンクリートの
　弾性波速度に及ぼす影響

50 25 25,40 0

(4)測定角度がコンクリートの弾性波
　速度に及ぼす影響

50 25 25 0,30,45

影 響 因 子
実験項目

(1)水セメント比の異なるコンクリート
　に対する鉄筋の影響

40,50,60 0

図-15 鉄筋 D16，かぶり厚さ 25mm の弾性波速度分布
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置に，谷部はその中間に対応していた。これにより，山

部は鉄筋の影響により速度が速く測定され，谷部は本来

のコンクリートの弾性波速度か，それに近い速度である

と考えられる。また，水セメント比が小さいコンクリー

トほど，弾性波速度の変動全体が速い値を示した。D16

は弾性波速度の変動が小さいので，D25（図-13）に着目

すると，水セメント比が 40%と 60%の弾性波速度の差は，

鉄筋直近より中間の方が大きい傾向が見られた。このこ

とは，水セメント比が大きいコンクリートほど，弾性波

速度が遅いので，鉄筋の影響を受けて見掛けの弾性波速

度が増加する割合が高くなると考えられる。 

 

（３）鉄筋径がコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響 

水セメント比 50%について，鉄筋径の違いによるコン

クリートの弾性波速度分布を図-16 に示す。D16 と D25

による壁の弾性波速度分布に大きな相違が見られ，D16

の場合には速度の変動が小さかった。鉄筋の影響を受け

なければ，弾性波速度分布の谷部では D16 と D25 の弾性

波速度は一致すると思われるが，本試験体の場合は一致

しなかった。これは，現実の配筋間隔を想定して 200mm

としたことで，D25 の場合には鉄筋中間のコンクリート

においても鉄筋の影響を受けたものと推測される。この

ことを説明するため，試験体の上下間で鉄筋および鉄筋

中間のコンクリートの弾性波速度を透過法により測定し

た。表-5 に試験体の上下間で測定した弾性波速度を示す。

この結果においても，D16 と D25 の鉄筋中間のコンクリ

ートを伝播する速度は異なり，弾性波速度分布の谷部の

速度（図-16）とほぼ対応している。 

さらに，参考文献 10)に記載されている鉄筋を伝播経路

とした最短時間を算出する式から計算した速度値を表-5

で比較した。このとき，鉄筋の伝播速度には表-5 に示す

鉄筋を伝播する速度を用い，コンクリートの伝播速度に

は D16 で測定したコンクリートを伝播する速度を用いた。

この結果，D16 および D25 ともコンクリートを伝播する

速度の計算値は測定値とほぼ一致した。すなわち，D16

の場合，コンクリートの弾性波速度として仮定した値と

これを用いた計算値とが一致した。これにより，D16 の

中間点では，鉄筋の影響が現れるか否かの境界にあった

と推測される。なお，D25 の場合，測定値が計算値より

若干遅い理由は，コンクリートを直接伝播した弾性波よ

り鉄筋を迂回した弾性波のセンサーへの到達時間がわず

かに早いので，それぞれの波頭が僅差で重なり，弾性波

の立ち上り時間の算定に誤差が生じたためと思われる。 

以上の結果から，鉄筋が弾性波速度に及ぼす影響は鉄

筋径に依存し，比較的細径の鉄筋では影響が小さいこと

が確認された。これは，コンクリートの拘束により，鉄

筋を伝播する弾性波速度が周囲の弾性波速度の影響を受

けるので，細い鉄筋ほど相対的にコンクリートの影響が

大きくなり，鉄筋の見掛けの弾性波速度が遅くなるため，

コンクリートへの影響が小さくなると考えられる。 

 

（４）かぶり厚さがコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響 

水セメント比 50%，鉄筋径 D25 について，かぶり厚さ

の違いによるコンクリートの弾性波速度分布を図-17 に

示す。かぶり厚さ 25mm，40mm ともに弾性波速度分布は

非常に類似しており，本試験体では，異なるかぶり厚さ

による弾性波速度の明瞭な相違は見られなかった。この

理由として，図-1 に示す弾性波の伝播経路模式図におい

て，衝撃弾性波のセンサーへの到達時間が経路 A よりも

経路 B および経路 C の方が早い場合，センサー間の伝播

時間差は経路(C-B)に要する時間となり，結局，弾性波が

鉄筋中をセンサー間隔(L)だけ伝播するのに要する時間と

なるためであると考えられる。ちなみに，表-5 に示す水

セメント比 50%の鉄筋を伝播する速度である 4744m/s と

図-17 に示す弾性波速度分布のピーク値である 4705m/s

とはほぼ一致していた。 

図-16 鉄筋径の違いによるコンクリートの弾性波速度分布

3800

4000

4200

4400

4600

4800

100 200 300 400 500 600 700

距 離 (mm)

弾
性

波
速

度
(m

/
s)

50-25-25

50-16-25

表-5 試験体の上下間で測定した弾性波速度 

D25 D16 D25 D16

40 4753 4361 4161 (4187) 4019 (4000)

50 4744 4298 4108 (4147) 3936 (3929)

60 4682 4218 4012 (4078) 3850 (3849)

(  ) は計算値

鉄筋を伝播する速度 コンクリートを伝播する速度

弾性波速度(m/s)
水セメント比

(%)

図-17 かぶり厚さの違いによるコンクリートの弾性波速度分布
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（５）測定角度がコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響 

測定角度の違いによるコンクリートの弾性波速度分布

を図-18 に示す。写真-1 に測定角度が 45 度の測定状況を

示す。測定角度が大きくなるに従い，鉄筋の影響による

弾性波速度の変動は小さくなった。これは，鉄筋と速度

測定の測線との成す角度が大きくなると，鉄筋を伝播す

る弾性波の経路よりもコンクリートを直接伝播する経路

A(図-1)が最短時間になるためであると考えられる。測定

角度が 45 度の場合，図-18 の谷部の弾性波速度 4029m/s

は，測定角度 0 度の谷部の速度 4136m/s より 107m/s 遅く

なり，鉄筋の影響を受けていないと考えられる D16 のコ

ンクリートを伝播する速度 3936m/s に近づく傾向が見ら

れた。これにより，45 度の測定角度により鉄筋の影響を

かなり排除できるものと思われる。 

 

（６）まとめ 

4 章では，鉄筋コンクリート壁の試験体により，鉄筋の

弾性波速度がコンクリート表面で測定した弾性波速度に

及ぼす影響を検討し，以下のことを明らかにした。 

①鉄筋コンクリート壁の弾性波速度分布に山と谷の変

動が見られ，山部は鉄筋位置に，谷部はその中間に

対応していた。これにより，鉄筋の弾性波速度はコ

ンクリート表面で測定した弾性波速度に影響を及ぼ

すことが確認された。 

②水セメント比が大きく，相対的に弾性波速度が遅い

コンクリートほど，鉄筋の影響を受けて見掛けの弾

性波速度が増加する傾向が見られた。 

③鉄筋が弾性波速度に及ぼす影響は鉄筋径に依存する

ため，比較的細径の鉄筋では影響が小さい。 

④本実験では，かぶり厚さを 25mm および 40mm とし

たが，弾性波速度分布に明瞭な相違は見られなかっ

た。本測定法では，コンクリート表面より鉄筋中を

伝播する方が，弾性波がセンサーに到達する時間が

早い場合，かぶり厚さは無関係になるためであると

考えられる。 

⑤測定角度が大きくなるに従い，鉄筋の影響による弾

性波速度の変動は小さくなった。測定角度が 45 度の

谷部の弾性波速度は鉄筋の影響が比較的小さいと考

えられる。 

 

５．おわりに 

 

本報告では，構造体コンクリートの弾性波速度を適切

に測定することを目的に，構造体コンクリートを模擬し

た 2 種類の試験体を用いた実験により，コンクリート表

面で測定された弾性波速度の内部特性，および鉄筋の弾

性波速度がコンクリートの弾性波速度に及ぼす影響を検

討した。 

コンクリート表面で測定された弾性波速度の内部特性

に関しては，透過法により測定した弾性波速度が試験体

から採取したコア供試体の弾性波速度とほぼ一致したこ

とから，透過法がコンクリート内部の弾性波速度測定に

有効であり，この結果，構造体コンクリートの適切な強

度推定が可能であることが確認された。また，試験体表

面の弾性波速度は，材齢 56 日で材齢依存性が見られたこ

と，および試験体内部の弾性波速度より若干遅い傾向が

あることが確認された。このため，コンクリート表面の

弾性波速度から推定された強度は実際より低く評価され

る可能性がある。 

一方，鉄筋の弾性波速度がコンクリート表面で測定し

た弾性波速度に及ぼす影響に関しては，鉄筋コンクリー

ト壁の弾性波速度分布に山と谷の変動が見られ，鉄筋が

コンクリートの弾性波速度に影響を及ぼすこと，および

最も影響が大きい因子は鉄筋径であることが確認された。

しかしながら，弾性波速度の測定角度を大きくすると鉄

筋の影響は減少し，測定角度が 45 度の場合は鉄筋の影響

が比較的小さくなった。したがって，45 度の測定角度に

より鉄筋の影響をかなり排除できるものと思われる。 

今後は，構造体コンクリートの表面と内部の弾性波速

写真-1 測定角度が 45 度の測定状況 

図-18 測定角度の違いによるコンクリートの弾性波速度分布
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度の違い，および鉄筋の弾性波速度に及ぼす影響を低減

するため，速度補正係数の検討および弾性波速度測定法

の改良などの課題に取り組む必要があるものと考える。 
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直動転がり免震支承（ＣＬＢ）の摩擦特性に関する実験的研究 
－傾斜・捻れによる摩擦係数の変化について－ 

  

Experimental Study on Friction Characteristics of Cross Linear Bearings (CLB) 
- Variation in Coefficient of Friction under Inclination or Torsion Conditions - 

  

原田 浩之 HIROYUKI HARADA 

鈴木 亨  TORU SUZUKI 

免制震技術部  木田 英範 HIDENORI KIDA 

  

直動転がり免震支承(CLB)は，リニアガイドを利用した低摩擦の支承材であり,基本的な摩擦特性はすでに

明らかにされている。しかし，地震動や暴風などによりCLBが取り付く部材に傾斜や捻れが生じた場合の摩擦

特性については，十分に検討されていない。そこで筆者らは，CLBの上下フランジプレート間に相対的な傾斜

や捻れを強制的に与えた状態で圧縮せん断実験を行い，摩擦係数の変化について検討した。その結果，傾斜や

捻れによる摩擦係数の変化を定量的に評価することができた。 

キーワード：免震，転がり支承，リニアガイド，摩擦係数，変化率 

The friction ability of the CLB has already been clarified under the usual conditions, but has not yet been 

verified under conditions in which the flange plates are inclined or twisted. A series of compression-shear tests 

were executed to clarify the performance of the CLB under inclined or twisted conditions. By undertaking 

these tests, variations in the coefficient of friction relating to inclination and twist were evaluated quantitatively. 

Key Words: Base Isolation, Rolling Isolator, Linear Motion Guide, Coefficient of Friction, Variation Rate 

  

 

１．はじめに 
 

免震構造の適用範囲の拡大や免震性能の高性能化，あ

るいは設計自由度の拡大を目指し，様々な免震部材が開

発・実用化されている。筆者らも，戸建て住宅のような

軽量建築物や高層マンションなどの塔状建築物の免震化，

もしくは免震周期の超長周期化を目指し，直動転がり免

震支承(Cross Linear Bearing：以下CLB)1)を開発し実用

化した。 

しかし，実用化に至るまでの初期の研究開発では，地

震動や暴風などにより，CLBが取り付く部材(梁や基礎

など)に傾斜や捻れが生じた場合の摩擦特性の変化につ

いては十分に検討できておらず，その定量的評価は以降

の研究課題として取り残されていた。 

本報は，CLBの上下フランジプレート間に相対的な傾

斜や捻れを強制的に与えた状態で圧縮せん断実験を行い，

傾斜や捻れによる摩擦特性の変化についてパラメトリッ

クに検討した結果を報告するものである。 

２．ＣＬＢ (Cross Linear Bearing) 

 

CLBは単体では1方向にしか稼動しないリニアガイド

を応力緩和用のゴムシムを介して直角に配置し，平面上

のどの方向にも低摩擦で稼動できるようにした免震支承

である。図-1に示すように，＋型・キ型・井型の3タイ

プがあり，キ型は＋型2基を，井型は＋型4基を一つの

支承に集約している。 

 

３．実験概要 
 

実験は二つに大別でき，一つはCLBの上下フランジプ

レート間に相対的な傾斜を与えた状態で圧縮せん断を行

うもの(以下,与傾斜摩擦実験)，もう一つは相対的な捻

れを与えた状態で圧縮せん断を行うもの(以下,与捻転

摩擦実験)である。 

 

（１）試験体 

表-1に試験体の諸元を示す。試験体は＋型・キ型・

井型の各タイプ1種類ずつとし，タイプ間相互の比較が 
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【＋型】             【キ型】             【井型】 

図-1 CLB の構成 

表-1 試験体の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 実験の全体図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 傾斜と傾斜角の説明図              図-4 捻れと捻れ角の説明図 

 

容易に行えるように同型番のリニアガイドを使用したも

のを選定した。 

 

（２）試験機と計測項目 

図-2に実験の全体図を示す。実験は同一型番の試験

体2基をアクチュエータに接続された加振板の上下に固

定し，鉛直荷重を載荷した後に水平方向に正弦波加振す

るという手順で行った。 

与傾斜摩擦実験では，図-2中に斜線で示した試験体

の上部および下部の平板プレートを傾斜プレートに交換

することにより，上下フランジプレート間に相対的な傾

斜(図-3参照)を与えた。傾斜の程度は，鉛直荷重載荷

後に実測した上下フランジプレート間の相対的な傾斜角

(以下,傾斜角)を用いて評価した。 

与捻転摩擦実験では，鉛直荷重を載荷する前に図-2

中に斜線で示した2枚のプレートを反対方向に捻り，

CLBの上下フランジプレート間に相対的な捻れ(図-4参

照)を与えた。捻れの程度は，上下フランジプレート間

の相対的な捻れ角(以下,捻れ角)および捻りモーメント

の実測値を用いて評価した。 

計測項目は，水平加振を行う際には水平荷重・水平変

位・鉛直荷重・鉛直変位(参考値)の4項目とし，鉛直載

荷を行う際には鉛直荷重と鉛直変位の2項目とした。ま

た，与捻転摩擦実験においてフランジプレートを捻る際

の計測項目は，捻り変位(図-4参照)と捻り荷重とした。

図-5に変位計の取り付け位置を示す。 
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表-2 実験パラメータ 

 

 

 

 

 

図-5 変位計の取り付け位置(キ型CLBの場合) 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 傾斜のない場合    (ⅱ) 加振方向傾斜時   (ⅲ) 加振直交方向傾斜時   (ⅳ) 両方向傾斜時 

図-6 ＋型CLB(CLB250)の履歴ループ [0.007rad 傾斜時] 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 加振直交方向の傾斜角と 
摩擦係数の変化率との関係(CLB250) 

図-8 0 度方向の傾斜角と 

摩擦係数の変化率との関係(CLB500T) 
 

（３）実験パラメータ 

表-2に実験パラメータの一覧を示す。鉛直荷重は各

試験体の長期許容荷重とし，傾斜角は0.007rad，捻れ角

は0.017radを基準に各4段階を設定した。また，水平方

向の加振波形は正弦波，加振振幅は±200～±1000mm 

(200mmピッチ)とし，加振振動数は最大速度が45mm/s

になるように設定した。 

 

４．実験結果 
 

（１）与傾斜摩擦実験 

ａ）＋型ＣＬＢ(CLB250) 

図-6に傾斜角0.007radにおける摩擦係数の履歴ループ

を示す。加振方向に傾斜を与えた場合，摩擦係数はほと

んど変化しておらず，加振方向の傾斜による摩擦係数の

変化は，工学的には無視できる程度であるといえる。一

方，加振直交方向に傾斜を与えた場合，摩擦係数は2割

程度大きくなっており，両方向に傾斜を与えた場合とほ

ぼ等しくなっている。よって，＋型CLBの傾斜による摩

擦係数の変化は，加振直交方向の傾斜角に支配されてい

るといえる。 

図-7に加振直交方向の傾斜角θ1と摩擦係数の変化率

Ｃ1との関係を示す。摩擦係数は傾斜角θ1の増大と共に

大きくなる傾向を示しており，その変化率Ｃ1を指数関

数で回帰すると図中に破線で示した次式となる。 

� �2
11 4500exp ���C    (1) 

式(1)は＋型CLBが加振直交方向に傾斜した時の摩擦

係数の変化率を与える実験式であるが，CLBの構造上，

キ型CLBが90度方向(図-1参照)に傾斜した時の摩擦係数

の変化率も式(1)で与えられるとして問題ないと考える。 

現時点での式(1)の適用範囲は，実験でその整合性が

確認されている傾斜角0.007radまでであり，それ以上の

傾斜が生じる場合には更なる検討が必要となる。しかし，

標準的な免震建築物について，大地震時における免震支

承の傾斜角を試算したところ，RC造で0.002rad，S造で

も0.003rad未満であったため，CLBの傾斜角が0.007rad

を超える可能性は極めて低いと考える。 
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図-9 キ型CLBの0度方向傾斜時における摩擦係数の計算方法 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) 0.004rad 傾斜時     (ⅱ) 0.007rad 傾斜時 
図-10 井型CLB(CLB1000F)の履歴ループ 

図-11 0度および90度方向の傾斜角と 

摩擦係数の変化率との関係(CLB1000F) 
 

ｂ）キ型ＣＬＢ(CLB500T) 

図-8に0度方向の傾斜角θ2と摩擦係数の変化率Ｃ2と

の関係を示す。図中，各プロットは実験結果であり，一

点鎖線は図-9に示す方法で求めた摩擦係数の変化率の

計算値である。実験結果と計算値はよく一致しており，

図-9に示した計算方法の妥当性が確認できる。ここで，

簡単のために計算値を指数関数で近似すると図中に破線

で示した次式が得られる。 

� �22 90exp ���C    (2) 

式(2)は，キ型CLBが0度方向に傾斜した時の摩擦係

数の変化率を与える式であるが，CLBの構造上，井型

CLBが0度または90度のいずれか片方向のみに傾斜した

時の摩擦係数の変化率も式(2)で与えられるとして問題

ないと考える。式(2)によれば，0.004rad,0.007radの傾

斜による摩擦係数の変化はそれぞれ＋43％,＋88％とな

り非常に大きく感じられるが，実際は摩擦係数0.005が

0.007～0.009に変わる程度の変化であるため，免震建築

物の地震応答性状に与える影響は小さいと考える。 

ｃ）井型ＣＬＢ(CLB1000F) 

図-10に0度および90度の両方向に同じ傾斜を与えた

時の摩擦係数の履歴ループを示す。摩擦係数は傾斜のな

い場合に比べ，0.004radの傾斜で2倍，0.007radの傾斜で

3倍程度にまで大きくなっているが，摩擦係数の値は

0.007radの傾斜時でも0.013と十分に小さく，履歴ループ

の形状も良好である。よって，CLBは直交する2方向に

0.007radの傾斜が同時に生じた場合でも，所要の性能を

保持しているといえる。ちなみに，直交する2方向の傾

斜角がそれぞれθx,θyである場合，最大傾斜角θmaxは

式(3)で与えられるため，直交する2方向に0.007radの傾

斜を同時に生じるということは，45度方向に0.010radの

傾斜を生じることと同値となる。 

 

(3) 

図-11に0度および90度の両方向に等しい傾斜角を与

えたときの傾斜角θ3と摩擦係数の変化率Ｃ3との関係を

示す。図中，各プロットは実験結果，一点鎖線は前項と

同様の方法により求めた変化率の計算値，破線は計算値

を指数関数で近似した次式である。 

� �33 180exp ���C    (4) 

実験結果と計算値の近似式はよく一定しており，井型

CLBが0度および90度の両方向に同じだけ傾斜した際の

摩擦係数の変化率は，式(4)で与えられることがわかる。 

（２）与捻転摩擦実験 

ａ）＋型ＣＬＢ(CLB250) 

図-12に捻れを与えた際の摩擦係数の履歴ループを，

図-13に捻れ角と摩擦係数との変化率の関係を示す。 
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(ⅰ) 捻れのない場合    (ⅱ) 0.012rad 捻れ時     (ⅲ) 0.017rad 捻れ時    (ⅳ) 0.022rad 捻れ時 

図-12 ＋型CLB(CLB250)の履歴ループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 捻れ角と摩擦係数の変化率との関係(CLB250)    図-14 捻れ角と捻りモーメントとの関係(CLB250) 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) キ型CLB(CLB500T)              (ⅱ) 井型CLB(CLB1000F) 
図-15 捻れ角と摩擦係数の変化率との関係 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ) キ型CLB(CLB500T)               (ⅱ) 井型CLB(CLB1000F) 
図-16 捻れ角と捻りモーメントとの関係 

 

捻れ角が0.022rad(捻りモーメント46kN･m)以下の範

囲では，履歴ループに大きな変化は認められず，摩擦係

数の数値的な変化も＋2％以下であるため，捻れによる

摩擦係数の変化は工学的には無視できると考える。 

図-14に捻れ角と捻りモーメントとの関係を示す。捻

りモーメントは捻れ角0.017radでリニアガイドの静的許

容モーメント(ブロック内のボールに長期許容圧縮荷重

載荷時と同じ接触応力を作用させるモーメント)と等し

くなり，捻れ角0.022radでその2倍になっている。した

がって，鉛直荷重(圧縮)と同じ考え方1)をすれば，＋型

CLBの捻れ角の許容値は長期で0.017rad，短期で0.022 

radになる。なお，CLBに生じる長期的な捻れとしては，

設置誤差によるものや，地震や暴風等により免震層が変

形した後の残留変形によるものなどが考えられる。 
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ｂ）キ型ＣＬＢ(CLB500T)・井型ＣＬＢ(CLB1000F) 

図-15に捻れ角と摩擦係数の変化率との関係を示す。

捻れによる摩擦係数の変化は，捻れ角が0.017radまでの

範囲では，キ型・井型CLBの場合も＋型CLBと同様に非

常に小さく，工学的には無視できる程度であるといえる。 

図-16に捻れ角と捻りモーメントとの関係を示す。キ

型・井型CLBでは，捻りモーメントがブロックの移動を

誘発する(図-4参照)ため，捻れ角が等しい場合には，

リニアガイドの静的許容モーメントに対する捻りモーメ

ントの比(以下，モーメント比)は，＋型CLBよりも小さ

くなっている。たとえば，0.017radの捻れを生じさせる

モーメント比は＋型CLBでは1.0であるのに対し，キ

型・井型CLBでは0.5になっている。 

したがって，本質的にはキ型・井型CLBの方が＋型

CLBよりも大きな捻れを許容できると考えるが，現在，

摩擦特性が確認できている範囲は捻れ角0.017radまでで

あるため，実際の使用は捻れ角0.017rad以下に留めるの

が穏当であると考える。なお，数種の免震建築物につい

て大地震時における免震支承の捻れ角を試算した結果，

大きな偏芯(偏芯率3％)を与えた場合でも捻れ角は

0.003rad程度にしかならなかったため，捻れ角が0.017 

radを超える可能性は極めて低いと考える。 

ここで，参考までに，図-16中に示した捻れ剛性より，

モーメント比が1.0および2.0になる捻れ角を求めると，

それぞれ0.023rad,0.027radになる。 

 

５．まとめ 
 

3タイプ(＋型・キ型・井型)の直動転がり免震支承

(CLB)について，上下フランジプレート間の相対的な 

傾斜や捻れが摩擦特性に及ぼす影響について検討した。 

得られた知見は以下のとおりである。 

①＋型CLBの加振方向の傾斜による摩擦係数の変化は，

傾斜角が0.007rad以下の範囲では，工学的には無視

できる程度に十分小さい。 

②＋型CLBの加振直交方向の傾斜およびキ型CLBの90

度方向の傾斜による摩擦係数の変化率は，傾斜角の

2乗の関数で評価できる。 

③キ型CLBの0度方向の傾斜および井型CLBの任意方

向の傾斜による摩擦係数の変化率は，傾斜時に各ブ

ロックが負担する鉛直荷重を，ブロック1基あたり

の鉛直剛性から推定することにより，十分な精度で

決定できる。また，それらの変化率は，指数関数を

用いて簡略表現できる。 

④捻れによる摩擦係数の変化は，捻れ角が0.017rad以

下の範囲では＋3％以下であり，工学的には無視で

きる程度である。 
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粘性ダンパーを用いたＲＣ高架橋の振動台実験 
 

Shaking Table Tests of a Reinforced Concrete Viaduct with Viscous Dampers 
 

                                      中南 滋樹 SHIGEKI NAKAMINAMI 

                                      鈴木 亨  TORU SUZUKI 

                                      谷垣 正治 MASAHARU TANIGAKI 

免制震技術部  木田 英範 HIDENORI KIDA 

                               設計統括部  古橋 剛  TAKESHI FURUHASHI 

                               土木技術部  中井 裕司 HIROSHI NAKAI 

 

高架橋の耐震補強法としては，柱に鋼板や繊維シートを巻き立てて靭性の向上を図る方法が一般的であるが，大地震時に

は残留変形が生じるなどの問題がある。粘性ダンパーによる補強法は，地震エネルギーをダンパーに負担させるため，地震

後は補修なしに構造物の機能を保持させることが可能である。本報では，建築構造物の免制震ダンパーとして実績のある粘

性ダンパーを用いた 1 層 1 スパンの模型 RC 高架橋の振動台実験を実施した。その結果，8m/s2相当の地震波入力に対して，

ダンパーなしでは構造物は降伏に至り，柱の固有振動数は初期値の約 40%まで低下するのに対し，ダンパーありでは構造物

の応答はほぼ弾性域内(ダンパーなしの約1/8の変位低減効果)であったため，構造物の損傷を軽微に抑えることができた。 

キーワード：粘性ダンパー，ラーメン高架橋，振動台実験，耐震補強，制震 

In order to demonstrate the effectiveness of ‘Rotary Damping Tube’ viscous dampers on seismic retrofit for a reinforced 

concrete viaduct, a series of shaking table tests were conducted on a model structure with a single story and single span. The results 

indicated that where dampers were not used the structure yielded under an input motion of 8m/s2 in maximum acceleration and 

demonstrated a decrease in natural period of the structure up to 40% of the initial value. Where dampers were used the maximum 

displacement of the structure was about 1/8 of that without dampers and the displacement was maintained within the elastic region.  

The effectiveness of dampers for mitigation of damage during strong earthquake motion was therefore confirmed. 

Key Words: Viscous Damper, Viaduct, Shaking Table Test, Seismic Retrofit, Seismic Response Control 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに  
 

コンクリート構造物の耐震補強法としては，柱に鋼板

や繊維シートを巻立てて靭性の向上を図る方法が一般

的である。しかし，高架橋等にこの工法を適用する場合，

柱全数･全周にわたって補強しなければならないこと，

大地震時には残留変形が生じることなどの問題がある。

粘性ダンパーによる耐震補強は，ダンパーの設置箇所が

限定できる，応答変形そのものを抑制するため残留変形

が小さくなる，減衰量の設定により構造物の損傷度を制

御することができる，地震後にも補修なしに構造物の機

能を保持できるなどの特長を有する。 

本工法は，ラーメン高架橋等の層間や橋梁の桁と橋脚

あるいは橋台に，調整鋼管を介して粘性ダンパーを設置

し耐震補強とするものである。粘性ダンパーに速度増幅

機構を有するものを使用することにより，微小変形から

写真-1 模型実験状況 
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大きな減衰効果が期待できるものである。 

本報では，本工法の制震補強効果を確認することを目

的として行った 1 層 1 スパンの模型試験体の振動台実験

について報告する。 

 

２．試験体 
 
（１）主架構 

主架構の試験体は，実際の新幹線で用いられているラ

ーメン高架橋の約 1/2.5 の大きさとした。写真-1 に模型

実験状況を，表-1に主架構の諸元を，図-1に試験体概要

図を示す。図-2に材料諸元より得られた主架構の復元力

特性 1)を示す。なお，水平震度 Kh とは，主架構に作用す

るせん断力を総重量で除したものである。試験体は，曲

げ破壊先行型とし，曲げ降伏時の等価固有周期は 0.304

秒とした。柱の軸方向応力度は実物と同様にσ

=1.1N/mm2 とし，試験体スラブ上におもり(鋼材)を設置す

ることにより調整した。 

 

（２）粘性ダンパー 

粘性ダンパーには，増幅機構付き減衰装置「減衰こま」

表-1 主架構の諸元 

図-1 試験体概要図 

(a) 正面図 (b) A 矢視図

図-2 主架構の復元力特性 

図-3 粘性ダンパー(RDT30)概要図 

表-2 粘性ダンパーの諸元 
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凡例； 

 S1～S4：加速度計取付位置 

写真-2 単体試験状況 

項目 諸元 単位 備考
　柱高さ 2,400 mm
　柱断面形状 320×320 mm
　上スラブ形状 3,000×3,000×800 mm
　フーチング形状 3,500×3,500×500 mm
　軸方向応力度 1.1 N/mm2

　コンクリート 呼び強度24 N/mm2 圧縮強度25.2N/mm2

　主筋 SD345 D13 － 降伏強度401N/mm2

　帯筋 SD345 D10 －

　帯筋間隔(1) 50 mm 　帯筋比0.89%
　帯筋間隔(2) 100 mm 　帯筋比0.45%
　軸方向鉄筋比 1.48%(12＠D13) － 　かぶり25mm
　上部重量 441.3 kN
　総重量 591.3 kN

図-4 ダンパーと構造体との取り合い 

記号 単位 RDT30
軸方向減衰力 Pn kN 300
軸方向速度 Vmax m/sec 0.15
粘性体温度 T ℃ 20
リード Ld mm 42
軸有効径 ＤSS mm 53
受圧面積 Ap mm2 8560
外筒外径 D0 mm 185
粘性体粘度 µ25 cSt 300,000

θ
L mm 1,482

cosθ=0.65
全長(中立設置時)

諸元

設計
仕様

設置角度

増幅部

減衰部

熱電対２ 熱電対１ 加速度計
相対変位

歪ゲージ取付位置

有効長：９００

有効ストローク±７０（ｍｍ）
１
８
５

２０２ （調整鋼管） 中立位置：１，３９９ ２０２

（クレヒ゛スシ゛ イント）（ ゛ ゛ イ ト）

２，３８５

クレビスジョイント クレビスジョイント 
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柱 D 柱 A

(以下，RDT)2),3) を使用した。表-2に粘性ダンパーの諸

元を，図-3に概要図を示す。本装置は，構造物に生じる

層間速度を滑りねじにより回転運動に変換し，円周方向

の速度を増幅させる機構を有している。粘性抵抗力は，

その増幅された速度に，充填された粘性体(シリコーンオ

イル 300,000cSt)に作用させることにより発生する。 

ダンパー量の選定は，事前の応答解析結果より主架構

が降伏点以下になるように粘性体温度 20℃，速度 0.15m/s

で減衰力 300kN の性能を有するもの 2 基とした。図-4に

ダンパーと構造物との取り合いを示す。加振方向の 2 構

面に調整鋼管を介して斜め(設置角度 50.6°)に設置した。

構造体への取り付けは，あらかじめ柱に埋設したシース

管を介して高力ボルトによる摩擦接合とした。クレビス

などを含む取付鋼管の軸方向剛性は 8,640kN/cm(水平方

向剛性 3,475kN/cm)である。 

写真-2にダンパーの単体試験状況を示す。単体試験は，

3,000kN ダイナミックアクチュエータが取り付けられた

門型フレーム内に試験体を設置し，変位制御による動的

加振を行った。入力波形は正弦波，振動数は 2,3Hz とし

た。図-5に履歴特性および速度依存性を示す。粘性減衰

力は，速度のべき乗に依存する特性を有している。図中

の設計値と実験値とはおおむね一致している。 

 

３．実験概要 

 

（１）振動台実験 

振動台実験は，振動台(テーブルサイズ：5×5m，搭載

重量：定格 600kN，最大 800kN，最大変位：正負 500mm，

最大速度：正負 1.5m/s，最大加速度：正負 1G(600kN 搭

載時))上に試験体を設置し，加速度入力による一方向加

振を行った。表-3に実験ケースを示す。試験は，正弦波

入力によるスイープ試験(CASE1)と，2 段階の入力レベル

による地震波入力試験(CASE2,CASE3)で，「ダンパーあ

り」と「ダンパーなし」の 4 ケースの計 6 ケースを実施
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C

S D 3 4 5  D 2 5

S D 3 4 5   D 1 3

L

C

S D 3 4 5  D 1 0

図-5 粘性ダンパー(RDT30)の減衰性能 

表-3 実験ケース 

表-4 加速度計の計測位置 

ひ ず み ゲ ー ジ

ゲ ー ジ 取 付 詳 細 図

軸 方 向 鉄 筋 せ ん 断 補 強 鉄 筋

3
2
0

32 0

S D 3 4 5   D 1 3

2 5 2 5

S D 3 4 5  D 1 0

断 面  C - C

27 0

柱 Aお よ び Dの 軸 方 向 鉄 筋 に 取 付 け る ゲ ー ジ の 位 置

AD

加 振 方 向

図-6 鉄筋ひずみの計測位置 

(a) 履歴特性

(b) 速度依存性 

：せん断補強鉄筋のゲージ位置

：軸方向鉄筋のゲージ位 置

0 5 10 15 20 25 30
0

100

200

300

400

500

速度(cm/sec)

軸
方
向
減
衰
力

(k
N

)

T=20℃

RDT30 η25=300,000cSt

＋10％

－10％

 ：実験値
 ：設計値

■ 1 
■ 2 

■ 3 

■ 4 

■ 5 

■ 6 
■ 7 

○ 4 
○ 5 

○ 6 

A B,D 

○ 7 

○ 8 

○ 9 

○ 10 

○ 11 

○ 12 

1-1 1-2 2-1 2-2 3-1 3-2
　入力波の種類

　入力波の特性

目標最大

入力加速度(m/s2) 4 4 8 8

　粘性ダンパー なし あり なし あり なし あり

地震波正弦波

2～10Hz

0.02～0.03

スペクトルⅡ-G1地震波

実験ケース
CASE1 CASE2 CASE3

凡例； 

項目 計測方法 記号*1 備考

天端 2成分 S1 水平2方向1箇所

柱中間 加振方向 S2 中間および減衰装置取付部

フーチング 2成分 S3 水平2方向，鉛直方向

振動台 2成分 S4 水平2方向

*1：加速度計取付位置図-1参照
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した。試験順序は，ダンパーありを実施した後，主架構

が損傷していないことを確認した後，ダンパーなし試験

を実施した。 

 

（２）非破壊試験 

振動台試験の各段階における主架構の健全度を判定す

るために衝撃振動試験を行った。この試験は 30kg 程度の

質量を持つ重錘で構造物の柱を打撃し，その応答から固

有振動数を求めるものである。計測箇所は柱 A とし，柱

の振動数の変化により主架構の劣化具合を判定した。 

 

４．計測項目 

 

主架構に関する計測項目は，振動加速度，振動速度，

振動変位および鉄筋ひずみとした。加速度計は表-4およ

び図-1(a)に示す位置に，天端の絶対変位はレーザー変位

計で，鉄筋のひずみは図-6に示す位置にゲージを取り付

け計測した。測定点は，柱の軸方向鉄筋の定着状況を把

握するためにフーチングおよびスラブとの定着部に，ま

た，柱の損傷状況を把握するために柱上下端から 1/2D，

1D，2D(D：柱断面高さ)および柱中心部に設置した。柱

の帯筋についても柱と同様とした。 

粘性ダンパーに関する計測項目は，装置の相対変位，

粘性体温度，調整鋼管のひずみ，クレビス変位(図-3参照)

とした。なお，調整鋼管のひずみは，事前に荷重と歪み

の関係をキャリブレーションしており，粘性ダンパーの

軸方向減衰力の算定に用いた。 

 

５．入力地震動 

 

入力地震動は，鉄道構造物等設計標準・同解説(耐震設

計)4)に規定するレベル 2地震動のG1地盤の表層面地震動

の原波を使用した(最大加速度 7.49m/s2，継続時間は約 30

秒)。ここで，レベル 2 とは断層近傍の地震動を想定した

もので，既往の観測記録および断層破壊過程を考慮した

方法により位相特性をモデル化し，弾性加速度応答スペ

クトルに適合させたものである。G1 地盤とは耐震設計上

の基盤面が地表に表われている地盤のことをいう。入力

地震動加速度波形を図-7 に，減衰 h=5%の加速度・速度

応答スペクトルを図-8に示す。 

 

６．実験結果 

 

（１）スイープ試験結果 

主架構の固有振動数およびダンパー効果を確認するた

め，表-3中の実験 CASE1 としてスイープ試験を行った。

0 5 10 15 20 25 30
-10
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10

加
速
度

A
(m

/s
ec

2 )

Amax=7.49m/sec2

時間(sec)

2 3 4 5 6 7 8 9 10
0

10

20

30

40

50

60

(6.7Hz, 9.4倍)

周波数(Hz)

加
速

度
応

答
倍

率
 ：ダンパーなし
 ：ダンパーあり

(5.6Hz, 50.7倍)
h=0.0098

h=0.053

CASE1-1

CASE1-2

図-7 入力地震動加速度波形(スペクトルⅡ-G1 地盤) 

図-8 応答スペクトル(h=5%) 

(a) 加速度応答スペクトル (b) 速度応答スペクトル 

図-9 周波数－加速度応答倍率関係 
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：h=0.05

各振動数 (2Hz～ 10Hz)における入力振幅は， 0.02～

0.03m/s2 である。図-9 に周波数と加速度応答倍率(=天井

面の応答加速度／入力加速度)との関係を示す。ダンパー

なしの共振周波数は 5.6Hz，加速度応答倍率は 50.7 倍，

減衰定数は 0.0098 であった。また，ダンパーありの共振

周波数は 6.7Hz，加速度応答倍率は 9.1 倍，減衰定数は

0.053 であった。ダンパーを設置することで固有振動数は

やや増加したが，加速度応答倍率は約 1/5 に減少した。

 

（２）地震波入力試験結果 

鉄道構造物等設計標準・同解説(耐震設計) 4)に規定する

レベル 2 地震動の G1 地盤の地表面地震動を用いたとき

の CASE2 と CASE3 の各応答値の最大値を表-5に示す。

ａ)時刻歴波形 

図-10 に天井面の加速度，層間速度，層間変位の時刻

歴(CASE3)を示す。層間速度および層間変位は加速度計

の記録より求めたもので基線補正を行っている。入力波

の最大加速度はダンパーあり・なしで若干異なるが，同
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図-11 層間変位－せん断力関係 

図-10 天井加速度・層間速度・層間変位時刻歴 

表-5 各応答値の最大値 

写真-3 柱の損傷状況 

(a) 柱上端 (b) 柱下端 

(a) CASE3-1 

(b) CASE3-2 
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CASE2-1
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CASE2-2

 ：主架構＋ダンパー
 ：主架構のみ
 ：解析モデル

(3.1mm, 102kN)

(3.1mm,226kN)
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CASE3-2

層間変位(mm)

 ：主架構＋ダンパー
 ：主架構のみ
 ：解析値

(9.7mm, 227kN)

(9.7mm,416kN)

2-1 2-2 3-1 3-2
入力波の種類 －

目標入力加速度 m/s2 4 4 8 8
粘性ダンパー － なし あり なし あり

入力波最大加速度 m/s2 3.39 4.51 8.54 7.94

天井面の応答
最大加速度

m/s2 6.85 5.03 7.36 (7.60) 9.24 (8.97)

天井面の応答倍率 － 2.02 1.11 0.86 1.16
等価減衰定数 － 0.056 0.223 0.224 0.461
最大層間速度 m/s 0.23 0.067 0.75 (0.73) 0.13 (0.12)
最大層間変位 mm 18.0 3.1 75.0 (81.7) 9.7 (7.1)
累積吸収ｴﾈﾙｷﾞｰ kJ 6.6 2.4 105.4 (106.4) 14.3 (16.3)
　※(　)内は解析値。

地震波

試験ケース 単位
CASE2 CASE3

じレベルの入力があったものとして考察を行った。ダン

パーを設置することにより，天井面加速度の若干の増加

が見られたが，最大層間変位は，4m/s2 加振ではダンパー

なしの場合が 18mm(塑性率 1.53)であるのに対し，ダンパ

ーありの場合は，3.1mm(塑性率 0.26)にとどまった。8m/s2

加振では，ダンパーなしの場合最大変形が 75mm(塑性率

6.36)にまで達したが，ダンパーありの場合は 9.7mm(塑性

率 0.82)にとどまり，また，同様に最大層間速度も

CASE2-2 で 0.29，CASE3-2 で 0.17 の低減効果があった。

ｂ)履歴および応答特性 

図-11 に実験ケースごとのコンクリート構造物全体の

層間変位とせん断力の関係を示す。せん断力は，基礎の

入力加速度に層間加速度を加えた値に構造体の質量を乗

じて求めた。 

ダンパーなしの CASE2-1 では，主架構は第二折れ点(δ

=11mm)付近で応答している。また，CASE3-1 では第三折

れ点(δ=68mm)を超え，柱の上下端には曲げひび割れや

コンクリートの圧壊等の損傷(写真-3)が見られた。ダン

パーありでは，CASE2-2，CASE3-2 とも主架構は第二折

れ点以内に収まっていた。このときの等価減衰 hs は

CASE2-2 で 22.3%，CASE3-2 で 46.1%であった。等価減

-80 -40 0 40 80
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 ：解析値
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表-6 軸方向鉄筋の測定最大ひずみ 

表-7 せん断補強鉄筋の測定最大ひずみ 

図-12 粘性ダンパーの減衰特性(1 基分)

図-13 フーリエスペクトル(CASE3) 

図-14 累積吸収エネルギー量 

衰定数は，平均等価減衰 hs(substitute damping) 5)として求

めた。なお，レーザー変位計による加振終了後の天端の

残留変形は，CASE2-1，2-2，3-2 では 1mm 以下，CASE3-1

では約 10mm であった。 

表-6に軸方向鉄筋の測定最大ひずみを，表-7にせん断

補強鉄筋の最大ひずみを示す。CASE2-1 では軸方向鉄筋

の一部は降伏に至り，CASE2-2 では鉄筋のひずみが約

3000μまで達していた。CASE3-1 では鉄筋の降伏は確認

できず，CASE3-2 においても最大ひずみを約 2500μ程度

に抑えることができた。 

図-12に粘性ダンパーの減衰特性を示す。なお，水平方

向減衰力および水平方向変位は，軸方向の成分を水平方

向置換(cosθ=0.65)したものである。ダンパーの最大水平

変位は CASE2-2 で 2.5mm，CASE3-2 で 8.2mm であった。

また，ダンパーの応答速度は CASE2-2 で 0.022m/s，

CASE3-2 で 0.06m/s であった。 

図-13に層間速度および層間変位(CASE3)のフーリエス

ペクトル(Parzen バンド幅 0.4Hz)を示す。ダンパーあり・

なしでの応答特性を比較すると，すべての周波数領域で

ダンパーによる低減効果があることが分かる。 

ｃ)累積吸収エネルギー量 

図-14 に主架構とダンパー等の累積吸収エネルギー時

刻歴を示す。主架構とダンパーの累積吸収エネルギーの

算出は，主架構の層間変位とせん断力，ダンパーの相対

変位と鋼管のひずみより求めた。両者の差分を接合部の

摩擦などのその他の要素とした。ダンパーなしの

CASE2-1 で 6.6kJ，CASE3-1 で 105.4kJ で全累積吸収エネ

ルギーを主架構造物が負担しているのに対して，ダンパ

ーありの場合は全エネルギーの CASE2-2 で約 67%，
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CASE3-1

-10 -5 0 5 10
-200

-100

0

100

200

CASE3-2

水平方向変位δH (mm)

T=23℃
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PHmax=157kN
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CASE3-2

時間(sec)

架構全体 14 .3kJ ダンパー分
9 .57kJ

主架構
＋その他
4 .75kJ

累
積
吸
収
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

(k
J)

柱A 柱D 柱A 柱D 柱A 柱D 柱A 柱D
■1 75 31 311 254 35 11 133 65
■2 51 78 63 260 20 20 57 380
■3 38 40 53 201 8 17 51 79
■4 54 40 91 67 18 14 82 68
■5 162 66 332 86 15 9 220 66
■6 81 - 200 - 21 - 97 -
■7 65 58 351 293 46 25 73 127

ゲージ
NO

実験ケース

CASE2 CASE3
2-1 2-2 3-1 3-2

A B D A B D A B D A B D
○3 1,001 1,267 854 3,101 3,171 3,169 286 381 235 3,111 3,109 1,825
○4 684 757 802 3,164 3,162 3,177 155 193 287 1,978 2,210 1,499
○5 1,076 946 382 3,172 3,167 1,955 328 287 181 1,976 2,100 1,303
○6 1,162 1,083 228 1,562 3,170 1,099 153 153 120 1,258 1,130 327
○7 204 210 105 428 456 164 82 81 56 169 169 164
○8 150 151 88 119 3,153 101 58 60 23 101 100 73
○9 105 109 124 3,177 107 352 36 41 39 107 112 118
○10 147 151 - 433 3,174 - 50 49 - 209 337 -
○11 213 204 - 3,100 1,384 - 100 96 - 869 857 -
○12 293 231 543 2,093 2,213 3,109 104 111 102 1,198 1,366 2,924
○13 802 970 2,454 3,167 3,170 3,101 374 442 579 1,776 2,018 3,166

ゲージ
NO

実験ケース

CASE2 CASE3
2-1 2-2 3-1 3-2
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試験ケース 項目 ダンパーあり ダンパーなし

169Hz(1.00) 162Hz(1.00)
CASE2 　4m/s2加振後 166Hz(0.98) 134Hz(0.83)
CASE3 　8m/s2加振後 165Hz(0.98) 64Hz(0.40)

　※(　)内の数値は初期値を1.00とした時の割合を示す。

初期値
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0

5

10

15

20
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振
幅
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V

)

初期状態
162Hz

CASE2-1
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：初期値
：4m/s2

ダンパーなし
：8m/s2

ダンパーなし

50 100 150 200 250
0
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初期状態
169Hz

CASE3-1
166Hz

CASE3-2
165Hz

：初期値
：4m/s2

ダンパーあり
：8m/s2

ダンパーあり

図-15 衝撃振動試験結果 

表-8 柱の固有振動数 

(a) ダンパーなし (b) ダンパーあり

表-9 耐震補強効果比較 

粘性ダンパー ブレース補強

m/sec2 6.99 8.08 20.25
m/sec 0.78 0.10 0.35
mm 132.5 7.80 7.88

全せん断力 kN 320.8 370.4 929.7
主架構負担分 kN 320.8 226.1 228.3
補強材負担分 kN － 239.0 701.4

全吸収量 kJ 159.0 16.4 6.35
主架構負担分 kJ 159.0 1.26 6.35
補強材負担分 kJ － 15.1 0.00

補強方法
補強なし単位

累積吸収
エネルギー量
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層間速度

層間変位
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CASE3-2 で約 89%をダンパーが負担しているため，構造

物の応答はほぼ弾性域内で，軽微な損傷に抑えることが

できた。 

 

（３）非破壊検査結果 

表-8 および図-15 に衝撃振動試験による柱の振動数を

示す。衝撃時の柱の固有振動数は CASE2-1 加振後には約

83%まで低下し，CASE3-1 の加振後には健全な柱(初期値)

の約 40%まで低下していた。ダンパーを設置した場合は，

CASE2-2加振後およびCASE3-2加振後ともに初期値に比

べ約 98%とほとんど低下していなかった。これは，

CASE2-2，CASE3-2 ともに最大変形が降伏変位以内であ

り，加振中にひび割れ等が生じていたとしても加振後に

はほぼ弾性状態に戻っていたためと考えられる。 
 

７．地震応答解析および耐震補強効果比較 

 

地震応答解析モデルは，1 質点等価せん断型モデルと

し，主架構の復元力特性はトリリニア型，履歴則は武田

モデル(図-2 参照)とした。入力地震動は，各実験ケース

のフーチング部の加速度とした。減衰は，瞬間剛性比例

型で 1 次に対して 2%とした。粘性ダンパーのモデルは図

-5(b)中に示すモデルとした。解析値は，図-10および図

-11 に併記している。実験値と解析値はおおむね一致し

ている。 

ここで，この解析モデルを用い，粘性ダンパー補強と

同等の変位低減効果のあるブレース(B)補強の解析を行

い，補強なしと粘性ダンパー(V)補強との耐震補強効果の

比較を行った。入力地震動は，図-7に示す原波形そのも 図-16.1 耐震補強効果比較(解析値) 

(a) 時刻歴 

(b) 累積吸収エネルギー量 
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図-16.2 耐震補強効果比較(解析値) 

のを入力した。ブレースの水平剛性は，主架構の初期剛

性相当である 890kN/cm とした。表-9および図-16.1～図

-16.2に解析結果による耐震補強効果比較を示す。 

V 補強に対して B 補強にすると，天井面の最大加速度

応答は約 2.5 倍，速度応答は約 3.5 倍となっている。また，

架構の全せん断力は，補強なしに対して，V 補強ではほ

とんど変化が見られないが，B 補強では約 3 倍となって

いる。B 補強ではこのせん断力の分力が，ブレースの取

り付けられる柱や接合部に作用することになる。このと

き，最大せん断力は，最大応答変位時に生じる。一方，

V 補強では，最大応答速度時に最大減衰力となるため，

主架構の負担するせん断力をほとんど増加せずに地震エ

ネルギーを吸収することができる。本解析の場合，粘性

ダンパーの負担する累積吸収エネルギー量は，全体の約

9 割であった。 

 

８．まとめ 
 

粘性ダンパーを用いた 1 層 1 スパンの模型試験体の振

動台実験の結果，以下の事項を確認できた。 

・ スイープ試験より，小振幅時にも制震効果があるこ

とがわかった。 

・ 4m/s2 加振では，ダンパーなしの場合最大変形が

18mm(塑性率 1.53)であったが，ダンパーありの場合

は 3.1mm(塑性率 0.26)にとどまった。 

・ 8m/s2 加振では，ダンパーなしの場合最大変形が

75mm(塑性率 6.36)にまで達したが，ダンパーありの

場合は 9.7mm(塑性率 0.82)にとどまり，試験体設計

時に想定したダンパー量が妥当であったことが検証

された。 

・ 8m/s2 加振後，柱の固有振動数を測定したところ，ダ

ンパーなしでは初期値の 40%まで低下したが，ダン

パーありではほとんど低下が見られなかった。 

・ 本工法と同等の変位低減効果のあるブレースで補強

すると，粘性ダンパー補強に対して，天井面の最大
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加速度応答は約 2.5 倍，速度応答は約 3.5 倍，主架構

の負担するエネルギーは約 5 倍となることがわかっ

た。 
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慣性質量要素を有する粘性減衰装置の開発 
 

Development of Viscous Damping Device with Inertia Mass Element 
 

                                      中南 滋樹 SHIGEKI NAKAMINAMI 

                                      鈴木 亨  TORU  SUZUKI 

免制震技術部 木田 英範  HIDENORI  KIDA 

                                 設計統括部 古橋 剛   TAKESHI  FURUHASHI 

                            (株)免制震ディバイス 田中 久也  HISAYA  TANAKA 

 

近年，構造物に慣性質量要素を与えることにより，振動系の周期や振動モードを制御して応答を制御しようとする研究が

注目されている。しかしながら，この応答制御法の実用化には至っていないのが現状である。これまでに筆者らは，増幅機

構付き減衰装置「減衰こま」の開発の中で，本装置に副次的な慣性質量効果があることを確認しており，積極的にこの効果

を利用する応答制御法の実用化を進めている。ここでは，本装置の慣性質量要素の評価式を導くとともに，本装置を組み込

んだ構造物の応答性状の検討を行った。また，実機レベルの動的試験を行い，本装置が慣性質量要素として十分な性能を有

することを確認した。 

キーワード：応答制御，慣性質量，粘性ダンパー，増幅機構，ボールねじ 

Studies on the response control system of structures by giving inertia mass elements have become attractive although 

practical applications have not yet been undertaken. The Authors point out that the ‘RDT’ amplification mechanism 

damping device has a secondary effect of inertia mass. The authors have also been studying the practical application of a 

response control system that positively uses this effect. In this paper, the proposed equations evaluating this system and the 

response performances of the structures are shown. In addition, from the dynamic excitation tests of an actual device, it 

was confirmed that this device could be evaluated by the proposed equation, and is able to work effectively as an inertia 

mass element. 

Key Words: Response Control, Inertia Mass, Viscous Damping Devices, Amplification Mechanism, Ball Screw 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

 

構造物の応答は外乱に対して，振動方程式の相対加速

度に関する質量項を調整するか，相対速度に関する粘性

減衰項を調整するか，あるいは相対変位に関する剛性項

を調整することによって制御できる。剛性項や粘性減衰

項を調整する装置としては様々な装置が提案され，実用

化されている。一方，相対加速度に関する質量項を調整

して，構造物の応答を制御しようとする研究 1)～5)の中

には，いくつかの機構の提案がなされているが，実用化

には至っていないのが現状である。その理由は，この応

答制御法によると，一般的に大きな質量を必要とし，そ

の質量を重量により対処するためには膨大な重量が必

要となるためである。 

これまでに筆者らは，増幅機構付き減衰装置「減衰こ

ま」6)の開発で、本装置に副次的な慣性質量効果がある 図-1 慣性質量要素を有する粘性減衰装置 

(a) 断面図 

(b) 概要図 
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図-2 ねじとナットの関係 
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ここに，mr：回転体質量 Di：回転体内径 Do：回転体外径 

 

式(4)中，式(5)および式(6)で表されるものをそれぞれ等

価質量 meq，質量増幅率βと呼ぶこととする。 
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これらの関係式より，元の回転体の質量 mrは，軸方向

慣性力 Qiを発生させる際，質量増幅率 β 倍されること

が分かる。このβの設定は，ねじのリード Ld，回転体の

内径 Di および外径 Do を調整することにより容易にでき

る。過去の研究 6),7)において，このβ値は mr に対して，

数百倍になっていることを確認している。このことは 1

トンの重量の回転体を設置すれば，数百トンの重量を与

えたのと同じ効果を発揮することを意味している。 

一方，粘性抵抗力は，S 倍に増幅された速度を粘性体(ジ

メチルシリコーンオイル)に作用させることによって発

生する。ここで得られた粘性抵抗力は，直線運動への再

変換過程においてさらに S 倍され軸方向力となる。 

ここで，円周方向に作用するせん断応力τは，粘度を

η(V,t)，せん断歪速度を γ� とすると式(7)で表される。 

� � ��� ��� tV ,  

式(7)にせん断面積 Ae を掛けた円周方向の粘性抵抗力

rQvと軸方向粘性抵抗力 Qvとの関係は，式(8)で表される。

� � evrv At,VSQSQ ������ �� �  

せん断歪速度 γ� を速度増幅率 Sとせん断隙間 dyで表す

と，結局，軸方向粘性抵抗力 Qvは式(9)となる。    

� � e
y

A
d
xSt,VSQ �

�

���

�
�ｖ  

ことを確認している。本装置は，装置のもつ回転体の質

量を，増幅機構により数千倍にもすることが可能であり，

積極的にこの機構を利用することにより，この応答制御

法の実用化の可能性を示している。 

本報では，本装置の慣性質量要素の評価式を導くとと

もに，本装置を組み込んだ構造物の応答性状の特徴を考

察した。また，本装置の評価式の整合性を確認すること

を目的とした実機レベルの動的試験について報告する。

 

２．装置の概要 

 

図-1に装置の概要を示す。本装置は，ボールねじを用

いて直線運動を回転運動に変換する機構(増幅機構)を有

しており，増幅機構の原理として，ねじとナットの関係

(図-2)を利用している。ナットは，ねじ山 1 リード Ldで

1 回転する。これは，ねじが 1 リードで，ナット外周が

2πR(R：ナット外周半径)で進むことを意味しており，ナ

ットの外周速度は，軸方向速度 x�に対して2πR／Ld倍(＝

S：速度増幅率)増幅されることとなる。また，軸方向加

速度 x�� も回転(角)加速度��� に変換される。角加速度��� は，

1 リードで 1 回転(2π ラジアン)であるから，角加速度���

は軸方向加速度 x�� の 2π／Ld 倍となる。この増幅された

角加速度��� を，回転体の質量 mrに作用させることによっ

て，回転慣性モーメントを生じさせる。ここで得られた

回転慣性モーメントは，直線運動への再変換過程におい

てさらに 2π／Ld倍されて軸方向慣性力 Qiとなる。 

ここで，トルク T，角加速度��� ，回転体の慣性モーメ

ント I との間には，式(1)の関係がある。 

�
�

��
���� I

dt
dIT 2

2
                      (1)

また，軸方向加速度 x�� と角加速度��� の関係は，式(2)で
表される。 

x
Ld

����
��

�
�

2
                             (2)

したがって，トルク T と軸方向加速度 x�� との関係は，

式(2)を式(1)に代入して式(3)を得る。 

xI
L

T
d

�����

�2
                           (3)

このトルク T が作用した時の軸方向慣性力 Qi は,式(4)

となる。 

xI
LL

TQ
dd

i ������
�

�
��
�

�
���

2
22 ��

(4)

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

(9) 

リード(ピッチ)
Ld

ねじ半径
ナット半径

リード(ピッチ)
Ld

ねじ半径
ナット半径
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さらに，直線運動への再変換過程において，軸方向慣

性力 Qi と軸方向粘性抵抗力 Qv は，ねじとスラスト軸受

の摩擦を受ける。本装置の全軸方向抵抗力 Pn は，Qv と

Qi を加えたものにこの摩擦分を掛け合わせたものとな

る。この摩擦分の係数は，ねじ面での力の釣り合い(図-4)

より導かれる。ねじは発生する慣性力 Qi が粘性抵抗力

Qv とシール材やラジアル軸受の静摩擦力 Qf の合計より

も大きい場合(かつ Qi・Qv＜0)，回転運動を直線運動に変

換し(正効率)，それ以外の場合は，直線運動を回転運動

に変換する(逆効率)。そのため，効率の状態により，全

軸方向抵抗力 Pnは，式(10)または式(11)となる。 

� �
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ここに，Pn：全軸方向抵抗力 λ1：等価摩擦係数(逆効率時) 

λ2：等価摩擦係数(正効率時) Qv：軸方向粘性抵抗力 

Qi：軸方向慣性力 µSS：ねじの摩擦係数 µSB：スラスト軸受

の摩擦係数 tanθ：リード角 SSB：スラスト軸受の増幅率 

３．本装置を組み込んだ１質点系の応答 

 

付加質量のない質量Ｍ，バネ定数 k，粘性減衰係数 c
をもつ 1 質点系の振動方程式は，y�� 0を地盤から構造物に

入力する外乱の加速度とし，質量 M と地盤との相対変位

を x，相対速度を x� ，相対加速度を x�� とすると，式(12)

で表される。 

　　　

　

M
ch,

M
k

yxxhx
　　　
　

��

����

000

0
2

000

2

2

��

�� �����

 

一般に，地震による応答を小さくするには固有円振動

数 ω0 を小さくするか(免震化)，h0を大きくするとよい。

ω0を小さくするには k を小さくするか，M を大きくする

必要がある。しかし，M を大きくする場合，それを支持

する部材の鉛直支持強度を大きくしなければならず，こ

れは k を大きくすることになる。したがって，自重の増

加を抑え，質量のみを増加させることが必要となる。  

式(12)において質量 M は，絶対加速度を受けて慣性力

となるが，絶対加速度ではなく，本装置のように相対加

速度 x�� を受けて慣性力となる質量 λ・ｍeq(λ1，λ2をλと

する)を振動系に組み込む(図-5)と式(13)となる。回転体

を含む装置自体の質量は等価質量 meq に対して非常に小

さいため無視できるものとして扱った。 

　
mM

ch　　
mM

k

y
mM

Mxxhx

eqeq

eq

��

�

��

�

�

��

����

�
�

�
�

�
��

111

0
2

111

2

2
　　　
　

�����

図-4 ねじ面での力の釣り合い 

(10) 

(11) 

(a) 逆効率の場合 (b) 正効率の場合 

図-5 本装置を組み込んだ 1 質点振動系

(逆効率の場合) 

(正効率の場合) 

(12) 

ここに， 

ここに， 

(13) 
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式(12)と式(13)を比較して分かるように，相対加速度 x�� を

受けて慣性力となる質量 λ・ｍeqが付与される場合，以下

のことが分かる。 

①固有円振動数ω0 はω1 に変化する。つまり，ω0 は

eqmM
M
��

�

�
�0 に減少する。したがって，周期

k
MT �20 � は，

k
mM

T eq��

�

�
�21 に伸長する。 

②減衰項 2h0ω 0 は 2h1ω 1 に変化する。つまり，

eqmM
M
�� �

倍に減少する。 

③系への入力加速度は
eqmM

M
�� �

倍に減少する。 

つまり，相対加速度 x�� を受けて慣性力となる質量を付

加することは，周期の伸長と振動系への入力加速度の低

減を計れるメリットがある反面，減衰項が減少すること

が分かる。この減少分の粘性減衰は，本装置のもつ粘性

減衰を利用することによって補うことができる。   

ここで，付加質量のある場合の絶対加速度応答倍率を

導く。式(13)において λ=1，構造物の主質量 M と等価質

量 meq との比を質量比 α(=meq/M)として，複素形の調和

地動加速度 y�� 0=a0・eiptに対する特解を x=c・eiptとして相

対加速度x�� を求めると式(14)となる。 
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一方，絶対加速度 yxY ������
�� 0は式(15)で表される。 
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したがって，絶対加速度倍率は式(16)となる。 
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式(16)において，質量比を α=0.1～10 に，減衰定数を

h=0～0.3に変化させたときの加速度応答倍率を図-6に示

図-6 調和振動に対する絶対加速度応答倍率

(a) h=0 (b) h=0.05 

(c) h=0.2 (d) h=0.5 

す。付加質量のないときは，固有周期を伸ばしていくと

絶対加速度応答は 0 に近づくのに対し，質量比 α を増加

させると絶対加速度応答は 1 に近づく。減衰 h を増やす

と，共振点での応答倍率が低下する反面，最小応答倍率

の値が上昇することが分かる。また，h=0 で，絶対加速

度を 0 にするためには式(16)の分子を 0 にすればよく，

これらを満たす等価質量 meq を導くと meq=k/p2 を得る。

これは系のバネ定数 k を外乱の固有円振動数 p の 2 乗で

割った値であり，調和振動を受ける 1 質点系構造物は，

meq=k/p2 を付与することにより，絶対加速度を 0 にする

ことができることを示唆している。 

 

４．本装置を組み込んだ多質点系の応答 

 

付加質量のない多質点系の振動方程式は式(17)で，相

対加速度 x�� を受け慣性力となる質量 λmeqを有する振動方

程式は式(18)となる。 

 
� �� � � �� � � �� � � �� � 01 yMxkxCxM ����� ����　  

� � � �� �� � � �� � � �� � � ��� 01 yMxkxCxmM eq ����� ����� �  

ここで，[Mm]= [M]+[λmeq]とすると，式(18)は式(19)と

なる。なお，本装置は層間に等価質量を配置するため，

付加質量マトリクス[λmeq]は，剛性マトリクス[k]と同じ

形の 3 重対角マトリクスとなっている。 

 
� �� � � �� � � �� � � � � � 0yMmxkxCxMm ����� �����  

(14) 

(15) 

(16) 
(17) 

ここに， 

(18) 
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ここに， � � � � � ���11 MMm �

�� (入力低減係数) 

式(20)より， 

� ��� � �� � � � � �� �� �

� �� � � �� ����

���

eq

eq

mM

mMMmM

��

���

1

1　
 

式(21)において，λmeq を m として最上階 n 階，中間 i

階，1 階での釣合いを求めると，式(22)～式(24)となる。
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式(22)～式(24)より，各階への付加質量 mn,mi,m1 は，入

力低減に応じて式(25)～式(27)で表される。 
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                   (26)

以上より，付加質量が正の値かつ ηが 1 以下の条件は，

1≧ηi かつηi＞ηi-1 となる。付加質量はその階より上の

本体質量の線形和となることが分かる。 

 

５．単体動的加振試験 
 

軸方向慣性力 Qi および軸方向粘性抵抗力 Qv の評価式

の整合性を検証するため，表-1に示す 5 タイプの単体試

験を実施した。図-7に試験体概要図を示す。TYPE1 は粘

性体の充填されていない小型タイプであり，TYPE2～5

は粘性体の充填された実機相当のタイプである。TYPE1

の質量増幅率βは 48.6 倍とした。TYPE2 のβは 830 倍，

粘性体粘度η25は 10,000cSt，等価質量 meq は 998kN・s2/m

とした。TYPE3～5 の meqは，TYPE2 の約 50%になるよ

うに，TYPE2 試験体の回転体部分を切断(有効長 1,900→

863)し，484kN・s2/m とした。また，η25 は TYPE3 で

20,000cSt，TYPE4 で 30,000cSt，TYPE5 で 6,000cSt とし

た。図-8に履歴特性の概念図(λと Qfは無視)を示す。Qi

と Qvの最大値は，位相がπ/2 ずれて発生するため，両者

を足し合わせた履歴ループは，左肩上がりの形状となる。

表-1 試験体諸元 

図-7 試験体概要図 

(a) TYPE1 

(b) TYPE2～5 

(22) 

(20) 

(21) 

(24) 

(25) 

(27) 図-9 履歴ループ(TYPE1(粘性体なし)) 

図-8 履歴特性概念図 
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-60 -30 0 30 60
変位(mm)

TYPE1

f=3.0Hz

記号 単位 TYPE1 TYPE2 TYPE3 TYPE4 TYPE5
回転体質量 mr kN・s2/m 0.409 1.202
等価質量 meq kN・s2/m 19.9 998

質量増幅率 β － 48.6
慣性モーメント I kN・m・s2 0.000002 0.0163
粘性抵抗力 Qv kN － 1,300 900 1,000 1,300
軸方向速度 V m/s － 0.15 0.15 0.15 0.15
粘性体温度 t ℃ － 20 20 20 20
速度増幅率 S － 9.1
逆効率 λ1 － 1.29
正効率 λ2 － 0.82

DB mm 20
Ld mm 20
Do mm 58
Di mm 24
Le mm 130 1,900
dy mm 2.5
η25 cSt － 10,000 20,000 30,000 60,000

諸元

粘性減衰
要素

40.2

慣性質量
要素

0.583
484

830.5
0.0079

粘性体粘度

1.46
0.76

ねじ軸外径 140
リード 25

摩擦要素

有効長さ 863
せん断隙間 2.5

回転体外直径 320
回転体内直径 0（ねじ軸の稼動部分以外）

５２６ ５１０２，９２０
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TYPE3 f=0.3Hz

η25=20,000cSt

TYPE1 の試験は 50kN ダイナミックアクチュエータ

(ACT)が取り付けられた門型フレーム内に試験体を設置

し，変位制御による動的加振を行った。入力波形は前後

テーパー付きの正弦波とし，振動数 1，2，3Hz，最大速

度 0.65m/s，最大加速度 12.4m/s2の範囲で試験を行った。

図-9に履歴ループおよび等価摩擦係数λの影響を含む慣

性力 Qi の理論値を示す。装置の静摩擦力は 1.25kN であ

った。高振動数になるにつれ，履歴形状が左肩上がりに

なっているのが分かる。速度が減速する領域において，

慣性力が摩擦力を上回る部分では，正効率となっている。

TYPE3～5 の試験は 3,000kNACT を使用し，振動数 0.1

～1Hz，最大速度 0.17m/s，最大加速度 0.79m/s2の範囲で

行った。図-10 に振動数 0.3Hz と 0.5Hz の履歴ループ(定

常サイクル部分)を，図-11 に各タイプの慣性力(左図)と

粘性抵抗力(右図)と速度の関係を示す。右図のプロット

は実験の Y 切片荷重を示しており，図中の曲線は式(9)

で与えられる理論値を示している。履歴は図-8で示した

ように慣性力と粘性抵抗力を足し合わせた形状となって

いる。慣性力の割合は等価質量と振動数が大きくなるほ

ど，粘性抵抗力の割合は高粘度の材料を使用するほど大

(a) TYPE2 

図-10 履歴ループ 図-11 慣性力と粘性抵抗力 
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きくなることが分かる。本試験体の場合，粘性抵抗力と

慣性力との比率(Qv/Qi) (図-12)は，振動数 0.5Hz，速度

0.15m/s 時には，TYPE1 で 1.95,TYPE2 で 1.87，TYPE3 で

2.22，TYPE4 で 2.80 の比率となっている。また，Qvをせ

ん断面積で割った単位減衰力と軸方向速度の関係 (図

-13)より，高粘度になるにつれ初期の勾配が上がり，非

線形性が強くなっている。このことは，粘度の高い材料

を使用したほうが，微小変形時において高いエネルギー

吸収効果を期待できることを意味している。 

 

６．装置の軸剛性の評価 

 

設計段階において，装置の減衰効果を適切に評価する

ためには，ブレースなどの付帯架構同様，装置本体の軸

剛性の評価が重要となる。ここでは，本装置の軸剛性を

把握するため，3,000kNACT による圧縮・引張試験(写真

-1)を行った。試験体は TYPE2 とし，試験体の回転体を

平行ピンで拘束した。 

試験は，ねじ軸位置の異なる 4 箇所(中立，中立+55mm

伸び，中立+80mm 伸び，中立-100mm 縮み)において，圧

縮方向で 2,000kN，引張方向で 1,500kN までの(同パラメ

ータで 2 回)計 14 回の試験を行った。図-14に計測項目お

よび入力サイクルを示す。入力は変位入力とし，最大荷

重到達後，最大荷重の 1//2 の点まで除荷し，再度最大荷

重まで上昇させ，原点に戻すサイクルとした。 

図-15 に装置変位と荷重の関係を，表-2 に実験値と理

論値との比較を示す。実験値の割線剛性と接線剛性は，1

回目と 2 回目の平均値とした。理論値の算出は，圧縮・

引張時それぞれで軸力を伝達する部材(表-3)の軸剛性を

直列に接続して評価した。図-16 に個々の部材の軸剛性

の理論値を示す。ボールナットおよびスラスト軸受は軸

図-14 計測項目および入力サイクル

図-13 単位減衰力と軸方向速度との関係 

写真-1 圧縮・引張試験状況(TYPE2) 
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凡例；
LH1：荷重
DH1,2：ねじ部変位
DH3,4：減衰部変位
DH5～8：クレビス変位
DH9,10：ナット部変位
G1,2：ねじ部歪み
G3,4：外筒部歪み

図-15 装置変位と荷重の関係 
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図-12 粘性抵抗力 Qvと慣性力 Qiとの比
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表-2 実験値と理論値との比較 

表-3 圧縮・引張時に剛性を考慮する部材 

図-17 軸剛性の理論値 図-16 各部材の剛性(理論値) 
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力の大きさに依存して剛性が変化する特性をもってい

る。 ねじ軸の剛性算出に必要となるねじ軸の長さは，ナ

ット中心位置からねじ軸端部までの長さとした。図-17

に軸剛性の理論値を示す。実験値に対する理論値の比率

は，割線剛性で 0.82～0.85，接線剛性で 0.83～1.03 であ

り，おおむね一致している。このことより，本装置の軸

剛性は対象とするバネを直列に配置することにより評価

できることが分かった。 

 

７．まとめ 

 

慣性質量要素を有する本装置の理論的考察および実験

結果より，以下の知見が得られた。 

①ねじ面での力の釣り合いにより，本装置の軸方向慣

性力の評価式を導いた。 

②本装置の回転体の質量 mrは，軸方向加速度が作用す

ると，質量増幅率β倍された質量となる。 

③本装置のように相対加速度 x�� を受けて慣性力となる

質量を構造物に付与することは，周期の伸長と振動

系への入力加速度の低減を図れる，減衰項が減少す

ることが分かった。この減少する減衰分は，本装置

のもつ粘性減衰を減少分上げることによって補うこ

とが可能である。 

④調和振動を受ける 1 質点系構造物は付加質量

meq=k/p2 を与えることにより絶対加速度を 0 にする

ことができる。 

⑤多質点系に本装置を組み込む場合の入力低減効果に

応じた各階の付加質量の関係式を導いた。 

⑥実機レベルの装置単体試験により，慣性質量要素の

評価式の妥当性を確認した。 

⑦本装置の軸剛性は対象とするバネを直列に配置する

ことにより評価できることが分かった。 

⑧本装置を使って以下のような用途が考えられる。1)

外乱が調和振動数を持つ機械などの防振 2)免震構

造の周期と減衰付与 3)制震建物の周期調整と減衰の

付与 4)固有周期の異なる建物間の連結制震 

 

謝辞：本試験を実施するに当たり，(株)エヌ・ティ・テ

ィ・ファシリティーズの斉藤賢二様には多大なるご指
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錫プラグ入り積層ゴム免震装置（ＳｎＲＢ）の開発 
  

Development of a Tin Rubber Bearing Isolator (SnRB) 
  

鈴木 亨  TORU  SUZUKI 

原田 浩之 HIROYUKI  HARADA 

免制震技術部  光阪 勇治 YUJI MITSUSAKA 

（株）免制震ディバイス  田中 久也 HISAYA TANAKA 

  

錫をエネルギー吸収材料として使用した「錫プラグ入り積層ゴム免震支承(SnRB)」を開発した。錫素材は，

延性・繰り返し性能・常温再結晶性に優れ，鉛と同等あるいはそれ以上の特性を持つ。実機試験結果より，そ

の基本性能は鉛プラグ入り積層ゴムと同程度であり，さらに，高速加振試験・連続加振試験においても良好な

結果を得た。また，装置の復元力特性はバイリニア型として評価できることがわかった。 

キーワード：免震支承，錫プラグ，エネルギー吸収材料，連続加振，復元力特性 

A “Tin Rubber Bearing Isolator” (SnRB) which uses tin as an energy absorption material has been 

developed. Tin has excellent ductility, repetition and re-crystallization performance under normal 

temperatures and shows equal or higher performance compared to lead. Loading tests on the actual 

isolator confirmed that the SnRB has the same basic performance as an LRB “Lead Rubber Bearing 

Isolator”. In addition, the SnRB demonstrated excellent performance in high-speed and long-term cyclic 

loading tests on half-model isolators. Moreover, it was clarified that hysteresis characteristic of the SnRB 

could be evaluated by the Bi-Linear model.   

Key Words: Base Isolation, Tin Plug, Energy Absorption Material, Continuous Test, Hysteresis 

Characteristics 

 

  

１．はじめに 
 

減衰機能一体型積層ゴムとしては，従来鉛プラグ入り

積層ゴムが使用されてきた。これは，鉛を振動エネルギ

ー吸収材料として用いた場合，常温再結晶するため塑性

変形による疲労が蓄積しないという特性があり，また延

性に優れることから大変形にも追従可能となるためであ

る。しかしながら近年，環境意識の高まりから各工業分

野で非鉛化が進んでおり，建築分野でも非鉛製品の実用

化が必要と考えられる。従来，非鉄金属においては鉛の

みの特性が評価されてきたが，他の金属で同等の特性を

確認できれば，エネルギー吸収材料として使用できるも

のと考えられる。 

本報では，鉛以外の金属について，その機械特性から

エネルギー吸収材料として使用可能かどうか評価を行い，

その結果に基づいて開発した，錫（すず）プラグ入り積

層ゴムの基本性能について報告する。 

 

２．非鉛金属の機械特性 

 

容易に入手可能なアルミニウム・錫・亜鉛を用いて単

軸引張り試験・単軸疲労試験を実施し，その機械特性か

らエネルギー吸収材料として使用可能かどうかを評価す

る。 

 

（１）単軸引張り試験 

図-1に単軸引張り試験体の形状および寸法を示す。 

試験は，恒温室内で 20 ℃に保持した状態で，

10mm/minの定速度にて加力した。図-2に本試験で得ら

れた応力-ひずみ曲線を示す。鉛・錫・アルミニウムに

ついては20%以上の伸びを示したが，亜鉛については

2%で破断した。亜鉛は，結晶構造が六方稠密格子であ

るため，滑り面が少なく他の金属より延性が劣ると考え

る。一方，鉛・錫・アルミニウムの結晶構造は面心立方

格子であり，格子の滑り面が大きいために延性に優れる

と考える。 
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（２）単軸疲労試験 

図-3に単軸疲労試験体の形状および寸法を示す。 

試験体は「単純引張試験」において優れた延性が確

認された鉛・錫・アルミニウムとした。試験は，恒温室

にて20℃に保持した試験体を周波数1.0Hzで，±1.0%の

ひずみを50回与え，履歴特性の変化を把握することと

した。図4～6に各々の履歴曲線を示す。いずれの試験

体も剛塑性型の履歴形状を示し，2次剛性は極めて小さ

い。1回目のひずみ0点応力の正負絶対値の平均値(=切

片応力)とひずみ反転後の除荷剛性(=剛性値)，および

これから求めた弾性限界ひずみ（切片応力／剛性値）は

表-1に示すとおりである。図-7に，繰返し回数と1回目

の切片応力を基準とした繰り返し回数毎の応力変化率の

関係を示す。鉛は，加工硬化によって応力が上昇し，

15回目は1回目よりも28%程度上昇しているが，これ以

降は応力が低下する傾向を示した。一方，錫・アルミニ

ウムは50回の繰り返しとともに応力が上昇した。表-2

の鉛・錫・アルミニウムの熱物性値1)に示すように，鉛

は比熱および熱伝導率が他に比べ低いために塑性変形部

で発生した熱が周囲に拡散せず，その温度上昇によって

軟化したと考えられる。一方，錫やアルミニウムは熱が

周囲に拡散されやすく，温度上昇は少なかったと考えら

れる。本試験から， も繰り返し性能が安定していたの

はアルミニウムであった。 

 

（３）常温再結晶試験 

単軸引張り試験前後における試験体（20℃）の断面
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図-1 単軸引張試験体 

図-2 応力－ひずみ曲線 
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図-4 鉛の履歴曲線        図-5 錫の履歴曲線     図-6 アルミニウムの履歴曲線

表-1 鉛・錫・アルミニウムの 
       切片応力・剛性値・弾性限界ひずみ 

項目 鉛 錫 アルミニウム

切片応力(MPa)
* 12.9 19.2 61.3

剛性値(GPa) 17.6 51.9 61.0

弾性限界歪(×10
-4
) 7.33 3.70 10.0

*1回目の歪み0点応力の平均値

12.9 
17.6 
7.33 

19.2 
51.9 
3.70 

61.3
61.0
10.0

1 0 

(MPa)* 
(GPa) 
(×10-4) 

表-2 各金属の熱物性値(20℃) 
項目 単位 鉛 錫 アルミニウム 亜鉛

熱伝導率 W/m･℃ 35.1 64.9 204 113

比熱 J/℃･kg 129 226 932 385

再結晶温度 ℃ ～0℃ 0～25℃ 150～200℃ 15～50℃

W/m/℃  
J/℃･kg  

℃  

35.1  
129  

～0℃  

64.9  
226  

0～25℃  

204  
932  

150～200℃  

113  
385  

15～50℃  
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組織観察を行った。図-8に錫材料の試験前断面組織を，

図-9に試験2日後の断面組織を示す。再結晶が起こらな

い場合，結晶粒は軸方向に伸ばされた形状となるが，再

結晶が起こると結晶粒は小さくほぼ円形の形状となる2)。

図-8,9より，試験前の錫結晶粒と比較して試験後の錫

結晶粒は，粒径は小さくなり形状も円形に近くなってお

り，常温において再結晶していることが確認できる。ア

ルミニウムの場合，再結晶温度が150～200℃と高く，

常温での再結晶は不可能であると考えられる。 

 

以上より，各金属を総合的に評価した結果を表-3に

示す。これより，延性・繰り返し安定性・再結晶能力に

優れた錫をエネルギー吸収材料として使用することとし，

錫プラグ入り積層ゴムの基本性能試験を行った。 

 

３．実大サイズ試験体の基本性能評価 
 

（１）試験体 

試験体仕様を表-4に，構造を図-10に示す。 

試験体形状は実用サイズを考慮して，ゴム外径φ800

～φ1,000，ゴム総高さ約200mmとした。また錫プラグ

径はゴム外径の20%とした。 

 

（２）試験方法と各特性値の評価方法 

試験は表-5 に示す試験機を用いて行い，所定の軸力

を鉛直方向に載荷した状態で水平方向にせん断力を加え，

荷重－変形関係を記録することとした。各試験体におけ

る基準面圧σ0を表-6 に示す。 

試験は，基準面圧(σ0)下においてせん断ひずみ：±

25%～±400%を与える基本試験と，面圧依存性を確認

するため試験面圧を 0.5σ0および 2.0σ0として 100%の

せん断ひずみを与える面圧依存性確認試験とした。試験

サイズ φ800 φ900 φ1000

σ0(N/mm2) 10 12.5 15

表-6 基本条件面圧σo 

±25 ±50 ±100 ±150 ±200 ±250 ±300 ±400
0.5σ0 ○
σ0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.0σ0 ○

試験面圧
せん断ひずみ(%)

表-7 圧縮せん断試験基本条件 

表-8 各特性値の評価方法 
項目 評価方法

鉛直剛性 試験面圧相当の鉛直荷重を載荷し、荷重振幅±
30％を3サイクル加力した時の3回目の履歴特性
の 大変位値と 大荷重値の交点とその各 小
値の交点を結んだ直線の傾きを算出した。

2次剛性
(せん断弾
性率)

試験面圧相当の鉛直荷重を載荷し、試験せん断
ひずみの加力を速度5mm/secの三角波で4サイク

ル行い､3回目の履歴特性の 大加振変位(±δ

max)の9割の範囲(±0.9δmax)の測定値を直線回帰

した勾配K2UPとK2LOの平均値を二次剛性K2とし

た。(図-11参照)
せん断弾性率Gは以下の式より算出した。

G=K 2・ ntr／A r
切片荷重
(せん断降
伏応力)

試験面圧相当の鉛直荷重を載荷し、試験せん断
ひずみの加力を速度5mm/secの三角波で4サイク
ル行い､３回目の履歴特性の荷重軸切片の上下
平均値を切片荷重Qdとした。(図-11参照)
せん断降伏応力τdは以下の式より算出した。

τ d =Q d／A d

表-4 試験体仕様 
サイズ φ800 φ900 φ1000

ゴム材料

プラグ材料

ゴム外径D(mm) 800 900 1,000
プラグ径d(mm) 160 180 200

ゴム1層厚さtr(mm) 6 7 8
ゴム層数n 33 29 27

ゴム総高さntr(mm) 198 197 203
ゴム部受圧面積Ar(mm2) 482,549 610,726 753,982
プラグ断面積Ad(mm2) 20,106 25,447 31,416

1次形状係数S1 32.0 31.8 32.0
2次形状係数S2 4.0 4.6 4.9

数量 3 2 1

天然ゴム G=0.39N/mm2

錫

図-10 試験体構造 

延性 繰り返し安定性 常温再結晶能力

錫 ◎ ○ ◎

アルミニウム ○ ◎ ×

亜鉛 × － ○

表-3 各金属の評価 

図-8 試験前の断面組織 図-9 試験 2 日後の断面組織 

項目 仕様

鉛直 大荷重 25MN
鉛直 大ストローク 500mm

水平 大荷重 ±6MN
水平 大ストローク ±600mm

表-5 試験機仕様 
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条件を表-7 に示す。 

評価項目は，鉛直剛性・2 次剛性・切片荷重とした。

各特性値の評価方法を表-8 に示す。 

なお，圧縮せん断試験時の水平荷重～水平変位関係

(履歴特性)は変位 0mm 付近の荷重が低下する形状を示

している(図-11 参照)。そこで，2 次剛性は正負載荷

各々について±0.9δmax 部分の曲線部分を直線回帰し，

その値の平均値とした。また切片荷重は実測された履歴

特性の，正負切片荷重値の絶対値の平均とした。 

 

（３）試験結果 

基本性能試験結果を表-9に示す。またφ900-1試験体

の試験実施時の履歴特性を図-12および図-13に示す。 

せん断弾性率は約0.4N/mm2，せん断降伏応力は10.5 

N/mm2±20%程度であった。 

面圧σ0での2次剛性と切片荷重のせん断ひずみ依存性

を図-14および図-15に示す。各測定値はせん断ひずみ

±100%における測定値で基準化している。 

2次剛性はせん断ひずみの増加とともに低下する傾向

を示し，その変化率の基準値はφ800で，せん断ひずみ

=[50%/100%]において1.22以下，[200%/100%]において

0.79以上となっている。また，切片荷重の変化率の基準

値は，φ800で，せん断ひずみ=[50%/100%]において

0.90以上，[200%/100%]において1.13以下となっている。 
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    図-14 2 次剛性のせん断ひずみ依存性
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   図-15 切片荷重のせん断ひずみ依存性
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図-17 切片荷重の面圧依存性 

表-9 基本性能試験結果 
項目 φ800-1 φ800-2 φ800-3 φ900-1 φ900-2 φ1000-1

鉛直剛性

(×103kN/m)
二次剛性

(×103kN/m)
せん断弾性率

(N/mm2) 0.410 0.416 0.418 0.390 0.426 0.408

切片荷重

(kN)

降伏応力

(N/mm2)
12.1 12.3

167 194

8.3 9.7

5,329

1.32 1.52

9.2 11.3

185 288

1.01 1.02 1.21

4,4473,691 3,550 3,412 4,295

308 388

1.00

水平変位

水
平

荷
重

－0.9δmax
直線回帰範囲

＋0.9δmax

－δmax

＋δmax

K2UP

K2LO

K2＝（K2UP+K2LO)／2

Qd＝（QdUP+QdLO)／2

QdUP

QdLO

0

図-11 2 次剛性および切片荷重の算出方法 
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同様にせん断ひずみ±100%における2次剛性と切片荷

重の面圧依存性を図-16および図-17に示す。各測定値

は面圧σ0での測定値で基準化している。2次剛性は面圧

の増加とともに低下するのに対し，切片荷重は面圧の増

加とともに上昇する傾向を示し，2次剛性の面圧依存性

の基準値はφ800で0.80（面圧比 :2）～1.05（面圧比 : 

0.5）程度，切片荷重の面圧依存性の基準値はφ800で

0.89（面圧比:0.5）～1.16（面圧比:2）程度である。 

各サイズ試験体の座屈性状について面圧とひずみの

関係で整理したものを図-18に示す。 2次形状係数

(S2)=4.0の試験体では，低面圧時にはせん断ひずみ

=400%でも座屈しないが，面圧が高くなるに従い，せん

断ひずみ=200～300%で座屈している。一方，S2が も

大きいφ1000試験体では，面圧=28N/mm2，せん断ひず

み=400%でも座屈していない。 

 

（４）鉛プラグ入り積層ゴムとの比較 

今回の試験結果について，表-10に示す鉛プラグ入り

積層ゴム試験体との比較を行った。鉛プラグ入り積層ゴ

ムφ600Lは，錫プラグ入り積層ゴムφ800と同一の形状

係数を有している。またφ800Lおよびφ900Lは同サイ

ズの錫プラグ入り積層ゴムと同一形状である。 

錫プラグ入り積層ゴムφ900-1と鉛プラグ入り積層ゴ

ムφ900Lの履歴特性の比較を図-19に示す。φ900L試験

体の切片荷重が180kNであるのに対し，φ900-1試験体

の切片荷重は1.6倍の288kNであった。また，φ900Lの

初期降伏荷重が繰り返し加力時切片荷重の5割程度

(90kN)であるのに対し，φ900-1の初期降伏荷重は繰り

返し加力時切片荷重の約9割(259kN)であった。したがっ

て，錫プラグ入り積層ゴムの初期せん断降伏応力は，鉛

プラグ入り積層ゴムの初期せん断降伏応力の約3倍とな

っている。 

鉛プラグ入り積層ゴムφ800Lのひずみ依存性および

面圧依存性の比較を図-14～図-17中に示す。錫プラグ

入り積層ゴムと鉛プラグ入り積層ゴムの各依存性はいず

れも顕著な違いは認められない。また，鉛プラグ入り積

層ゴムφ600Lの座屈限界性能を図-18中に示す。座屈の

発生についてはほぼ錫プラグ入り積層ゴムと同傾向を示

している。 
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表-10 比較用鉛プラグ入り積層ゴム仕様 
名称 φ600L φ800L φ900L

ゴム材料

プラグ材料

ゴム外径D(mm) 600 800 900
プラグ径d(mm) 120 160 180

ゴム1層厚さtr(mm) 4.5 6.0 6.8
ゴム層数n 33 33 29

ゴム総高さntr(mm) 148.5 198.0 197.2
ゴム部受圧面積Ar(mm2) 271,434 482,549 610,726

プラグ断面積Ad(mm2) 11,310 20,106 25,447

1次形状係数S1 32.0 32.0 31.8

2次形状係数S2 4.0 4.0 4.6

天然ゴム G=0.39N/mm2

鉛

総高さ mm 174.5
有効面積 mm2 70686

積層 直径 mm 300
ゴム 全高 mm 130.5

有効高さ mm 98.5
mm 2.25
層数 26

せん断弾性率 N/mm2 0.4
錫 直径 mm 30

プラグ 有効面積 mm2 707
直径 mm 520
厚さ mm 26

試験体

ゴム層

フランジPL

表-11 試験体諸元 
総高さ mm 174.5 

試験体 
有効面積 mm2 70686 

直径 mm 300 
全高 mm 130.5 

有効高さ mm 98.5 
mm 2.25 

ゴム層 
層数 26 

積層 
ゴム 

せん断弾性率 N/ mm2 0.4 
直径 mm 30 錫 

プラグ 有効面積 mm2 707 
直径 mm 520 

フランジ PL 
厚さ mm 26 

表-11 試験体諸元 
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４．高速加振・連続加振試験 
 

（１）試験体および試験概要 

試験体諸元を図-20，表-11に示す。試験機は鉛直方

向3MNジャッキ，水平方向50kNアクチュエータを使用

した。 

高速加振試験では，鉛直荷重1,060kN(15N/mm2)にて，

加振条件0.03～1.36Hz正弦波，±58.5mm(γ=100%)，加

振速度11～500mm/secの各5サイクルの試験を行った。 

連続加振試験では，鉛直荷重1,060kN(15N/mm2)にて，

加振条件0.33Hz正弦波，±58.5mm(γ=100%)，350サイ

クルの試験を行った。 

高速加振試験，連続加振試験の順に試験を行っている。 

 

（２）高速加振試験結果 

図-21に各速度(加振振動数f=0.03,0.27,0.82, 1.36Hz)に

おける履歴ループを，図-22に各速度における切片荷重，

2次剛性の特性値の変化を示す。2次剛性の速度依存性

を表すグラフ内で，[0→±50%]は蝶型の履歴ループの

うち変位0mmから±50%までの剛性を表し，[±50%→

±0]は変位が±50から0mmに戻るときの剛性を表してい

る。また，[±50%]は変位±50%の平均剛性を表してい

る。各々の履歴ループの形状は，速度の変化に対してほ

ぼ同様な特性を示している。切片荷重は速度の上昇に伴

い上昇する傾向にあり，図-23より，V=5mm/sにおける

切片荷重(Qd5)に対するV=400mm/s時の切片荷重(Qd400)

の比を求めると， 

5400 235.1 QdQd ��                                               (1) 

となる。 

なお，2次剛性の速度依存性は認められなかった。 

 

（３）連続加振試験結果 

図-23に初期サイクル時，150サイクル時，終了時(350

サイクル時)，終了後18時間経過時の履歴曲線を示す。 

サイクル数が増えるに従い切片荷重が低下し，ループ

面積が小さくなる傾向にあるが，350サイクル終了時に

おいても，開始時と同様に十分なエネルギー吸収能力を

備えた履歴ループを描いた。また，初期サイクル時での

ループ形状は蝶型傾向を示すが，20サイクルを越える

サイクル回数においてその傾向は小さくなっている。鉛

直支持能力も試験開始時と同様に保持しており，錫プラ

グの繰り返し加振に対する耐久性が確認できた。 
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試験終了後18時間後の再試験では，連続試験開始時

と同様な履歴ループを描いている。また，切片荷重につ

いては，試験開始時の切片荷重以下ではあるが，350サ

イクル終了時の切片荷重と比較して大きくなっている。

これは，錫プラグが時間の経過とともに再結晶したため

と考えられる。 

図-24に各サイクル時の切片荷重，2次剛性の変化率

を示す。切片荷重は，試験開始後20サイクルまで低下

傾向が顕著に現れており，その後終了時の350サイクル

までの低下傾向は緩やかである。2次剛性については，

サイクル数による変化は小さかった。 

 

５．復元力特性のモデル化 
 

（１）蝶型復元力のモデル化 

図-25に，800φ試験体の試験履歴ループとバイリニ

アに設定した基本モデル，および蝶型の復元力に設定し

た詳細モデルを示す。 

基本モデルについては，ゴムのせん断弾性係数率に基

づいた2次剛性とループ面積を等値と設定した切片荷重

によるバイリニア特性で表現している。 

蝶型復元力については，図-26に示すように，修正バ

イリニア特性と蝶型部分の剛性(Ka，Kb)との並列バネ

で表現している。 

修正バイリニア特性については，試験における各ひず

み時の2次剛性，切片荷重からひずみ依存式を設定した。

図-14,15に示した2次剛性と切片荷重のひずみ依存特性

をもとに作成した各ひずみ時の特性値の回帰式を以下に

示す。また，回帰結果を図-28に示す。 

2次剛性 

   0.1��  

 )(2)997.0()(2 100
403.0

��� KK �

��                 (2) 
   0.1��  

 )(2))ln()313.0(0.1()(2 100��� KK ���        (3) 

切片荷重 

   0.1��  
 )())ln(013.00.1()( 100��� dQdQ ����              (4) 

   0.1��  
 )())ln()079.0(0.1()( 100��� dQdQ �����        (5) 

蝶型部分の剛性については，せん断ひずみγ=100%時

と200%時の蝶型部分の剛性で代表している。蝶型部分

の剛性は，ひずみが大きくなると小さくなり，ひずみが

大きいと蝶型が目立たなくなる傾向にある。γ=100%と

200%で規定しているため，設定したせん断ひずみと免

震建物の 大せん断ひずみを確認して， 適なKa，Kb

を与えることとする。 

表-12に蝶型復元力の特性値を示す。 

図-28に試験ループと蝶型＋修正バイリニア履歴特性

を示す。各ひずみ時の試験ループと蝶型復元力の対応が

良好に示されている。 

 

（２）応答比較 

実免震建物の諸元を用いて，基本モデルと詳細モデル

Qd' 
Kb(γ=100%,200%) 

基本モデル 

詳細モデル 

Ka(γ=100%,200%) 

図-26 履歴ループと詳細モデル 
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図-26 修正バイリニア特性と蝶型復元力特性 

γ=100% γ=200%
K2 各基準値 修正バイリニア式

K1 各基準値 －

Qd 各基準値 －

Ka 1.49･K2 0.99･K2
Kb 0.73･K2 0.63･K2
Qd’ 0.82･Qd 修正バイリニア式

表-12 蝶型復元力の特性値 
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による応答比較を行った。検討に用いた建物は地上 7 階

建ての RC 造事務所ビルであり，延べ床面積は 3,142m2，

軒高は 24.6m である。上部の建物重量は，∑ W= 

37,093kN，免震装置の平均面圧は 7.6N/mm2 である。

図-29 に免震層平面図，建物諸元を，図-30 に応答結果

を示す。図-30 には，基本モデルと詳細モデルについて，

大応答加速度，変位，層せん断力係数，免震層の履歴

ループを示した。既往波と模擬波の地表面 大速度

Vmax =75cm/s の入力で，そのときの 大歪みは約

200%である。基本モデルと詳細モデルの応答は，ほと

んど同一で両者のモデル化の違いは数%であり，免震ク

リアランスの余裕分，設計用せん断力の余裕分に納まる

範囲と考えられる。γ=100%時の応答比較についても両

者は良い対応を示した。 

 

６．まとめ 
 

鉛プラグに替わるエネルギー吸収材料として錫を使

用した積層ゴム免震装置を開発し，その基本性能を確認

した。その結果，以下のことが明らかとなった。 

①錫は延性・繰り返し履歴・常温再結晶性のいずれに

おいても鉛と同等あるいはそれ以上の特性を持ち，

エネルギー吸収材料として使用可能である。 

②錫プラグ入り積層ゴムの2次剛性および切片荷重の

ひずみ・面圧依存性は，いずれも鉛プラグ入り積層

ゴムと同程度である。 

③錫プラグ入り積層ゴムの限界性能は，鉛プラグ入り

積層ゴムと同程度である。 

④同径の錫プラグを使用した場合，鉛プラグ入り積層

ゴムの約1.6倍の切片荷重が得られる。 

⑤錫プラグ入り積層ゴムは，高速度加振試験・連続加

振試験においても良好な性能を発揮する。 

⑥錫プラグ入り積層ゴムの復元力特性は，バイリニア

として評価することができる。 

なお，本研究は，（株）免制震ディバイス，住友金属

鉱山（株），昭和電線電纜（株），新日本製鐵（株）によ

る共同研究として実施したものである。 
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図-28 試験ループと蝶型＋修正バイリニア履歴特性

  

 

図-29 免震装置配置図と建物諸元 
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超高強度コンクリートの自己収縮低減に関する検討 

－膨張材がコンクリート性状に与える影響－ 
 

A Study on the Decrease of Self-Shrinkage in Super-High-Strength Concrete 
- The Influence of Expansive Additive on Concrete Properties - 

                                          

                                 西本 好克 YOSHIKATSU NISHIMOTO 

                                 松田 拓  TAKU MATSUDA 

                                 河上 浩司 HIROSHI KAWAKAMI 

 

設計基準強度が 100N/mm2を超える超高強度コンクリートでは，単位結合材量が多く，かつシリカフューム

の影響により自己収縮が大きくなることが知られている。このため，自己収縮低減対策として膨張材を使用し

た時のフレッシュ性状および強度発現に与える影響を検討した。さらに，20℃養生および温度履歴を与えたと

きの自己収縮ひずみを測定した。この結果，膨張材を添加することにより，若干の強度低下を起こすが，良好

な収縮低減効果を示すことが確認された。また，温度履歴を与えた場合には 20℃養生より，硬化初期に膨張

量が大きくなることを確認した。さらに，単位膨張材量を 30kg/m3以上とした場合は，遅れ膨張を示す可能性

があることが明らかとなった。 

キーワード：超高強度，自己収縮，低熱ポルトランドセメント，シリカフューム 

In super high-strength concrete exceeding 100N/mm2, large self-shrinkage is generated. In this study, 

the influence of expansive additive added as counter measures for self-shrinkage on the fresh properties 

and strength development of concrete were measured. The results confirmed the following; the addition of 

expansive additive significantly decreased levels of shrinkage with little loss of strength. The influence of 

the expansive additive was greater under high temperature curing than curing at 20℃. In addition, when 

the level of e expansive additive exceeded 30kg/m3 or more, it was observed that delayed expansion could 

be generated. 

Key Words: Super-High-Strength, Self-Shrinkage, Low-Heat Portland Cement, Silica Fume 

 

 

１．はじめに  
 

近年，都心部における超高層集合住宅など，建築分野

で設計基準強度が 100N/mm2 を超える超高強度コンクリ

ートの適用例が増加しつつある。このような超高強度コ

ンクリートは，所要の強度を確保するために水結合材比

を小さくする必要があり，多量の結合材が使用される。

また，結合材は低熱系のポルトランドセメントとシリカ

フュームを併用する場合が多い。 

一般に，コンクリートは水結合材比が小さい（単位結

合材量が多い）ほど自己収縮ひずみが卓越する傾向があ

り，混和材料としてシリカフュームを使用するとさらに

自己収縮ひずみは増大すると言われている 1),2) 。また，

コンクリートの自己収縮ひずみは，硬化初期の温度履歴

の影響を受けることも指摘されているため 1) ，水和発熱

の大きな超高強度コンクリートでは，初期高温履歴を受

ける場合の自己収縮ひずみ特性を把握することが重要と

なる。 

高強度コンクリートの自己収縮低減方法として，セメ

ント種類の検討や膨張材や収縮低減剤の使用など，これ

までにも様々な検討がなされている3),4),5)。しかし，これ

らの検討は，圧縮強度が 100 N/mm2 程度以下のコンクリ

ートに対して行われており， 120 N/mm2 を超える水結合

材比が20％以下の超高強度コンクリートに対して充分な

検討はまだなされていない。 

本研究では，結合材として低熱ポルトランドセメント

およびシリカフュームを使用した超高強度コンクリート

を対象として，膨張材を混入した場合のフレッシュ性
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状，強度発現性および収縮低減効果について確認した。

さらに，柱部材の中心温度を想定した温度履歴下におけ

る自己収縮ひずみについても確認して，超高強度コンク

リートの自己収縮低減方法に関する検討を行った。 

 

２．試験概要  

 

（１）試験シリーズと試験水準 

 実験はシリーズⅠ～Ⅳのステップで実施した。シリー

ズⅠでは，膨張材がフレッシュ性状および圧縮強度に与

える影響について検討し，シリーズⅡでは，20℃養生で

の自己収縮ひずみについて検討し，シリーズⅢでは実構

造物を想定した温度履歴条件下での自己収縮ひずみにつ

いて検討した。さらにシリーズⅣでは水結合材比の範囲

を拡大し，強度発現と自己収縮ひずみを確認した。水結

合材比と膨張材添加量との組み合わせならびに確認項目

を表-1に示す。 

 

（２）使用材料および調合 

 使用材料を表-2に，基本調合を表-3に示す。結合材

は，水結合材比25％では低熱ポルトランドセメントと膨

張材との組み合わせとし，25％未満ではさらに単位結合

材量 (LC+SF+Ex) の内割り10％分のシリカフュームを混

合した。膨張材は低添加型膨張材を使用し，添加量は単

位結合材量の内割り15～ 30kg/m3 とした。化学混和剤

は，シリカフュームを混合しない場合は SP1 を，混合す

る場合は SP2 を使用した。シリカフュームの混合方法

は，シリーズⅠ～Ⅲではあらかじめ約50％の濃度のシリ

カフュームスラリーを準備し，C， Ex ， S およびGを

空練り後にWならびに SP と同時に投入し，シリーズⅣ

では粉体のシリカフュームをC， Ex と同時に投入して

空練した後にWと SP を投入した。単位水量は，シリー

ズⅠ～Ⅲの水結合材比25％では145kg/m3，水結合材比

16％では160kg/m3とし，シリーズⅣではすべて150kg/m3

に統一した。 

 

（３）温度履歴パターン 

 温度履歴は，筆者らが事前に行った模擬柱試験体の中

心温度をモデル化した温度とし， L25 では1)打込み温

度：20℃，2)前置き： 4Hr ，3)昇温： 14Hr （20→

50℃），4)保持： 20Hr （50℃），5)降温： 82Hr （50

→20℃）とした。また， LSF16では1)打込み温度：

20℃，2)前置き： 4Hr ，3)昇温： 14Hr （20→50℃），

4)保持： 6Hr （50℃），5)降温： 84Hr （50→20℃）と

し，その後20℃一定で所定材齢まで静置した。その温度

履歴を図-1に示す。 

（４）自己収縮ひずみ測定 

 自己収縮ひずみの測定は，文献1)に準拠して， 100 ×

100 ×400mmの型枠中心部に熱電対を備えた低弾性の埋

込型ひずみゲージを埋め込んで測定した。基点は20℃養

表-1 水結合材比と膨張材添加量との組み合わせ 

0 15 20 25 30
25 ● ○ ◎ ● ●
20 ○ ○
16 ● ○ ◎ ● ●
14 ◎ ◎ ◎ ◎
12 ○ ○

○：フレッシュ性状および圧縮強度
◎： ２０℃一定時の自己収縮
●：２０℃および初期高温履歴　自己収縮

水結合材比
（％）

膨張材添加量（kg/m
3
)

表-2 使用材料 

材　　　料 記号 諸　　物　　性

低熱ポルトランドセメント LC 密度 3.24g/cm
3
 , 比表面積　3310cm

2
/g

シリカフューム SF 密度 2.26g/cm
3
 , 比表面積　22.5ｍ

2
/g

低添加型膨張材 Ex エトリンガイト－石灰複合系，密度　3.05g/cm
3

細骨材 S 千葉県万田野産山砂，密度　2.63g/cm
3
，FM2.53

粗骨材 G 茨城県岩瀬産砕石，密度　2.65g/cm
3
，FM6.76

SP1 ポリカルボン酸塩系高性能AE減水剤

SP2 ポリカルボン酸塩系高性能減水剤
混和剤

表-3 基本調合 

W C SF Ex S G
L25 25.0 165 660 0 0 758 856

L25Ex15 25.0 165 645 0 15 758 856
L25Ex20 25.0 165 640 0 20 757 856
L25Ex25 25.0 165 635 0 25 757 856
L25Ex30 25.0 165 630 0 30 757 856
LSF16 16.0 145 816 91 0 595 840

LSF16Ex15 16.0 145 801 91 15 594 840
LSF16Ex20 16.0 145 796 91 20 594 840
LSF16Ex25 16.0 145 791 91 25 594 840
LSF16Ex30 16.0 145 786 91 30 593 840
LSF20 20.0 150 675 75 0 658 888

LSF20Ex20 20.0 150 655 75 20 657 888
LSF16 16.0 150 844 94 0 499 888

LSF16Ex20 16.0 150 824 94 20 498 888
LSF14 14.0 150 964 107 0 386 888

LSF14Ex15 14.0 150 949 107 15 385 888
LSF14Ex20 14.0 150 944 107 20 385 888
LSF14Ex25 14.0 150 939 107 25 385 888
LSF12 12.0 150 1125 125 0 235 888

LSF12Ex20 12.0 150 1105 125 20 234 888

単位容積質量（kg/m
3
)

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ

Ⅳ

W/B
（％）

シリーズ 調合記号

 

0

10

20

30

40

50

60

70

0 2 4 6 8 10

材齢（日）

温
度
（
℃
）

LSF16ﾓﾃﾞﾙ

L25ﾓﾃﾞﾙ

図-1 温度履歴 

 



超高強度コンクリートの自己収縮低減に関する検討 

 

 175

生の場合は20℃における凝結始発時間とし，温度履歴供

試体では打設直後と定めた。20℃養生の条件では凝結始

発時間で型枠を緩め，また温度履歴供試体ではコンクリ

ートと型枠の間に緩衝材を配置し，自由膨張を阻害しな

いようにした。また， JIS A 6202 付属書 2 （参考）拘束

膨張および収縮試験方法（B法）による試験も行った。 

 

３．試験結果  
 

（１）フレッシュ性状 

試験シリーズⅠ～Ⅲではスランプフロー値が65± 5cm

の範囲内，シリーズⅣではスランプフロー値が70± 5cm

の範囲内のデータを用いてフレッシュ性状の評価を行っ

た。膨張材添加時における高性能減水剤の使用量を，無

添加のコンクリート（以下，プレーンコンクリート）の

使用量に対する比として整理した結果を図-2に示す。こ

の結果，シリカフュームを混入していない L25 では，膨

張材を添加することで混和剤使用量がわずかに減少する

傾向がみられた。しかし，シリカフュームを混入した

LSF16および LSF14では，膨張材の添加量に応じて，同

一スランプフローを得るのに必要な高性能減水剤の使用

量が増加していく傾向にある。 

 次に，膨張材添加量とスランプフロー 50cm 到達時間

（以下， 50cm 到達時間）との関係を図-3に示す。 L25

では，膨張材を添加しても 50cm 到達時間はプレーンコ

ンクリートとほとんど変化がない。一方， LSF16や

LSF14では，膨張材を添加すると 50cm 到達時間は遅く

なる傾向がみられるが，添加量と 50cm 到達時間の関係

については不明瞭であった。 

 L25 では，膨張材を添加してもフレッシュ性状の変化

はほとんど確認できなかったが， LSFシリーズでは混和

材使用量の増加や粘性の増大が確認できた。 

 

（２）圧縮強度 

シリーズⅣにおける結合材水比と標準養生供試体強度

との関係を図-4に示す。圧縮強度は材齢28日までは順調

に増加しているが，それ以降の長期材齢での強度増加は

小さく，材齢56日～91日では、圧縮強度の増加はほとん

ど認められなかった。結合材水比と圧縮強度の関係とし

て，水結合材比14%までは，どの材齢でも結合材水比と

圧縮強度の間に直線関係が成立しているが，水結合材比

12%で得られた強度は14%とほとんど変わっていない。

また，今回の実験の範囲では，圧縮強度は 190N/mm2 で

頭打ちとなっており，骨材強度の限界に到達していると

推察される。 
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 プレーンコンクリートの強度を基準としたときの膨張

材を添加したコンクリートの圧縮強度比を，膨張材添加

量で整理した結果を図-5に示す。全体的に膨張材を添加

したコンクリートの圧縮強度はその添加量に応じて強度

が低下していく傾向がみられた。低下率は水結合材比に

より若干異なるものの，おおむね 5% 程度であった。 

 

（３）20℃養生での自己収縮 

 20℃養生での，自己収縮ひずみ測定結果を水結合材比

ごとに図-6に示す。自己収縮ひずみは， L25 では比較的

速やかに進行し，材齢21日頃にはほぼ収束値まで到達し

ているのに対し， LSF16や LSF14では長期にわたって進

行し，材齢49日でも収束する様子はみられない。膨張材

の効果を検討すると，いずれのコンクリートであっても

膨張材の添加量に応じて自己収縮が低減されていくこと

を確認できた。また， L25 で膨張材を添加した場合は，

ごく初期における急激な収縮の進行の後は膨張する傾向

を示し，添加量を 30kg/m3 とした場合は材齢 3 日以降は

膨張側で推移した。 

 自己収縮ひずみを膨張材添加量で整理した結果を図-7

に示す。膨張材の有無や膨張材の添加量にかかわらず，

自己収縮ひずみは L25 ， LSF16， LSF14の順に大きくな

り，水結合材比の低下に伴い収縮量は増大していくこと

を確認できる。今回の実験では， LSF16と LSF14との自

己収縮ひずみの差は，プレーンコンクリートでは 200 ×

10-6 程度あったが，膨張材を添加したコンクリートでは

50× 10-6 程度にまで減少し，LSF14では膨張材を添加す

ることによる自己収縮低減効果がより顕著にみられた。 

 

（４）モデル温度履歴下での自己収縮 

 モデル温度履歴下における自己収縮ひずみの測定結果

を図-8に示す。図中には，温度上昇による膨張を含むひ
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図-7 膨張材添加量と自己収縮ひずみ 
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ずみ量の実測値と，コンクリートの線膨張係数を10×

10-6/℃と仮定して膨張量を補正した値，すなわち自己収

縮ひずみを示している。モデル温度履歴では初期にコン

クリート温度が上昇しているため，初期材齢でのひずみ

実測値は膨張側にあるが，温度補正を行い自己収縮ひず

みを算出すると，自己収縮が進行している。なお，自己

収縮ひずみは L25 シリーズでは材齢 1 日で， LSF16シリ

ーズであっても材齢 4 日までにはほぼ収束値に到達して

いる。なお，材齢 5 日以降は20℃で養生しているため，

実測値と補正値が一致している。 

20℃養生での自己収縮ひずみ測定値とモデル温度履歴

を与えたときの補正自己収縮ひずみの算出結果を図-9に

示す。 L25 シリーズでは，プレーンコンクリートは温度

履歴の影響はあまりなくひずみの履歴はほぼ一致してい

るが，膨張材添加コンクリートではモデル温度履歴の初

期膨張量が大きいため，20℃養生と異なり膨張側で推移

している。 LSF16シリーズでは，プレーンコンクリート

はモデル温度履歴養生の自己収縮ひずみが急激に進行

し，20℃封かん養生の自己収縮ひずみが徐々に追いつい

ていく結果となった。一方，膨張材添加コンクリートで

はモデル温度履歴を与えるとごく初期にはわずかに膨張

側を推移するが急激に収縮し，材齢 5 日あたりにおける

自己収縮ひずみは20℃養生とほぼ同値となる。しかし，

温度履歴を与えた場合はその後の変化がごくわずかであ

るため，自己収縮が少しずつ進行していく20℃養生のほ

うが自己収縮ひずみが増加していく様子がみられた。 

 

（５）長期測定結果 

 自己収縮ひずみの長期測定結果を図 -10 に示す。 L25

では，プレーンコンクリートの20℃養生のみ長期材齢ま

で収縮が進行していくが，その他のコンクリートや養生

条件では材齢30日程度で長さ変化はほぼ収束している。

材齢91日で温度履歴による自己収縮ひずみ量の差を比較

すると，モデル温度履歴は20℃養生に比べ，プレーンコ

ンクリートで 200 × 10-6 程度，膨張材 25kg/m3 添加では

300 × 10-6 程度自己収縮ひずみが少ない。 

LSF16では20℃養生の自己収縮ひずみは長期にわたり

緩やかに進行し，特にプレーンコンクリートで顕著とな

っている。この中で，膨張材を 30kg/m3 添加したコンク

リートでは材齢60日頃には自己収縮が収束し，その後は

逆に膨張を始めるという遅れ膨張現象を示した。モデル

温度履歴を与えた場合，初期の自己収縮ひずみは大きく

なるがその後の収縮量は少なく，遅れ膨張を示した

LSF16Ex30を除いて，長期材齢では20℃養生の自己収縮

ひずみと比べて同等以下となる傾向が確認できた。 
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                 図-8 モデル温度履歴下のひずみ測定結果 
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                    図-9 自己収縮ひずみの進行 
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（６）Ｂ法による試験結果 

 B法による試験結果を図 -11 に示す。材齢 7 日まで標

準養生をしているため，膨張材添加コンクリートでは初

期に膨張するが，その後に乾燥を与えると収縮側に移行

する。この中で，LSF16Ex30では乾燥を与えても材齢

100 日以降になると遅れ膨張の傾向が確認できた。 

 
４．まとめ  

 

本論で得られた知見を以下にまとめる。 

① 膨張材を添加した場合， L25 ではフレッシュ性状

に与える影響はほとんど確認できなかったが，

LSF16や LSF14では膨張材を添加することで，化

学混和剤の使用量の増加とコンクリート粘性の増

加が認められた。 

② 膨張材を添加することで，いずれの結合材でも若

干の強度低下が認められたが，添加量に応じて自

己収縮の低減効果も認められた。 

③ 自己収縮は L25 では比較的早期に収束するが，

LSFシリーズでは長期においても徐々に自己収縮

が進行した。 

④ 初期高温履歴を受けると，若材齢で急激に自己収

縮が進行するが，長期的な収縮量は小さい。 

⑤ LSF16で膨張材を 30kg/m3 添加すると遅れ膨張が

確認された。 
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初期に温度履歴を受けたコンクリートの

若材齢強度の評価手法に関する検討

　建築躯体施工で採用されるシステム施工では，コンクリートの初期強度発現を適切に評価して品質

管理を行い，施工サイクルを確保する必要がある。本報では，コンクリートの種々の養生温度条件下

での初期強度発現を室内試験により検討し，その強度発現の評価手法を提案した。また，セメント組

成化合物が強度発現に及ぼす影響に関して考察した。

キーワード：品質管理，強度発現，初期強度，積算温度

  In modern building works undertaken with systematic construction methods, the evaluation of the initial

strength development of concrete is important for securing the construction cycle.

The influence of curing temperature on the initial strength development of concrete was studied in laboratory

tests. Following on from these tests, methods for evaluating the initial strength development of concrete cured

under several heat conditions have been proposed in this paper. In addition, the influence of the cement

composition on strength development is also discussed.

 Key Words:Quality Control, Strength Development, Compressive Strength in Early Age, Maturity

Evaluation Methods of Concrete Strength Cured under High Temperature in Early Age

松田　拓　　TAKU  MATSUDA

西本　好克　YOSHIKATSU  NISHIMOTO

蓮尾　孝一　KOICHI  HASUO

河上　浩司　HIROSHI  KAWAKAMI

１．はじめに

最近の建築躯体の施工は，大型型枠によるシステム化工

法や，サイトPCa工法による部材製造等が取り入れられ，

品質確保と施工速度の向上が図られている。こうした施工

方法では，コンクリートの打設から脱型および部材の取付

けまでのサイクルを，躯体の品質が確保される範囲で短縮

し，かつ打設温度や気象条件によらず一定とすることが求

められる。

初期のコンクリート必要強度を確保するためには，コン

クリートの材料や調合および養生方法に関しての事前検討

が不可欠となる。対策のひとつとして，型枠を断熱しコン

クリートの自己発熱による強度増進を期待する方法や加熱

養生が採用されることもあり，コンクリートの初期強度発

現に及ぼす養生温度条件の影響を適切に評価した品質管理

手法が求められる。

様々な養生温度条件下でのコンクリートの初期強度発現

の評価手法に関しては，これまでにも多くの報告がなされ

ているが1)，初期のコンクリートの水和反応による自己発

熱や加熱養生による温度履歴を受けたケースの評価に関す

る報告は少ない。

既報2)では，普通ポルトランドセメントを中心とした室

内試験により，初期の温度履歴を模擬した養生温度条件

が，コンクリートの初期強度発現に及ぼす影響を検討し，

積算温度方式によるコンクリートの初期強度発現の評価手

法を検討した。

本報では , 既報の結果に低熱系セメントによるコンク

リートでの実験結果を追加し，①種々のコンクリートの一

定養生温度条件での初期強度発現の積算温度方式による評

価手法を提案し，さらに，②初期に温度履歴を受けた場合

の同手法の適用性を検討した。また，セメント種類ごとの

初期強度発現特性に関して，セメントの組成化合物の比率

に着目し考察した。

２．実験方法

表-1～表-4に，実験の要因と水準，使用材料，セメントの

組成化合物の比率およびコンクリート調合を示す。調合は

普通ポルトランドセメント（以下，N セメント) でW /

C=25,30,35,40,45,50%の6種類，中庸熱ポルトランドセメ

ント(以下，Mセメント)および低熱ポルトランドセメント

(以下，Lセメント)で30,40,50%の3種類の計12調合とした。

　コンクリートの練り混ぜは，容量50lのパン型強制練りミ

キサを用い，各調合，養生条件別にバッチを分け，1バッチの

練り混ぜ量は，4 0 ～5 0 l とした。練り混ぜ時間は，W /

C=45,50%ではコンクリート練り60秒，その他の調合ではモ

首都圏住宅建設事業部
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ルタル練り30～60秒+コンクリート練り60～180秒とした。

コンクリートの練り混ぜ後フレッシュコンクリートの性状

を測定し，圧縮試験用供試体(φ100×200mm)を採取した。

コンクリートの養生温度条件は，表-1に示す6種類 であ

る。一定温度条件による養生は10,20,30℃一定温度の3条件

とした。初期の温度履歴は，現場でのPCa製造を想定し，以下

のようにモデル化した。

A：冬期施工時の加熱養生

B：冬期施工時の自然養生(自己発熱)

C：標準期施工時の普通コンクリートの加熱養生，もしく

は高強度コンクリートの自然養生(自己発熱)

図-1に各養生温度条件の養生温度履歴を示す。

すべてのコンクリート供試体は，各養生温度条件に制御

された養生槽内にて封かん状態で養生し，材齢72時間以降

は，20℃一定温度条件で封かん養生した。コンクリートの温

度履歴は，別途作製した圧縮試験用と同一の供試体の中心

に設置した熱電対により測定した。圧縮強度の試験材齢は，

10℃および30℃一定温度養生条件で18,24,48,72時間の4材

齢，20℃一定温度養生で18,24,48,72時間，7,28日の6材齢，

初期温度履歴を受ける養生条件で18,42,72時間，7,28日の5

材齢である。また各バッチ間の相違を確認するために，標準

養生供試体による圧縮強度試験(材齢7,28日)を行った。

３. 実験結果および考察

（１）圧縮強度

各コンクリートの標準養生圧縮強度試験結果を表-5に示

す。同一調合でバッチ間に若干の差が見られるのは，練り上

がりコンクリート温度や空気量等の影響と考えられる。コ

ンクリート種類ごとの，養生温度条件別の材齢と，封かん養

生供試体の圧縮強度および標準養生供試体の圧縮強度の関

係を図-2に示す。圧縮強度はそれぞれ供試体3体(一部2体)

の平均値である。材齢は注水時刻を起点とした。各コンク

図-1　養生温度履歴

表-3　セメント組成化合物の比率

表-4　コンクリート調合

表-1　実験の要因と水準 表-2　使用材料

リートとも養生温度条件によって強度発現性状が異なり，

特に初期材齢での養生温度条件の影響が顕著である。同一

調合でバッチ間の標準養生強度に若干の差が見られるの

は，練り上がりコンクリート温度や空気量等の影響と考え

られる。N50～30のシリーズで，材齢28日時点における養生

温度条件Cの強度が，他の養生温度条件の強度と比較して低

くなる傾向にあった。

（２）一定養生温度条件での圧縮強度発現特性の評価

図-3は，一定養生温度条件の試験シリーズに関して，積算

温度(M)と標準養生7日に対する圧縮強度比(σ
R7
)の関係を

示している。Mは，式(1)により求めた。Mの起点時刻は，凝

結始発時刻とする報告3)もあるが，初期に温度履歴を受ける

ケースの凝結時間の評価の点で，実施工の品質管理での実

用性を考慮し，注水時刻とした。また，温度の起点は既報1)と

同様に0℃とした。

M=∑(θ･T) 　　　　　(1)

ここに，M：積算温度(℃・Hr)，T:時間(Hr)，θ：コンク

リート温度(℃)，

σ
R7
は，レディミクストコンクリート工場で品質管理と

して一般的に用いられている標準養生材齢7日を基準とし

式(2)より求めた。

 (質量比:%)

ｾﾒﾝﾄ C3S C2S C3A C4AF

普通 55 19 10 9
中庸熱 42 37 3 10
低熱 28 53 2 10

 
W C S G

N25 N 25.0 45.0 170 680 684 858 1.20～1.30

N30 N 30.0 48.2 170 567 777 858 1.45～1.70

N35 N 35.0 49.5 175 500 819 858 1.00～1.85

N40 N 40.0 47.2 175 438 780 897 0.75～1.25

N45 N 45.0 48.4 175 389 820 897 0.65～0.85

N50 N 50.0 43.8 180 360 747 983 0.31～0.50

L30 L 30.0 48.6 170 567 790 858 1.15～1.40

L40 L 40.0 47.5 175 437.5 790 897 0.80

L50 L 50.0 49.0 180 360 839 897 0.19

M30 M 30.0 48.5 170 567 786 858 1.20～1.60

M40 M 40.0 47.4 175 437.5 787 897 0.8

M50 M 50.0 44.0 180 360 753 983 0.25～0.31
*:Ad1はN50、Ad3はN25、Ad2はその他の調合に使用。

単位量(kg/m
3
)調合

記号
ｾﾒﾝﾄ

S/a
(%)

W/C
(%)

混和剤

Ad1,Ad2,Ad3
*

(C×%)

 
10℃ 20℃ 30℃ A B C

25 ○ ○ ○ ○ ○

30 ○ ○ ○ ○ ○

35 ○ ○ ○ ○ ○ ○

40 ○ ○ ○ ○ ○ ○

45 ○ ○ ○ ○ ○ ○

50 ○ ○ ○ ○ ○ ○

30 ○ ○ ○ ○ ○

40 ○ ○ ○ ○

50 ○ ○ ○ ○

30 ○ ○ ○ ○ ○

40 ○ ○ ○ ○

50 ○ ○ ○ ○

ｻｲﾄPCa模擬

N

L

一定温度

養生温度条件

ｾﾒﾝﾄ
W/C
(%)

M
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時間(ｈｒ)
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℃

)
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672

 材料 記号 種　類 品　質
N 普通ポルトランド 密度:3.15g/cm3,比表面積3310cm2/g
L 低熱ポルトランド 密度:3.24g/cm3,比表面積3350cm2/g
M 中庸熱ポルトランド 密度:3.21g/cm3,比表面積3260cm2/g

細骨材 S 鬼怒川産 川砂 表乾密度:2.58g/cm3,
吸水率:2.09%,FM:2.47

粗骨材 G 葛生町産 砕石 表乾密度:2.67g/cm3,
吸水率:0.97%,FM:6.47

Ad1 AE減水剤 リグニンスルホン酸系
Ad2,3 高性能AE減水剤 ポリカルボン酸系

ｾﾒﾝﾄ

混和剤
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σ
R7
=(σ/σ

7
)×100　　　　　　　　　　　  (2)

ここに，σ
R7
：圧縮強度比(%)，σ:各材齢で測定した圧縮

強度(N/mm2)，σ
7
：同バッチの標準養生7日強度(N/mm2)

図中の曲線は，Mとσ
R7
の関係を式(3)に示すゴーラル関

数4)で回帰したものである。ただし係数cについては，後述す

るように強度発生積算温度に相当するため，各試験ケース

の3,360℃・Hr(20℃，材齢7日)以下の初期材齢のデータを式

(3)により回帰して求め，その他の係数については，前述よ

り求めた係数c，および全データより回帰し求めている。

σ
R7
=(M-c)/{a+b・(M-c)} 　           　　　　(3)

ここにa,b,c:回帰曲線における係数

それぞれの回帰で求められた曲線式の係数および相関係

数を表-6に示す。いずれのコンクリートに関しても，Mと

σ
R7
には高い相関関係が見られた。

式(3)の係数aの逆数は，強度増進速度を表し，係数bの逆

数は材齢7日以降の強度増進を表す。係数cは，強度が発生す

るMに相当する。図-4は，係数a,b,cとW/Cの関係を示した

ものである。係数aとbに関しては，セメントごとに傾向が異

なるものの，W/Cと強い相関があり，それぞれ式(4)～式(9)

で表された。

Nセメント：

a=0.30032・(W/C)-2.0836　(R=0.982)　　　　　(4)

b=-9.7922×10-5・(W/C)+0.011442　(R=0.966)　(5)

Mセメント：

a=0.24300・(W/C)+1.2148　(R=0.998)　　　　　(6)

b=-0.00016619・(W/C)+0.01178　(R=0.979)　  (7)

Lセメント：

a=0.09701・(W/C)+6.7499　(R=0.999)　　　　　(8)

b=-0.00018561・(W/C)+0.011264　(R=0.992)   (9)

いずれのセメントを使用したコンクリートも，W/Cが大

きくなると強度の増進速度が小さくなり，材齢7日以降の強

図-2　養生条件，材齢と封かん養生圧縮強度の関係

表-5　標準養生供試体の圧縮強度試験結果
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L40

材齢(Hr)
10 100 1000
0

10

20

30

40

L50

材齢(Hr)

 単位：N/mm2

7day 28day 7day 28day 7day 28day 7day 28day

10℃ 89.0 108 49.3 66.5 69.8 97.5 55.6 97.6

20℃ 87.7 104 49.4 65.1 65.7 94.9 54.2 99.8

30℃ - - 44.6 61.7 - - - -

A 86.0 105 51.0 64.8 72.7 107 58.6 96.5

B 83.2 98.4 52.1 65.9 71.7 93.8 60.0 89.5

C 89.3 97.2 48.4 63.6 63.7 90.0 58.2 95.3

10℃ 73.4 90.9 40.5 55.0 27.3 50.2 19.2 47.6

20℃ 78.0 97.7 33.4 49.2 28.3 50.5 18.2 45.9

30℃ - - 36.6 50.8 - - - -

A 82.9 101 42.0 57.7 24.7 47.5 18.9 49.9

B 85.0 97.7 40.9 56.9 27.3 49.9 17.7 43.5

C 80.9 94.9 35.9 51.6 - - - -

10℃ 59.8 78.3 23.2 36.8 14.1 31.4 10.0 31.3

20℃ 64.0 85.7 27.9 44.3 15.7 35.7 11.4 36.8

30℃ 64.3 83.5 29.8 45.2 - - - -

A 67.5 82.7 31.1 45.6 12.3 29.8 8.28 27.2

B 68.6 86.6 29.7 41.4 13.0 28.9 8.56 26.8

C 67.4 88.2 30.3 42.5 - - - -

M50

M40 L40N30

N35 L50

N45

N50

N40

圧縮強度養生温
度条件

調合
記号

M30N25

圧縮強度調合
記号

圧縮強度 調合
記号

圧縮強度 調合
記号

L30
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度増進は大きくなる傾向にある。また，発熱量の少ないセメ

ントほど，材齢7日以降の強度増進が大きくなった。

係数cに関しては，他の係数と比較してややばらつきが大

きいが，強度の発生点には練り上がり時の温度や混和剤の

種類，添加量による影響が他の係数に比べ大きいためと考

えられる。すべてのセメント種類のデータを回帰し，式(10)

を得た。

c=1.8222・(W/C)+111.15　(R=0.865)         (10)

（３）圧縮強度の評価

　コンクリートのセメント種類，W/Cおよび式(4)～式(10)

より，式(3)の係数を求め，標準養生材齢7日の圧縮強度を用

いることにより，式(2)より，任意の積算温度におけるコン

クリートの圧縮強度の評価が可能となる。

図-5は一定温度条件の試験結果の実測値と推定値を比較

したものである。Nシリーズは，N25～35とN40～50に分け

て表示した。図中には推定値/実測値±20％の線を破線で示

している。推定値と実測には強い相関があり，一定温度条件

での圧縮強度の発現を精度良く評価できた。

N
M
L

20 30 40 50 60
100

150

200

250

c

W/C(%)

図-3　積算温度と圧縮強度比の関係(養生温度一定条件)

表-6　回帰式係数および相関係数

図-4　水セメント比と回帰式係数の関係
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N
M
L

20 30 40 50 60
0

0.002

0.004

0.006

0.008

0.01

b

W/C(%)

N
M
L

20 30 40 50 60
0

3

6

9

12

15

W/C(%)

a

三井住友建設技術研究所報告 第 3 号 

 182 



 

0

10

20

30

40

50

60

0 10 20 30 40 50 60
推定値(N/mm2)

実
測
値

(
N/

m
m2
)

M30 M40 M50

R=0.983

 

0

10

20

30

40

0 10 20 30 40
推定値(N/mm2)

実
測

値
(N

/m
m
2
)

N40 N45 N50

R=0.993

 

0

10

20

30

40

50

0 10 20 30 40 50
推定値(N/mm2)

実
測

値
(
N/

m
m2
)

L30 L40 L50

R=0.962

 

0

10

20

30

40

50

60

70

0 10 20 30 40 50 60 70
推定値(N/mm2)

実
測

値
(
N/

mm
2
)

N25 N30 N35

R=0.993

（４）初期に温度履歴を受けたコンクリートの強度発現

図-6は，（２）で示したσ
R7
とMの関係(図-3)に，初期に温

度履歴を与えた試験ケースの結果を追記したものを，3,360

℃・Hr(20℃，材齢7日)の範囲で図示したものである。図中の

破線は，式(3)より求めたσ
R7
の評価式を表す。M，Lセメン

トに関して，最高温度60℃の履歴を受けた養生温度条件A，

Cの実測値が推定値よりも大きくなるものがあったが，初期

に温度履歴を受けたケースの試験結果と一定温度条件の試

験結果はおおむね同等の傾向にあった。

図-7は（３）で示した圧縮強度の推定値-実測値関係(図-

5)に，初期温度履歴を与えた試験ケースの結果を追記した

ものである。M，Lセメントに関して，最高温度60℃の履歴を

受けた養生温度条件A，Cの実測値が推定値よりも大きくな

るものがあったが，初期に温度履歴を受けたコンクリート

の初期強度発現に関しても，提案手法を適用することによ

り，おおむね±20%で評価可能なことを確認した。

（５）セメント種類ごとの強度発現特性

式(3)における係数a，bに関して，セメント種類ごとの組

成化合物の比率に着目し，検討した。

図-8は，一定温度条件での試験結果より得られた係数aお

よびbについて，エーライト水比(C3S/W)および水セメント

比とビーライト分の積(W/C・C2S)との関係を図示したもの

である。いずれのセメントによる試験結果も，①エーライト

成分の増加に伴い，1/aは増大し，1/bは減少すること，②ビー

ライト成分の増加に伴い，1/aは減少し，1/bは増大すること，

が示された。これらの中で，1/aとW/C・C2Sの関係には，セメ

ントごとの傾向が確認されるが，すべてのセメントによる

図-5　圧縮強度の実測値と推定値の関係

図-6　積算温度と圧縮強度比の関係(初期に温度履歴を受けたケースを追記)
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結果をそれぞれ回帰したところ，式(11)～式(14)を得た。

1/a=-0.069486/(C3S/W-2.6297)+0.048408

                                                                   (R=0.964)   (11)

1/a=-0.10404log(W/C・C2S)+0.0090523

                                                                   (R=0.660)　 (12)

1/b=82.921/(C3S/W-0.35602)+63.156

                                                                 (R=0.968)　 (13)

1/b=83.329×exp(6.0214×W/C・C2S)

                                  (R=0.971)   (14)

ここに，W/C:水セメント比，C3S/W:エーライト水比，W

:単位水量(kg/m3)，C3S:セメント中のエーライト質量比，

C2S:セメント中のビーライト質量比，

一般的に，セメント組成化合物のうち，エーライト(C3S)

は材齢初期での強度発現に，ビーライト(C2S)は長期材齢の

強度増進への寄与がそれぞれ大きいとされているが，今回

の実験の範囲(材齢28日)で評価した場合は，7日以降の強度

増進についてはどちらも強い相関があった。

以上より，セメント組成化合物を考慮した指標を適用し

セメント種類の影響を一般化することにより，積算温度と

強度発現の関係を推定できる可能性があると考えられる。

４． まとめ

　

本検討により得られた知見をまとめる。

①コンクリートの初期強度発現性状は，養生温度条件に

よって異なり，特に初期材齢段階での影響が大きい。

②一定温度で養生された同一のセメントによるコンク

リートの初期強度発現は，注水時刻および0℃を基準と

した積算温度とゴーラル関数により±20%の範囲で評

価できる。

③提案手法は，初期に温度履歴を受けたコンクリートの

初期強度発現も同様に評価できる。

④提案手法は，レディミクストコンクリート工場の品質

管理データを利用することにより，出荷工場別に初期

強度の発現を事前に試験することなく評価できる。

⑤コンクリートの初期強度発現特性は，セメント種類ご

図-7　圧縮強度の実測値と推定値の関係

　　(初期に温度履歴を受けたケースを追記)

とに異なるが，セメント組成化合物を考慮した指標を

適用することにより，評価可能となる可能性がある。
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高強度セメント硬化体の強度発現と微細構造に関する実験研究 
 

 Experimental Study on Strength Development and Microstructure of High-Strength Cement Matrix 
                                         

                                 河上 浩司 HIROSHI KAWAKAMI 

                                 西本 好克 YOSHIKATSU NISHIMOTO 

松田 拓  TAKU MATSUDA 

                             

普通ポルトランドセメント，低熱ポルトランドセメントおよび低熱ポルトランドセメント＋シリカフュー

ムを結合材としたモルタルを練り混ぜ，20℃一定と最高温度を 60℃まで加熱した封かん供試体の強度確認と

化学分析を行った。その結果，加熱養生では若材齢強度は 20℃一定養生より高いが，強度増加量は小さかっ

た。化学分析の結果，セメント単体を使用したときは強度増加に伴い細孔量が減少した。一方，シリカフュー

ムを混入すると，強度の増加に伴い細孔量の減少と卓越細孔径の極小化がみられた。 

キーワード：高強度モルタル，圧縮強度，細孔径分布，養生，シリカフューム 

A series of tests and chemical analysis were conducted to evaluate the strength development and 

microstructure of high-strength cement matrix.  These tests utilized specimens made with three different 

kinds of binder, which were cured by sealed curing of 20℃ constant and 60℃ in the highest temperature. 

The results indicated that the strength at an early age of the specimen heated to 60℃ was higher than one 

heated to a constant 20℃, however the strength increase in the heated specimen was smaller. Additional 

observations were that while in the specimen that used cement alone, the amount of pore decreased in 

line with increasing strength, in the specimen mixed with silica-fume, the decrease in the amount of pore 

and also the minimization of excellence pore size were observed in line with increases in strength. 

 Key Words: High-Strength Mortar, Compressive Strength，Pore Size Distribution, Curing, Silica-Fume 

 

 

１．はじめに  
 

近年，高強度コンクリートの研究対象は設計基準強度

（以下，Fcとする） 100N/mm2 以上に到達している。こ

れまで，Fc60N/mm2級の高強度コンクリートは，比較的

断面の大きい構造体に打設すると初期高温履歴を受けて

長期強度が阻害されると認識されてきた。 Fc100N/mm2

以上のいわゆる超高強度コンクリートでも初期高温履歴

を受けるが，シリカフュームなどを混合した結合材を用

いた場合，材齢91日程度までの構造体コンクリートは，

標準養生や20℃封かん養生と同等以上の強度が得られた

という報告がみられる 1),2) 。 

 しかし，多くの報告は超高強度コンクリートにおいて

構造体コンクリートが高強度化したという現象の確認に

とどまっており，高強度化の現象を内部組織と関係づけ

た報告はまだ少ない 3),4) 。たとえば陣内らは文献3)にお

いて総細孔量と強度とを検討し，普通ポルトランドセメ

ント（普通セメント：記号N）や低熱ポルトランドセメ

ント（低熱セメント： L ）の場合，20℃水中養生では若

材齢での卓越細孔径は比較的大きく，後の水和で埋まり

やすいため高強度化すると考察している。一方，普通ポ

ルトランドセメントとシリカフュームならびにスラグ石

膏を混合した特殊結合材の場合，加熱供試体の若材齢に

おける総細孔量と卓越細孔径は，標準養生91日よりも小

さくなったと報告している。また，菅俣らは文献4)にお

いて，低熱セメントとシリカフューム（ SF ）のプレミ

ックス結合材で試験を行い，低水結合材比領域では高温

履歴を受けると20℃養生より高強度化することを確認

し，細孔径や水酸化カルシウム量などの分析結果から，

高温によりシリカフュームが活性化した可能性を報告し

ている。 

 今回，筆者らは結合材として低熱セメントとシリカフ

ュームを練混ぜ時に混合した結合材でモルタルを練り混

ぜ，マトリックス部分における圧縮強度の確認と内部組

織の分析を行い，温度履歴の影響についての検討を行っ

た。本報ではその結果を報告する。 
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２．実験方法  
 

（１）要因と水準 

 実験の要因と水準を表-1に示す。結合材は，低熱セメ

ントとシリカフュームを質量比で 9:1 で混合した LSFの

ほか，普通セメントと低熱セメントを加えた 3 種類とし

た。養生は標準養生，20℃封かんおよび加熱養生とし

た。内部組織の分析は細孔径分布と水酸化カルシウム量

の確認を行った。 

加熱養生の設定温度履歴の概要を図-1に示す。加熱養

生とは，封かん供試体に打設 4 時間後から18時間後まで

に60℃まで上昇させ（昇温速度 2.86℃ /hr ），28時間後

あるいは70時間後から100mm厚の発泡スチロール製養生

箱で温度を降下させた後，20℃で養生する方法である。

温度履歴は熱電対をセットしたダミー供試体で測定し

た。内部組織の分析は細孔径分布と水酸化カルシウム量

の確認を行った。 

 

（２）モルタル 

 使用材料を表-2に，セメント質量に対する比で表した

調合を表-3に示す。以後，調合記号は結合材の種類と水

結合材比の整数部分との組み合わせで示す。今回，内部

組織の分析を行う上では，セメントペーストを用いるの

が望ましいと考えられたが，骨材との界面がなくなり破

壊性状がコンクリートと異なる可能性が考えられたので

モルタルを採用した。ただし，細骨材は化学分析への影

響を小さくするという観点から，充分な強度発現を確認

した上で，吸水率が低く品質が安定している珪砂とし，

粒度の違う 3 種類を混合して使用した。調合は，同じ水

結合材比に対応するコンクリートから粗骨材を取り除い

た状態で，質量比を固定した値を採用した。なお，供試

体はφ 50mm ，H100mmの円柱供試体とした。  

 
（３）内部組織分析の概要 

 今回，一部の供試体では内部組織の分析を行った。加

表-1 要因と水準 
要因 水準

普通ポルトランドセメント（N)：　36.7, 28.1%
低熱ポルトランドセメント（L)：　36.7, 28.1, 25%
L＋シリカフューム（LSF)：　30.0, 25.0, 20.0, 16.7, 14.3% 
標準養生：　28, 91日
20℃封かん養生：　3, 7, 28, 91,182日
60℃加熱10時間保持(封かん)：　3, 7, 28, 91日
60℃加熱52時間保持(封かん)：　3, 7, 28, 91日

内部組織分析項目 細孔径分布，　水酸化カルシウム量

結合材種類と水結合材比

養生と試験材齢

 
 

表-2 使用材料 
種類 名称 記号 諸物性

普通ポルトランドセメント N 密度 3.15g/cm
3
 比表面積  3,330cm

2
/g

低熱ポルトランドセメント L 密度 3.24g/cm
3
  比表面積  3,280cm

2
/g  C2S 56%

混和材 シリカフューム SF 密度 2.20g/cm3  比表面積  22.0m2/g　SiO2 97%

細骨材 珪砂（八草・陣屋混合） S 密度 2.66g/cm3  SiO2　91.7～98.2%　Ig.loss 0.2%
混和剤 超高強度コンクリート用高性能減水剤 SP ポリカルボン酸系

セメント

 
 

表-3 調合                    表-4 化学分析との対応 
混和剤 空気量

W C SF S B×% (%)
N36 36.7 0.37 1.0 0 2.31 1.00 5.8
N28 28.1 0.28 1.0 0 1.60 1.20 1.8
L36 36.7 0.37 1.0 0 2.34 0.90 2.8
L28 28.1 0.28 1.0 0 1.63 1.10 4.0
L25 25.0 0.25 1.0 0 1.22 1.20 2.5

LSF30 30.0 0.33 1.0 0.11 2.00 1.40 2.7
LSF25 25.0 0.28 1.0 0.11 1.52 1.60 2.0
LSF20 20.0 0.22 1.0 0.11 1.03 1.80 1.7
LSF16 16.7 0.19 1.0 0.11 0.70 2.00 2.3
LSF14 14.3 0.16 1.0 0.11 0.47 2.20 2.4

質量比（セメント：1.0）
記号

W/B
(%)

   

3日 7日 28日91日 3日 7日 28日91日
20℃封 ○ ○
60℃70h
20℃封 ○ ○ ○ ○ ○ ○
60℃70h ○ ○ ○ ○ ○ ○
20℃封 ○ ○ ○
60℃70h ○ ○ ○
標準養生 ○ ○
20℃封 ○ ○ ○ ○ ○ ○
60℃70h ○ ○ ○ ○ ○ ○

試験内容と試験材齢
細孔径分布 水酸化カルシウム

N28

L28

LSF25

LSF16
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図-1 加熱養生の設定温度履歴 
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熱養生供試体については70時間後まで加熱したものを分

析に供した。分析内容と供試体種類との対応を表-4に示

す。本論において報告する分析内容とその手法につい

て，概要を以下に示す 5) 。 

ａ）細孔径分布 

 アセトンに浸せきして水和を停止させた後 D- 乾燥を

行い，恒量になった試料を用いて水銀圧入式ポロシメー

タにより計測した。測定範囲は平均直径 0.0043～ 250 μ

mの範囲である。 

ｂ）水酸化カルシウム量 

 試料20～ 30mg 程度を計り取り，熱重量－示差熱分析

（ TG-DTA ）により 450 ℃付近の吸熱ピークから水酸化

カルシウム生成量を測定し，結合材量に対する生成率を

算出した。 

 

３．実験結果  
 

 モルタルの空気量を表-3中に示す。空気量はおおむね

2% 前後であり，また，分離もなくフレッシュ性状は良

好であった。加熱供試体の温度測定結果を図-2に示す。

供試体内部に図-1に示した想定温度履歴に近い履歴を与

えることができた。 

 

（１）圧縮強度 

20℃封かん養生と加熱養生供試体における結合材水比と

圧縮強度との関係を，温度履歴別に図-3に，強度発現の

例を図-4に示す。結合材の種類や温度履歴によらず，結

合材水比と圧縮強度の間にはおおむね直線関係が成立し

ている。20℃封かん養生では材齢に伴い強度が増加する

が， LSFでは若材齢から B/W6.0 と 7.0 の強度差が小さ

く，強度の頭打ち傾向がみられた。加熱供試体は若材齢

から強度発現が顕著で，長期材齢での強度増加量は20℃

封かん養生と比べ小さい。LSFでは加熱時間によらず材

齢 3 日での強度発現が顕著となる。加熱時間で得られた
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図-3 結合材水比と圧縮強度 
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図-2 温度履歴                  図-4 強度発現  
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強度の関係を比較すると全体的に70時間のほうが強度が

高い傾向がみられた。 

図-4に示した供試体を例に検討を行うと，普通セメン

トでは，加熱養生供試体では若材齢での強度発現はやや

大きいが，その後の強度増加量は小さいため，材齢91日

では20℃封かんのほうが強度は高くなった。低熱セメン

トの場合，加熱養生供試体では若材齢での強度発現が非

常に顕著である。また，長期的にもある程度の強度増加

がみられ，材齢91日でも20℃封かん強度と同等の強度が

得られた。 LSFの場合，加熱養生供試体では 3 日間での

強度発現が非常に顕著で，以降の強度増加量は小さい。

しかし， LSFでも材齢91日強度は20℃封かんとほぼ同等

であった。 

 標準養生と20℃封かん養生の材齢28，91日強度の関係

を図-5に示す。セメント単体の場合，20℃封かん養生の

強度は標準養生に比べ普通セメントで 5% 程度，低熱セ

メントでは 7% 程度低いが，LSFでは両者の強度はほぼ

1:1 となった。 LSFのみ20℃封かん養生と標準養生の強

度差が小さいことから，シリカフュームを混入したこと

が強度差の減少に影響したと考えられる。 

 

（２）内部組織の分析結果 

 主な検討は低熱セメントとLSFについて行う。 

ａ）細孔径分布 

 表-4に示した調合について，細孔径分布の測定結果を

図-6に示す。N28と L28 では，直径 0.010 ～ 0.020 μm

付近に卓越細孔径が確認できる。また， L28 について材

齢との関係をみると，材齢に伴い卓越細孔径は若干小さ

くなるが，卓越細孔径での細孔量の減少がより顕著であ

る。細孔径分布の形状と圧縮強度との比較をすると，加

熱養生材齢 3 日と20℃封かん材齢28日では細孔径分布は

ほぼ等しい。図-4をみると両者は強度もほぼ等しく，同

一の調合では細孔径分布と強度で良い対応がみられた。

一方，結合材種類の影響を20℃封かん養生を例に検討す

ると，N28と L28 の28日強度は同等（図-4）であるが，

ピークでの細孔量は L28 のほうが多く，セメントの組成

により細孔量と強度の関係が異なると推測される。 

 LSF16について，加熱養生を行った場合は材齢 3 日か

ら91日まで細孔径分布に大きな変化はない。若材齢の時

点でピーク径は 0.010 μm以下とすでに組織の緻密化が

相当進行しており，長期材齢まで強度増加量が小さいこ

とと対応していると考えられる。一方，20℃封かん養生
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図-6 細孔径分布 
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図-7 累積細孔径分布 
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の材齢 7 日では，N28や L28 と同じ直径 0.015 μm付近

で卓越しているが，細孔量は同一材齢の L28 より少な

い。材齢28日では先述のピークは消失し 0.010 μm以下

で卓越するようになり，材齢91日になると細孔径分布は

加熱養生とほぼ同様となった。シリカフュームのポゾラ

ン反応は，20℃環境下では材齢 7 日以降の組織の形成に

大きな影響を与えると考えられる。また，標準養生につ

いても材齢91日の細孔量は極めて少ない。 

 続いて， 0.0043～ 78.1μmの範囲で大きい空隙からの

細孔量を積算した累積細孔量を図-7に示す。結合材種類

や材齢によらず， 1.0 μm以上の細孔量に大きな違いは

ない。累積細孔量に大きな差が生じるのは 0.020 μm付

近以下であることを確認できる。また， L28 やN28と

LSF16では 0.005 μm付近までの累積総細孔量がほとん

ど同じであっても， LSFのほうがより小さい細孔径での

増加が顕著となっており，細孔径分布が異なっているこ

とが確認できた。 

 累積細孔量と強度との関係を調べ，それぞれ得られた

回帰式の寄与率を結合材別に整理した結果を図-8に示

す。検討対象は60N/mm2以上となるが， LSFや低熱セメ

ントそれぞれの回帰式に関して，どちらも 0.014 μm近

辺で寄与率が急激に大きくなる。寄与率の結果より低熱

セメントについては 0.014 ～ 0.020 μm程度， LSFでは

0.010 μm程度以上の累積細孔量が，強度に対して大き

な影響を及ぼしていることを確認できた。 

 続いて，寄与率が高かった 0.014 μm以上の累積細孔

量と圧縮強度との関係を回帰線とともに図-9に示す。回

帰線の傾きは近くなったが，LSFのほうが同一累積細孔

量の時に得られる強度はより高くなっている。この理由

として，シリカフュームの有無により生成する水和物が

異なり，シリカフュームを混入したときの水和物の強度

そのものが高いということが考えられるが，詳細な検討

については今後の課題としたい。 

ｂ）水和酸化カルシウム量 

 セメントの水和反応に伴い水酸化カルシウムが生成さ

れるが，シリカフュームなどのポゾランは水酸化カルシ

ウムや水と反応し，水和物を生成する。上述の理由か

ら，水酸化カルシウムの量はセメントの水和度やシリカ

フュームの反応度の指標となると考えられる。水酸化カ

ルシウム量の結合材量に対する比を表-5に示す。 

 L28 の20℃封かん養生では，材齢に伴い水酸化カルシ

ウム量が増加し，セメントの水和反応の進行を裏付けて

いる。一方，加熱養生をみると若材齢では比較的大きい

がその後の増加量は少なく，初期高温履歴による水和の

加速と，長期的な強度増加が小さくなることに対応して

いると考えられる。また，N28と L28 では20℃封かん28

日強度はほぼ同程度となったが，水酸化カルシウムの生

成量は異なっている。これは C3S と C2S では水和による

水酸化カルシウム生成量が異なることと，セメント中の

C3S と C2S の組成が異なるためと考えられる。 

 LSF25や LSF16の水酸化カルシウム量をみると，20℃

封かん養生では材齢に伴い減少し，ポゾラン反応により

水酸化カルシウムが消費されていることを裏付けた。一

方，加熱した場合は材齢 3 日以降の水酸化カルシウム量

はほぼ 0% である。セメントの水和により生じた水酸化

カルシウムが，すぐさまシリカフュームの反応により消

費され高強度化したと考えられる。 LSF16の材齢91日で

は，養生方法によらず水酸化カルシウム量はほぼ 0% で

一致した。 
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表-5 水酸化カルシウム量と結合材量の比 

3日 7日 28日 91日
N28 20℃封 - - 4.7 -

20℃封 - 2.8 3.2 3.9
60℃70h 3.0 3.0 - 3.1
20℃封 - 1.7 1.5 0.7
60℃70h 0.1 0.1 - 0.0
標準養生 - - - 0.0
20℃封 - 1.5 1.2 0.0
60℃70h 0.1 0.1 - 0.0

LSF16

水酸化カルシウム量/結合材量(%)
養生条件

LSF25

L28

 



三井住友建設技術研究所報告 第 3号 

 190

４．シリカフュームの効果に関する考察  
 

20℃環境下では，比較的速いセメントの水和反応で生

じた水酸化カルシウムを，シリカフュームが緩やかなポ

ゾラン反応により消費していく。また， 0.014 μm付近

の細孔径ピークの消失は，シリカフュームのマイクロフ

ィラー効果により緻密化した結果と考えられる。すなわ

ち，シリカフュームのポゾラン反応は材齢 7 日以降の組

織形成や強度発現に大きな影響を与えると推察される。

一方，加熱養生を行った場合は，本来緩やかに進行する

ポゾラン反応が高温履歴により加速し，若材齢から緻密

化，高強度化したと考えられる。 

 シリカフュームの有無により標準養生と20℃封かん養

生の強度差の有無がみられた理由として，緻密化すると

外部からの水の供給やマトリクス内の水分移動が困難に

なること，また，自由水と未水和セメントや未反応シリ

カフュームとの接点が少なくなり水和反応の進行の差が

小さくなることが考えられる。 

 

５．まとめ  
 

 モルタル供試体を用いマトリックス部分の強度発現と

内部組織について検討を行った結果，以下の知見が得ら

れた。 

① 初期高温履歴を与えた場合，すべての結合材で材

齢 3 日までの初期強度発現は著しくなったが，そ

の後の強度増加量は小さい。 

② 低熱セメント＋シリカフューム（LSF）を結合材

とした場合，材齢91日では加熱養生，標準養生，

20℃封かん養生の強度は一致していた。また，細

孔径分布，水酸化カルシウム量についてもほぼ一

致し，強度の一致を裏付けた。 

③ 標準養生と20℃封かん養生の強度を比較すると，

セメント単体（N， L ）では標準養生の方が強度

は高くなったが，シリカフュームを混入した結合

材ではほぼ同等となった。 

④ 材齢と細孔径分布との関係を検討すると，低熱セ

メント（ L ）では材齢に伴うピーク径での細孔量

の減少が顕著だが，シリカフュームを混入した結

合材（LSF）では，材齢に伴ってピーク径自体が

小さくなった。 

⑤ LSFと低熱セメントでは 0.014 μm以上の累積細

孔量と圧縮強度とに高い相関がみられた。 

 

 本研究は，限られた条件下での検討である。温度条件

と強度発現の加速化の現象については，その臨界温度な

ど不明な点を多く残しており今後の課題としたい。 
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１．はじめに 
 

 集合住宅においてはさまざまな衝撃性の生活音が発生

しているが，居住者からの指摘率として依然高いのが床

衝撃音系の生活音である。重量床衝撃音についてはスラ

ブ厚の増加で，また，軽量床衝撃音については床仕上げ

材による改善などで性能向上がされてきているが，一方，

居住者の意識レベルも上昇してきており「いたちごっこ」

の感は免れない。 

 多くの集合住宅では床仕上げ材として防音木質床を用

いている。これは直貼床と二重床に大別できる。直貼床

は合板にスリットを数多く入れ，緩衝材を裏打ちしてい

る。一方，二重床は脚元に防振ゴムを取り付けた支持脚

によってそれぞれ床衝撃音遮断性能を向上させている。

 しかしながらこの種の床材は防振材の非線形性や上部

構造の分割振動などの影響により単純な質点系とはなら

ないので，衝撃源（衝撃力）によって床衝撃音低減量が

変化する可能性がある。 

本稿ではこの床衝撃音低減量について軽量衝撃音に対

しては衝撃源としてゴルフボールや鋼球を利用した場合

の直貼床と二重床の実験結果を示す。 

 重量衝撃音に対しては，単純な 1 質点系のばねマスモ

 集合住宅で多く用いられる防音木質床の床衝撃音低減量について，衝撃源の観点から実験と考察を行った。

乾式二重床の軽量床衝撃音は衝撃力と床衝撃音レベルにある程度線形性が見られるものの，直貼床においては

衝撃源の質量，形状の床衝撃音低減量に対する影響が大きく，非線形であることが確認された。また重量床衝

撃音に関しては二重床の挙動を時変系のモデルとして扱う必要があることがわかった。 

キーワード：床衝撃音，防音木質床，衝撃源，一質点系モデル 

 Soundproofed wooden floors are widely applied to multiple dwelling houses.  The authors carried out a series of 

experiments and studies to evaluate reductions in floor impact sound with regard to the characteristics of impact 

source and floor type, and the following points were clarified. Against direct pasted flooring, reductions of the sound 

from a light weight impact source greatly depended on the shape and mass of the impact source, whilst that against a 

double floor system showed linearity.  To analyze a standard heavy impact source applied to a double floor system, it 

is acknowledged that the use of a time-varying model to express behavior of a double floor is required.  

Key words: Floor Impact Sound, Soundproofing Wooden Floor, Impact Source,Single Mass System 

デルを用いて，加振源や質点系の質量ひいては固有周波

数を変化させ，乾式二重床の重量床衝撃音低減量につい

て基礎的検討を行った。 

 

２．軽量衝撃源に関する検討 
 

（１）音源にゴルフボールを用いた場合の床衝撃

音レベル 

 住宅内において床に落下する可能性のあるすべてのも

のが衝撃源として考えられるが，衝撃源の一例としてゴ
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図-1 ゴルフボールの衝撃力の再現性 
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表-1 衝撃源の諸元 
衝撃源 曲率半径

(mm) 
重量 
(g) 

落下高さ 
(cm) 

ﾀｯﾋﾟﾝｸﾞﾏｼﾝ 500 500 4 

ゴルフボール 21.4 45.2 1,2,4,8,16,32,64,128

80g 球(鋼製) 13.5 80.2 1,2,4,8,16,32,64 

1kg 球（鋼製） 31.8 1,076.5 1,2,4,8,16,32 
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d
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(A

)

タッピングマシン　dB(A)

○　直貼床（ゴルフボール）
●　二重床（ゴルフボール）

図-2 ゴルフボールとタッピングマシンの比較 

ルフボールを用いた場合の床衝撃音レベルについての検

討を行った。 

衝撃源として使用するためには衝撃源の衝撃力の再現

性が重要になる。そこで，160mm スラブ上に 60cm の高

さから落下させた場合の床衝撃音レベル（10 回重ね書

き）とタッピングマシンでの床衝撃音レベルを比較して

図-1 に示す。再現性は極めて高いことがわかる。 

 

（２）タッピングマシンとゴルフボールの比較 

直貼床と二重床におけるゴルフボールの床衝撃音レベ

ル（動特性 Fast の最大値，LA,Fmax）とタッピングマシン

による床衝撃音レベル（等価騒音レベル，LAeq）との対

応を見た。床衝撃音の測定は，当所の床衝撃音実験施設

や実建物で行い，スラブは 160～200mm の均質スラブ（ハ

ーフ PC スラブを含む）および 250～260mm のボイドス

ラブである。測定対象はすべて木質系の防音タイプで直

貼床 17 体，二重床 9 体の計 26 体である。結果を図-2 に

示す。直貼床と二重床で明らかにグループ分けされてい

ることがわかる。タッピングマシンによる軽量床衝撃音

レベルが等しい床であっても，直貼床と二重床相互では

10dB 以上二重床の床衝撃音レベルが小さい。また，各床

タイプではタッピングマシンの床衝撃音レベルとゴルフ

ボールの床衝撃音レベルには正の相関がある。 

タッピングマシンの床衝撃音レベル（dBA 値）がほぼ

等しい床を選び，周波数特性を見たものの一例を図-3 に

示す。二重床と比較して直貼床は中音域においてゴルフ

ボールで床衝撃音レベルが大きい。 

 

（３）衝撃力の違いが軽量床衝撃音に与える影響 

ａ）実験計画 

 落下物の衝撃力を変化させた場合の床衝撃音レベルに

与える影響を検討した。 

実験は当所所有の床衝撃音実験施設（W=7,200 D=4,000 

H=2,000，スラブ厚 160mm）を使用し，二重床（カタロ

グ性能で Lir-L-40 相当）と直貼床（同 Lir-L-45 相当）を 1,800

×1,800mm の大きさでそれぞれ敷設した。二重床につい

ては床下の空気を拘束するようにベニヤ板で周囲を塞い

でいる。各床の断面図を図-4 に示す。 

測定方法に関しては，各衝撃音の LA,Fmax を床衝撃音レ

ベルとし，タッピングマシンについても同様に単発の落

下衝撃による LA,Fmax とした。 

衝撃源としてはゴルフボール（45.2g）に加え，80.2g

（以下 80g 球）と 1076.5g（1kg 球，重量はいずれも実測

値）の鋼球を使用した。落下高さについては 1cm から倍

距離ごとに最大で 128cm（ゴルフボールの場合，80g 球，

1kg 球はそれぞれ 64cm，32cm）まで変化させ，その床衝

図-3 直貼床と二重床の床衝撃音レベル 

図-4 床断面仕様 
直貼床(t=14mm) 二重床 (h=117mm) 

化粧単板 2mm

緩衝材 5mm
合板 7mm

制振材 5mm

フローリング 12mm

不織布

パーティクルボード 20mm

防振ゴム80mm

図-5 コンクリート素面における床衝撃音レベル
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図-6 直貼床の床衝撃音低減量 

図-7 二重床の床衝撃音低減量 

撃音レベルおよび低減量を測定した。衝撃源の諸元を表

-1 に示す。 

ｂ）床衝撃音レベルと低減量 
 衝撃力の特性を正弦半波とした場合，中心周波数を mf

(Hz)とする 1 オクターブバンド幅の単位時間当たりの衝

撃力の実効値 rmsF  (N)は式(1)および式(2)による 1)。 

 

� �
mrms fVMF

22
1 222

2 ��
�           (1)

� � 5.4log101log20log20 ���� mrms fMVF �  (2)

ここで M ：質量(kg) 

 V ：落下速度(m/s) 
 � ：反発係数 

 mf ：オクターブバンド中心周波数(Hz) 

 

したがって，落下高さが倍になった場合，衝撃力は倍，

すなわち 3dB ずつ増加する。 

 図-5 にコンクリート素面における各衝撃源の床衝撃

音レベルの一例を示す。いずれの衝撃源に対しても倍の

落下高さでほぼ 3dB の上昇となっており，床衝撃音レベ

ルの増加と衝撃力の増加は等しい関係が得られている。

 また，衝撃源相互についても 1kg 球の 1cm 落下とタッ

ピングマシン（500g，4cm）の衝撃力はほぼ等しく，床

衝撃音レベルについてもよく一致している。 

 図-6,7 に各床衝撃源の床衝撃音低減量（⊿L）を示す。

ゴルフボールや 80g 球といった質量が小さい場合では，

直貼床は落下高さの変化によってその改善量に大きな差

はない。したがって床衝撃音レベルと落下高さにはある

程度の線形性を有している。一方直貼床の 1kg 球におい

ては，衝撃力が小さければタッピングマシンによる低減

表-2 直貼床の上部合板の有効質量と衝撃源との質量比 

衝撃源 質量 A(g) 板の有効質量 B(g) 質量比 A/B 

80g 球 80.2 10.5 7.6 

1kg 球 1,076.5 24.3 44.4 

タッピングマシン 500.0 10.6 47.2 

(a) ゴルフボール (b)80g 球 (c) 1kg 球 

(a) ゴルフボール (b)80g 球 (c) 1kg 球 

1cm
2cm
4cm
8cm
16cm
32cm
64cm
128cm

ﾀｯﾋﾟﾝｸﾞﾏｼﾝ
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量以上の低減が得られているが，落下高さが高くなるに

つれ床衝撃音低減量は大幅に低下している。これは，1kg

球の曲率半径が小さいために表面材が曲げ変形を起こ

し，このときに落下高さが低ければ下部の緩衝層で十分

受け止められるが，高くなるにつれて衝撃力に緩衝層が

耐えられなくなり底打ちしてしまっているものと考え

る。また，コンクリート素面における衝撃力が計算上ほ

ぼ等しい 1kg 球の 1cm 落下とタッピングマシンでは，床

衝撃音レベル低減量が大きく異なる。このように直貼床

では衝撃源の形状や質量が⊿L に与える影響が大きい。

ゴルフボールや 80g 球といった軽い衝撃源の⊿L がタ

ッピングマシンの⊿L と比較して極めて小さい。この原

因については今後の検討課題としたいが，一つの理由と

して以下の推論を行った。 

 衝撃源が衝突した時の上部合板の曲げ波の波長（ b� ）

から求められる板の有効質量（ effm ）は式(3)および式(4)

で計算される 1)。 

� � ��� hm beff
2/�        (3)

� � 21
3 fhclb �� �        (4)

ここで h ：板の厚さ(m) 
 � ：密度(kg/m3) 

 lc ：縦波の伝搬速度(m/s) 

 f ：衝撃周波数(Hz) 

落下高さをタッピングマシンと同じ 4cmとして上部合

板の密度を 600kg/m3，ヤング率を 6×109 N/m2，厚さを

ひとまず 7mm とする。式(3)から求めた有効質量から見

た衝撃源の質量比は表-2 に示すとおりとなる。80g 球と

タッピングマシンでは質量比で 6 倍以上の差が見られ

る。したがって，タッピングマシンなどの比較的重い衝

撃源は緩衝材の緩衝効果のみで扱える領域に近いが，80g

球の場合は衝撃源の質量が小さく上部合板がある程度剛

性を持った板として作用し，結果的に緩衝材の空気層を

含めた見かけのばね定数（keff）が大きくなっているので

はないかと考える。 

Charge Amp.
B&K Type 2635

FFT
HP 35670A

 

加速度ピックアップ

防振ゴム
上部床版

Charge Amp.
B&K Type 2635

衝撃力

B&K Type4382

BangMachine,JISBall,ImpactHammer

図-8 測定ブロック図 

表-3 検討した床モデル 

記

号

上部床 ばね 固有振動

数 fn(Hz) 

ばね定数

(N/m) 

a パーティクルボ

ード PB(1.35kg)

A 70 2.6e5 

b 〃 B 98 5.1e5 

c 〃 C 340 6.2e6 

d 〃 D 100 5.3e5 

e 鉄板(25kg) A 18 3.2e5 

f 〃 B 25 6.2e5 

g 〃 C 90 8.0e6 

h 〃 D 26 6.7e5 

表-4 衝撃源 

衝撃源 質量  衝撃周波数 衝撃力

最大値

1 バングマシン 7.3kg 24Hz 4,000N

2 ゴムボール 2.5kg 25Hz 1,600N

3 インパルスハンマー 1.1kg 250Hz 4,000N

 

３．重量床衝撃源に関する検討 
 

 コンクリートスラブ上に設置した乾式二重床の重量床

衝撃音低減量については，防振ゴムの非線形性，空気層

のばねと周辺隙間 2)3)，上部床とスラブの曲げ振動連成 4)

等の問題があって，一義的に求めることが極めて困難で

ある。そのためもあって，軽量衝撃源については JIS A 

1440 として低減量の測定方法が規格化されているが，重

量衝撃源については未だ検討段階である。 

 ここでは，数多くの要因について検討する必要のある

重量床衝撃音の低減量について，最も単純な 1 質点系の

ばねマスモデルを用いて，加振源の衝撃周波数と力積，

上部床の質量とばねひいては固有周波数を変化させその

応答から検討を行った。 

 

（１）実験計画 

測定ブロック図を図-8 に示す。上部の床板は 4 本の支

持脚で固定された 300mm 角のパーティクルボード

(1.35kg)と鉄板(25kg)の二種類とした。また支持脚の間隔

は 200mm とした。実験を行ったスラブは 330mm 厚のボ

イドスラブ上で，スラブ全体の固有周波数（実測値）は

37Hz，ボイド部分における固有周波数は 1,250Hz となっ

ている。また，パーティクルボードの 1 次の曲げ振動が

生じる周波数はおよそ 650Hz である。したがって，数百

Hz までは上部床を 1 質点系とみなせ，また，ボイドスラ
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ブのインピーダンスが十分に大きいので連成振動の影響

もないものと考える。 

ばねについては 4 種類の防振ゴム（ゴム A～D）とし

た。このうちゴム B および D はばね定数はほとんど変わ

らないが，ゴム D のほうが許容荷重が大きい。これらの

上部床板と 4 種類の防振ゴムの組み合わせで計 8 タイプ

の床構成とした。 

加振源としてはバングマシン（衝撃力特性(Ⅰ)），ゴム

ボール（衝撃力特性(Ⅱ)）およびインパルスハンマー

（PCB086C20 (RED)）とした。この組み合わせをまとめ

て表-3，4 に示す。動的ばね定数（ k ）は各床モデルの

固有周波数（ nf ）から式(5)により算出した。 

22 4�nMfk �                (5)

ここで M ：質量(kg) 
 nf ：固有周波数(Hz) 

 

実験は，圧電型加速度ピックアップ（B&K Type4382）

の出力を一旦チャージアンプ（B&K Type2635）で積分し

床 e(鉄板+ばね A) 

インパルスハンマー 

床 e(鉄板+ばね A) 

バングマシン 衝撃時間 

図-11 上部床の加速度と 

変位から求めた加振力 

速度波形として FFT（HP 35670A）に取り込んだ。その

後時間軸上で微分，積分し加速度，変位を求めた。また

インパルスハンマーは同時に衝撃力を測定し，各打撃で

発生する衝撃力のばらつきを補正した。 

また，各床モデルおいてバングマシンとゴムボールの

反発係数を衝撃源の跳ね返り高さからもとめた。さらに，

力センサーを用いてバングマシンとゴムボールの剛体衝

撃時の衝撃力特性も測定した。 

 

（２）上部床の応答結果 

 図-9 にバングマシンによる上部床の加速度応答の一

例を示す。PB はパーティクルボードを表す。同図中にバ

ングマシンの衝撃時間の範囲を示す。上部床の固有周波

数が衝撃周波数よりも十分高いモデル（パーティクルボ

ード全種，鉄板＋ゴム C）では，タイヤやボールが接触

して強制加振が生じている間にも各床の固有周波数の影

響が現れている。このことは速度波形（図-10）にも現れ

ており，比較的初期の段階で速度の向きが逆転している。

 これに対して，上部床の固有周波数が衝撃周波数に近

いもの（床 f（鉄板＋ばね B）など）では，衝撃時間内に

おいて上部床の加速度応答に衝撃方向とは逆向きの鋭い

ピークがあることから，強い反力を受けていることがわ

かる。速度波形においても同様に衝撃時間以降の波形が

ほぼ自由振動に近い挙動であるのに対して，衝撃時間内

では複雑に変形している。 

 衝撃源の衝撃力（ F ）から見た力の釣り合いは，上部

床e(鉄板+ばね A) 

ゴムボール
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床の質量（ fm ），加速度（ f�� ）による慣性力と，ばね

の変位（ x�� ），動的ばね定数（ fk ）による上部床に対す

る反力から 

  xkmF fff �� ��� �              (6) 

ここで fm ：上部床の質量(kg) 

 f�� ：上部床の加速度（m/s2） 

 x�� ：ばねの変位(m) 

 fk ：動的ばね定数(kg/m) 
となる。 

式(6)から求めた床 e における力は図-11 に示すように

インパルスハンマーのような衝撃周波数の高いもので

は，正弦半波に近い剛体への一般的な衝撃力特性を示し

ているが，バングマシンやゴムボールなどの衝撃源では

上部床の加速度に逆向きのピークを生じている影響が現

れ一般的な衝撃力特性とはならない。 

 

（３）衝撃源の衝撃力 

 各々の床モデルはその構造から衝撃源に対して十分な

質量を有しておらず，その結果上部床に入力する衝撃力

図-14 ばねの変位とスラブの速度から求めた 

力の比較 
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が異なると考えられる。そこで，各床モデルに対する衝

撃力の検討を行った。 
上部床に入力される力積は衝撃源の反発係数 � を用

いた式(7)および式(8)によって推定される 1)。 

   � �� �� �1MvFdt               (7)

maxF ≒
T

Mv )1(
2

�� �

            (8)

ここで T  ：衝撃時間(s) 

M ：等価質量(kg) 

v  ：衝突時の速度(m/s) 

maxF  ：衝撃力の最大値(N) 

 上部床と衝撃源の質量比と反発係数を比較して図-12

に示す。上部の床が重くなるほど反発係数が低くなる傾

向にあるが高い相関はない。そこで，反発係数を床モデ

ルの固有周波数で比較し図-13 に示す。上部床の固有周

波数が低くなるほど反発係数が小さくなる傾向を示し，

相関も高い。上部床と衝撃源の質量比は 0.18～10 である

が，この範囲の中では反発係数は質量比よりも固有周波

数（ nf ）に依存している傾向が強い。これは，床側の nf

が低いほど，床が持つ損失の影響が現れ反発係数に反映

されているといえる。今回の床モデルの範囲では反発係

数は 0.35～0.8 程度に分布し，式(8)から衝撃力の最大値

を算出すれば，バングマシンの場合，およそ 3,000～

図-12 質量比と反発係数 
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図-15 スラブへの入力 
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図-16 振動速度比 

床 f,バングマシン

床 f,インパルスハンマー 床 g,インパルスハンマー

床 g,ゴムボール 床 f,ゴムボール 

床 g,バングマシン

理論値 

4,000N にわたると考えられる。 

 

（４）スラブに入力される力 

 式(6)で示したように衝撃源の衝撃力は上部床の質量

に加速度を乗じた慣性力とばねの変位による反力の和に

なる。そこで，ばねの変位から求めた力（スラブに入力

される力）とスラブが受けた力の関係を見た。具体的に

は，ばねの変位（ x� ）にばね定数（ k ）を乗じたものと

スラブの駆動点インピーダンスに振動速度を乗じたもの

を求めた。 

結果の一部を図-14 に示す。また，同図中に別途力セ

ンサーを用いて測定した各衝撃源の剛体衝撃時の衝撃力

特性を示す。衝撃周波数の高いインパルスハンマーでは

ほとんどの床モデルで衝撃力特性はよく一致しており，

上部床は線形的な挙動を示しているといえるが，バング

マシンやゴムボールでは大きな差が見られた。この理由

として，衝撃時間が長いためと，ばねの非線形性による

ものとが考えられる。 

 つぎに，固有周波数より十分低い領域，すなわち力積

として表現される領域での反発係数とスラブへの入力の

依存性を，衝撃源の力積と運動エネルギー損失の比較か

ら確認した。衝突時の速度を v ，反発速度を rv ，反発係

数を � とすれば上部床に入る力積は式(7)で，同様に床で

吸収される運動エネルギー E は式(9)で表される。 

� �2222 1)2/1()2/1()2/1( ����� MvMvMvE r   (9)

ここで M ：質量(kg) 

 v ：衝突時の速度(m/s) 
 rv ：反発速度(m/s) 
 � ：反発係数 

すなわち，反発係数が大きい場合，力積が大きくなり，

小さい場合にエネルギーが大きくなる。スラブの振動速

度から算出したスラブへの入力を反発係数でまとめたも

のを図-15 に示す。床 e,f,h は固有周波数が低いため示し

ていない。図中に上述の関係式から力積とエネルギーの

入力の理論的な傾きを示す。高い相関はないがスラブへ

は力積的な入力として成り立っている傾向にある。しか

しながら精度の問題もあるので更なる検討が必要と考え

る。 

 

（５）床衝撃音低減量 

 図-16 に上部床ありなしの実測による振動速度比（伝

達率）と，損失係数を 0.25 とした場合の 1 質点系の理論

伝達率を合せて示す。インパルスハンマーの場合伝達率

の理論値に極めてよく一致するが，バングマシン，ゴム

ボールなどは大きく乖離しており，ピークディップの差

も激しい。各重量衝撃源とインパルスハンマーの違いと

して最も大きいのは衝撃時間および力積である。衝撃源

が上部床から離れた後に上部床は自由振動をすることが

できると仮定すれば，衝撃時間内の上部床の応答の差が

この床衝撃音低減量の差として現れていると考えること

ができる。すなわち，重量床衝撃音の床衝撃音低減量を

考えるうえでは，衝撃源が上部床に接触している場合と，

離れた場合の 2 ステージの問題として検討する必要があ

ることが示唆される。 

 

４．まとめ 
 

 軽量および重量衝撃音の低減量に関する実験的検討を

行った。 

軽量床衝撃音では木質系防音床について直貼床と二重

床を選び，床衝撃音低減量を衝撃源の質量および落下高
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さを変えて比較した。 

直貼床では衝撃源の質量や形状によって緩衝材と上部

合板の非線形性が顕著となり，低減量に大きな変化が見

られる。また，タッピングマシンよりも軽い衝撃源の落

下については，直貼床と二重床では 10dB 以上直貼床の

低減量が小さいことがわかった。さらに，直貼床では上

部合板の曲げ波の影響で緩衝材の見かけのばね定数が衝

撃源により大きく異なり，結果的に床衝撃音低減量に差

が生じる可能性が示唆された。 

二重床では同じ衝撃源の場合，落下高さと床衝撃音レ

ベルの線形性が高く，低減量も比較的タッピングマシン

に近い性能が得られる。いずれの衝撃源についても，落

下高さと床衝撃音レベルには比較的線形性がある。1kg

球についてもこの衝撃力の範囲ではタッピングマシンと

同等以上の遮断性能を有している。二重床の場合でも直

貼床ほどではないが，衝撃源の質量が小さければタッピ

ングマシンと比較して⊿L は小さい。 

軽量系の床衝撃音を評価する上では，音源の質量，形

状での低減量が異なり，タッピングマシンによる性能の

みで生活騒音，言い換えれば生活実感を評価することは

困難である。実際の生活においても軽量系の床衝撃音は

スプーンやペンといった 100g にも満たない衝撃音が比

較的多いことから，ゴルフボールのような衝撃源を利用

して評価していくことは必要であると考えている。 

重量衝撃源については一質点系モデルにおける衝撃力

と上部床の応答に関する検討を行った。バングマシンや

ゴムボールのように長い衝撃時間のものについては，衝

撃源が上部床に接しているときは衝撃源，二重床，スラ

ブの 3 体問題であるのに対して，衝撃源が離れたときは

2 体問題さらにはスラブのインピーダンスが十分大きい

場合は 1 体問題となる。したがって，重量衝撃源の場合

全体の系としては明らかに時変系として扱う必要がある

ものと考える。今後さらに理論的検討を行うと同時に，

上部床に曲げ振動が生じている場合などの検討を行う。
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風環境評価の不確かさに関する考察 
 

Uncertainty in Wind Environment Assessment 
                                         

                                    野田 博   HIROSHI NODA 

                                    作田 美知子 MICHIKO SAKUTA 

                               

 

 

本論文では，風環境評価の信頼性を検証するため，風環境評価を行う過程においてどのような不確かさの因

子があるか，そしてその不確かさが最終的な風環境評価にどの程度影響するかについて考察した。検討の結果，

風環境評価に用いる風洞実験結果と上空風長期観測データの不確かさは風環境評価の不確かさに同程度の影響

を及ぼすことが分かった。 

キーワード：風環境評価，不確かさ，上空風気象データ，風洞実験 

In order to verify the reliabilities of wind environment assessment, an investigation on how far the 

influences of various uncertainty factors upon the assessment results were conducted. One of 

clarifications from the investigations is that the influence extent to the assessment results of each 

uncertainty factor in the wind tunnel experiments and the meteorology observations are almost the same.  

Key Words: Wind Environment Assessment, Uncertainty, Upper Wind Meteorology Observations, Wind 

Tunnel Experiment 

 

 

１．はじめに  
 

 風環境評価とは，現在のある地域の風の状況把握ある

いはこれから新たに建物が建設された後の風の状況を予

測し，これらを評価尺度と比較してその場所の風環境を

客観的に評価することである。このとき風洞実験結果や

数値流体計算結果，ならびに付近の長期気象観測データ

等の種々の測定量が用いられる。風環境評価に用いられ

るこれらの測定量は種々の「不確かさ」を有している。

「不確かさ」を有する測定量を用いた風環境評価では

「不確かさ」は伝播され，その評価結果も「不確かさ」

を持つことになる。評価結果がもつ「不確かさ」の程度

やそれに影響を及ぼす種々の測定量の「不確かさ」の関

係を把握しておくことは，風環境評価を実施するときや

風環境評価結果を判断するときには極めて重要である。 

本報では，風洞実験結果を利用した場合の風環境評価

の「不確かさ」，言い換えれば風環境評価の信頼性を検

証するため，風環境評価を行う過程においてどのような

「不確かさ」の因子があるか，そしてその「不確かさ」

が最終的な風環境評価にどの程度影響するか考察した。 

２．不確かさの伝播と合成  
 

不確かさを有する種々の測定値を用いてある値を導出

する場合，導出した値に含まれる不確かさを見積もるに

は，種々の測定値の不確かさの伝播と合成を検討すれば

よい。 

測定の結果 x という値を得たとき，この測定値の不確

かさを�xとする。この測定値 x を用いて評価すべき量を

関数 g(x) で表すと， g の不確かさ�gは以下の式で伝播す

る 1) 。 

2

�
�

�
�
�

�

�

�
� x

x
gg ��  (1)  

また，複数の測定値を xi(i=1,2, ･ ･ ･ m) とし，これ

らの不確かさを �xi とする。これらの測定値を用いて関

数g(xi)の値を計算した場合， xi が互いに独立かつランダ

ムとすれば， g の不確かさ�gは以下のとおりとなる。 
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各測定値の不確かさの間で相関がある場合， g の不確

かさ�gは以下の式で表される。 
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ここで , (�xi,�xj);�xi と�xjの共分散  

 

３．風環境評価における不確かさの因子  
 

風洞実験結果を利用して風環境評価をする場合に考え

られる不確かさの因子を図-1に示す。 

 

図 -1 風環境評価に含まれる不確かさの因子 

 

通常，風環境評価の方法としては平均風速による評価

2) と日最大瞬間風速による評価 3) の 2 通りの方法が用い

られている。平均風速による評価は10分間平均風速の累

積頻度55%，95%の風速値，日最大瞬間風速による評価

は日瞬間最大風速の風速 10m/s ， 15m/s ， 20m/s の超過

確率により，それぞれ風環境を評価する。このとき超過

確率や累積頻度は通常式 (4) ，式 (5) のワイブル近似式

で算出する。 
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ここで，p(v): 年間の風速 v の超過確率 ,A(a): 風向 a の

発生頻度 ,R(a): 風向 a での風速比 ,c(a),k(a),�(a) : 風向 a

でのワイブル係数， f(v): 年間の風速 v の累積頻度 

 

各不確かさの風環境評価への伝播を考察するには，風

環境評価指標の算出式の各パラメーターと不確かさ因子

を関連付ける必要がある。風洞実験における不確かさは

すべて風速比 R の不確かさとなる。また，上空風気象デ

ータを統計分析後にワイブル分布で近似する場合，上空

気象データの不確かさは風向頻度 A とワイブル係数 c,k,�

の不確かさとなって表される。極値分布の当て嵌めによ

る不確かは，当然のことながら風向頻度 A ，ワイブル係

数 c,k,�の不確かさに含まれる。�

 

４．風洞実験に関わる不確かさ  
 

 風洞実験における風速比のばらつきに関しては，昭和

55年度から昭和58年度にわたり日本建築センターで実施

された ｢ 建築物周辺気流の風洞実験法に関する研究 ｣ 4)

で詳細に検討されている。この研究は24機関，31名の研

究者が参加して行われた。ここでは風洞実験に関する

種々の不確かさの因子が実験結果に及ぼす影響の程度に

ついて調査している。風洞実験結果に影響する不確かさ

因子として以下の因子が検討されている。 

 

①模型の制作方法 

模型縮尺，模型細部の表現，樹木の模型化 

②市街地の再現方法 

模型化範囲，市街地の簡略化，上流側の大規模建物

の影響 

③気流の再現方法 

 実験風速，平均風速の鉛直分布，境界層高さ 

④測定方法 

 平均化時間，風向設定，実験期間，繰り返し 

 

すべての項目において統一された評価方法が用いられ

てはいないが，この研究結果 4) から風洞実験に含まれる

各種因子のよる不確かさ，あるいは風洞実験全般にわた

っての不確かさを把握することができる。この研究 4) に

よれば同一機関で同一実験を繰り返した場合の風速比の

変動係数は 0.03，複数機関が同一模型を用いて同一実験

を繰り返した場合の風速比の変動係数は 0.06となってい

る。ここで，変動係数の定義は以下のとおりである。 

M
VC �

�..  (6)  

C.V.: 変動係数 (%) ， �:標準偏差，M:平均値 

 

既往の研究 4) で示された風洞実験に含まれる各項目の

ばらつきを付表-1に示す。 

 

５．上空気象データに関わる不確かさ  

 

（１）観測期間による不確かさ 

東京管区気象台で観測された1991年 3 月 1 日～2001年

2 月28日の10年間における毎正時10分間の平均風速と日

最大平均風速を用いて観測期間による不確かさを検討し

た。検討は，全風向の平均風速ならびに日最大平均風速

測定機器の器差

実験気流の差異

風速計の設置位置
や設置高さの差異

模型化範囲の差異

観測地点周辺の
建物･地形の影響

地表面粗度区分
評価

気象変動

樹木の再現方法
や設置位置

ガストファクター
の設定

極値分布の近似

気象観測点と
建設地点の差異

上空風気象データ
風洞実験

評価地点の
風速発生頻度

極値分布のあてはめ

風環境評価

風環境評価尺度

個人や地域による
強風の感じ方の違い

評価基準の違い
による評価の差
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の発生頻度のワイブル係数を 1 年間， 5 年間，10年間と

観測期間を変えて求め，その不確かさを調べた。ここ

で，平均風速の発生頻度のワイブル近似式は c,k のみの

2 変数近似式を用いることとする。各観測期間における

平均風速，日最大平均風速のワイブル係数を表-1に，各

ワイブル係数の平均値，標準偏差，ならびに変動係数を

表-2に示す。 

平均風速のワイブル係数 c,k の不確かさは 1 年間の観

測データから求めた場合でも小さく， C.V. の値でそれぞ

れ 0.03,0.06である。 5 年間の観測データを用いるとおお

むね10年間の観測データから求めた場合とほぼ等しくな

る。 

日最大平均風速のワイブル係数 c,k,�は平均風速のワイ

ブル係数よりも不確かさが大きい。最も不確かさが大き

いのはワイブル係数 k である。日最大平均風速のワイブ

ル係数の不確かさが平均風速のそれよりも大きくなる原

因としてデータ数が少ないことが考えられ，日最大平均

風速をワイブル分布で近似する場合には平均風速を近似

する場合よりも長い観測期間のデータを用いることが望

ましい。 c と � については負の相関を有しており，ｃと

� を単純に足し合わせた値の不確かさは C.V. の値で 0.02

と小さい値となる。 c と � を足し合わせた値は風速の最

頻値に対応する。 

 

（２）観測局による不確かさ 

同一地域と見なされる数箇所の観測局で観測された毎

正時10分間の平均風速を用いて，上空気象データの観測

局の選定に関わる不確かさを調査した。調査を行った地

域は東京都心部と千葉市内の 2 地域である。東京都心部

の風向風速データは気象庁東京管区気象台と東京都環境

局の観測データを，千葉市内の風向風速データは気象庁

千葉測候所と千葉県環境生活部大気保全課の観測データ

を用いた ( 付表-2参照 ) 。観測期間はいずれの測定局に

おいても1998年 4 月 1 日から2003年 3 月31日の 5 年間で

ある。また，観測データを分析する際には高さ 100m ，

地表面粗度区分 IV5) に換算した値を用いた。この手順に

より得られた各観測局における発生頻度のワイブル係数

を表-3に示す。表-3より，同一地域と見なされる数箇所

の観測局の観測データから求められたワイブル係数 c,k

の不確かさは C.V. の値でそれぞれ0.07, 0.06程度となって

いる。これら不確かさの原因は観測局付近の建物・地形

の影響や地表面粗度評価等が考えられる。 

 

６．風環境評価における不確かさの伝播  
 

ここでは，各因子の不確かさの風環境評価に与える影

響を明確にするため， 1 風向について考察する。風向発

生頻度 A については，隣接する風向との関連が十分把握

できていないため本検討では省略した。各因子の不確か

さを下式の変動係数を用いて表す。 
RCR R ���  

cCc c ���  (7)  

kCk k ���  

���
�
�� C   

ここで ,CR,Cc,Ck,C�: それぞれ風速比 R, ワイブル係数 c,k,�

の変動係数  

 

（１）平均風速による評価 

風速比 R ，ワイブル係数 c,k の不確かさの評価風速

v への伝播は式 (8) ～式 (10)により表され，R,c,kは無相

関と見なされるため，評価風速 v の不確かさ�vはそれぞ

日最大平均風速

c k c k �

10年間 ('91.3～'01.2) 4.16 2.03 3.29 1.62 3.50
5年間 ('91.3～'96.2) 4.11 2.08 4.44 2.31 2.81

('96.3～'01.2) 4.20 2.04 3.55 1.75 3.29
1年間 ('91.3～'92.2) 4.10 2.15 3.58 1.78 3.22

('92.3～'93.2) 4.14 2.20 4.52 2.37 2.66
('93.3～'94.2) 4.20 2.02 3.31 1.57 3.50
('94.3～'95.2) 3.92 2.31 3.78 2.31 3.04
('95.3～'96.2) 4.01 2.02 3.98 2.13 3.05
('96.3～'97.2) 4.32 1.97 3.50 1.58 3.38
('97.3～'98.2) 4.11 2.28 3.44 1.71 3.40
('98.3～'99.2) 3.99 2.16 3.52 1.79 3.16
('99.3～'00.2) 4.18 2.27 3.54 1.78 3.28
('00.3～'01.2) 4.02 2.22 3.34 1.70 3.40

c k c k �

5年間 平均値 4.16 2.06 4.00 2.03 3.05
標準偏差 ---- ---- ---- ---- ----

C.V. ---- ---- ---- ---- ----
1年間 平均値 4.10 2.16 3.65 1.87 3.21

標準偏差 0.12 0.12 0.36 0.29 0.25
C.V. 0.03 0.06 0.10 0.16 0.08

表-1 各観測期間での東京管区気象台
観測データのワイブル係数

平均風速 日最大平均風速

期間 統計値

平均風速

観測期間

表-2 各観測期間でのワイブル係数の統計値

観測局 c k 観測局 c k
東京管区 4.28 1.75 千葉測 3.59 1.46

港区 4.21 1.42 末広 3.33 1.44
文京 3.81 1.53 松ヶ丘 3.17 1.43
江東 4.44 1.51 白旗 3.19 1.38
荒川 3.81 1.53 今井 3.42 1.54

浜野 3.72 1.46
蘇我 3.65 1.49

平均値 4.11 1.55 平均値 3.44 1.46
標準偏差 0.32 0.13 標準偏差 0.24 0.05

C.V. 0.08 0.09 C.V. 0.07 0.04

表-3 各観測局における累積頻度のワイブル係数
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れの因子の二乗和として式 (11) で表される。ここで，平

均風速による評価の場合，ワイブル近似式は c,k のみの

2 変数近似式を用いるものとする。式 (8), 式 (9) より，

風速比 R とワイブル係数 c の不確かさの影響度は同じで

あり，その影響度は風速比 R ，ワイブル係数 c,k の値に

依存しない。 

)f(vCR
R
v

R ���
�

�
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)f(vCc
c
v

c ���
�

�
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k
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vR

R
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 平均風速をワイブル近似した場合 , ワイブル係数 k は

おおむね 0.9 ～ 2.5 程度の値となる 6) 。これを式 (10)に

代入すると 

f=55% の場合 

)f(vC.)f(vC.k
k
v

kk ���
�

� 090250 ～�  

f=95% の場合 

)f(vC.)f(vC.k
k
v

kk ���
�

� 440221 ～�  

 

となる。すなわち， CR,Cc,Ck が同程度であれば，累積頻

度55%風速値についてはワイブル係数 k の影響は風速比

R ，ワイブル係数 c に比べて小さい。一方，累積頻度

95%風速値については， k>1.1 の範囲で風速比R,ワイブ

ル係数 c よりもワイブル係数 k の影響度は小さくなる。 

 

（２）日最大瞬間風速による評価 

風速比 R ，ワイブル係数 c,k,�の不確かさの超過確率 p

への伝播は式 (12)～式 (15)により表される。ここで， c

と � は， 2 つを足し合わせた値が風速の最頻値となるた

め，負の相関をもつことは明らかである。したがって超

過確率 p の不確かさ�pは， c と � の相関を考慮した式

(16)で表される。各不確かさの影響度の違いは 2 重下線

部によって表される。各不確かさの伝播式には他の因子

を含んでおり，また各不確かさの伝播量と自身の値は線

形関係でないため， R,c,k,�それぞれの値により超過確率

の不確かさへの伝播量は異なる。 
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７．風環境評価における不確かさの試算  
 

風速比 R とワイブル係数 c,k,�にある値を代入して風環

境評価における不確かさの試算を行う。風速比 R の変動

係数 CR は 0.06とした。これは，付表-1に示す複数機関

が同一模型を用いて同一実験を繰り返した場合の風速比

R の標準偏差 ( 変動係数 CR) の平均値であるワイブル係

数 c,k,�の変動係数 Cc,Ck,C� は，表-3よりそれぞれ 0.03～

0.09程度となるが，ここでは，不確かさ因子の影響度を

調べるために風速比 R の変動係数 CR と同一とし，

Cc=Ck=C�=0.06 とした。 

 

（１）平均風速による評価 

風速比 R=0.6, ワイブル係数は東京都都心部の 5 つの観

測局でのワイブル係数の平均値(c=4.11， k=1.55) として

試算を行った。伝播された不確かさの変動係数を以下に

定義する。 
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不確かさの試算結果を表-4に，累積頻度と不確かさの

変動係数の関係を図-2に示す。表-4より，評価風速 v(f)

の不確かさ�vは，累積頻度55％で 0.18m/s ，95％で

0.47m/s である。平均風速による評価では式 (8), 式 (9)

からも分かるように，変動係数で不確かさの伝播量を表

すと，累積頻度による変化は小さい ( 図 -2) 。しかし，

累積頻度が大きくなるに従い評価の不確かさはわずかに
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大きくなり，この傾向はワイブル係数 k の値が小さくな

るほど顕著に表れる。 

 

（２）日最大瞬間風速による評価 

風速比 R=0.6 ，ワイブル係数は東京管区気象台におけ

る観測期間10年の値 (c=3.29 ， k=1.62，�=3.50)ならびに

ガストファクターGf=2.3として，試算を行った。伝播さ

れた不確かさの変動係数を以下に定義する。 
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 不確かさの試算結果を表-5に，風速と不確かさの変動

係数の関係を図-3に示す。表-5より，超過確率 p(v) の不

確かさ�pは日最大瞬間風速 10m/s で 7.0% ， 15m/s で

1.61％， 20m/s で 0.11％である。また，評価風速

10m/s ， 15m/s ， 20m/s のいずれの場合にも風速比 R に

よる不確かさが他の因子による不確かさに比べ最も影響

度が大きい。図-3に示すとおり，風速比 R ，ワイブル係

数 c,k による不確かさの変動係数は評価風速が高くなる

に従い大きくなるが，ワイブル係数 � の不確かさの変動

係数については評価風速による変化は小さい。 

 

８．まとめ  
 

本論文では，風環境評価における不確かさの因子を抽

出し，上空気象データに関わる不確かさや風洞実験結果

の不確かさについて調査した。また，風環境評価におけ

る不確かさの伝播と合成について考察した。検討の結果

日最大瞬間風速による評価では風速比 R による不確かさ

が最も影響が大きいことが分かった。ただし，ワイブル

近似を c,k のみの 2 変数とした場合，風速比 R とワイブ

ル係数 c の不確かさの風環境評価への影響は同じとな

る。また，評価風速 (10m/s， 15m/s ， 20m/s)が高くなる

に従い評価された値に対して相対的に不確かさが大きく

なり評価値の信頼性が小さくなる。 

平均風速による評価では，風速比 R とワイブル係数 c

による不確かさの影響は同じであることが明らかとなっ

た。また不確かさを変動係数で表した場合，これらの不

確かさの風環境評価に与える影響度は同じ変動係数とし

て現れる。ワイブル係数 k による不確かさは風速比 R ，

ワイブル係数 c に比べて小さい。累積頻度が大きくなる

に従い風環境評価の不確かさは大きくなる傾向がある

が，累積頻度95％で極端に大きな不確かさを有している

ものではない。 

 

謝辞：本研究は，日本風工学会の風環境評価研究会 ( 主

査 : 藤井邦雄 : 風環境リサーチ ) の活動の一環として実

施したものである。本研究を行うに当たり，㈱泉創建エ

累積頻度 55% 95%
風速v(f) 2.13m/s 5.01m/s

CV vR 0.06 0.06
CV vc 0.06 0.06
CV vk 0.01 0.04
CV v 0.09 0.10

不確かさ� v 0.18m/s 0.47m/s

表-4 平均風速による評価の不確かさの試算結果
日最大瞬間風速 10 [m/s] 15[m/s] 20[m/s]
超過確率p(v) 29.11% 2.49% 0.09%

CV pR 0.23 0.53 0.90
CV pc 0.12 0.36 0.69
CV pk 0.02 0.29 0.83
CV pγ 0.11 0.17 0.22
CV p 0.24 0.65 1.33

不確かさ� p 7.00% 1.61% 0.11%

表-5 日最大瞬間風速による評価の不確かさの試算結果
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ンジニアリング都市環境技術研究所丸川比佐夫所長のご

指導を賜った。記して謝意を表す。 
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誤差要因

平均化時間

サンプリング個数

風向設定誤差

測定点位置設定誤差

風速計の指向性

風速計の直線性

温度補償の不完全さ

同一機関が同一実験を
繰り返した場合

複数機関が同一実験を
繰り返した場合

各
種
要
因
に
よ
る

測
定
方
法
に

よ
る
誤
差

風
速
計

の
精
度

誤
差

風
洞
実
験

の
再
現
性

複
合
さ
れ
た

場
合
の
誤
差

風速比の誤差(標準偏差) 誤差の絶対値

�=0.01
�=0.03

�=0.02
�=0.01

7.5%
フルスケールに対し5%
フルスケールに対し2%

�=0.02 or 0.04*

�=0.05 or 0.07*

約0.1m/s
約0.2m/s
約0.1m/s
約0.15m/s
約0.25m/s
約0.15m/s
約0.05m/s
約0.25m/s

or
約0.15m/s
約0.35m/s

or
約0.35m/s

* 2つの検討ケースあり

付表-1 風洞実験結果に含まれる各項目の誤差4)

(a)東京都心部

(b)千葉市内

観測局名 所在地 地表面粗度区分

東京管区気象台(東京管区)

港区白金(港区) 港区白金2-4-4

文京区本駒込5-41-7

江東区大島3-1-3

荒川区南千住1-4-11

千代田区大手町1-3-4

観測高さ

74.6m
45m
37m
29m

20.5m

V
IV
III
IV
IV

文京区本駒込(文京)

江東区大島(江東)

荒川区南千住(荒川)

観測局名 所在地 地表面粗度区分

千葉測候所(千葉測)

末広 中央区末広2-10-1
中央区松ヶ丘町580
中央区白旗1-5
中央区今井1-13

中央区中央港1-12-2
観測高さ

47.9m
18m
18m
18m
18m

I(ssw-w),III(other)
III
III
III
III

松ヶ丘

白旗

今井

浜野

蘇我

中央区浜野町1025
中央区蘇我町1-485

18m
18m

III
III

付表-2 検討に用いた風向風速データの観測局
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電磁シールドオフィスに関する意識調査 
 

Attitude Survey Towards Electromagnetically Shielded Offices 
                                       

                                      石橋 孝一 KOICHI ISHIBASHI 

                                      

 

 

本報では、「電磁シールドオフィス」の市場が伸びない原因を探るため，ビジネスパーソン対象に実施した，

電磁シールドの認知度合いや重要度に関する意識調査の結果を報告する。 

調査結果より，認知度は 18％と低く，重要と思う割合は 58％であった。「電磁シールド」の市場を伸ばす

ためには，「認知度」を上げることが重要である。 

キーワード：電磁シールド，事務所，意識調査，テキストマイニング，モレ分析 

To investigate the specific reasons why market awareness of “Electromagnetically Shielded Offices” is still 

limited, an attitude survey was undertaken. The survey results indicated that there is currently a general 

awareness rate of only 18% towards the existence of shielded offices however the rate of people who recognize 

the importance of shielded offices, once they are informed, reaches 58%. It is therefore necessary to raise the 

awareness of “Electromagnetically Shielded Offices” in order to increase the market for it.” 

Key Words: Electromagnetic Shielding, Office, Attitude Survey, Text Mining, Leakage Analysis 

 

 

１．はじめに 

 

電磁シールドルームを取巻く市場は，無線 LAN 通信の情報

漏洩対策や電子機器類の発展に伴う新たな障害対策により，伸

びることが期待されていた。しかし，電磁シールド建材（壁材，

ガラスなど）の市場は，過去 4 年を振り返っても横這いの傾向

であり，年間 900 億円程度である１）。 

建物に電磁シールドが施されていなければ，パソコンから発

生する電磁波により画面情報が盗まれたり，電波発信器の設置

により会話が盗まれたりするなど，各種情報が漏洩する可能性

がある。 

特に事務所ビルは，2005 年 4 月に施行された個人情報保護法

など CSR（企業の社会的責任）の観点から，「電磁シールドオ

フィス」を設置し，情報漏洩に備える必要性があると考える。 

本報では，「電磁シールドオフィス」の市場が伸びない原因

を探るため，ビジネスパーソンを対象に実施した，電磁シール

ドの認知度合いや重要度に関する意識調査の結果を報告する。 

 

２．調査 

 

（１）概要 

調査の概要を次に示す。 

・調査方法  ：インターネットによる Webアンケート 

・調査対象者 ：首都圏（東京・神奈川・千葉・埼玉）に在住

の 20才以上のビジネスパーソン（男女） 

・有効回答数 ：417名 

・調査実施期間：2005年 2月 25日～2月 28日 

調査対象者概要として「年代別，及び男女別の割合」を図-1

に，「職業別の割合」を図-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 年代別，及び男女別の割合   図-2 職業別の割合 

 

（２）質問内容 

 調査の質問内容を次に示す。 

Ｑ１．あなたは「電磁シールドオフィス（電磁シールドルー

ム）」をご存知でしたか？＜認知度調査＞ 

   1．知っていた 2．知らなかった 

会社員・公務
員・団体職員

91%

自由業・専門
職業（医者、
弁護士など）

2%
自営業・
商店主

1%

会社役員・
団体役員

6%

４０代
28%

２０代
27%

３０代
26%

５０代
以上
19%

女
13%

男
15%

女
13%

男
15% 女

11%

男
14%

女
4%

男
15%
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Ｑ２．あなたのオフィス（会議室を含む）には，電磁シールド

ルームがありますか？ ※実験施設を除きます 

   1．ある 2．ない 3．分からない   

Ｑ３．あなたのオフィス（会議室も含む）に電磁シールドルー

ムを設置することはどの程度重要だと思いますか？＜重

要度調査＞ 

   1．非常に重要である 2．重要である  

3．やや重要である  4．あまり重要ではない 

    5．重要ではない   6．まったく重要ではない 

ＳＱ３．Ｑ３でお答えになった理由を自由にお書き下さい 

Ｑ４．※「Ｑ３」で「1～3」を選んだ方のみ回答 

あなたにとって，「パソコン画面の盗聴対策」と「会話

の盗聴対策」とでは，どちらが重要だと思いますか？  

   1．パソコン画面の盗聴対策 2．会話の盗聴対策 

なお，調査対象者は，電磁シールドに関する次の説明をあら

かじめ読んだ上で回答を行っている。 

■説明文：パソコンなどの電子機器は，電磁波を発しています。

そのため，他人がその電磁波を盗聴し分析することで画面を盗

み見ることができます。また，オフィスの会議室などに盗聴器

がしかけられ，会話が盗聴されることもあります。以上により，

企業秘密は外部に漏洩することになります。それを防止する手

法の一つに「電磁シールドルーム」があります。「電磁シール

ドルーム」は，室内を鉄板や銅箔で囲うことで，室内の電波を

外に出さない役割を果します。電磁波を漏洩させない窓の設置

も可能です。 

 

３．結果 

 

（１）「Ｑ１＜認知度調査＞」の結果 

 集計結果を図-3～図-5に示す。全体では「知っていた」が 

18％に対し，「知らなかった」が 82％である。 

男女別に見ると男性の認知度が女性に比べ高い。 

男女別かつ年代別に認知度を見ると，男性は 40 代以上が高

く，女性は 50代以上が高い。 

 

（２）「Ｑ２」の結果 

集計結果を図-6 に示す。電磁シールドルームが「ある」が

1％（4件）に対し，「ない」は 82％である。 

 

（３）「Ｑ３＜重要度調査＞」の結果 

集計結果を図-7に示す。｢3．やや重要である｣と「4．あまり

重要ではない」を境に二つに分類すると，「重要である」側が

58％，「重要ではない」側が 42％である。 

また，年齢から重要度を推し量るためロジスティック回帰分

析を行った。分析結果を図-8 に示す。年齢が低くなるに従い，

重要と感じる割合が高くなる傾向が顕著に現れた。 

 

（４）「ＳＱ３」の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 Ｑ１の結果：全体・男女別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 Ｑ１の結果：男性年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 Ｑ１の結果：女性年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 Ｑ２の結果 

 

8%

24%

18%

92%

76%

82%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性全体
(N=168)

男性全体
(N=249)

全  体
 (N=417)

知っていた　 知らなかった

32%

29%

18%

18%

24%

68%

71%

82%

82%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性50代以上(N=66)

男性40代(N=62)

男性30代(N=61)

男性20代(N=60)

男性全体(N=249)

知っていた　 知らなかった

24%

7%

2%

8%

8%

76%

93%

98%

92%

92%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性50代以上(N=17)

女性40代(N=54)

女性30代(N=44)

女性20代(N=53)

女性全体(N=168)

知っていた　 知らなかった

ある
1%（４件）

分からない
17%

ない
82%



電磁シールドオフィスに関する意識調査 

 207

「ＳＱ３」の自由コメントから，年代ごとの特徴を捉えるた

め，テキストマイニング２）を行った。テキストマイニングと

は，アンケートなどの自由コメントのテキストデータを分析し，

有益な情報や知識を取り出す技術である。テキストマイニング

の対象は「Ｑ３」において「非常に重要である」，「重要であ

る」，「やや重要である」と答えた者とした。 

本報におけるテキストマイニングは，各自由コメントを分か

ち書き処理を行い，出現頻度の高い構成要素を用いて対応分析

を行った。構成要素毎の出現頻度を図-9 に，対応分析の結果

を図-10に示す。 

各年代の違いにより「電磁シールド」を重要と感じる特徴が

顕著に現れた。「20 代」は「思う」などの感覚的意見，「30

代」は情報が盗まれる「心配」，「40代」は情報そのものが漏

洩する「危機感」，「50 代以上」は「対策」，[管理」に特徴

づけられることが分かった。 

 

（５）「Ｑ４」の結果 

 集計結果を図-11～図-13に示す。 

全体では「パソコン画面の盗聴対策」が 67%に対し，「会話

の盗聴対策」は 33％である。 

男女別に見ると，「パソコン画面の盗聴対策」を重要視する

割合は，女性が男性に比べ高い。 

男女別かつ年代別に重要度を見ると，30 代の男性は「会話

の盗聴対策」を重要視する割合が高い。また，40 代の女性は

「パソコン画面の盗聴対策」を重要視する割合が高い。 

 

４．考察 

 

（１）「認知度」調査に関する考察 

「電磁シールドオフィス（電磁シールドルーム）」の認知度

は 18％である。 

高性能かつ低価格の「電磁シールドオフィス」を提供しても，

それが人々に認知され，さらにその特徴や便宜が理解され，し

かも関心が持たれなければ採用には結びつかない。 

「電磁シールドオフィス」を知っている企業・団体の数が，

「電磁シールドオフィス」を設置する最大数である。 

しかし，「電磁シールドオフィス」の市場を伸ばすためには，

採用または不採用に至るプロセスも捉える必要がある。そのた 

め，「モレ分析３）」を行った。結果を図-14 に示す。横軸はモ

レ（不採用）のプロセスを示す。 

「モレ分析」の基本的な考え方は，もし「電磁シールドルー

ムが本当にすばらしいものであれば，すべての事務所に設置さ

れても良いのではないか？」と最初に考える。そして被験者が

どのプロセスで何割モレてしまうかなど，マーケティング上の

ボトルネックを見つけるのである。 

図-14のプロセスごとのモレの割合が，現在の市場の傾向を 

表すと仮定すれば，モレの 82％を占める「電磁シールドオフ

ィス」の認知度の低さが，ボトルネックであることは明らかで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 Ｑ３の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 年齢と「重要度」のロジスティック回帰分析 

図-9 構成要素毎の出現頻度（出現頻度 6以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 対応分析：各年代と対応する構成要素の同時布置図 
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ある。認知度のモレの割合を 18%減らす（認知度 2 倍増）こと

で，現在の市場が 2倍に伸びる可能性がある。 

しかし，「重要ではない（興味・欲求なし）」や「設置して

いない（採用しない）」のモレの割合にも着目する必要がある。 

特に「設置していない（採用しない）」のモレの割合は，89％

である。「電磁シールドオフィス」を設置したいと思っても採

用における障壁が高いのである。 

 認知度を上げることも重要であるが，「知っているが重要と

思えない」や「重要と思うが採用できない」に関する理由を調

査することも必要である。調査を行うことで，「電磁シールド

市場」の課題が明確にできると考える。 

 

（２）「重要度」調査に関する考察 

「電磁シールドオフィス」に重要性を感じている調査対象者

の 67％は「パソコン画面の盗聴対策」を重要に感じているの

に対し，33％の調査対象者は「会話の盗聴対策」を重要と感じ

ている。 

「パソコン画面の盗聴対策」に関しては，ガイドラインなど

が整備されているが，「会話の盗聴対策」の整備に関しては行

われていない。 

会話の盗聴を目的とした電波発信器の年間販売数は，20万個

以上とも言われている。「電磁シールドオフィス」の市場を伸

ばすため今後は，室内の電磁環境を検討するに当たり，「会話

の盗聴対策」を検討することも必要と考える。 

 

５．まとめ 

 

「電磁シールドオフィス」の市場が伸びていない原因を探る

ため，ビジネスパーソンを対象に電磁シールドの認知度合いや

重要度に関する意識調査を実施した。 

「認知度」の調査では，全体の 82％が「電磁シールドオフ

ィス」を「知らなかった」と答えた。「電磁シールド」の市場

を伸ばすためには，「認知度」を高めることが重要である。ま

た，モレのプロセス毎における調査・検討も必要である。 

「重要度」の調査では，全体の 58％が「重要」と答えた。

「重要」と答えた調査対象者の 33％は，「パソコン画面の盗

聴対策」と比べ，「会話の盗聴対策」を重要と感じている。 

「会話の盗聴対策」は，ガイドラインが整備されていないた

め，新たな検討も必要と考える。 
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図-11 Ｑ４の結果：全体・男女別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 Ｑ４の結果：男性年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 Ｑ４の結果：女性年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 モレ分析 
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社外発表論文一覧【土木】　　平成16年度（2004/04/01～2005/3/31)

題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/4/1

LEDIOURONT RepresentativeJapan

2004/6/1

2004/9/1

2004/5/20

2004/11/20

2005/2/20

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

PC

-
-3.

-
( )-

RC

RC

RC

AFRP RC

SD490
RC

AFRP RC

AFRP RC

AFRP
RC

AFRP
RC
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

RC

PC

-

PC

2 AFRP
RC

AFRP
PC

AFRP
RC

AFRP RC

2 AFRP
4 RC

JFE
SJ221-2

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

3  
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

4

AFRP
RC

AFRP
RC

AFRP RC

-
-

FRP RC

AFRP
RC

PC

RC

PC

RC

AFRP RC

RC

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/24

2004/9/24

2004/9/24

2004/10/20

2004/10/20

2005/3/20

2005/3/20

2005/3/20

RC

PC (
)

RC

RC

RC

RC

-
AFRP

RC

RC

RC

AFRP

PC

A

A

A

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

3  
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2005/3/20

2005/3/20

2005/3/20

2005/3/20

ZHANGGuangfeng 2005/3/20

2004/9/1

2004/11/25

2004/12/1

JR 2005/2/1
JR

2004/6/1

2004/6/15

2004/6/15

A

A

AFRP RC

FRP RC

FRP RC

2 RC

FRP RC

-
 JR

-

( 2)-JUC
-

SCP

[
]

Re

A

CD ROM

A

A

 

 225



題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/6/15

2004/6/15

2004/6/20

2004/6/20

2004/9/1

2004/9/1

JR
JR

2004/9/1

2004/9/1

2004/6/17

-

3D -

2004/09/14
-2004/09/16

PC

-

( 4:
)

PC

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

3  
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/6/25

2005/2/1

2004/6/17

2004/8/1

2005/3/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/9/1

2004/09/14
-2004/09/16

GPS/IMU

  GPS

=JH
=

-

GPS/IMU

  
JUC =

=

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM

CD ROM
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/10/26

2004/10/26

2004/11/1

2005/3/10
GPS/IMU

  

WEB

3  
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社外発表論文一覧【建築】　　平成16年度（2004/04/01～2005/3/31)

題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

J
J
J

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

B 2 2

( 1) B 2 2

( 2)

C 2 4

  ( 2:
PC

)

C 2 4

B 1 1
RC

C 1 3

B 1 1

RC
  ( 1)  

C 2 4

RC
  ( 2)  

C 2 4

  ( 1:
)

C 2 4
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2005/1/30

D 1 1

RC

  ( 3)  

  ( 2)  

  ( 4)  

-

-

-

-

B 2 2

B 2 2

  ( 1)  D 1 1

B 2 2

B 2 2

( 1)

( 2)

D 1 1

D 1 1

A 1

3  
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2005/2/28

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/25

2004/6/1

A 1

Fc100N/mm`2´
  (

3: )
A 1

  ( 2:
)

  ( 1:
)

Fc100N/mm`2´
  (

1: )

Fc100N/mm`2´
  (

2: )

  

A 1

A 1

A 1

A 1

A 1

A 1

A 1
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/8/1
2004/6/30

2004/9/30

2004/12/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/4/23

2004/9/16

2004/9/16

2004/9/16

2004/9/21

2004/9/21

2004/9/21

2004/9/21

  5.   1

  

! ?-
-1.

(
, )

  

-
-

- 2  
-

- 1  
-

D 1 1

D 1 1

3  
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2004/9/21

2005/2/1

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31

2004/7/31
SADEGHIANMT

2004/7/31

SADEGHIANMT

2004/7/31

2004/7/31

  9  

  8  

  7  

-2ch
-

  2  

  1  

- 3   
-

- 2   

-

D 1 1

D 1 1

D 1 1

D 2 2

D 2 2

D 2 2

F 1

F 1
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題名 発表者名
所属

空欄は三井住友建設
発表誌名

発表講演
年月日

2005/2/1

2005/1/1

2005/3/1

2004/7/5

2004/8/1

2004/8/20

2004/8/20

2004/7/31

2004/7/31

  2  B 1 1

  1  B 1 1

  
2  

1  -

  5  

( 42)
(1)

  
(3)

(1)

(2)

3  
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